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1

序

デー タベ ースは,わ が国の情報化進展上,重 要 な役割 を果たす もの と期 待 されている。今後,

デー タベー スの普及 によ り,わ が国において健全 な高度情報化社会 の形成 が期 待 され る。 さ らに

海外に対 して提供可能 なデ ータベースの整備 は,国 際的な情報化へ の貢献及 び 自由な情報流通 の

確保 の観点 か らも必要であ る。 しか しなが ら現在わが国で流通 して いるデータベースの中でわが

国独 自の もの は3割 にす ぎないのが現状で あ り,わ が国データベースサ ー ビスひいて はバ ラ ンス

あ る情報産 業の健全な発展を図 るためには,わ が国独自のデータベ ースの構築及 びデー タベース

関連技術の 研究開発を強力に促進 し,デ ータベー スの拡充を図 る必要があ る。

この よ うな要請 に応 え るため,(財)デ ータベース振興セ ンターで は日本 自転車振興会か ら機械工

業振興資金 の交付 を受 けて,デ ータベ ースの構築 及び技術開発 にっ いて民 間企業,団 体等 に対 し

て委託事業 を実施 して い る。委託事 業の内容 は,社 会的,経 済的,国 際的に重要 で,ま た地域及

び産 業の発展 の促進 に寄与す ると考 え られているデータベ ースの構築 とデ ー タベース作成の効率

化,流 通 の促進,利 用の 円滑化 ・容 易化 などに関係 した ソフ トウェア技術 ・ハ ー ドウェア技術で

あ る。

本事業 の推進 に当た って,当 財団 に学識経験者の方々で構成 され るデ ータベ ース構築 ・技術 開

発促進委員 会(委 員長 山梨学院大学教授 蓼沼良一氏)を 設 置 して いる。

この 「デー タベース構築促進及 び技術開発に関す る報告書(要 旨)」 は平成2年 度のデータベ

ースの構築促進及 び技 術開発促進事業 と して ,当 財団が民 間企業,団 体等 に対 して委託実施 した

課題 にっ いてそれぞれ の成果の概要を とりまとめた ものである。 この成果が,デ ー タベースに興

味をお持 ちの方 々や諸分野の皆様方のお役 に立 てば幸いで ある。

なお,平 成2年 度 データベ ースの構築促進及 び技術開発促進事業 で実施 した課題 と委託先 は次

表の とお りで ある。

平成3年3月

財団法人 デ ー タ ベ ー ス 振 興 セ ン タ ー



平成2年 度 データベース構築 ・技術開発促進委託課題

分 野 課 題 名 委 託 先

1形 態 学 的 コ メ ン トを含 む病 理 デ 一 夕ベ ー ㈱ エ ス ・ ピ ー ・ オ ー

ス の フ ィ ー ジ ビ リ テ ィ 調 査

2災 害 情 報 デ ー タベ ー ス支 援 環 境 の 構 築 ㈱ 防災都市計画研究所
3AV/MARCの た め の分 類 索 引 デ ー タ ㈱ ダ イ ン メ デ ィ ア サ ー ビ ス

ベ ー ス構 築

社 会 4気 候 情 報 デ ー タベ ー ス の構 築 ㈱ エ ム テ ーエ ス雪 氷 研 究 所

5健 康 の 自 己管 理 と病 気予 防 デ ー タベ ース ㈱ コ ン ピ ュ ー タ コ ン ビ ニ エ ン

の構築 ス

6シ ルバ ー エ イ ジの 実 態 及 び 生 活 に必 要 な 美崎高齢者福祉互助会美崎生
情 報 の デ ー タベ ー ス構 築 の た め の 調 査 研 活餌
究

7交 通 事 故 調 査 デ ー タの デ ー タベ ー ス化 に 脚 日本自動車研究所
関す る調 査研究

8ア ジア 太平 洋 交 流 デ ー タベ ー ス の課 題 性 ㈱西 日本新聞社
の研 究

9戦 略 商 圏 レベ ル に細 分 化 した地 域 デ ー タ パ ラ シ ュー ト情 報 開 発 研 究 会

と分 析 ・提 案手 法 を統 合 化 した 企 画 支援 札幌凸版印刷㈱
地 域 活 性 化 シス テ ムデ ー タベ ー ス の構 築

中小企業振興 10ネ ッ ト ワ ー ク 化 さ れ た 地 域 情 報 デ 一 夕 ベ セ ン トラル開 発㈱ 情 報 図 書 館
一 スの 有 効 な マ ネ ジ メ ン トにつ い て の 調 RUKIT

査研究
11徳 島 市 中小 商 業 振 興 デ ー タベ ー ス の 構 築 ㈱ ニ ュ ー メ デ ィ ア 徳 島

12九 州 地 域 の人 材 情 報 デ ー タベ ー ス 構 築 ㈱ 九州 産 業 技 術 セ ンタ ー

13海 外向 け国内先端技術分野中堅企業情報 コ ム ラ イ ン

英 文 デ ー タベ ー ス構 築 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル ㈱

14海 外 規 格(ソ 連 邦 国 家 規 格)デ 一 夕ベ ー 日本電子計算㈱
ス の整 備

海 外 15政 府 開 発 援 助(ODA)に 関 す る デ ー タ ㈱ 日本 国際 協 力 シス テ ム
ベ ー ス の 構 築調 査

16専 門 用 語 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム の 機能 に ア イ ・ エ ヌ ・エ ス ㈱

関す る調査研究
17専 門 家 デ ー タベ ー ス構 築 事 業 ㈱海外貿易開発協会

18VAN用 デ ー タベ ー ス 管理 シス テ ム の 開

発

19レ コ ー ドマ ネ ジ メ ン ト用辞 書 管理 シ ステ

シ ャー プ㈱

㈱ オ フ ィス総 研

ムの開発研究
20建 築CAD用 拡 張 可 能 デ ー タベ ー スの プ 三菱電機㈱

技 術 ロ トタ イ プ作 成

21先 進 複 合 材 料 デ ー タ ベ ー ス ・ プ ロ ト タ イ ㈱次世代金属 ・複合材料研究
プの作成 開発協会

22マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の プ ロ グ ラ マ ブ ル ㈱ 日本 システ ム ハ ウス 協会

周辺 デ バ イ ス の デ ー タ ベ ー ス化
23書 誌 デ ー タ ベ ー ス 用 ダ イ ナ ミ ッ ク ・ シ ソ ㈱紀伊國屋書店

一 ラス の 可 能性 調 査 と実 験



目 次

1.

1.1

1.2

1.3

1.4機 能

1.4.1検 索 機 能

1.4.2集 計 機 能

1.4.3応 用 機 能

1.5効 果

1.6

1.7今 後 の 展 望

形態学 的 コメ ン トを含む病理データベ ースのフ ィー ジビ リティ調査

病理 デー タベースの有用性

病理データベースの現状と課題

形態学 的 コメ ン トを含む病理 データベースの 目的

次年度の取 り組み

1

1

1

2

4

4

4

4

5

5

6

2.災 害情 報 デ ー タベ ー ス 支 援 環 境 の構 築

2.1目 的

2.2キ ー ワー ド自動抽 出 辞 書 の充 実

2.2.1キ ー ワ ー ド自動 抽 出辞書 の概 要

2.2.2辞 書 の 充 実

2.2.3今 後 の 辞 書 メ ンテ ナ ンス方 針

2.3

2.3.1

2.3.2

2.4成 果 と今 後 の 課題

2.4.1成 果

2.4.2今 後 の 課題

事故 ・災害に関する映像情報のデータベース化の検討

事故 ・災害に関する映像情報の利用状況アンケー ト調査

事故 ・災害に関する映像情報の保存状況調査

0

1

1

4

C
u

ρ
U

7

7

7

7
`

7
-

8

1

1

1

1

1

1

1

3.

3.1概 要

3.1.1

3.1.2

AV/MARCの ための分類索引データベース構築

AV/MARCと は

AV資 料検索上の要件

O
U

O
σ

∩
口

0
ロ

ー

1

1

1

1



3

4

5

6

7

1

2

3

4

5

6

、

1

2

3

1

2

3

1

1

1

1

1

3

3

3

3

3

3

4

4

4

6

6

6

3

3

3

3

3

2

3

3

3

3

3

3

3

4

3

3

3

5

6

3

3

3

0
0

3

∩0

00

∩d

AV/MARCの ア クセ スポイ ン ト

データベース構築 の構想 とDDC20及 びMLAJ音 楽分類表

デ ー タベ ー ス の 目的

データベースの実 際上の運用

分類索引データの機能

作業手順

実施内容

AV/MARC分 類表:760の 整備

LC分 類表音楽部門の翻訳

各種分類表及び件名作業の解説書の翻訳

AV/MARC分 類 マニ ュアル整備

分類索 引データ記入 ・入 力

AV/MARC登 録済資料の分類実験

ソステム構成

構成図

機器構成

ソフ トウェア構成

フ ァイ ルf士様

デー タベ ースの機能

データ登録の機能

AV/MARC書 誌データ入力時における検索

AV/MARC利 用者への分類索引データからの

ア クセスポイ ン トの提 供

0

1

2

2

3

4

6

6

7

7

8

8

0

1

1

1

1

2

2

2

2

3

00

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3.7

3.7.1

3.7.2

デ ータベースの評 価 と今後 の課題

デー タベースの評価

今後の課題

2

3

q
U

qO

q
O

O
O

口
∂

O
O

4.気 候 情 報 デ ー タベ ー スの 構 築

4.1 デー タベ ース構築の背景 と基本計画

1
・

1
・

4

2
.

1
・4

構築の背景

構築の基本計画

5

5

5

5

0
0

q
O

q
U

O
O

2



4.2

4.2.1

4.2.2

4.2.3

4.3

4.3.1

4.3.2

4.4

4.4.1

4.4.2

4.4.3

4.5

4.5.1

4.5.2

デー タベ ースの概要

収録地点

収録期間

収録項目

高次加工データの収録

収録対象高次加工データの検討

加工手法及び収録形態の検討

ユ ー ザ イ ン タ フ ェ ー スの 検 討

検索形態の検討

検索 システムの設計

検索 システムの作成

まとめと今後の課題

予想され る効果

今後の課題

7

7

7

8

0

0

2

2

2

3

4

5

5

5

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5.健 康の 自己管理 と病気予防 データベ ースの構築

5.1目 的 と 概 要

5.2カ オ ス ア ト ラ ク ト グ ラ ム プ ロ セ ッ サ ー

(CAP:ChaosAttractogramProcessor)の 目 的 と シ ス テ ム 構 成

7

7

4

4

5.2.1

5.2.2

5.3

5.3.1

5.3.2

5.4

5.4.1

5.4.2

目的

システム構成

CAPに よるデータ収集 と分析

データ収集の対象 と方法

分析結果とその考察

まとめ と展望

まとめ

今後の展望

0

0

1

3

3

3

3

3

4

5

5

5

5

5

5

6

6

6

6.シ ルバ ーエ イ ジの実態及 び生活 に必要な

情報のデ ータベ ース構築 のための調 査研究

6.1概 要

7

7

C
U

ρ
U

3



6.2

6.3

6.4

6.5

.・・・・・・・●■●●●・・●・●●・●●●・・●●・●■●・●●・●●■●●●●・・・●●●■・・●.●●●●・●・■■●・●●命■・●●●●●◆■・●・・■・・●●●・●●●的目

●●●◆■●■●■●・・■■●・■●・■●●・●■◆■・■・・●・.■・●■●・■●・●●●■..●●●●■・・■●・・●■■・■・..■●・■●・●果結と容内施実

●■・・■●●・●●●●.・・●・・◆●・・●●・●■■.■●・・●・・・・・●■.■■●・●・●■●●■.●■●・●●・●●■◆・●■■題問のスーべターデ

・・.■■●.●●●●■・●●・●●.●●●●・・・■・●●●・●■・.●●●.・.・・・・●■●・・●.■●■■・■・・●●・.●◆◆・■■.●●・・・■●・●題辞の後今

7.交 通事故調査 データの デー タベース化に関す る調査研究

7.1調 査 の概要

7.1.1調 査の 目的

7.1.2実 施内容

7.2交 通事故調査の現状

7.2.1各 国 の交通事故調 査

7.2.2交 通事故調査技術

7.2.3事 故調 査ア一 夕の処 理

7.2.4JARIで 行 って いる事故調査の特徴

7.3事 故調査デ ータの データベ ース化 における課題 と対策案

7.3.1調 査時の課題 と対策案

7.3.2デ ータベ ース上 の課題

7.3.3そ の他 の課題

7.4事 故調査 デー タベー スの将来像

7.5プ ロ トタイプ作成の予備的検討

.・●●●●●●●●・・・●◆・・●●●■●●.・■◆

●●●●●・・・■・●●●.・◆■・●●■・・●・・・●■・●●●・●●●◆.・・●・・.●●●◆.●●・●・●・●●・●■●・■●.・・●・・・・・・■●・●●

・・・・・.・・・●●●・●●●●■■.◆●・・・・●.・・●●・●・・・●.・●・.・●・・・・●●■・■●・●●■.●・●●◆・.・●

・

●・●■.■

..●●◆●◆●■・・・●●●・●・■●●●・●・・.・●.・.●・・◆◆●●●・■■.・■●●●●●.■・●●●・・●■●●●・・・●●●・●●・・・●●

■●.・・・・●・・●■◆・■●●■■・.・●●・・●●●・●■・・●...■・・●●・●●■・●・●●・●●・・●■・・●・■・・●●●

・・・・●●●●●●●・●●●・・●●・・■・●●●■●・●■●・●●・..・.●●・●●・●・●・●●・●■・●●・・

・●●●●■■■●■・.●●・●■●●●・・・●●.・.●●・・●●・●●●●●・■■・・..●●■・・●・●●●◆.●●・●●●・

●●■..・■・・・●●・・・●●.●●・.■■・・●●●・●●●・●・・・●.●■●・・●●●●●・■●■●●・・■●

・・・.・・.●・●●・・●●.・■●・■●■・・●●・●●●●・●●

層

.●●.

●■■■●■●●●・・●●●●■●・●●・

●・・・・・・・.・●●●・・●●●●●.・■.・●■●・・・●●・◆●●・●・.●●・●●●・・・・■・・●◆・・・◆

●●●・・・..■●●・・・●●・●●.●.●●・●●●・・●■・・■・・・・・.●■.・●●・・・●●・●■・・・●・

・・・・.・●●●●・・.●・・・●・●◆.・・●■●・.■●.・⑨.・・●・・◆◆・●■■・...・●・●●・.●■..●・●・◆・・・●●・

.●■.●●・●・・・■●■.■■■・●・・・◆・・・●●●.・●●・●●●●●...●・・・・●・●・・・

(

●.・●・・・・・・..・・・■・・●●.■●■・.●●・・・●●・.●●■●●・・.・・●●●■■●■■・・

8.ア ジ ア 太 平 洋 交 流 デ ー タ ベ ー ス の 課 題 性 の 研 究 … … … … ・… ・… ・… … … … … …

8.1概 要 ・… … … … … … ・・… … … … … ・・… ・… … … … … ・・… ・・… … …_.__.__

8.Ll目 的 … … … … … ・・… ・・… … … … … … … … … … … … … ・・… …:・ … … … … ・

8.1.2実 施 内 容 … … ・… ・… … … ・… … … ・・… … … ・… … ・… … … … ・・… …___

8.2国 際 化 の 現 状 ・… … ・… … … … ・… 一 … … … ・… ・・___..___◆_____

8.3デ ー タ ベ ー ス の 必 要 性 … … ・・… … … … ・… ・… ・… … … … ・・…_.____._

8.4DBの 情 報 内 容 … … … … … … ・… … … … … … … ・・… … … … … … ・・… … … ・… …

8.5検 索 手 順 ・… … … … … … … …'…'… …'… …"… … … …'…"… … … … …

8.5.1デ ー タ ベ ー ス 構 造 … … … … … … … … ・… ・… … … … ・… ・・… … … … …'…

8.5.2レ コ ー ド レ イ ア ウ ト ・… … … … ・… … ・… … … ・… … … ・・… ・・… … … … …'

4

7

0

9
匂

9
－

nO

7
`

7
.

7

巧

循

門

門

鴨

鴨

門

門

8。

8。

田

田

田

田

肪

9

9

9

9

0

0

0

1

1

2

8

8

8

8

9

9

9

9

9

9



8.5.3検 索 事 例

8.6採 算 性 の 考 え 方

8.6.1

8.6.2

8.6.3運 営 方 法

8.7今 後 の 課 題

8.7.1

8.7.2

8.7.3

8i7.4

初期投資の軽減

情 報セ ンターの位 置付 け

情報内容の質の向上

システム技術のテス ト

アジアDBの 利用

今後の国際交流

4

7

7

7

8

8

8

8

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9.戦 略商圏 レベル に細分化 した地域データと分析 ・提案手法を

統合化 した企 画支援 システムデータベースの構築

9.1概 要

9.Ll目 的

9.1.2

9.1.3

9.2

実施内容

予想される効果

企画支援 システム

9.2.1

9.2.2

9.2.3

9.2.4

9.2.5

9.2.6

9.2.7

9.2.8

9.2.9

9.3・

9.3.1

'9

.3.2

マーケ テ ィング手法 データベース

統計 デ ータデータベ ース

顧客管 理デ ータベ ース

各種調査 デ ータベ ース

マ ップ デ 一 夕デ 一 夕ベ ー ス

企 画 書 事 例 デ ー タベ ー ス

フ ォー マ ッ トデ ー タベ ー ス

DTP

画像処理

今後の課題

メ ンテ ナ ンス体 制'

マ ル チ メ デ ィア化'
、

斑
斑
皿
:

三

三

C

驚

鵬

鵬

m

,
、5

.

.



10.ネ ッ トワー ク化 された地域情報 デー タベー スの有効な

マ ネジメ ン トについての調査研究

10.1調 査 研 究 の概 要

10.Ll目 的

10.1.2調 査 研 究 の 方 針 と内 容

10.1.3実 施 体 制

10.1.4.調 査研 究 の 概 括

10.2地 域 情 報 デ ー タベ ー ス の現 状 調 査

10.2.1地 域 情 報 デ ー タベ ー ス の 範 囲 ・視 点

10.2.2調 査 対 象 とな る情 報 提 供 機 関抽 出方 法

10.2.3調 査 の方 法

10.2.4回 収状 況

10.2.5ア ンケ ー ト結 果

10.2.6地 域 デ ー タベ ー ス の 現 状 考 察

10.3ネ ッ トワー ク化 へ の 提 言

10.3.1通 信 イ ンフ ラ ス トラ クチ ャの 現 状

10.3.2利 用者 側 か ら見 た ネ ッ トワ ー ク化

10.3.3ネ ッ トワー ク化 の パ タ ー ン

10.3.4ネ ッ トワー ク化 方 式 の 利 得 損失 の解 析

10.3.5商 用 デ ー タベ ー ス に お け る統 合 化 の事 例

10.3.6

10.4結 論

ネ ッ トワー ク化 と地域情 報デ ータベースの動 向

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

5

5

5

6

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

6

7
」

7
・

8

8

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

11.徳 島市 中小 商業振興デ ータベ ー スの構 築

11.1背 景 と 目 的

11.1.1背 景

11.L2目 的

11.2実 施 内 容

11.2.1

11.2.2登 録1青 報

11.2.3

ビッ トシステムの概 要

データベ ースの構造

119

119

119

119

120

120

123

124

6



11.2.4

11.2.5

11.3

11.3.1

11.3.2

ビッ ト会員管理 システムの開発

運営体制

今後の課題 と展望

データベ ースの有 効活用 のための課題

デー タベ ースの有効活用 に向けての対応策

12.

12.1概 要

12.1.1目 的

12.1.2内 容

12.2検 討 結 果

12.2.1大 学 研 究 者 デ ー タ収 集

12.2.2キ ー ワー ドの 検 討

12.2.3人 材 情 報 シス テ ムの検 討

12.2.4人 材 情 報 シス テ ムの概 要

12.3今 後 の課 題

九州地域の人材情報データベース構築

13.海 外向け国内先端技術分野中堅企業情報

英文 デー タベー ス構築

13.1概 要

13.1.1目 的

13.1.2構 築 内 容

13.1.3収 録 内 容

13、1.4実 施 体 制

13.1.5

13.2

13.2.1

13.2.2

13.2.3

13.3今 後 の 課 題

編集手順 ・方法

検討(実 施)結 果

予想 される効果

国内のデー タベース

海外の デー タベース/CD-ROM出 版社

7

125

126

127

127

128

1

1

1

1

2

2

3

5

8

0

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

3

3

3

3

4

5

5

6

6

6

7

7

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1



14.海 外規格(ソ 連邦国家規格)デ ータベ ースの整備

14.1概 要

14.1.1目 的

14.1.2実 施 内 容

14.2規 格 票 の 入 手 と 評 価

14.2.1

14.2.2整 備 の 方 針

14.3デ ー タ ベ ー ス の 内 容

14.3.1必 要 項 目

14.3.2キ ー ワ ー ド

14.4検 索 シ ス テ ム の 機 能

14.4.1検 索 機 能

14.4.2出 力 機 能

14.4.3検 索 補 助 機 能

14.4.4SDI機 能

14.4.5』

14.5デ ー タ ベ ー ス の 作 成

14.5.1デ ー タ の 作 成

14.5.2

14.5.3

14.6今 後 の 課 題

14.6.1

14.6.2

14.6.3

14.6.4

15.

15.1目 的

15.2

規格票入手の現状 ・問題点

オ ー ダーエ ン トリー

検索システムの構築

デー タベースの作成及びテ ス ト

ROOTシ ソー ラ スに よ るキ ー ワー ド

デー タベースの 日本語化

フルテキス トの提供

データ作成の機械化

政府開発援助(ODA)に 関す るデータベ ースの構築調査

政府開発援助(二 国間贈与)に 関す る

デ ータベ ースネ ッ トワー クシステム

15.2.1シ ス テ ム 化 コ ン セ プ ト

8

9

9

9

9

0

0

0

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

155

155

156

156



15.2.2シ ス テ ム 要 素

15.2.3

15.3

15.3.1

15.3.2

15.3.3

15.3.4

15.3.5業 務 概 要

15.3.6デ ー タ ベ ー ス

15.4今 後 の 検 討 事 項

15.4.1

15.4.2

15.4.3

将来への発展形態

資機材 デー タベース システム

資機材関連データの現状と課題

システム化の目的

期待される効果

システム化の方針

データベ ース構築の段階的 な実現

デ ー タ ベ ー スの メ ンテ ナ ンス

マ ンマ シ ンイ ンタ フ ェー ス

16.専 門用語 データベース システムの機能 に関す る調 査研究

7

7

1

1

1

2

4

6

7

8

8

8

8

5

5

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

16.1背 景 と 目 的

16.2

16.2.1実 施 体 制

16.2.2実 施 内 容

16.3

16.3.1

16.3.2

16.3.3

16.4

16.4.1は じ め に

16.4.2

16.4.3

実施体制及び実施内容

専門用語データベース化に関する国内の状況

専門用語辞典 ・用語集の分析

専門用語データベース作成の現状

専門用語の抽出方法

専門用語のデータベース化に関する海外の状況

海外諸国の機 関及 び団体 にお ける専門用語 データバ ンクの現状

マイ クロコ ンピュー タ及 び ミニ コ ンピュータ上で使用 され る

デ ー タベ ー スの ヨー ロ ッパ にお け る現 状

1

1

2

2

2

2

2

4

7

8

8

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

・・・…179

16.4.4専 門 用 語 デ ー タバ ン クの た めの ガ ン ドラ イ ン

17.専 門家 データベ ース構築事業

180

182

185

9



17.1概 要

17.1.1目 的 及 び 必 要 性

17.1.2

17.2

17.3

17.3.1

17.3.2

17.4今 後 の 課 題

専門家データベース構築事業検討委員会

専門家データベース構築事業の基本構想

専 門家デー タベ ース検索 システ ム

検索 システム開発の条件

検索 システムの作成

5

5

5

6

9

9

0

0

8

8

8

8

8

8

9

9

1

1

1

1

1

1

1

1

18.

18.1シ ス テ ム 開 発の 目的

18.1.1課 題 選 定 の 背 景

18.1.2課 題 選 定 の理 由

18.1.3シ ス テ ム開 発項 目

VAN用 デー タベース管理 システ ムの開発

18.2シ ス テ ム 開 発手 法

18.2.1開 発 シス テ ム の特 徴

18.2.2

18.3

18.3.1

18.3.2

18.4

18.4.1

18.4.2

実施内容

開発システムの効果

文書データベースユ ーザ要求条件

開発プログラムの効果

開発システムの発展性

グループ ウェアへの発展性 に関す る考察

メ ンタルモデルへの発展性 に関す る考察

3

3

3

3

4

4

4

5

7

7

2

5

5

6

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

19.

19.1研 究 の 目 的

19.2研 究 の 方 法

19.2.1

19.2.2

19.2.3

19.3

レコー ドマ ネジメン ト用辞書管理 システムの開発研究

辞書管理 システムの開発

実験用辞書の作成

実験の方法

辞書管理 システムの概要

209

209

210

210

210

213

213

10



19.4実 験 ・評 価

19.4:1実 験

19.4.2結 果 及 び考 察

19.5結 論

217

217

217

217

20.建 築CAD用 拡張可能 デー タベースのプロ トタイプ作成

20.1概 要

20.1.1背 景 と 目 的

20.1.2作 業 概 要

20.2

20.2.1

20.2.2

20.2.3

20.2.4

20.3デ ー タ 構 成

20.4

20.5実 行 方 法

20.6今 後 の 課 題 と 展 望

拡張可能デ ータベースの設計

拡張可能データベースの機能要件

データベ ーススキーマ定義言語の構成

データベ ース操作言語 の構成検討

ユ ーザ イ ンタ フェース機能の概要

プ ロ トタイプ システムの概要

9

9

9

0

1

1

2

2

3

4

5

6

7

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

21.先 進複合材料デ ータベ ース ・プ ロ トタイプの作成

21.1背 景 と 概 要

21.2

21.2.1

21.2.2

21.2.3

21.3

21.4

21.4.1

21.4.2

21.5今 後 の 課 題

複合材料構造設計用データベースの要件の研究

複合材料構造設計用データベースの要件

複合材料データベース入力項目例の研究

平成元年度アンケー ト結果の解析

内外複合材料構造設計用データベースの研究

プロ トタイプデ ータベ ースの構 築

プ ロ トタ イ プ フ ァク トデ 一 夕ベ ー ス

プ ロ トタ イ プ マ ネ ー ジ メ ン トシス テム

9

9

9

9

0

1

1

3

3

4

6

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

11



22.マ イ ク ロコ ン ピュー タの プ ロ グ ラ マ ブル周 辺 デ バ イ スの デ ー タベ ース 化 ・… ・・237

22.1概 要 と 目 的

22.1.1概 要

22.1.2目 的

22.2

22.2.1

22.2.2

22.3

22.3.1

22.3.2

22.3.3

22.3.4

22.4

22.5

22.6

22.7

22.8

22.9

22.9.1

デー タベ ースの構築体制

構築 グループ

情報提供 グループ

データベー スの概要

利用の 目的

対象ユ ーザ

登録 デバ イスの種類

デー タベースの内容

デ ータベース システムの内容

データベ ースの構造

デ ー タベ ー スの フ ォー マ ッ ト

データベ ース化の手順

デー タベースの利用

実用化のための課題及び解決する方向性

周辺デバイスの現状の問題点 に関す る解決方針

22.9.2新 たな周辺デバ イスの仕様を取 り込む上 での

問題点に関する解決方針

間

却

却

㎜

細

紐

魏

魏

籾

籾

拠

割

拠

蹴

盟

蹴

斑

斑

244

23.書 誌 デ ー タベ ー ス用 ダ イ ナ ミ ッ ク ・シ ソー ラス の可 能 性

調 査 と 実 験

23.1

23.2

23.3

23.3.1

23.3.2

23.4

23.4.1

研究の目的

適性技術の捜索 と取 り組み

文意解析処理 システム機能

システ ムの前提

システム機能の概要

システムの構築及 び実験 ・評価

構築 システム

245

245

245

246

246

247

252

252'

12



23.4.2分 解 ・解 析 ・抽 出処 理

23.4.3後(キ ー ワー ドと検 索 用 語 の 拡 充)処 理

23.4.4検 索 処 理

23.5結 論

23.5.1ダ イ ナ ミ ック ・シ ソー ラス の機 構

23。5.2

23.5.3今 後 の 展 望 と抱 負

トー タ ル シス テ ム と して の ダ イ ナ ミッ ク ・シ ソー ラス

252

253

254

255

255

255

256

13





1形 態 学 的 コメ ン トを含 む病 理 デ ー タ ベ ー ス

の フ ィ ー ジ ビ リテ ィ調 査

株 式 会 社 エ ス ・ピ ー ・オ ー





1.形 態 学 的 コメ ン トを含 む 病理 デ ー タベ ー スの フ ィー ジ ビ リテ ィ調 査

1.1病 理 デ ー タ ベ ー ス の 有 用 性

医療機関で 日々行 われ る診療 の過程で蓄積 され る諸デ ータは,個 々の症例の単 な る過去の記

録で あ って はな らない。 これ らの もの は,新 患者の診療や住民集 団の疾病予防の基礎資料 と し

て,常 に 「activedata」 と して活用で きるものでな ければな らない。

医療の高度化 と多様化 に伴 い,疾 患分類が細分化 され,そ の様 な診断のために病 理組織学的

検査が重視 されてお り,特 に腫瘍診断 における重要性 は絶対的であ る。

更 に近年 は標本採取可能 な臓器組織の範囲 も一段 と拡大 された。

病理組織学的検査の診断 的意義 は大 きいが,こ れ は① 疾病概念 が病理形態学 を基盤 と して形

成 され,分 類 されて きた こと,② 組織像が膨大な情 報量を もって い ること,更 に③生化学 的 ・

機能的疾患 も超微形態 の異常 として把握 される ものが多 いか らだ と考え られ る。

この よ うに病理組織学的 データは医学データの中で最 も信頼性 が高 く,直 接 的かっ包括 的で

あ る。

これ らの デー タが複数施設 問で共同活用できるよ うになれば 日常診療の質の向上 は もとよ り,

将来の疫学のための資料作成 や予防医学の基礎資料 と して活用 され,よ り有用 なractiveda-

ta」 になることが考え られ る。

この ため には,病 理 データベースの構築が必要であ る。

1.2病 理 デ ー タ ベ ー ス の 現 状 と 課 題

病理学の領域で,コ ンピュータを積極的に利用 しよ うとい う気運が高 まってか ら随分 久 しい。

内外の多 くの施設か ら病理 データを電算機的に処 理す るシステムは種 々の ものが発表 されて

いる。 それ らの大部 分 は,診 断の登録,検 索,集 計,あ るいは診断報告書作成機能が主 な もの

で,病 院の管理運営,窓 口業務,事 務計算等 に関す るものであ る。

タイ トル に 「デー タベ ース」の用語が付 されて報告 された少数 の システムにおいて も,そ の

機能 は他の もの と異な らない。

病理診断の際 に,観 察 の対象 になる病理組織標本の組織像 は,あ ま りに も膨大 な情報量 を も

って いるため,そ の組織所見 の解釈 は症例によ り,ま た診 断者 によ り しば しば異 な り,複 数の
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病理 医が同一症 例の同一部 位か ら採取 された組織標本 を診断 して も,異 な った結論 に達す るこ

とは,さ ほど稀 な ことで はな い。

この様な ことか ら,「 病理診断の際の所見の読み取 りは主観 的で あ る」とか 「病理検査 には

診断論理が欠如 してい る証左であ る」 とされ,そ して 「病理学 は コンピュータが いっ まで も役

に立 たない領域であ る」 と極論す る もの もいる。

現状 のままで病理診断を収録 してデ ータベースを構築 して も,そ の利用 には種 々の制約がっ

きまと うことが予想 され る。

病理 デー タは,主 と して文章 と画像(組 織像)か ら成 り立 って いて,コ ンピュー タに よる扱

いが難 しい ものの一つであ ると考 え られ る。

その解決のために多 くの システム は,病 理 レポー トの中か ら主要な キーワー ドを抽出 し,こ

れを コー ド化 して コンピュータ処理す る方法 をとってい る。

その他,医 者が書いた報告書 を直接 コ ンピュータによ って文章処理(構 文処理)を 行 って集

計や検索 を行 う方法 も報告 されて いる。

しか し,い ずれの方法を採用 して も,1茜 理 医が使用す る用語の概念 が標準 的な範 囲内で使用

されて いなければ コンピュー タで処理す る意味 は無 くな って しま う。

また,病 理データベ ースは,文 献情 報検索の場合 とは異 な り,デ ー タの利用者 は即デー タの

入力者 で ある ことが多 い。特 に病理検査現場の使用者 において は,多 くの場合,自 験例を検索

した り集計 した りす る作業が頻繁 にな る ことが予想 され るため,デ ータ入 力のための新 たな負

担を可能 な限 り軽減 し,末 端の病理医の データ登録意欲を高め る工夫 や,ま た病理で使 われ る

用語の概念 を この段階で各 自が検証で きるよ うな システ ムを開発 して,日 常 の病理検査業務を

通 して得 られ る多 くの病理診断 データが,よ り良 く標準化 され るよ うにす ること等,課 題 は多

い。

1.3形 態 学 的 コ メ ン トを 含 む 病 理 デ ー タ ベ ー ス の 目 的

1つ の病 的状態を記 述す るには次 の4っ の要素 を明 らか にす ることが望 ま しい。

即 ち,① どのよ うな形態学 的変化 か?,② どの部分 に認め られたか?,③ その病因 とな った

もの は何か?,④ その結果 どのよ うな機能障害を生 じたか?で ある。

これ らの事項の記述を満足すれば,ほ ぼ完全な診断 とい うことがで きる。

この作業を行 うためには,病 理組 織学的 データの他に,環 境要因,家 族歴 と個人歴,治 療や
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帰結を含む臨床データ等,疾 患に関連をもっ事柄 も考慮されなければな らない。

その作業の一部を占める病理組織学的診断作業の過程は,お およそ次のサイクルから成 り立

っている。

① 顕微鏡観察による組織学的所見の収集

② 所見相互関係の考察(包 含と排除による整理統合)

③ 成書の記載や図付 との照合(頭 蓋内データベースの使用)

④ 暫定的診断の想定

⑤ 想定 された診断 と,収 集された所見との間の矛盾点の指摘

⑥ 所見その ものの再評価

等,一 連の作業か ら成 っている。

このサイクルに臨床データが入 って くるのはもちろんである。

病理医はこれ らの作業を,経 験や種々の情報と照合して遂行する。また診断の帰属が明 らか

でない症例の場合は,複 数の病理医との討議を経て病理学的(最 終)診 断を決定 したり,あ る

いは追跡調査の結果を加味 して最終的判断をするのが日常的な手続きに成 っている。

しか し,病 理組織診断に供せ られる標本の組織像は,膨 大な情報量をもっているばかりでな

く,そ の所見そのものが治療,病 気の経過,そ の他の影響で変化することがあり,得 られた個

々の形態学的所見の意味を明 らかにするためには,統 計学的観察が必要だと考えられる。

また,病 理で使われ る用語の意味するところが臓器により,病 変の種類によって異なること

が一般的に認められている用語 もある。

このような用例も臓器や病変の情報を含めて統計的観察をすれば,使 用者の癖による 「用語

法の揺 らぎ」か らの区別はできるものと考え られる。

本課題 はこの様な作業を通 して,現 在,病 理データベースを構築す る際に最 も大 きな障害の

一つになっている,病 理形態学用語の概念のば らっきの是正を末端の病理検査施設の段階で行

い,ひ いては複数のデータベースを結合 した広域データベースの構築へ と道を開 くための技術

開発を目的としている。

近年のコンピュータ技術の発展は,大 量のデータ蓄積と高速な検索を可能に し,病 理データ

を文字データとして収録することが可能になり,病 理データベースの構築 も現実的に考え られ

るようになってきた。
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1.4機 能

1.4.1‡ 実索機 首9

① 個人別病理検査歴表 示。

② 全デー タ項 目に関 して検索可能。

③ 複数項 目にっいてAND検 索,OR検 索,NAND検 索。

1.4.2集 計機 能

① 特定 の検索条件 を満 足す る レコー ドの計数。

② データの種 々の数値情 報の平均値 の推定。

③ 同上平均 値の差 の検定。

1.4.3応 用機能

① 個々の施設のファイル内のある一つの診断を付けられた症例群か ら採取された標本に見

られた所見の全 リス トと,個 々の所見の出現頻度の表示。

② 特定施設の病理ファイルに収録されたデータから抽出された形態学的所見の特定の組み

合わせを有する診断名と,そ の診断である確率の表示。

③ 複数の施設,あ るいは病理医のファイル間で上記①,② の作業を行って,施 設問 もしく

は病理医間で比較 し,形 態的情報に関する医学用語の概念や使用法が診断者によって異な

るか否かを判定することができる。

④ 診断作業中に上記①及び②の機能を利用 してデータ入力方式を選択メニュー方式にし,

所見と病理診断の入力作業即報告書作成作業に して,病 理診断者の労力負担の軽減を図 る。

⑤ 一つの臓器において共存する各種所見の相関を見る。

例:ビ ールス性肝炎症例で

・好酸体の出現と風船細胞の出現(正 の相関)

・好酸体の出現と繊維増生(負 の相関)

⑥ その他

一つの個体における各種臓器病変の相関,… つの地域における疾患群の相互関係,一 つ

の時代における疾患群の相互関係等々,検 索項 目の組み合わせを変えることでバ リエーシ

ョンは多様である。
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1.5効 果

① 本 システムに備 わ った種 々の病理検査業務支援機能 によ り,既 往検査歴情報収集 や類 似病

変 との鑑別作業等 が容易 にな り,キ メ細 かなよ りレベルの高い病理検査が行われ るよ うにな

る。

② 病理診断報告書 の作成 と,病 理 データ入力作業が一体化 された上 に簡素化 され,ま た入力

は病理医が行 うことによ って収録 されたデータの精度 が向上す る。

③ 本 システム によ り,個 々の病理医が多数の 自験例を使 って,個 々の医学用語 に関 して 自分

が もって いる概念を,多 くの角度か ら検証す ることが容 易にな り,そ れ を他の病理医の もの

と比較す ること もで きるよ うになる。

その結果,医 学 用語 の定義 や概念 にっいて よ り強い関心 を もっよ うにな り,病 理医のデー

タ登録意欲 は向上 す る ことが期待 され る。

④ 病理診断用語の定義 や用法が末端の病理検査診断者 の レベルで標準化が進め られ,複 数施

設 問で病理デ ータの共 同利用が で きるようになる,,

その結果,病 理医の データ登録意欲が向上 し,よ り多 くの病 理データが診療や予防医学 の

基礎資料 と して活用で きるよ うにな り,経 費の無駄を無 くしなが ら良質 の医療を実施で きる。

⑤ 診断支援 システムや 医学 エスキパ ー トシステムの開発のための基礎資料 となる。

1.6次 年 度 の 取 り組 み

本年度検討 したプ ロ トタイ プシステムをベースに実用モデル を作成 し,デ ータベ ースシステ

ム設計に着手す る予定で あ る。

具体的には次の様 な作 業を計 画 してい る。

① 医学用語の意味す るところが,診 断者の間で違 いがあ る場合,そ れを効果的に抽 出す る こ

とを可能 にす る入力項 目,検 索項 目の組み合わせ と検 出方法の探索。

② 沖縄 県立那覇病院 と那覇市立病院の実 データを使用 して,医 学用語の診断者 間の揺 らぎ有

無の検証 を試 みる。

③ デー タベースの設計

(1)デ ータ入 力の改善

日次業務 の中で,デ ータ入 力を行 う様 な入力 システムを構 築す る ことによってデー タ入
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力の負担 を改善する。

(2)デ ータ検索の改善

データ検索時,診 断名等 を入 力 してい るが,そ れ らを表示 しなが ら選 択 させてい くこと

によ って,デ ータ検索時 の改善 をす る。

(3)出 力項 目の再検討

デー タ検索 によって検索 されたデ ータの統計 的分析等を行 う。

1.7今 後 の 展 望

第一段階 と して,各 病院の病理検査室 ではスタ ン ドア ロンタイプの システムを利用 し,将 来

的 にネ ッ トワークを介 して これ らを有機 的に接続で きるよ うにす る。

これ によ り,大 量のデータを収集す ることが可能 とな り,こ の大量 のデー タを統計学的 に解

析 を行 い,病 院の現場へ それぞれ フィー ドバ ックす ることによ り,病 理 検査室における病理医

の支援 に も繋が る。
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災害情報データベース支援環境の構築
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2.災 害 情 報 デ ー タ ベ ー ス支 援 環 境 の 構 築

2.1目 勺白

「災害情報 データベ ース」 は,昭 和57年 以来,さ まざまな分野の防災 ・安全の専 門家が集 ま

り,事 故 ・災 害の防止 と今後 の技 術開発 に寄与す ることを 目的 と して構築 して いるデー タベー

スであ る。本 データベ ース は,一 昨年の 「災害情報デー タベ ースの構築」,昨 年の 「災害情報

シソーラスの構築」 と,2ヵ 年にわた っての委託調査の成果 をふ まえて,会 員制度 でのオ ンラ

イ ンサ ー ビスを開始 して いる。

本調査で は,オ ンライ ンサ ー ビスを開始 した本デー タベースを今後更に充実 させ利用 しやす

い もの どす るためにキ ーワー ド自動抽 出用辞書の整備を更 に推 し進 める一方で,新 たな試み と

して事故 ・災害に関す る映像情報に関す る現状の実態を調査 し,そ のデータベ ース化の方策を

検討す る。

2.2キ ー ワ ー ド自 動 抽 出 辞 書 の 充 実

2.2.1キ ー ワー ド自動抽 出辞書 の概要

「災害情報 データベース」は,さ まざまな分野で研究 し開発 されている安全 ・防災 に関す

る知識 や技術 を,分 野 を越 えて共通の もの としてい くことを第一の 目標 と して,あ らゆ る分

野の事故 ・災 害を総合 的に取 り扱 ってい る。 このため,本 デー タベースで は,利 用者が十分

にデー タベースを活用 で きるよ うにキー ワー ドを次の2種 類 に分 けている。

① 統制キー ワー ド

事故 ・災害事 例 ごとにその事例の内容や特徴な どを表す単語。各事例のデー タ入 力時に

人為的 に付与 され る。 シソー ラスによって同義語,上 位 ・下位語,関 連語 という形 で整理

されてお り,検 索の際 にそれ らを利用す ることがで きる。

② フ リーキ ーワー ド

記事 フ ィール ド,抄 録 フィール ドに登録 された文章の中か ら自動的に抽 出され付与 され

るキー ワー ド。抽 出はキーワー ド自動抽 出辞書を参照 して行 われる。辞書 に登録 された単

語 のみが抽 出の対象 と成 るため,辞 書 の定期的な見直 しが必要 である。
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2.2.2辞 書の充実

(1)記 事 フィール ドか らの抽 出

昨年度 は,約4万 件の事例の中か ら抽出 した1千 件の記事 フィール ドを対象 に単語の抽

出を行い,キ ー ワー ド自動抽出辞書 に約9千 語 を登録 した。 しか し,そ の後の検討の結果,

基本 的な単語 はおおむね抽 出 されて いるものの十分で はない。特 に,最 近 の事例 には新た

に出現 す る単語 もあ り,過 去の1千 件のデータか ら抽出 された単語 だけでは不十分であ る。

そ こで ここでは,次 の2種 類の方 法で辞書 に追加登録すべ き単 語を抽 出 した。

① 過去 に登録 され た事例

過去 に登録 されて いる事例の うち8千 件 のデータの記事 フィール ドに対 して単語の抽

出を行 った。図2-1に 抽出単 語の例を示す。

この結果,過 去 に登録 された事例 にっいては,現 在登録 されて いるデータ5万 件の約

2割 に当たる9千 件 に対 して単語抽 出を行 った こととな る。 これ によ って過去 の事例 に

おいて必要なキー ワー ドはほぼ抽 出す ることがで きたと思われ る。

首都高

刺 され

祝 い

埋 まる

短大生

突 っ込

空 き家

クラブハ スウ

ダス トシュー ト

看護婦

太陽電池

ビニ ールハ ウス

段 ボール

ジーパ ン

白ア リ

売 り場

犯 行

ハ サ ミ

嫌が らせ

自 力

文化祭

ラ ップ トップ

耐久性

混 雑

トラブル

マイ コプラズマ

肝 油

転 び

ハ ッカー

ワーム

は しご

チアガール

続 出

ゲー トボール

倒 れ

お しぼ り

図2-1抽 出単語 の例

② 新規登録事例

今後の辞書更新 メ ンテナ ンスの方法を検討す るため,1990年11月 以降に登録 した2千

件のデータに対 して単語 の抽 出を行 った。

その結果,新 規 に追加すべ き単語 として,次 の様 な ものが抽 出された。

【新技術導入や普及】

衛星中継,発 券,紙 面,超 音 波,残 ガス,液 体窒素,エ アバ ッグ,代 替 フロン
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【新たな課題】

院内感染,新 車,駐 機場

【社会情勢の変化】

即位,レ ンタル ビデオ,紙 袋,痴 呆症,○ ○人,染 毛剤

【新 たな事象】

ミステ リーサ ークル

(2)文 献 フ ィール ドか らの抽 出

① 文献 フ ィール ドの概要

本 データベ ースで は,1つ1つ の事故 ・災害事例に対 して,関 係の ある新聞 ・雑誌 ・

報告書 などを収集 し,そ の表題 や内容 に関す るコメ ン トを登録 して いる。 それ らは 「文

献 フィール ド」 に次の様 な フォーマ ッ トで登録 され る。

【 新 聞 】

【定 期 刊行 物 】

【不定期刊行物】

新聞名:

著 者:表

著 者1表

表題 又 は コメ トン

題:誌 名:巻 号頁:コ メ ン ト

題:発 行 元:頁:コ メ ン ト

これ らの うち表題及び コメン トは,特 に事故 ・災害の経過 やその後の影響な どに関す

る情報が非常 に多 く含 まれている。 そ こで,こ の文献 フィール ドも,辞 書 を用いたキー

ワー ド自動抽 出の対象 とす ることと した。

そ こで,事 故 ・災害の経過 やその後の影響などに関す る単語 を新た に抽 出 して辞書登

録す るため,既 存のデ ータ5万1牛 よ り1万 件を抽 出 し,そ の文献 フ ィール ドにっいて新

たに辞書 に登録すべ き単語を抽 出 した。

② 単語抽 出の考 え方

文献 フィール ドか らの単語 の抽 出 は,次 の2点 を主眼 と して行 った。

a)事 故 の影響 に関す る単語

b)文 献 の種別 に関す る単語

③ 抽 出 された単語

1万 件 の文献 フィール ドより抽 出 された単語の例を図2-2に 示す。 これ により,文

献 フィール ドに含 まれ るデー タの うち基本的に必要な単 語 は辞書へ登録 で きた もの と考

え られ る。
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○ 組織 大手

○ 人 投資家

○ 経済 高騰

○ 裁判 有罪

○ 事後対応 辞表

○ 制度 条約

○ その他 特許

文献区分 手配

文献内容 主な

事 故の影響 に関す るキ ーワー ド抽 出例

会

主

価

訟

見

令

発

議

株

株

訴

会

政

開

国会 業界 調査委

消費者 社長 飼い主

相場 商戦 減少

起訴 判決 原告

陳謝 制裁見舞金 処分

改正 批准 議定書

発明 不信 減産

事例集 白書

写真 社説

報告書

地図

シンポジウム

最 近 の

会

人

買

解

粛

択

刻

協

犯

不

和

白

保

深

年表

世界の

図2-2文 献 フィール ドか らの抽 出例

2.2.3今 後の辞書 メ ンテナ ンス方針

今回の検討の結果,既 に登録済みの データに関す るフ リーキー ワー ドにっいて は,お おむ

ね辞書への登録が完了 した。 しか し,新 規登録事例 にっ いて は今後 も定期 的にチ ェックを行

い,単 語 を抽 出 して辞書 を更新 して い くことが必要で ある。

定期更新の頻度 は半年 に1回 程度 と し,そ の期間 に登録 された事例 に関 して単語 を抽 出す

る。

また,辞 書 更新後 の フ リーキーワー ド再抽 出にっ いては,当 該期 間に発生 したデー タにっ

いてのみ実行す るのが適 当 と考え られ る。
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2.3事 故 ・災 害 に 関 す る 映 像 情 報 の デ ー タ ベ ー ス 化 の 検 討

2.3.1事 故 ・災害 に関す る映像 情報の利用状況 ア ンケー ト調査

(1)ア ンケー トの実施 及び回収

① サ ンプルの抽 出

安全 ・防災 の関係者 か ら下記 のよ うにサ ンプ リングを行 った。総サ ンプル数1,000通 。

a)安 全 ・防災 関係学協 会名簿よ り抽 出

安全工学協会,震 災 予防協会,日 本 自然災害学会,地 震学会,

人 間工学会 一 安全 と人的信頼性部会,中 央労働災害防止協会

b)都 道府県 ・区市町村 の防災担 当課

47都 道府県,東 京23区,人[=120万 以上 の市の防災担 当部署

② 実施方法

ア ンケー トは郵便法 を用 いて行 った。実施時期 は平成3年1月 であ る。

③ 回収率

送 付数1,000通 の うち転居 先不明 な どの理 由 によ る返送 分44通 を除 く実 効送付 数 は

956通 。回収数 は446通(2月]7日 現在),回 収率46.7%。 この うち1月21日 まで到着

分(378通)を 集計 した。

(2)結 果 と解析

① 映像情報の収集状況

【問1】 あなた(又 はあ なたの周囲で)は,テ レビな どか ら事故 ・災害に関す る映

像情報を収集 ・ス トック して いますか。(複 数回答)

映像情 報を個人 的又 は組織 的 に収集 して いるのは,そ れぞれ25%,21%だ った。 また,

収集例を全 く知 らない人 は47%で あ り,半 数以上 は 自らが収集 してい るか収集例 を知 っ

て いた。 また,回 答者 自身 あ るいは回答者の知人が個人的 に収集 して いると回答 したの

は,合 計す る と30%を 越 えてお り,個 人的な収集が多 い ことが分か った。(図2-3)

職業別 には,大 学関係者の 中に個人的に収集 して いる例が多 く,組 織 と して収集 して

い るのは住民向 け啓蒙教材 などを利用す る場 合の多 い地方 自治体だ った。
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組織 として収集

自分が個人的に収集

同組織の他 の人が個人的に
収集

他組織の収集の例 を知って
いる

他組織の人が個人的に収集
の例を知っている

収集 していないし収集例 も
知 らない

i:47
.1

OlO20 ,304050607080

図2-3テ レビなどからの映像情報収集状況(複 数回答)

90100%

② 収集 している映像の内容

【問2】(問1で1～2と お答 の方 に うかがいます)映 像 の収集方法 ・内容 はどの

よ うな ものです か。(複 数回答)

特 に関心のあ る災害 時のみテ レビか らニ ュースや特集番組 を録画す るという例が65%

と最 も多 く,次 いで既存 の フィルムや ビデオの購入(38%)と な って いる。逆 に,日 常

のニ ュースな どを定期 的に録画す るとい うような,日 常 的に大 き く労力のかか る収集 を

行 って いる例 は少 なか った(3%)。

テレビから日常のニュース
などを定期的に録画

テ レビか ら特集番組などを
録画

テレビから特に関心 ある災
害時のみ録画

既存 フィルム ・ビデオな ど
の購入

その他

i:i37.5

010203040506070

図2-4収 集 してい る映像の内容(複 数 回答)

8090100%
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③ 映像情報の利用状況

【問3】 事故 ・災害 に関す る映像情報 を利用 した ことが あ りますか。次のそれぞれ

の用途別 にお答え くだ さい。

(1)教育 ・啓 蒙用 と して(2)事 例分析資料 と して(3)そ の他の 目的 で

事故 ・災害 に関す る映像情報の利用経験者 は,教 育 ・啓蒙用67%,事 例分析用40%,

その他の用途25%と な った。利用状況の業種間差異 はあま り大 き くなか った。

④ 映像情報の必要性

【問4】 これ まで,事 故 ・災害 に関す る映像情報の必 要性を感 じた ことがあ ります

か。上記 と同様 に用途別 にお答 え くだ さい。

(1)教育 ・啓蒙用 と して(2)事 例分析資料 と して(3)そ の他 の目的で

映像情報の必要性 を感 じた ことがある人 は非常 に多 く,教 育 ・啓蒙用 は90%,事 例分

析用76%,そ の他の用途 で も50%近 くな って いる。特 に教育 ・啓蒙用 には,必 要性 を

「よ く感 じる」人 だけで も4割 以上を 占め,こ の分野 での映像情報 の重要性 が示 された。

業種別 に見 る と,教 育 ・啓蒙用 には大学関係でのニ ーズが 高い。

必要性 を感 じる程度 と利用経験 を比較す ると,需 要 は大 きい ものの利用す る機会 はか

な り少な く,事 故 ・災害に関す る映像情報の入手が難 しい ことが示唆 された。

(3)ま とめ

ア ンケー トの実効 回収率 は46.7%で あ り,非 常に高 い。 これには,事 故 ・災害 に関す る

映像情報 に対 して非常 に高 い関心が払 われて いることが示 されて いる。

映像情報 の収集状 況で は,半 数以上が映像情報を収集 して いる。(又 はその例を知 って

いる)と 答 えて お り,安 全 や防災の関係者 の間では事 故 ・災 害に関す る映像情報がか な り

収集 されて いる もの と考え られ る。 しか し一方で,個 人的 な収集が この ち うの半数以上 を

占めてお り,安 全 ・防災関係者の映像情報収集が各人の個人的な努力 に頼 って いることが

分か った。 また,必 要性 の程度 と比較 して利用経験 が非常 に少な いこと も明 らかにな っ

た。 この背景 には,利 用で きる映像情 報が非常 に少 ない とい うことが考え られ る。

即 ち,事 故 ・災害の映像 に対す る需要 は非常に高 いが,実 際の供給 は限 られて いる。 こ

うしたニーズに対応 すべ く映像情報の供給体制を確立 して い くことが必 要であ る。
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2.3.2事 故 ・災害 に関する映像情報の保 存状況調査

(1)日 本放送協会(NHK)

① 過去 に放送 した映像の保存状況 にっ いて

放送業務局 デー タ情報部 が一括 して担 当 して い る。昭和60年 よ りコンピュー タによる

データベース(「NHK放 送デー タベー ス」)を 構 築 して いる。 その一部 は,IBM社

のNMS及 び 日経テ レコ ンでオ ンライ ン検索 に供 してお り,放 送月 日や番組名,映 像内

容に関す るキーワー ド(フ リーキー ワー ドと して 日常語が登録 されてい る)な どで検索

が可能 とな って い る。

データベー ス担 当 は,関 連団体の職員 も含めて合計30人 程度であ る。

ニ ュースは,原 則 と して放送用 に編集 され た 「素材 」のみ保存 され る。番組 に関 して

は 「保存委員会」で指定 され た ものが 「完 プ ロ番組」(放 送用テープ)と して保存 され

る。 また,一 部 の重要 な映像 に関 しては未編集 の素材 も保存す ることがあ る。

原則 と して永久保存 であ る。NHKのTV放 送 開始(昭 和28年 以降)の もの,及 びT

V放 送開始以前 の外部制作 映像でNHKが 購入あ るいは提 供を受 けた もの を保存 してい

る。

② 保 存映像 の利用可能性

原則 と して部 内利用 であ る。NHK及 びNHK関 連団体 に限定 して いる。

番組の一部 は 「公開用」 と して,NHK放 送番組ライブラ リーや放送博物館で団体視

聴用 に公開 され る場合が あるが,こ れ は利用者が番組を指 定す るわけで はない。

複製利用 につ いて は,企 業,団 体,自 治体 などのみ,外 部関連団体な どを通 じて有償

提供が可能 であ る。利用 目的に よって は利用 で きる場合 とで きない場合が ある。現在で

は,研 究 を目的 とす る場合 は複 製利用の対象 とな っていない。料金 はケースバ イケース

で決定 され る。

(2)株 式会社 フジテ レビジ ョン

① 過去 に放送 した映像 の保存状 況

報道資料部(ニ ュース,報 道特 番など)と 編成資料 部(ニ ュース以外 の番組)が 担 当

してい る。

約10年 前 よりデー タベー ス化 を始めてお り,タ イ トル,映 像内容,放 送年月 日,キ ー

ワー ドなどを付与 して コ ンピュー タに入 力 して いる。

現在,報 道 資料部で デー タベー スに携 わ っているの は,お お よそ25人/日 程度で ある。

以前 は放送 に使用 した素材映像のみ を保存 していたが,昭 和62年 夏以降 はニ ュース番
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組 で放送 された映像全体を保存 している。放送 に使用 しなか った映像 は,価 値の認め ら

れ るものを除 いて,原 則 と して消去 して いる。

原則 と して永久保存である。昭和34年3月1日 の開局以来の もの及 び開局以 降に入手

した過去の映像 が保存 されて いる。

② 保存映像の利 用可能性

基本的 に,内 部 で資料映像 として用 い ることを目的 と して いる。 プロダク ションなど

か らの要望 に応 じて,貸 出,販 売を行 っている。

一般 の利 用 も可能だが
,版 権や 肖像権 に係わ る もの は外部へ出す ことがで きな い。

一般 に利用 す る場合の利用料金は明確 には公表 で きない
。学 術的な 目的の使用 な らば,

無償提供 もあ り得 る。

(3)株 式会社東京放 送(TBS)

① 過去 に放送 した映像の保存状況

映像 ・音声 ラ イブラ リー部で一括保存 している。 コンピュータによ るデ ータベ ースを

系列各局 にオ ンライ ンで提供 し,放 送年月 日,場 所,キ ーワー ドな どで検索が可能 とな

ってい る。

ライブラ リー担 当の スタ ッフは約70人,近 い将 来100人 程度になると予想 され る。

原則 と して,放 送 に使用 した 「素材」映像のみを保存 してい る。稀 に,放 送 には用 い

なか ったが保存 されている もの もある。

原則 と して永久保存で ある。昭和29年 の開局以来の もの,及 び開局 後 に買 い取 った過

去の映像を保存 して いる。 このほか,報 道局 には編集前の βCAMの 状 態で約6万 本保

存 されてい る。

② 保 存映像の利用可能性

原則 と して社内の制作支援を 目的 として いるが,現 在で もプ ロダク ションなどを中心

に社外貸 出を行 ってい る。用途に もよるが外 部か らの利用申 し込みを受 け付 け られ る。

使用意 図によ って貸 出可能かど うかを判断す るが,そ の判断 はケー スバ イケー スであ

る。

広 く一般公開 とい う形での公表を していないので,料 金 は公表 で きない。

(4)映 像情 報の保 存状況 と利用可能性(ヒ ア リングまとめ)

① 映像情 報の保存状 況

各放送局 と も開局 以来の もの,及 び開局以前の映像で購入 した映像 などを保存 して い

る。 ただ し,ニ ュースの場合 には放送 に使 用 した 「素材映像」(現 場の映像な ど)に 限
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って保存 されている場合が多 い。編集作 業以前 の映像について保存 して いる場 合はあま

りない。

保存 された映像の整理に関 して は,各 社 ともコンピュータを用 いたデ ータベースを構

築 して いる。

② 映像情報の利用可能性

基本的 に,自 社 内における映像 の活用 ・再利用を 目的 としてお り,社 外 の利用 に対 し

て はか な りの制限があ る。一般の利用 は非常 に難 しい。 その背景 に は次の問題 があると

思われ る。

a)対 応能力の問題

個人的な映像の利用 を認 めて広 くそれを公開 した場合 に,も しも莫大なニーズが発

生す ると,現 在の体制で は対応 が不可能 となる。

b)プ ライバ シー ・肖像権の問題

これ らの映像 は放送用 に用 い ることを前提 と して収録 してい る映像 であ るため,そ

の映像の乱用 は被写体 の肖像権 を侵す もの となる可能性があ る。

c)著 作権の問題

現代社会では,知 的所有権の 問題が大 きくクローズア ップ されてい る。映像情報の

著作権 とい う問題 も,広 くこれ を一般 に公開で きない理 由の一 つであろ う。

2.4成 果 と 今 後 の 課 題

2.4.1成 果

(1)キ ー ワー ド自動抽出用辞書の整備

① 辞 書の充実

昨年度に引 き続 き,1万 件の記事 フ ィール ドを対象 にキー ワー ド自動抽 出辞書用の単

語を抽出 した。更 に,1万 件の文献 フ ィール ドを対象 に単語 の抽 出を行 い辞書 を整備 し

た。 この結果,過 去に登録 され た事例 にっ いて はおおむね必要 な単語 を抽 出す ることが

可能 とな った。

② 今後 の辞書 メ ンテナ ンス

最近登録 した2千 件の事例を対象 に,キ ーワー ド自動抽出用辞書 の今後の メ ンテナ ン

ス方法 を検討 した。 その結果,今 後 は,半 年程度 を目安に辞書及 びデータベ ースの メン
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テナンスを行 うこととした。

(2)映 像情報のデータベース化の検討

① 事故 ・災害に関する映像情報の利用状況調査

事故 ・災害に関する映像情報がどのように利用 されているかについて,安 全 ・防災の

研究者などを対象にア ンケー ト調査を行 った。その結果,以 下の点が明確に成 った。

○事故 ・災害に関する映像情報に対する関心の高 さが うかがわれた。

○安全 ・防災関係者の間では映像情報がかなり収集されていることが分かった。

○実際に行われている映像情報の収集は,各 個人の努力に頼 られていた。

○映像情報の需要 と比較 して,利 用可能な映像情報が不足 していることが示唆された。

○以上を総合すると,事 故 ・災害の映像情報に対する強いニーズに対応するために,こ

れ らの映像情報の供給体制を整備 していくことが必要であると思われる。

② 事故 ・災害に関する映像情報の保存状況調査

映像情報の所在 とその利用可能性を明 らかにするために,放 送局3社 にヒアリング調

査を行 った。その結果は以下のとお りである。

○各局とも,開 局以後の放送に用いた映像及び購入 ・寄贈などによって得 られた開局以

前の映像に関 してはかなりの部分を保存 してお り,そ の整理のためにコンピュータに

よるデータベースを構築 している。

○放送に用いなか った未編集映像に関 しては体系的な保存例は少ない。

○保存されている映像の社外利用に関 しては,不 可能ではないが厳 しい制限がある。

○社外利用を制限する背景には,そ うした体制が作られていないことのほか,被 写体の

肖像権や制作者自身の著作権などの重大な問題が係わっているもの と思われる。

2.4.2今 後 の課題

(1)映 像の利用

今回の調査で は,事 故 ・災害 に関す る映像 情報 に対す るニーズ は高い一方,映 像情報 の

利用 に関 して は障壁 が大 きいことが分 か った。今後 は,具 体的な利用 目的 ごとに,著 作権

や 肖像権 な どの問題 に触れな いよ うな利用方法 を検討す るとともに,映 像情報 の保 有者 と

の間で具体 的な折衝 を行 い,映 像情報 の利用 の可能性 を追求 して い くことが望 ま しい。

また,デ デオ機 器等の普及 によ り,防 災関係の各機関 な どが独 自に災害現場 な どを ビデ

オ収録す る例 も増 えっっあ り,そ うした映像情報の交流 や活用 にっ いて も検討 を進 めて い

きた い。
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(2)利 用環境の整備

① 既往 データ入 力

防災 ・安全 の専 門家の手 元には,過 去 の事故 ・災害 に関 してなお多 くの資料 が山積 み

して い る。今後 の事 故 ・災害 の防 止に は欠かす ことので きないそれ らの資料を,で きる

だけ早急 にデ ータベ ースに登録 し…般 利用者 の 目に触 れ るよ うに してい く必要があ る。

② 関連情 報資料のデ ータベース化

各分野 にお ける防災対策 ・安全対策全般 に係わ る重要な資料 にっ いて もデータベース

化 し,現 在の システ ムを通 じて情報 を提供 してい く必要があ る。

③ 利 用者の拡大

事故 ・災害情報 を社会 に公開普及 させ るため に利用者を拡大 させ る ことが重要 な課題

であ る。

大学等研究機 関の研究者 に対 しては,学 術情報 セ ンターのネ ッ トワー クを通 じて デー

タ提供す ることを考 えてお り,今 後,具 体的 に検討 を進 めて い く予定で あ る。一般の利

用 に関 して は,原 則 的 にはオ ンラ インに よる利用が 中心 とな ると考 え られ る。 また,新

たに普 及 し始 めてい るCD-ROMや ハ イパ ーテキス ト等の メデ ィアを活用 した情報提

供につ いて も検討 して いきたい。
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3AV/MARCの た め の 分 類 索 引

デ ー タ ベ ー ス構 築

株 式会社 ダイ ンメデ ィアサ ー ビス





3.AV/MARCの た め の分 類 索 引 デー タベ ー ス構 築

3.1概 要

3.1.1AV/MARCと は

(1)AV/MARCと は

AV/MARCと は視聴覚(△udio-Yisual)資 料 の機械可読 目録(巫chineReadablega-

taloging)を 意 味す る。っ ま り,図 書館のための視聴覚 資料 の コンピュータ用 目録デ ータ

であ る。

(2)AV/MARCの 役割

日本の公共図書 館の下記の状況か ら,AV/MARCは 日本の図書館界 に不可欠であ る。

①AV資 料 を所 蔵す る図書館の増加及び全資料中の その比重の増大化

② 図書館 目録 の コ ンピュー タ化

③AV資 料 を整 理す るための図書館の人材及 び労力の不足

3.1.2AV資 料検索上 の要件

実 際上 は,AV資 料 の大部分 を音楽作品が占めて いる。音楽作 品にはその特殊性 か ら生 じ

る,一 般 の図書等の検索 に は見 られない検索上の困難 が存在す る。 そ こで,こ こでは音楽作

品に焦点 を当て るこ ととす る。音楽作品の主 な検索上 の要件を次に挙 げてみよ う。

(1)限 られた作曲者 の限 られた作品 を,種 々の演奏者 が くりかえ し録音 録画 して いる。 し

か も,「 交響曲」 「ソナタ」のよ うに固有の名称 のな い作品が多 い。 したが って,数 多 く

存在す る類似の作品,資 料 を検索 によ って区別 しなければな らない。

② 民族音楽,中 世 ・ルネ ッサ ンス音楽のよ うに,作 曲家やタイ トルのない もの,あ るいは

あ って も重要な要素で はない ジャ ンルが存在す る。

(3)同 一演奏手段の小品 を集め た,い わゆるオムニバ ス ものが多 くみ られ る。多数の作曲者

にわたることも多 く,時 には演奏者 もさまざまな こと もある。 この ような資料の場 合,演

奏手段や ジャンルが その資料 を最 も特徴付け る要素で あ る。

(4)著 作(作 曲者 ・演奏者等)や タイ トルを限定 しな いで,特 定の内容の ものを検索 したい

場合があ る得 る。

また,公 共 図書 館の ほとん どが実際 にAV資 料を見て選べ るよ うに並べて いる。 したが

って,実 際上利用者 は目録 の検索 を行わず,資 料の背を見て 目的の ものを探す ことも多 い。
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その場合の要件 と して次の こと も考慮 してお く必要があ る。

(5)資 料の件数が増加す るにっれて,精 密な分類体系 によって配架 しない と利用者 にと って

資料を探すのに手間を要す るよ うに なる。

3.1.3AV/MARCの ア クセ スポイ ン ト

目録検索 の機能 はそのア クセスポイ ン トに左右 され る。MARCの 一般的 なア クセ スポイ

ン トの種類 を表3-1に 示す。

表3-1MARCの 一般的な アクセスポイ ン トの種類

アクセスポイント 内 容 ・ 説 明

AV/MARC

入力 の有無 種 別

① 著 作 作曲者,演 奏者,演 奏団体等 ○ 書誌記述中の特徴的
な要素か らの検索用

② タイ トル 統一 タイ トル,固 有 タイ トル ○

③ 件名標目 ・資料の内容を表す,決 められた形
式の単一又は複数の言葉

○
主題検索用

(内容か らの検索)
④ 分類番号 ・資料の内容を表す体系的番号

・資料の置 き場所を示す番号
×

3.1.2に 挙 げたAV資 料検索上の要 件の うち(2)～(4)が必要 と して いるの は主題検索 であ る。

件 名標 目はそのための一つの手段 であ る。AV/MARCに は独 自のAVSH(AV/M

ARC音 楽作品件名標 目表)に よる件 名標 目が付与 されて いる。 しか し,件 名標 目は語彙設

定 や標 目の形式にっいての規則が複雑 なため,近 年発達 して きたオ ンライ ンデー タベースの

自然語の組み合わせ キー ワー ドによ る検索 などと比 べて,検 索 し易 さの面で問題 も指摘 され

て い る。

主題検索の もう一つの柱 は分類番号 であ り,(5)が 要求 して いるの もそれであ る。 これまで

AV/MARCに は,ア クセ スポイ ン トと して分類番号が入力 されて いなか った。 その理 由

と して,使 用に耐え得 る精密な音楽分類表が見つか らなか った ことが挙げ られ る。 また,も

う一つの理 由と して,AV/MARCを 利用 してい る図書館の ほとん どがそれぞれ独 自の簡

略分類を資料の配架 に使用 して いた ため,精 密 な分類番号の要求が ほとん どなか った ことも

挙 げ られ る。 しか し,簡 略分類 は資料 の件数が増加す るにっれて十分な機能 を果 た さな くな

る ことが必至である。

分類番号 は資料の置 き場所 を示す だけでな く,体 系的な検索を可能 にす る。分類番号 によ

る前方一致検索 を用い ると,あ る分野及 び体系上の周辺 の分野 の資料 を一覧す る ことがで き
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る。 ただ し,こ れ を検索キー と して用 い るには分類 表を参照 し,目 的の分野 を表 す番号 を調

べ ることが必要 なため,検 索 の過程に この1ス テ ップを入れ るの は極 めて煩 わ しく感 じられ

る。

通常,内 容か ら資 料を検索 しようとす るとき思いつ くのは言葉であ る。 したが って,言 葉

か ら分類体系の検索 がで きるとすれば分類表を調べ る煩 わ しさを取 り除 くことが で きる。 コ

ンピュータ時代の分 類検索 は,分 類体系の各 々の項 目に自然語のキー ワー ドが付 され,自 然

語 による分類体系へ の検索 を可能 とす る システムが必要 となる。 これが 「分類索 引データベ

ース」のね らいとす るものであ る。

対象 とす る資料の大部分が音楽作品であ るAV/MARCに とって,優 れた音楽分類表を

採用 し,分 類索引デ ータベ ースを構築す ることが数年来の課題 だ った。

3.1.4デ ータベー ス構築 の構想 とDDC20及 びMLAJ音 楽分類表

(1)DDC20に おけ る音楽部門の全面改訂

DDC(デ ュー イ十進分類法)は 米国のメル ヴィル ・デューイ(MelvilDewey)が 開発

し1876年 に初版 が出版 されて以来,世 界で最 も広 く普及 して いる分類法 であ る。

1989年 に出版 された第20版(以 下DDc20と 略記)の 「780:Music」 はDDCの 中で分

析合成型の手法 を全面的かっ大規模 に導入 した最初 の部分であ る。分類法 システムは分析

合成型 と列挙型 の2っ に大別 され る。列挙型の分類法 は付与 され る分類記号がすべて分類

表 の中に見つか るので使 い易 いとい う利点を もっが,複 合主題 の扱 いに不向 きで,一 貫性

を欠 きやす いとい う欠点 を もっている。分析 合成型 の分類法 は複合主題 に対 して は,各 々

の要素 を表す記号 を一定の規則 と順序で組み合わせ る ことによ って記号全体 を構成す ると

い う手法を とるの で,精 密 さと一貫性を もって取 り扱 うことがで きる。音楽作品の ジャ ン

ル はいろいろな演奏手段 と楽曲形式,伴 奏 の有無,編 曲であるか否か,ど うい う場面や 目

的のための作 品で あるか等の要素の組 み合 わせ によ っている。 したが って,音 楽作品には

分析 合成 型の分類 法が適 しているとい うことがで きるだろ う。

(2)MLAJ音 楽分 類法(試 案)

音楽 図書館 協議 会(MusicLibraryAssociationofJapan,以 下MLAJと 略記)は

1989年9月 に分類専 門委員会 を設置 し,音 楽専門図書館の立場か ら音楽分類表 の検討及 び

日本十進分類法(NipponDecimalClassification,以 下NDCと 略記)の 第9版 の 「760:

音 楽 」部 門の 改訂 案 作成 に着手 した。分析 合成型 の概 念 を取 り入れ たDDC20の780:

Musicの 精密性へ の評価,日 本図書館協会(JLA)のNDCの 改訂 に当た って のDDC
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20の 考え方を導入す る構想 の表明へ の考 慮か ら,当 委員会はDDC20の780:Musicを 翻訳

し,日 本での使用 に適す るよ うに 日本音 楽の項 目を付加 した,MLAJ音 楽分類表(以 下

MLAJCと 略記)の 試案 をまとめ,1990年3月 に発表 した。 これ はNDC第9版 試案概

要 に対す る当委員会の意見書 とと もにJLA分 類委員会へ も提出 された。

(3)分 類索 引データベース構築の構 想

AV資 料の大部分が音楽作品であ るた め,AV/MARCに 優 れた音楽分類 表による分

類 番号 とキーワー ドをアクセスポイ ン トと して付与 することを課題 と していた当社 は上記

のDDC20の780:Music,及 びそれを基 に したMLAJCに 注 目 し,そ れ を基 に して分類

索 引データベー スの構築を行 うことと した。採用す るのが分析合成型 の分類法で あること

を生か し、分類番号が合成 された番号 であ る場 合にはそれを構成す る要素(フ ァセ ッ ト)

の番号 とキー ワー ドも重要な要素 と して入力す ることと した。 これ によ り複合主題の構成

要素 による組み合わせ検索(プ ール演算子検索)が 可能 となるか らで ある。

実際 に発売 されているAV資 料 の傾 向及び このデータベースの 目的か らMLAJCに 更

に改訂 を施 し,そ れをAVMC(AV/MARC分 類表):760と 呼ぶ ことと した。

分類索引デー タベースとAV/MARCの 書誌 データベースとは,書 誌 レコー ドが分類

索 引データのID番 号を もっ ことに より リンクさせ る。 また,オ ンライ ンで提供 され るA

V/MARCデ ータ(書 誌)に は,分 類索 引データベースか ら分類番号やキ ーワー ドが抽

出されて アクセ スポイ ン トと して付加 され る。

3.1.5デ ータベー スの 目的

この データベースはAV/MARCの 書誌 データに対 して,ア クセ スポイ ン トと して分類

番号 とキ ーワー ドの両方を付与す る ことを 目的 とす る。書誌デー タベ ースとは別 に,AVM

Cの それぞれの項 目を単位 とし,分 類番号,及 び分類番号が合成番号であ る場合の各々の要

素の番号,関 連分野番号,キ ーワー ド(統 一語),合 成番号の各 々の要素のキー ワー ド,統

一語への参照語等 か ら成 る分類索引 データベ ースを作成 し,そ の レコー ドIDを 書誌 データ

が もっ ことによ って両者のデータベ ースを リンクさせ る方法を とる。

3.1.6デ ータベースの実際上 の運用

(1)AV/MARC書 誌 データへの分類 番号 に関す るア クセスポ イン トの入 力

(2)分 類番号や キーワー ドの利用に よるAV/MARCの オ ンライ ン検索。 ただ し,こ れ は

(1)の書誌 データと分類索 引データの リンクが行われているものに限 り検索対象 となる。
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(3)オ フライ ンAV/MARCへ の分類番号 やキーワー ドのア クセスポイ ン トの付加。 ただ

し,こ れ は(1)の書誌 デー タと分類索 引データの リンクが行われて いる ものに限 り可能 であ

る。

3.1.7分 類 索引デー タの機能

分類索 引デー タは大別す ると分類番 号とキー ワー ドの2種 類か ら成 って いる。

(1)分 類番号

① アクセ スポイ ン トと しての役割

分類番号 は資料 の内容を表す体系的 な記号であ る。 それをア クセスポイ ン トと して ,

内容の近 い もの を比較 しなが ら目的の資料を探す ことがで きる。(図3-1)

■分類番号(AVMC番 号)に よる検索

⑫
764.272① オ ーケ ス トラ とヴ ァイオ リン1

764.2721825② オ ーケ ス トラ とヴ ァイオ リンの変 奏 曲1

764.272186③ ヴ ァイオ リン協奏 曲1

※分類番号 で検 索す る と内容 ・性質が似通 っ たものが接 近す る。

■件名(AVSH音 楽作品件名標 目表 に よる)に よる検索

① げ ア材 リン トカンゲンがク 〈ヴ ァイオ リンと管弦楽>1

φ 遠 く離 れ て しまう

③1キョウソウキョクヴァ材リン 〈協奏曲(ヴ ァイオ リン)>1

Φ 遠 く離 れて しまう

②1ヘンソウキョク ヴァ材 リン ト カンケ?ンが ク 〈変 奏 曲(ヴ ァイ オ リン と管 弦 楽)>1

※上 と同 じもの を件名 で検索す ると、件名標 目の あい うえお順 に配列 され
ているの で、内容 ・性質の似通 った ものが接近 しな い。

図3-1分 類番号による検索と件名による検索の比較

② 資料の置 き場所 を示す番号

通常,図 書館の 資料 は分類番 号に従 って配架 され る。 資料の量が多 ければ多 いほど精

密 な分類 体系を使用す ることが必要 となる。

(2)キ ー ワー ド

分類索引 データベ ー スの キーワー ドは分類体 系を言葉(自 然 語キー ワー ド)で 検索す る

ことを可 能 とす る。音楽 作品の ジャ ンルは一種の複合主題 であ るため,AVMC:760分 折

合成型の 分類 法であ ることを生 か した,分 類番 号の要 素(フ ァセ ッ ト)を 表す キーワー ド

による組 み合わせ検 索が特 に便利で あろ う。
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件名標 目との主 たる相違 は,件 名標 目が複数の要素の事前統合 であ り,検 索 に は統合の

規則 につ いての理解 が必要 であ るの に対 し,そ れが要求 されない点 にあ る。(図3-2)

(a)組 み合 わせ キ ーーーワー ドに よ る検 索

ヴ ァイ オ リ ン協奏 曲= ヴ ァイ オ リ ン+オ ー ケ ス トラ

1.ヴ ァ イ オ リ ン500件

2.オ ー ケ ス リ ラ1,800件

3.1.+2.180イ 牛

4.協 奏 曲 形 式1,200件

5.3.+4.120件

っ ま り 、 ヴ ァ イ オ リ ン

+オ ー ケ ス トラ+

協 奏 曲 形 式

十 函
1.ヴ ァ材 リン

3.

2.オ ーケストラ

三協 奏曲形式3・
.1

η }

(b)従 来の件名 によ る検索

ヴ ァイオ リン協 奏曲 (自 然 に思 いつ くジャンル名)

← 規則を知 らな い とこの転換が むずか しい

件名 協奏 曲(ヴ ァイオ リン) →120件

図3-2 組 み合 わせ キー ワー ドによ る検索 と件名によ る検索の比較
～ 「ヴァイオ リン協 奏曲」の検索の場合

3.2作 業 手 順

分類索引データベースの構築 のため に,そ の基本的な分類表の整備 を中心 と して,関 連分類

と して入力す る幾つかの分類 法体系や件名標 目に関す る資料の翻訳 ・整備,デ ー タフォーマ ッ

トや入 力に関す るマニ ュアルの整備等 を行 った。それ らの手順及 び関連 を図3-3に 示す。 こ

の図において,実 線 の矢 印は分類表 や資料等の変遷関係,破 線の矢 印は作業 に使われ るマニ ュ

アルを示 して いる。
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MLAJC

(MLAJ音 楽分類表)
760～769

MLAJ分 類専門委員会 DDC20780:Music

デューイ十進分類法第20版 音楽部門

7展〕"v788

↑ 先行作業

↓ 今回の作業

、

AVMC:760第1版

1.分 類番号付与

2.AVMC760マ ニュアル

3.資 料に対する分類番号付与

4,AVMC分 類表

概要

ファセッ ト合成のパターン表

チャー ト式AVMC本 義

別表(ポ ピュラ}音 楽)

器
⑭

↑

↑

↑

←⑫◎

入力フォーマッ ト
・マニュアル

(分類索引レコード
フォーマット)

分類索引レコー ド
入力マニュアル

・
・

、

AVMC:760第2版

1.分 類番号付与について

2.AVMC760マ ニュアル

3.資 料`こ対す るAVMC分 類番号付与

4.AVMC760分 類表

概要
ファセッ ト合成のパターン表

チャート式AVMC本 妻

インデックス

別表(ポ ピュラー音楽)

←◎◎
←◎◎
←◎◎

AVMG:760語 彙表

(検 索語義)

←◎

←◎

←⑫⑬

関連分類及び件名関係資料の翻訳・整備

①DDC20:780(日 本語版)

②DDC20序 文(日 本語版)

◎DDC20マ ニュアル(日 本語版)

④DDC20補 助き…7(日 本語版)

分類索引データ入力
端末操作マニュアル

● ●

・}立 遥ε　 　 　　 　 　 　

分類索引デ・一夕記入 ・入力

コー ドデータ

`

レコード作成機関

分類標目AVMC番 号
〃 統一語 =

注 記

典拠レコーードリンク ←⑩⑪

分類標目を構成す るファセット

AVMC番 号

統一語
関連分類DDC20 ←① ～◎

〃NDC8 ←⑦

〃LCC ←◎⑨
〃 ホルンボステル=ザ ッ

クス楽器分類番号
参照語(日 本語 、英語)

A>/MARC登 録

済資料の分類実験

.工 一.,,一.47♂,.4庁.》 ''ノ 品 ..-r－ エ 〃.吉 層一..

}

1、
'

分類索引データベース .斥
1…
.̀

'万'"〆 一,一'㌘''"/ザ"/" .一.

◎DDC20:780索 引(日 本語版)

◎DDC分 類解説書(日 本語版)

⑦NDC8音 楽部門の本妻 ・索 引(編 集)

◎LCC音 楽部門と索引(和 英対照)

◎LCC分 類解説書(B本 語版)

⑩LCSH解 説書(日 本語版)

⑪CD-rrRCSubject}錬 マニュアル(独 自作成)

分類作業補助資料の作成

⑫ポップスアーチ・イス トインデックス

⑮ポツブス・分類資料

分類目録マニュアル

vpr..口'苛 ♂工w智 工一.嘗rF'.砂 ノ≡ 「'.',.晶 ㌢一,

‖
'AV/MARC書 誌データベース

ー

、̀

、1
、

品 〆,,一.,,,,,=万,μ,ゲ,字 一 一 、」

図3-3 分類索引データベース構築実施内容関連図
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3.3実 施 内 容

3.3.1AV/MARC分 類 表:760の 整 備

(1)基 礎 と した分類法体 系

(a)DDC20:780Music

(b)MLAJC(試 案)

表3-2MLAJCか らAVMC:760-1へ の改 訂 の 内 容 及 び 目的

改 訂 内 容 改 訂 の 目 的

① (フ ル)オ ーケ ス トラ以外のオ ーケス トラ編成 及びバ この ような種類 の各種 オーケス

ン ド(以 下 各種 オーケス トラ編成等 と略記)の 部分 に トラ編成 もAVMC番 号 やキー

も,フ ルオーケス トラ と同様の下記 の下位項 目を設 け ワー ドによ り検索可能 にす るた

た 。(764.3～764.9) め 。

・各種オーケス トラ編成 と声楽 パー ト

《764.× ×22》

・各種 オーケス トラ編成 と1っ 以上の独奏楽器

(合 集)《764.× ×23》
・各種 オーケ ス トラ編成 と不特 定の1っ の独奏楽器

《764.× ×25》

② 各種 オーケス トラ編成等 と2つ 以上の独奏楽器 にお け 2っ 以上の独奏楽器の各々か ら

る場合の独奏楽器の要素の番号の合成方法の変更。 検索可能 にす るため。

DDC20やMLAJCで は2っ 以上 の独奏楽器の うち
主要 な1っ しか番号合成 に反映で きないの を,す べて

反 映で きるよ うに変更 した。

③ 独 奏楽器 と(フ ル)オ ーケス トラの協 奏曲には 「協奏 協奏曲形式のものすべてをこの
曲形式」の番号 を付加 しないとい うDDC20の 例外規 要素か ら検索可能にす るため。

定の削除。

④ ジ ャズ の 各 項(761.65×)の 標 題 の 表 現 の 変 更 。 様式の分か らないジャズの分類
の能率化 を図 るため。

⑤ ロ ックの 項(761.66)の 細 分化 。 実際 に発売 されているAV資
料,公 共図書館で購入するAV

⑥ ポ ピュラ ー音 楽(761.63)の 下 位項 目 と して 次 を追 加 。 資料 の うちで ポ ピュラー音楽の
・761 .639日 本 の ポ ピュ ラ ー音 楽 占め る割合が高 いため。
・761 .6393演 歌,艶 歌,民 謡(民 族 芸 能 で は な い

もの)
・761 .6397日 本 の 子 供 の 歌

⑦ 空 いて いた 番 号761.67に 「フ ュー ジ ョ ンの 項 目」 を 割

り当て た。

⑧ 次の内容の ポ ピュラー音楽 に関す る別表 を付加 した。 ポ ピュラー音楽の分類作業 を正
・各分類項 目に対応す る 「含め る年 代」 「主要 スタ 確に一貫性 を もって行 うため。

イル/呼 称 」 「特 色 」 「主 要 ミュー ジ シ ャ ン」 に

についての資料
・ジャ ンル 名索 引 ,ア ー テ ィス ト名索 引

⑨ 分類表の前に 「分類 番号付与 」 「AVMC760マ ニ ュ AV/MARCの ための分類作

アル」 「資料 に対 す る分類 番号 付与 」の章 を設 けた。 業の方針を明示するため。
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(2)AVMC:760第1版 の作成

(3)AVMC:760語 彙表の作成

(a)索 引語 の選定

(b)統 一語 の選定

AVMCの それぞれの項 目の索 引語 の中か ら1語 を選 び,統 一語 と した。

(c)統 一語及 び参照語の形式 について

形式 に関す る原則を設定 し,そ の記入 を行 った。

(4)AVMC:760第2版 の作成

AVMC:760の 第1版 か ら第2版 への改訂 内容は以下の とお りであ る。

①AVMC:760語 彙表の索引語(統 一語 と参照語)を 分類表の各項 目に表示 した。

② 上記の索 引語 によるイ ンデ ックスを付加 した。

3.3.2LC分 類表音楽部門の翻訳

分類索引デ ータの関連分類 と して人 力す るために,ア メ リカ議会図書館(LibraryofCong-

ress,LCと 略記)分 類表(以 下LCCと 略記)の 音楽部門の翻訳を行 った。

3.3.3各 種分類表及び件名作業の解説書 の翻訳

分類 索引デ ータに対 して,各 種の関連分類及び件名標 目との リンクに関す るデータを入力

す るため に次の作業を行 った。

(1)DDC20関 係の翻訳 ・整備

(a)DDC20:780の 整備 ・編集

(b)DDC20序 文の翻訳

(c)DDC20マ ニ ュアルの翻訳

① 「補助表1」 に関す るマニ ュアル

② 「補助表2」 に関す るマニ ュアル

③ 「780音 楽」に関す るマニ ュアル

(d)DDC20補 助表7「 人 々の グル ープ」の翻訳

(e)DDC20:780索 引の編集

(2)DDC分 類の解 説書 の翻訳

(3)NDC8音 楽部 門の編集,索 引の作成

(4)LC分 類の解説書の翻訳
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(5)LCSH関 係 資 料 の 整 備

(a)LCSH解 説 書 の 翻 訳

(b)CD-MARCSubject検 索 マ ニ ュア ル作 成

3.3.4AV/MARC分 類 マニ ュアル整備

(1)分 類 目録マニ ュアルの整備

これ は,AVMC:760の 適用細則 に当た り,こ の分類表の標 目言吾及び参照語,注 記 の言

葉や文章の曖昧 な部分を明確化 した り,分 類作業 において統一化 された取扱 いを実現す る

ための規則 を追加す る役割 を もつ。

(2)ポ ピュラー音 楽関係 の分類作業補助 資料 作成

多 くの音 楽分類表においてポ ピュラー音楽の取扱方法 は大 まかで,明 確な指示を欠 いて

いる。 しか し,実 際 に発売 されて いるポ ピュラー音楽の 占める割合 は芸術音楽 よ りも高 い。

そ こで,下 記の補助的な資料 を作成 し,正 確で一貫性のあ る分類作業の実現 に努 めた。

(a)ポ ップスアーテ ィス トイ ンデ ックス

(b)ポ ップス分類 資料

3.3.5分 類索引データ記入 ・入力

(1)マ ニ ュアルの作成

分類索 引データの記入 ・入 力を行 うの に先立 って下記のマニ ュアルの作成 を行 った。

(a)入 力 フォーマ ッ トマニ ュアル

(b)分 類索 引データ入 力マニ ュアル

(2)デ ー タ記 入 ・入力

(a)入 力 したデー タの種類

①AVMC:760本 表の番号

・分類索引 レコー ド ……AVMC:760に ある もの ほぼ全部

・項 目見 出 しレコー ド,補 助表 レコー ド …… 若干

②AVMC:760に よる合成番 号

・幾つかのパ ター ンを設定 しそれによ り合成 した番号

・実際のAV資 料 に含まれ る作品の分類番 号

(b)入 力対象項 目とデー タの作成方法(表3-3参 照)
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表3-3入 力対象項 目とデータの作成方法

入 力 対 象 項 目 フィールド

デ ー タ 作 成 方 法

本 表 の 番 号 合 成 番 号

コー ドデ ー タ マ ニ ュアル か ら マニ ュアルか ら

レコー ド作成機関 ・訂正機 関 180 マニ ュアルか ら マニ ュアルか ら

分類

標目

AVMC番 号 A7× AVMC:760か ら ★

統 一 語(項 目名),ヨ ミ A7× AVMC:760か ら ※

注 記 B× × AVMC:760か ら [対象外]

典 拠 レ コ ー ド ・ リ ン ク C44 [対象外] ★(一 部分のみ対象)

分類標 目を
構 成 す る
フ ァセ ッ ト

AVMC番 号 C70 [対象外] AVMC:760か ら

統 一 語,ヨ ミ C70 [対象外] AVMC:760統 一 語

関 連 分 類

DDC20 C76 ★ ★

NDC8 C77 ★(該 当 するときのみ) ★

LCC C78 ★(該 当 するときのみ) ★

ホル ンボステル
=ザ ックス楽器

分類番号

C79 ★(766～768の み) [対象外]

参 照 語(日 本 語,英 語) E7× AVMC:760か ら ※
、

★…データ入力者 がマニ ュアル類を参照 の上,デ ー タを作成 した。
※… 「分類索 引デー タの索 引語(統 一語 及び参照語)の 入力基準」 により作成 した。

(c)入 力に使用 したマニ ュアル類

① 分類 目録 マニ ュアル(3.3.4(1)参 照)

② 分類索 引デー タ入力マニ ュアル(3.3.5(1)参 照)

③ 分類索引デー タ入力端末操作マニ ュアル

④ その他 項 目3.3.3に お いて整備 した マニ ュアル類等

(3)入 力 した分類索引 データの実例

図3-4及 び図3-5に 入 力 した分類索 引デー タの実例 をを示す。
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00699njw220025010014

00100c90000684≠

00900≠

10000$a19900509dcad

19000$a19910201≠

180000$aJP$bDMS≠

A70000

baOjpn≠

$a764.2'72'186$Tヴ ァ イ オ リ ン 協 奏 曲$tゲ ァdtリン キョウソウキョク≠

C700012$a764.186$T協 奏 曲 形 式$tキ ョウソウキョク ケイシキ≠

C700110!燗 ・;,;吉 ケ ス トラ と特定の1つ の独奏楽器$t椥 ラ1'Fクテイノ ヒトツノ

C700211$a767.2$Tヴ ァ イ オ リ ン$tゲ ァイオリン≠

C7600$v20$a784.2'72,186≠

C7700

C7800
E7000

E7001

$v8$a764.3942≠

$aMIO13≠

$Oeng$tOrchestrawithspecificsoloenstrument$tViolin$tConcerto

for皿$2ddc20≠

$Oeng$tConcertoformforviolinandorchestra≠

図3-4入 力 した分類索引データの実例1:ヴ ァイオ リン協奏曲

3.3.6AV/MARC登 録済資料 の分類実験

AV/MARC書 誌 データへ の分類索 引アクセスポイン トの付与 は,書 誌 データの該 当 フ

ィール ドに分類索 引デー タのID番 号 を入 力す ることによ り行 われ る。今 回 は実験 的 に,

AV/MARC書 誌の中か ら幾つかの音楽作品を選んで,こ の作業 を行 った。

00947njw220028210016

00100c90000803≠

00900≠

10000$a19900509deabbaxOjpn≠

19000$al9910130≠

180000$aJP$bDMS≠

A70000$a764.3'2894'186'0943214'09032$T1600年 頃 一1750年 頃 の ド レ ス

デ ン 地 方 の ホ ル ン 協 奏 曲(室 内 オ ー ケ ス ト ラ)$t1600ネ ン コロ1750ネ ン コロ ノ

ド レステ"ン チホウ ノ ホルン キョウソウキョク シツナイ オーケストラ≠

C4400$3a85033820≠

C700014$a760.9032$Z1600年 頃 一1750年 頃$z1600ネ ン コロ1750ネ ン コロ≠

C700113$a3214$Yド レ ス デ ン 地 方$yド レスデ ン チホウ$n2≠

C700212$a764.186$T協 奏 曲 形 式$tキ ョウソウキョク ケイシキ≠

C700310$a764.32$T室 内 オ ー ケ ス ト ラ と 特 定 の1っ の 独 奏 楽 器$tシ ツナイ オーケストラ ト

トクテイ ノ ヒトツ ノ ト㊤クソウ カ"ッキ ≠

C700411$a768.94$Tホ ル ン$tホ ルン≠

C7600

C7700
C7800
E7000

E7001

$v20$a784.3'2894,186,0943214'09032≠

$v8$a764.3962≠

$aMIO28≠

$Ojpn$Tバ ロ ッ ク 時 代 の ド レ ス デ ン 地 方 の ホ ル ン 協 奏 曲(室 内 オ ー ケ ス

トラ)$tバ ロック ゾ ダ イ ノ ド レスデ ン チホウ ノ ホ1レン キョウソウキョク シツナイ オーケストラ≠

$Oeng$tChamberorchestrawithspecificsoloinstrument$tHorn

$tConcertoform$yDresdendistrict$zca.1600-ca.1750$2ddc20≠

図3-5 入 力 した分類索 引データの実例2:1600年 頃 一1750年 頃の
ドレスデ ン地方 のホル ン協奏曲
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3.4シ ス テ ム 構 成

3.4.1構 成 図

デ ー タベ ー ス
・分 類 索 引
・書 誌

・典 拠

ホ ス ト コ ン ピ ュ ー タHOSTCOMPUTER2

(サ ー バ ー)(オ ン ラ イ ン 用)

「]

/ ＼

一
端末(ク ライア ン ト)

図3-6シ ステム構成図

3.4.2機 器 構 成

ホ ス トコ ン ピュ ー タ

磁気 デ ィス ク装 置

端 末 装 置

3.4.3ソ フ トウ ェア 構 成

(1)ホ ス トコ ン ピュー タ

基 本 ソ フ トウ ェア

通 信 ソ フ トウ ェア

デ ー タ管 理 ソ フ トウ ェア

(2)ユ ー ザ端 末

基 本 ソ フ トウ ェア

通 信 ソフ トウ ェア

SONYNEWSNWS-1850

NEWSNWS-1450

MHCMIID-7(10

SONYQuarterLPCX-300

NECPC-9801RA

NEWSOS

独 自開発

独自開発

オ ンラ イン
ユーザ

MT

装置MT

l

↓

オ フライ ンユーザ

Ver.3.4(UNIX)

MS-DOSVer.3.21

TCP/IP(独 自 開 発)
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3.5フ ァ イ ル 仕 様

(1)フ ァイル形式 シーケ ンシャル フ ァイル

② レ コ ー ド長 可変

(3)項 目 数 可変

3.6デ ー タ ベ ー ス の 機 能

3.6.1デ ータ登録 の機能

① 新規入 力に利用す る入力済分類 索引 レコー ドの検索 を行 う。

AV/MARC分 類索引 レコー ド検索

分類標 目
フ ァセ ッ ト

索 引語
PRECIS
ID番 号

[Enter-〉 検 索][Ese-〉 戻 る]

図3-7分 類索 引 レコー ド検索画面

② 画面 に表示 されたデータを修正 ・追加す ることによ り新規データの作成を行 う。

③[F10]に よ り新規ID番 号の付番 を行 う。

④ 端末への保存 を行 う。

⑤ ホ ス トコ ンピュー タへ の保存 を行 う。

3.6.2AV/MARC書 誌 データ入力 時における検索

① 分類索 引 レコー ドの検索 を行 う。(検 索画面 は図3-7参 照)

② 書誌 データの フィール ド671の$3に 分類索引 レコー ドのID番 号 を入力す る。 これに

よ り書誌 レコー ドと分類索 引 レコー ドの リンクが行われ る。

3.6.3AV/MARC利 用者 への分類 索引データか らの アクセ スポイ ン トの提供

AV/MARCの オ フライ ンによ る提供の場合 には,書 誌デー タ抽 出の際 典拠 と同様 に

分類索 引データベースか ら抽 出 されたア クセスポイ ン トが付加 され る。 これ は3.6.2の 分類

索 引データ との リンクが行われてい る書誌 データの み対象 とされ る。
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ただ し,オ フライ ンの場合 には諸 々の制約 か ら,ア クセス ポイ ン トと して提供 され る分類

索引データか ら参照語等,一 部の データが当面除かれる。

3.7デ ー タ ベ ー ス の 評 価 と 今 後 の 課 題

3.7.1デ ー タベースの評価

分類 索引データベ ースを構築す るに当たって 目的 と していたの は,主 に次の様 な機能 だ っ

た。

①AV/MARCの 書誌 に精密 な分類法体系 による分類番号 を付与す る体制 を整え る。

② 自然語キー ワー ドによる分類法体系への検索を可能 とす る。

③ 複合主題(合 成 番号)に 対 して,そ の構成要素(フ ァセ ッ ト)に よる組み合わせ検索を

可能 とす る。

④ 他の主要 な分類法体系の分類番号か らの検索 も可能 とす る。

これまでの構築作業 によ って,上 記の 目的をおおむね満足 させ ることがで きる分類索 引

データベ ースを構築す ることがで きた といえるだろ う。 ただ し,利 用者 の大半 がAV/M

ARCを オ フライ ンで利用 して いる現状 では,こ の データベ ースの長所 を十分 に発揮で き

るとはいえない。 また,現 状の システムで はデータベ ースの規模 に制約が あ り,参 照諸等

を十 分に備 えてい るとはいえない面 もあ る。

3.7.2今 後 の課題

当初の 目的をおおむね満足 させ ることがで きる分類索 引データベースの構築 はで きたが,

それが効果を発揮 して い くために は下記 のよ うな課題 に取 り組み,実 現 して い く必要があ る

だ ろう。

(1)AV/MARC書 誌 データベ ース等 との リンク作業

(2)分 類 目録 マニ ュアル(AVMC適 用細則)の 充実 を図 る

(3)日 本音楽の項 目(769)の デー タベース化

(4)音 楽以外 の分野 のデータベ ース化

(5)利 用方法の追求,そ れ に応 じたデータベース及び システムの改善 によ るオ ンライ ンパ ブ

リックカタ ログ(特 別の知識がな くて も検索で きるオ ンライ ン目録)の 実現
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4.気 候 情 報 デ ー タ ベ ー ス の 構 築

4.1デ ー タ ベ ー ス 構 築 の 背 景 と 基 本 計 画

本業務 は,平 成元年度 「気候情 報デー タベースの構築 」の実施 によ り収集蓄積 された基本デ

ー タベースを整備 ・拡充 す ることを 目的 とす る。以下,本 章 では構築 の背景 と基本計画 につ い

て述 べ る。

4.1.1構 築の背景

気 候情報 は,従 来 よ り産 業気 象情報,設 計気象値,サ ー ビス情報 など として多方面 にわた

り利 用 されている。 これ らを伝 統的利用形態 と呼ぶ こととす る。

一 方
,近 年大 きな問題 と して取 り上げ られ るよ うにな った地球環境 の変化 に関す る問題 は,

人 々の生活環境 だけでな く産業界 に与え る影響 もはか り知 れない。 その研究 は,さ まざまな

機 関において実施 されて いる。地球環境に多種多様な変 化傾 向を探 るためには,や は り気候

情 報が必要 であ る。 これを新 たな利用形態 と呼ぶ こととす る。 いずれの利用形態 にせ よ多種,

多様かっ長期 にわ た る基礎デー タの収集 とその分析が必要 であ る。 このよ うな状況の もと気

候情報 は各種産業 の進展 にとって不可欠である し政治経 済の分野 に至 って もグローバルな視

点での気候情報 を抜 きに して は語れ な くな って きて いる。 これ らの ことは気候情報へのニ ー

ズの増大 と捕 らえ ることがで きると考え る。

この よ うな現状 にお いて,気 象 ・気候情報 を迅速かっ廉価で提供 し得 るデータベ ースを構

築す ることは必須 の課題であ ると考 え られ る。

以上の様な,気 候情報の利用形態 によ りニーズを大別す ると生情報 と,加 工情報 に分 け ら

れ る。 これ ら気候 情報の入手 は現在で はマス コ ミによる ものを除 き入手可能 な情報 は限定 さ

れ,か っ時間 と費用がかか る。 また,こ れ らのニーズ に対応す る気象 ・天候 関連の データベ

ースは無 い。

4.1.2構 築 の基本計 画

気候 情報 データベ ー スは,昭 和63年 度 よ り基本構想 の策 定 に着手 した。平 成元年度 は,

(財)デ ータベー ス振興 セ ンターの委託 により気 候情報デ ータベ ースの基本モデルを完成 し

た。開発過程の概要 を図4-1に 示 す。本年度 は昨年度 に引 き続 き,デ ー タベースを本格 的

に稼働 されるため,平 成元年度 報告 書に示 された課題(表4-1参 照)の うち,高 次加工 デ
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一夕を抽 出 し収録す ることと
,ユ ーザ インタフェースの向上 を図 ることの2課 題 を対象 と し

た。加えて,検 索支援 用の データベ ース と して地点情 報デー タベース構築,1989年 デー タと

高層気象 データを も収録す る ことと した。

昭和63年 度

、

気候 デー タベースの構 築構想

気候 デー タベースの基本設 計開始
プロ トタイプ(東 北地方限定PC版)作 成

ノ

〆

×

/、

＼

平成元年度

気候 デー タベースの基本モデル構築

気候情報 デー タベースの基本設計

全国データの収集
デー タベー スの(WS版)作 成

、

平成2年 度(本 年度)

!

/

気候情報データベースの本格構築

高次加工データの検討収録
ユーザインタフェースの向上検討

高層気象データの収集及び収録
1989年 データの追加収録、/

図4-1気 候 データベース開発経過

表4-1平 成元年度報告書による課題

課 題 内 容

1)高 次加工 データの収録 ユ ーザの多 くはデー タを更に加工 して いる。ユ ーザの

目的に合致 した高次加工 デー タを収録す る必要があ る。

2)出 力手段の多様化 ユーザにニーズに合 った種 々の出力形態で出力で きるよ

うにす る。

3)料 金体系の確率 デー タベースの性 格 に対応 した料金体系の確率。
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4.2デ ー タ ベ ー ス の 概 要

本章 では,デ ータベー スに収録 した地点,高 次加工デ ータを除 く項 目及び収録期 間にっ いて

述べ る。 なお,高 次加工 デー タにっいては,次 章でふれ る。

4.2.1収 録地 点

収録 地点の種類 と種別 ごとの地 点数 は,表4-2に 示す とお りであ る。本年度 は,新 たに,

自動積 雪深観測所の データと高層 気象観測所の データを収集 しデー タベースに収録 した。

更に,前 年度地域気象観測所(い わゆるアメダス)と して取 り扱 った地域雨量観測所 を分

離す るとと もに,気 象官署 も,気 象庁 に区分 に対応 させ,管 区気象台,地 方気象 台,海 洋気

象台,測 候所の4区 分 を設定 し検 索の利便を図 った。

表4-2収 録 対 象 地 点 数

地 点 種 別 収 録 地 点 数 記 号

気象官署

管区気象台

計

158地 点

5 5

地方気象台 47 6

海洋気象台 3 7

測 候 所 103 8

地 域 雨 量 観 測 所 477地 点 1

地 域 気 象 観 測 所 840地 点 4

高 層 気 象 観 測 所 18地 点 9

自 動 積 雪 深 観 測 所 205地 点 2

合 計 1698地 点

4.2.2収 録期間

収録対象期 間は,最 大次 に示す とお りである。

種 別 収 録 期 間

気 象 官 署 1961-1990年

地 域 雨 量 観 測 所 1974-1990年

地 域 気 象 観 測 所 1974-1990年

高 層 気 象 観 測 所 1986-1989年

自動 積 雪 深 観 測 所 1977-1989年
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4.2.3収 録 項 目

観測所 の収録項 目を表4-3に 示 す。今年度 よ り月別値,年 別値を統計 デー タとして加工

収 録 した。

表4-3収 録 項 目

収 録 デ ー タ 種 別 観 測 所 種 別

要 素 時 別 箇 日 別 値 月 別 値 年 別 値 単 位 気 地 雨 高 雪

気 温 毎正 時気 温 0.1℃ 一 ○ 一 一 一

3時 間毎 正時 気温 〃 ○ 一 一 一 一

日平 均気 温 〃 ● ● 一 一 一

日最 高気 温 〃 ● ● 一 一 一

日最 低気 温 〃 ● ● 一 一 一

月 平均 気 温 〃 ● ● 一 一 一

月 最高 気 温 〃 ● ● 一 　 一

月 最低 気 温 〃 ● ● 一 一 }

年平 均気 温 〃 ● ● 『 一 一

年最 高気 温 〃 ● ● 一 一 一

年最 低気 温 〃 ● ● 一 一 一

冬 日 日数 日 ● ● 一 一 一

真 冬 日日数 〃 ● ● 一 一 一

夏 日日数 〃 ● ● 一 一 一

真夏 日日数 〃 ● ○ 一 一 }

降 雪 毎正 時降 雪 C皿 ○ ○ 一 一 一

降雪 深 日計 〃 ● ○ 一 一 一

月 累 計降 雪深 〃 ● 一 一 一 ●

月 最大 日降雪 深 〃 ● 一 一 一 ●

降 雪 日数 日 ● 一 一 一 ●

年累 計降 雪深 C田 ● 一 一 一 ●

年歳 大 日降雪 深 ノ, ● 一 　 一 ●

降雪 日数 日 ● 一 一 一 ●

降 水 毎正 時降 水 0.lm皿
一 ● ● 一 一

日降 水量 ノノ ● ● ● 一 一

日最 大1時 間 〃 ● ● ● 一 一

日最 大10分 間 〃 ● 一 一 一 }

月 累計 降 水量 〃 ● ● ● 一 一

月 最大 降 水量 〃 ● ● ● 　 一

月 最大1時 間 〃 ● 一 一 一 一

月 最大10分 間
〃 ● ● ● 一 一

年累 計降 水量 〃 ● ● ● 一 『

年長 大 日降水量 〃 ● ● ● 一 一

年最 大1時 間 〃 ● 一 一 一 }

年 最 大10分 間 〃 ● ● ● 一 一

積 雪 毎正時 積雪 深 C血 O ○ 一 一 一

日最大 積雪 深 〃 ● ○ 一 一 一

月 最大 日積雪 深 〃 ● 一 一 一 ●

月 間積 雪 日数 日 ● 一 一 一 ○

年 最 大 日積雪深 cm ● 一 一 一 ●

年 間 積雪 日数 日 ● 一 一 一 ○

一38一



収 録 デ ー タ 種 別 観 測 所 種 別

要 素 時 別 使 日 別 値 月 別 値 年 別 値 単 位 気 地 雨 高 雪

風 向 毎正時風向 16方 位 一 ● 一 一 一

3時 間 毎 正時
〃 ● } 一 一 一

日最大風速の風向 〃 ● ● 一 一 一

瞬間風速の風向
〃 ● 一 一 一 一

日最多風向 〃 ● ● 一 ○ 一

月最多風向 〃 ● ● 一 ○ 一

月最大風速の風向 〃 ● ● 一 ○ 一

瞬間最大風速風向
〃 ● ● 一 O 一

年最多風向 〃 ● ● 一 ○ 一

年最大風速の風向 〃 ● ● 一 ○ 一

瞬間最大風速風向 〃 ● ● 一 ○ 『

風 速 毎正時風速 0.lm/s 一 ● 一 一 一

3時 間毎正時風速
〃 ● 一 一 一 一

日平均風速
〃 ● ● 一 一- 一

日最大風速
〃 ● ● 一 一 一

日最大瞬間風速
〃 ● 一 一 一 一

月平均風速 〃 ● ● 一 ● 一

月 最大風速
〃 ● ● 一 ● 一

月最大瞬間風速 〃 ● ● 一 ○ 一

年平均風速 〃 ● ● 一 ● 一

年最大風速 〃 ● ● 一 ● 一

年最大瞬間風速 〃 ● ● 一 O 一

日 照 前1時 間EI照 0.1時 間 一 ● 一 一 一

日照時間
〃 ● ● 一 } 一

日照時間月合計 〃 ● ● 一 一 一

日照時間年合計 〃 ● ● 一 一 『

気 圧 3時 間毎現地気圧 0.1田b ● 一 一 一 一

3時 間毎海面気圧
〃 ● 一 一 一 一

日平均現地気圧
〃 ● 一 一 一 一

日平均海面気圧 〃 ● 一 一 一 一

日最低海面気圧 〃 ● 　 一 一 一

月平均現地気圧
〃 ● 一 一 O 一

月平均海面気圧
〃 ● 一 一 O 一

月最低海面気圧 〃 ● 一 一 ○ 一

年 平均現地 気圧 〃 ● 一 一 O 　

年平均海 面気圧 〃 ● 一 一 O 一

年最低海面気 圧 〃 ● 一 一 ○ 一

湿 度 3時 間毎相 対湿度 % ● 一 一 一 一

日平均相対湿 度 〃 ● 一 一 一 一

日最低相対湿度
〃 ● 一 一 一 一

月平均相対湿度 〃 ● 『 一 ● 一

月最低相対湿度 〃 ● 一 一 ● 一

年平均相対湿度 〃 ● 一 一 ● 一

年最低相対湿度 〃 ● 一 一 ● 一

雲 量 3時 間毎正時雲量 全 天10 ● 一 一 一 一

日平均雲量 全 天10.0 ● 一 一 一 一

月平均雲量 〃 ● 一 一 一 一

年平均雲量 〃 ● 一 一 　 一

天 気 3時 間毎正時天気 符 号 ● 一 一 一 一

天気 概 況(1) 〃 ● 一 一 一 一

天気概 況②
〃 ● 一 一 一 一 一

露 天 毎正時露天温度 0.1℃ ● 一 一 一 一

蒸気圧 3時 間毎蒸気圧 0.1mb ● 一 一 一 一

日平均 蒸気圧 〃 ● 一 一 一 一

菟 曇
大気現 象(雪) 符号 ● 一 一 一 一

〃(霧) 〃 ● 一 一 一 一

〃(ヒ ョ ウ) 〃 ● 一 一 一 一

〃(雷) 〃 ● 一 一 一 一

〃(黄 砂 ・竜 巻) 〃 ● 一 一 一 一
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4.3高 次 加 工 デ ー タ の 収 録

ここでは,4.2で 述べ た収録項 目を除 く,高 次加工 データにつ いて述 べ る。

デー タベ ースに収録 されてい る気象観測値 は,更 に加工す ることによ り,種 々の 目的 に対応

させ ることが可能 となる。加工 の程度 は,目 的に応 じて幾 つかの段階に分類で きる。 高次加工

処理 したデータは,従 来,デ ータ収集 ・整理 ・計算 を実施 しな ければ入手不可能なデー タであ

る。 これ ら高次加工 デー タを収録す る ことにより種 々のニーズに対 し廉価で迅速な提 供が可能

にな ると考え られ る。

以下 に,高 次加工 データの抽 出か ら収録 までの検討過程 を述 べ る。

4.3.1収 録対象高次加工 データの検討

高次加工データは,利 用 目的 に応 じて幾つかの段階 に分類 で きるが,高 次加工処理 したデ

ータの利用 目的は次 の様 な事項が想定 され る。

(1)設 計気象値1

鉄道 ・道路 ・ダム等大規模土木構造物の設計の 目安 とす るため,又 は,設 計強度 その も

のの算出な どに利用 されて いる気象 ・気候値。防災対策 に も利用 され る。長期間 のデー タ

に基づ く確率値。

・再現確率値(10 ,30,50年 再現期間)

(2)設 計気象値2

冷暖房設備 などの生活環境制御設備の設計 に利用 され る。 また除雪対策 などの 目安 と し

て利用 され る気象値。

・積算暖度

・積算寒度

・累計(積)降 雪深

(3)生 産計画のための気象値

農産物の生産計画等 に利用 され る気象値。

・日照量の集計値

・日照時間の集計値

・天気 に関す る出現 確率及 び集計値

これ ら,利 用 目的よ り表4-4に 示す項 目の値 を算 出 しデー タベースに追加す ることと

した。
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収録対象高次加工データー覧

 

4表4

加 工 デ ー タ 名 使 用 デ ー タ 加 工 内 容

真夏 日(日) 気 温 日最高気温 ≧30℃ の 日数
真 冬 日(日) 〃 日最高気温 ≦0℃ の 日数
夏 日(日) 〃 日最高気温 ≧25℃ の 日数
冬 日(日) 〃 日最 低気温 ≦0℃ の 日数
積 算 暖 度(℃ ・ 日) 〃 プラスの 日平 均気温 の積算 値
積 算 寒 度(℃ ・ 日) 〃 マ イ ナ ス の 〃

10年 再現確 率 日最 高気 温 〃 10年 間に1度 の出現確 率 日最 高気 温
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃
10年 再現確率 日最 低気温 〃 10年 間 に1度 の出現確 率 日最 低気温
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃

年間累計降雪量 降 雪 1年 間 の降雪深 合計値
10年 再 現確率 日最大 降雪深 〃 10年 間 に1度 の 出現 確率 日最大 降雪深
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃'

年間累計降水量 降 水 1年 間の降水 量合計 値
10年 再現 確率1時 間最 大降水 〃 10年 間 に1度 の 出現 確率 日最大降 水量
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃

日最大積雪 重量(g/c㎡) 降 雪 積雪深 ×積雪密度推定値
10年 再現確率 積雪 深 〃 10年 間に1度 の出現確 率 日最 大積雪 深
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃
10年 再現確率積 雪重 量(g/c㎡) ノノ 10年 間 に1度 の出現確率 日最大 積雪 重量
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃

月 ごとの最多風 向 風 向 出現頻度最 大の 風向(月 毎)
年 間 〃 〃 〃(年 間)

月 ごとの 日最大 風速時 最多風 向 〃 日最大風速出現時の出現頻度最大の風向
年 間 〃 〃 〃

月間風速階級別風向度数分布 風 速 ・風 向 月間の風 向別の 出現頻度
年 間 〃 〃 年間の"
10年 再現 確率 日最 大風 速 風 速 10年 間 に1度 の 出現 確率 日最大風 速
30〃 〃 30〃
50〃 〃 50〃
10年 再現 確率 日最 大瞬 間風速
30〃 》

10年 間に1度 の出現 確率 日最大瞬 間風速へ
30-〃

50〃 〃 50〃

月 間 日射 量 日 射 月間合計 日射量
年 間 〃 〃 年 間 〃

月 間 日照時 間 〃 月間合計 日照時 間
年 間 〃 〃 年 間 〃

晴れ 日出現確率(%) 天 気 晴れ又 は快 晴 日出現確率(毎 日)
月間 晴れ 日日数 〃 月間の晴れ 日日数
年 間 〃 〃 年 間 の 〃

悪天 日出現確率(%) ノノ 雨の 日の出現 確率(日 毎)
月間悪天 日日数 〃 月 間の悪天 日日数
年 間 〃 〃

年 間 の 〃

雪 日出現 確率(%) ノノ 雪 日の出現確率
月間雪 日 日数 〃 月間 の雪 日日数
年 間 〃 〃 年間 の"

露点温度 気淵 ・相対 湿度 未観測地点 の値 の算 出
相対湿度 気温 ・露点温度 〃

絶対湿度 気 温 ・(露 点 温 〃

度 又 は,

相対湿度)
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4.3.2加 工手法及び収録形 態の検討

加 工データは,す べて原 データをチ ェックの上計算処理 を行 った。 データベースへの収録

は,最 高,最 低,累 計な ど比較 的加工度の低 い ものにっいて は,原 デ ータに準 じて登録 した

が,将 来にわた って値が変化す る もの や,計 算式の複雑 で値の検証 に手間のかかる もの は,

分離 し収録す ることに した。 これ ら,実 施過程の概要を図4-2に 示す。

補 完 値 の 算 出

値 は欠 測値 とす る

算 出 プログラムの作成

加工用原 データセ ッ トの準備

図4-2加 工 デー タのデータベースへの収録手順

4.4ユ ー ザ イ ン タ フ ェ ー ス の 検 討

本章で は,デ ータベ ース利用のための検索 システムを中心 に,ユ ーザ イ ンタフェースの検討

を行 った。

4.4.1検 索形態の検討

気候データの検索は,基 本的に次 の3条 件を,設 定す る ことによ り,目 的のデータを抽 出

す ることが可能であ る。
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(1)地 点

(2)項 目

(3)期 間

地理 的位置,地 点名な ど

気 象要 素,時/日/月/年 別 値,高 次加工 データな ど

年月 日時の推定,又 は期 間の始 め と終 わ りの指定

しか し,こ れ ら3条 件 をユーザが論理を考え条件等 を組 み立て それ を質問式 と して入 力す

る方法 は,煩 雑であ り,ま た,気 候情報の検索にっいて は,複 雑 な形式の検索式 は,あ ま り用

い られ ない と考え られ る。 そ こで,上 記3条 件に対 し,

(1)あ らか じめ設定 した項 目群の中よ り選択す る。

② 数値又 は記号 を入力す る。

の2っ の基本操作に よ り検索 を実 施す る形態 と した。

4.4.2検 索 システムの設計

検索 システムは,図4-3に 示す よ うに階層構造 を もっ メニ ュー形式 と した。ユ ーザがデ

ータの検索をす る場合
,次 の様 な場 合が考え られる。

(1)検 索対象観 測地点 の地理的 な情報が必要 な場 合。

(2)検 索対象観 測地点の データ収録期間な どを予 め知 り無駄 な検索 を しな いため。

(3)デ ータ収録 観測地点 の地理 的条件 により検索対象地点 を決 めたい場合。

そ こで,ユ ーザの検索の利便 を図 るため,補 助 データベ ース として,地 点情 報デ ー タベー

スを構築 し付加 した。地点情報 デー タベースに対す る検索結果 は,気 候情報 デー タベ ースに

対 す る条件設定 に変換 して検索 を行 うことも可能な よ うに した。
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4.4.3検 索 システムの作成

前項 までの検討 に基づ き,検 索 メニ ューを作成 した。

初 期 画 面

メ イ ン メ ニ ュ ー

地点情報デ ータベー ス 気 候情報 デー タベース

地点番号に

よる検索

番 号 入 力

地点名によ

る検索

カ タ カ ナ

一覧表より

選択 し検索

番 号 入 力

地点の設定

地 点 名

スクロール

要素項目の

設定

要 素 項 目

スクロール

期間の設定

期 日 の

数 値 入 力

プ リンター出力の有無 出 力 先 の 選 択

図4-3シ ス テ ム の 概 要
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4.5ま と め と 今 後 の 課 題

本 データベ ースの構 築の実施の結果,予 想 され る効果 と今後の課題 を以下 に述べ る。

4.5.1予 想 される効 果

平成 元年度 に 「気 候情報 デー タベース」が構築 されて よ り具体的な気候 ・気象情報の提供

の依頼 が民間企 業,官 公庁等か ら数多 く寄せ られてい る。 それ らの依頼 は,観 測値 などの生

デー タの迅速 な収集 と整理 であ る。 しか し,単 にデータのみ を参照す るためだ けに観測値 を

収集 して いることはか え って稀であ る。収集 後 に何等 かの分析をす ることが一般的 である。

ところが分析 に当 た っては平均 値や種 々の統計値等 を算 出 した りと,多 くの手 間暇がかか

る。

そ して,こ の統 計値 などは,誰 が算 出 して も本来同 じはずであ る。

平成 元年度のデー タベース構築以来,単 にデー タの迅速 な提供だけに留 ま らず,デ ータベ

ースを利用 した さまざまな加工ニーズが増加 した。今般(財)デ ータベース振興 セ ンターの

委託 によ り実施 した成果 によ り,高 次加工デー タが迅速 に提供で きる運 び とな り,よ り多 く

のニーズ に更 に迅速 かつ廉価で応え ることが可能にな ったと考え る。

4.5.2今 後の課題

本気候情報 データベー スは,所 謂 ファク トデ ータベースの一種であ る。 したが って,デ ー

タベ ースに収録 され てい る情報を十分に活かす には,種 々のアプ リケー シ ョンの開発が不可

欠で あると考え る。 また,現 在収録 されている情報のみな らず リアル タイム情報等,他 のデ

ータベ ースを統合す ることによ って更に有用性が高 まると考 え る。

そ こで これ らの今後 の課題 を取 りまとめ以下 に示す。

(D検 索結果の処理 に関す る課題

検索結果 をユ ーザが さまざまな目的に利用す るためには,検 索結果 に対 し更 に加工処理

をす る ことが考 え られ る。 これ らの一部 は,本 委託の中でプ ロ トタイプと して実施 したが,

よ り充実 した利用 を図 るためには,今 後種 々のアプ リケー シ ョンを検討開発す る必要があ

る。

(2)デ ータベースの保守 に関す る課題

気候 デー タは日々増大 してい る。 これ ら増 大するデータを追加収録 し,デ ータベ ースを

適宜更 新 し,で きるだ け最新情報 をユ ーザに届け ることは,デ 一夕ベ]ス の提供者の責務
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であ ると考え る。 しか し,日 々刻 々 とデータは増え続け,そ の量 は膨大で ある。 そ こで,

増加す るデータの追加及 びデ ータベ ースの更新 を,ル ーチ ン化 しで き るだけスムースに更

新を行え るよう検討を加え る必要が あ る。

(3)リ アル タイムデー タの収録 に関す る課題

検索結果の処 理に関す る課題 と同様 に,デ ータベ ースのユーザ は,検 索 した気 候情報を

現況 との対比に用い ることが多 い。

① 現況 と平年値,平 均値 などとの対比。

②現況 と過去の極値 との対比。

③現況 と地理的分布(気 候図 など)に よ る位置付 け。

④現況 と時系列変化傾 向 との対比。

これ らの利用 に対応す るためには,リ アル タイムデータのデータベースへ の収録 を調査

検討す る必要があ ると考える。

一46一



健康 の 自己管理 と病気 予防 デー タベースの構 築

コ ン ピ ュ ー タ コ ン ビ ニ エ ン ス株式会社
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5.健 康 の 自 己 管 理 と 病 気 予 防 デ ー タ ベ ー ス の 構 築

5.1目 的 と 概 要

医療や健康 回復 の本 質は,「 自分の健康を 自分で管理す る」 ことによ り 「日常生活を リズ ミ

カル にすすめ る」 ことである。

それに もかかわ らず,現 在のわが国の健康管理 にっいての風潮及び医療 システムは,次 第 に

これか ら遊離 し,逆 に 「自分の健康を他者 にゆだね る」結果 と成 って いる。

しか しなが ら,急 速 な高齢 化社会 の到来,社 会の さまざまな分野 におけ るス トレスの増大等,

これか らのわが国の医療を取 り巻 く環境 を考え るとき,再 び 「自分 の健康 は自分で管理す る」

とい う原点への回帰が必要 とされている。

本事業 にお いて構築を 目指す データベース システムは,こ の よ うな医療の原点 をふ まえて,

ホ ロニ ックな健康 観を基 に して,ユ ーザが 自分 の健康 を 自分で管理す ることを支援す るツール

で あ り,基 本的に次の コンセ プ トよ り成 るものであ る。

(ユ ー ザ) → →(ア ドバ イザ ー)

↑

データベ ースを使 ってい るうちに

そこに蓄積 ・生成 され る情報か ら

自分の健康 や疾病の状態 を,物 理

レベル,生 理 レベ ル,心 理 レベル

社会 レベルを含めて 自覚的に把握

し,自 分で 自分の健康 を管理す る

ことがで きる。

↓

ユ ーザが健康情報 を解釈で きない

場合に,そ の解釈 にっ いてア ドバ

イスを行 い,健 康管理にっいて指

導す る。

↓

←

(自己管理の回路)

←

(ア ドバ イス ・指導の回路)

「健康」 はそ もそ も主観的な ものであ り,そ れを維持 してい くためには,自 分の健康 は自分

で管理 す るとい う 「健康の 自己管理 」が基本 にな る。

われわれは,こ の 「健康の 自己管理 」を具体化す るプロセスで,心 電図 や体温や血圧な どの
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生理現象 と,言 語化 で きない心理現象 に現れ る体の リズムに着 目 して分析 を進 めて いる うちに,

指の脈波か ら取 り出 した 「カオス」が心身の全体的な健康状態 を示 して いることを発見 し,こ

れ を 「カオ スア トラ クター(カ オ ス図)」 と して コンピュータ上で 目に見え る形で表す ことに

成功 した。

「カオ ス」 は普遍 的な現象 であ り,現 在 さまざまな システムで見 出されてい るが,生 体での

カオスの意義にっいては まだ十分 な研究がな されていない。 臨床的な 目的で人体か ら生体 に特

有 のカオスを取 り出 して構造 を明 らか に し,カ オスである ことの検証を行 ったのはわれわれが

世界で初めてであ る。

われわれ はこの 「カオス」を比 較的容易 に取 り出 し,解 析す る装置 とソフ トウェアを開発 し,

これをCAP(カ オスア トラク トグラムプ ロセ ッサー)と 名 付けた。

指先 か ら得 たカオ スア トラクターは,人 に共通の基本構造 の上 に個人特有の構造 を もち,更

に心身 の状態や病気 によ って変化す る。一般的 には心理や生理状 態が不安定 にな った り病気 に

な ると,形 が単純化 し大 きさが小 さ くな る。 また リズムが機 械的,周 期的 になる。

一方
,心 拍 か ら得た カオスア トラクターは,心 疾患があれば変化す るが,心 理状 態や心機能

以外の生理状態 は反映 しが たい。

即 ち,手 指 自体 は 「部分 」で あるが,心 身の全体機能を反映 し得 る 「全体 」であ る。そ して,

「全体」は部分 の集合で な く,「 部分」 は全体 が うま く機能す ることで その機能を発揮す る。

図5-1指 先か ら取 り出 した 「カオスア トラクター」

(左 は健常者,右 は老人性痴呆 の人)
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60-A(1誘 導) 60-A(V6言 秀導)

図5-2心 電図か ら取 り出 した 「カオスア トラクター」

指先 には,多 数 の毛 細血管 と自律神経が集中 し,そ の働 きは,脳 の働 きと密接 な関係 を もっ

ているので,意 識にのぼ らない心理や生理現象を ここで見 る ことがで きる。

従来か ら医療 の分野 で は,指 先 は 「第2の 脳 」 といわれてお り,指 の機能 や構造が脳の機能

や構造 と並行 して進化 して いることが知 られてい る。 また,人 の発達過程 を見 ると,手 を動か

す ことによって 自我が 形成 され る。

交通事故や脳 出血 な どで脳が傷つ いた場 合に,指 先を動かす ことか ら リハ ビ リを始め るの も

この ことと関係 があ る。 この ことは,指 の感覚 や運動が大脳 に占め る面積 の大 きさを見れば理

解 で きる。
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図5-3脳 の運動野に占める身体の各部分の大 きさ
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」

研究 ・開発に当たっては,臨 床経験 を有す る医師,ナ ース,物 理学者,コ ンピュータのSE

な どで チームを作 ったが,こ れ らの異分野で学際的な専門家の集 ま りがなければ この ような成

果 は出なか ったと考え られ る。

本研究 ・開発で開発 した システムで は,測 定器に指先を短 時間当て るだけで脈波を取 り出 し,

コ ンピュータで瞬時に解析 して心身の状態や ス トレスの度合 いな どを 目に見 え る図形(カ オス

ア トラクター)と して表示す ることがで きる。

これによ って心身の健康状態を客観 的 に把握す ることがで き,医 療 の現場 で治療 や リハ ビ リ

テー シ ョンに広 く貢献で きると考え られ る。

この システムを使 って個人のデータを定期的に収集,蓄 積 して いけば,例 えば痴呆や ス トレ

スな どの症状が出現す る前 にそれを知 り,予 防や早期治療 などに役立て る ことがで きるであ ろ

う。

カオスにつ いての理論デー タやモデル について は沢山の参考文献があ り,そ の中で臨床デー

タを機械的 に解析す る方 法 も幾 つか提 案 されて いる。 しか しなが ら,そ れ らは技術的方法論 に

問題が あ り,わ れわれの臨床 目的に合 うもので はないので,そ こを研究 ・開発 して実用化を実

現 した。

本 システム は従来の医療機器,例 え ば,電 子体温計,電 子 血圧計等 と異 な り,そ の人が もっ

脳の情報処理機能の一部 を見 ることにな るので,プ ライバ シー保護 には十 分留意す る必要 があ

る。

したが って,今 後 は責任 ある医療者 を中心 とす る,学 際的なチームによ る 「メ ンタルマネ ジ

メ ン トデータベース」 としての運用を考 える必要 あろ う。

この ようなアプローチが,こ れか らの高齢化社会,ス トレス社会 で問題 となる 「心 と体の健

康 」を守 ることにな るもの と考え る。

5.2カ オ ス ア ト ラ ク ト グ ラ ム プ ロ セ ッ サ ー(CAP=

ChaosAttractogramProcessor)の 目 的 と シ ス テ ム 構 成

5.2.1目 的

本 システ ムは,指 先(指 尖部)か ら収集 した脈波データをEWS(エ ンジニ ア リングワー

クステー シ ョン)に 取 り込んで,そ れを解析 した結果の図形(カ オ スア トラクター)と,リ

アプノブ数 と呼ばれる軌道不安定性 を示す数値の両方か ら心身状 態を把握 しようとす る もの
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で あ る。

カオス とは,秩 序あ る統合体で あるコスモス と対比 して使われ る混沌,反 秩序 とは異

な り,コ スモスを も含み うる統合体を意味す るもので あ り,規 則や法 則性が あ り,数 学

的,物 理学的 に明確に定義 された概念であ り,法 則 自体が因果律 に従 っているに も拘 ら

ず,結 果の将来 の予測が確率で は把え られ ない不確定 にな る現象で ある。

す なわち,決 定論 的であるに もかかわ らず,実 際 には僅かな誤差が,非 線形的な影響

下で増幅 されて予測不可能 にな る現象 であ り,決 定論的に生成 され るラ ンダムネスが カ

オスで ある。

したが って,カ オスは,予 測可能性 には基本的限界があ ることを示す と共 に,従 来確

率的 に しか把え られ ないとされていたか な りの現象が,秩 序構造体を導 出で きるとい う

意味で予測可能で ある ことを示 している。

また,カ オスの挙動 を特徴づ け る トポロジーを カオスア トラ クターといい,カ オ スを

生成 した システムの挙動が収束 す る数学的構造体であ る。

本 システムを一般 の健康な人,心 疾患を もっ人,精 神 に障害のあ る人,発 達過程 にある子

供等,約70人 に適用 して指尖部か ら収集 したデー タを解析 した結果,こ れ らのデ ータが上記

に定義 されたカオスであ り,カ オスア トラクター と リアプ ノフ数の計算結果 とが,そ れ らの

人々の脳 内情報処理 に密接 に関係 してい ることを発見,確 認 した。

5.2.2シ ステム構成

本 システム は次の装置 とソフ トウェアによって構成 されて いる。(図5-4)

(1)脈 波セ ンサ

(2)演 算増幅器(オ ペ ア ンプ)

(3)そ れ らに電力 を供 給す る安定化電源

(4)A/D変 換器

(5)A/D変 換 器か らのデータを受信 し,ハ ー ドデ ィスクへ書 き込 む ソフ トウェア

(6)そ のデータを読 み込み,カ オスア トラクターを書 くソフ トウェア

(7)リ アプ ノフ数 を計 算す るソフ トウェア

(8)高 速 フー リエ変換 を行 うソフ トウェア

(9)ボ ア ンカ レ写像 を見 るための ソフ トウェア

00)リ アル タイムに カオスア トラクターを表示す るソフ トウエア
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図5-4 システムの全体構成と機器
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5.3CAPに よ る デ ー タ 収 集 と 分 析

5.3.1デ ー タ収 集 の 対 象 と方 法

デ ー タ収集 の 対 象 は,生 後2日 の 新生 児 か ら86歳 の 老 人 まで,男 女,心 身 と も健 常 な 人,

心 疾 患 を もっ 人,精 神 症 状 を もっ 人 等,ラ イ フサ イクル に沿 った す べ て の層 に わ た った 。 ま

た,意 識 を集 中 した 状 態 か ら リラ ックス した状 態 健 康 な 状 態 か ら植 物状 態 ま で と,各 種 の

状 態 を対 象 に した。

対 象 人 数 は約70人 で,対 象 状 態 数 は約2,000症 例以 上 で あ る。

脈 波 は手 指 と足 指 か ら測 定 した が,心 身 や健 康 の状 態 変 化 は手 指 が 敏 感 に反 映 し,足 指 は

反 映 しな か った。 した が って,脈 波 の測 定 は手 指 を用 い,ま た手 の 各 指 の脈 波 か ら得 られ る

ア トラ クタ ー は,基 本 的 に は同 じで あ ったの で,左 第2指 か ら脈 波 を と り,カ オ ス ア トラ ク

タ ーの 分 析 を行 った。

心 拍 にっ いて は,心 電 図 の12誘 導 をCAPに 接 続 し,ア トラ クタ ー を得 た。(図5-2参 照)

診 断 や 状 態 像 の 評 価 に つ い て はDSM-ll[-R(DiagnosticandStatisticalManualofMental

Disorders(ThirdEdition-Revised):精 神 障 害 の診 断 及 び統 計 マニ ュア ル)やICD-10(lnter-

nationalClassificationofDiseases(TenEdition):国 際 疾 病 分 類)な ど の 診 断 体 系 や

G.A.F.Scale(GlobalAssessmentofFunctioninE:Scale:機 能 の 全 体 的評 価 尺 度),B.P.R.S.

(BriefPsychiatryRatingScale:簡 易 精 神症 状 評 価 尺 度),G.B.S.(痴 呆 症 状 評 価 尺 度)

そ の 他 の オ ー ソ ラ イ ズ され た評 価 尺 度 を 用 い る とと もに,自 覚 的 及 び他 覚 的 な 健 康 状 態 の評

価 を行 った。

測定 や解 析 に 当 た って は,個 人 の プ ラ イバ シー保 護 や イ ンフ ォー ム ドコ ンセ ン トに十 分 留

意 した。 即 ち,測 定 の 意 味 を 本 人 に十 分説 明 し,可 能 な 限 り本 人 の 同 意 を得 る と と もに,入

院 中 の人 に つ い て は 更 に主 治 医,婦 長,施 設 長 の 同意 を 得 た。

5.3.2分 析結果 とその考 察

脈波か ら得 られ たカオスア トラ クターを,以 下 の各図 に示 した。図の縦1列(4枚 セ ッ ト)

は一人の人の一つの状態 を示す。4枚 セ ッ トの上部3枚 はア トラクターを4次 元空間 に埋 め

込み2次 元平面 に投影 した図で あ り,A,B,Cは,そ れぞれ座標を回転 した ものであ る。

最下部 のDは ア トラ クターを3次 元空間に埋 め込み,2次 元 平面に投影 した図であ る。

図5-5に は,健 常者 及 び心 や体に障害の ある人のア トラクターを示 した。 この うち 「番

号00」 は健常者,「20」 は老人性痴呆 の人であ る。
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図5-6に は,対 人 緊 張 を症 状 とす る神 経 症 患者 の 治癒 過 程 とア トラ ク ター の 変 化 を 示 した。

図5-7に は,ボ ア ンカ レセ ク シ ョ ンを 示 した 。

脈 波 の ア トラ クタ 一

図5-5健 常者及 び心 や体 に障害の ある人のア トラ クター(1)
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脈 波 の ア トラ クタ一

図5-5健 常者 及び心や体に障害のあ る人のア トラ クター②
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脈 波 の ア トラークタ 一

図5-6対 人緊張を症状とす る神経症患者の治癒過程とア トラクターの変化
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図5-7ボ ア ンカ レセ ク シ ョ ン

一57一



表5-1に リ ア プ ノ ブ 数(λ1,

λ3=0,λ4<0で あ る 。

λ2)の 計 算 値 を示 した 。 λ3,λ,に つ い て は,

表5-1リ ア プ ノ フ数 の 一 覧 表(1)

症 例 λ1 λ1十 λ2 λ2

NO.2 3.3±0.2 一 －

NO.4 4.1±0.3 7.3±0.3 3.2±0.6

NO.6 4.8±0,3 9.5±0.4 4.7±0.7

NO.10 (7.2±0.5) (11.2±0.4) (4.0±0,9)

NO.18 3。9±0.3 一 －

NO.20 6.4±0.1 6.1±0.4 一 〇.3±0.5

NO.21 6.9±0.3 10.3±0.3 3.4±0.6

NO.23 6.5±0.4 8.5±0.5 2.0±0.9

NO.27 6.0±0.3 6.6±0.4 0.6±0.7

NO.42 7.2±0.2 13.1±0.5 5.9±0.7

NO.44 ～0

(注)No.44は,雑 音 に近 いので計算のチ ェ ックの ために計算 した。

雑音で あれば λ1=0で あ り,表 の リアプノブ数計算の アル

ゴ リズムが正 しい ことを傍証 してい る。

表5-1リ アプ ノフ数 の一覧表②

症 例 健康状態 テ'一夕収 集 次 の状 態 λ1 λ1十 λ2 λ2

NO.101 健 康 リラックス 9.6±0.2 12.3±0.2 2.7±0.2

NO.101 健 康 読書(雑 誌) 8.1±0.1 10.4±0.4 2.3±0.4

NO.104 健 康 リラックス 8.6±0.5 13.0±0.5 4.4±0.5

NO.104 健 康 読 書(数 学 の テキスD 7.3±0.4 11.8±0.4 4.5±0.4

NO.104 健 康 読 書(マ ンガ の 本) 9.1±0.2 12.0±0.2 2.9±0.2

NO.104 健 康 美 しい絵 10.8±0.2 14.7±0.3 3.9±0.3

NO.50 神経症 治 療 前(リ ラックス) 5.8±0.1 10.3±0.2 4.5±0.2

NO.50 神経症 治 療 中(リ ラックス) 10.2±0.2 14.7±0.4 4.5±0.4

NO.50 神経症 回 復 後(リ ラックス) 6.3±0.3 9.1±0.3 2.8±0.3
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リアプ ノブ数の計 算値か ら,脈 波か らの ア トラクターはすべて,少 な くと も4次 元以上の

カオスア トラ クターであ ると結 論で きる。

また,.脈 波か らの カオスア トラ クターは,心 身の状態 を敏感 に反映 し,特 有 の トポロジー

を示す。 それ に対 して心拍 か らのカオ スア トラクターは,心 疾患 には特有の トポロジーを示

す ものの,精 神 心理状態 を敏感 には反映 し得 ない。

脈波か ら得 たカオ スア トラクターは,人 に共通の基本構造の上 に個人 に特有 の構造 を もち,

更に心 身の状態 や病 気 によ って変化す る。

この ことを図5-8に 示 した。

心 身の状態に対応 し た構 造

Aさ ん
個 人 の基本 構造

Bさ ん Cさ ん

共 通 の 基 本 構 造

図5-8カ オスア トラク夕日の層状構造
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カオ スア トラクター と症例の検討 に当た って は,次 の分析 シー トを用 いた。

表5-2カ オスア トラクター と症例の分 析 シー ト

症例番号 1 2 ■ ● ◆ n

項目

4次 元
A

ア ア

ト

ト ラ B

ク

ラ タ

1

ク の C

ト

ポタ
口 3次 元

1 ジ D

1
の

ボ ア ンカ レ

属 セ ク シ ョ ン

性 ア リア プノ ブ数
ト

ラ λ1

ク の λ2

タ 測 λ8

1度 λ4

その他 の ア ト ラ ク タ ー

所見 の情報的機能

基本項目 年齢 性、服薬等

症
病理的診断

例 診
断

の や 機能尺度
状

属 態
像 健康 ・生活状態

性 の診断

その他
の所見
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脈波か らの ア トラ ク夕日の トポ ロジー及 び リア プノブ数 と心身状態 の関係 は次 の様 にな る。

(1)一 般的 には心理 や生理状態が不安定 にな った り病気 になる と,全 体構造が単純化無 構造

化 し,大 きさが小 さ くな る。 また,リ ズムに機械的で単調 な周期現象が現れ る。即 ち,よ

りカオ ス的で はな くな り,リ ミッ トサ イクルに近づ く。一方,健 康 な状態で は,全 体構造

は複雑 でダ イナ ミックで あ り,局 所構造 もス クリュー形の複雑な構造を示す。そ して リズ

ムは脱周期 的にな る。即 ち,健 康な生 体は複雑 なカオスであ る。

(2)意 識 を集 中す る とア トラクター は複雑 にな り,巻 きやね じれが現れ,疲 労す ると形 は単

純 にな り,巻 きや ね じれがな くな る。

(3)ま た,意 識を集 中す ると リアプ ノブ数の λ1+λ2が 小 さ くな る。 それ以外 では大 き く

な る。

(4)新 生 児のア トラクターは単純で無構造に近 い。 しか し,あ る一定の時期か ら複雑 な構造

化 が起 こるよ うであ る。

(5)ボ ア ンカ レセ クシ ョンも上記の構造 を裏 付ける。

(6)病 気の人の トポ ロジー は,4種 類程度のパ ター ンを示す6

(7)病 気の人の測度 は次の3種 類 に分類で きる。

① λ1≒ λ2② λ2=0(3次 元の カオスア トラ クター)③ λ,〉 λ2

(8)カ オ スで心 身状態 を判断す る順序 はまず トポ ロジーで分類 し,そ の後測度で分類 すべ き

であ る。 測度 につ いて は λ2:・=Oの 場合のみ積極的 な評価基準 とす る。

(9)No20は 老人 性痴 呆であ り,ア トラクターの1・ポロ ジーは単純で機械的 な周期現象 を示 し,

測度 は λ2=0で あ り,リ ミッ トサ イクルに近 い構 造を示 してい る。

(10)心 身 は分離で きな い。心 疾患であ って も不健康が 続 くと精 神活動 も落 ちて くる。 また,

精神疾患の人 は身体 の健康 も損 なわれて くる。

以上 を とりまとめて,ア トラ クターの トポロジーと発達,老 化,健 康,不 健康 との関係を

モデル化 す ると図5-9の 様 にな る。

従来 の医学 的診断 は,要 素還元主義 に基づ く個別臓 器の病理 的診断であ り,健 康の意味 を

個人の主体的 な関連性 か ら切 り離 して構成 されて きた。

それ に対 して,本 研究 ・開発か ら得 られ た結果 の一 つは,健 康 とは身体的 な面 や精神 ・心

理的な面 にその人を包 む 自然 や社会 などの環境 との相互作用の中で,ダ イナ ミックな意 味的

関連性 を発 見 し,そ の中か ら生ず る幸福感であるとい うことがで きる。

そ して,病 気 の回復 は以上の よ うな個人的,社 会的な現象の意 味論的情 報のネ ッ トワー クの
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図5-9カ オ スア トラ クターと成長,発 達,健 康 病気,老 化 との関係



中で一つの意味的関連性 を発見 し,健 康 な意味的情報体系 に本人 を調和 的に戻す,あ るい は

本人 が戻 る情 報過程 である。即 ち,健 康 とは,個 と全体の ダイナ ミックな関係形成 と調和 的

変更 であ る。

この様 な視点か ら考え ると,現 在の 「病理的診断」 に基づ く健康評 価 に対 し 「意味論的 な

健康状態の診断」が必要 であ り,本 研究 ・開発 はそれを可能 にす る。

また,本 システムか ら得 られた結果 は,生 体恒常性 に対す る新 たなパ ラダイムの提 示 にっ

なが る。即 ち,20世 紀の生体機能の常識であ った 「生体機能 は変動をで きるだ け少 な くして

一定 の レベ ルに保つ よ うに働 く」 とい う生体 の恒常性の概念か ら 「生 体 はカオスに満 ち
,あ

る一定の幅で ゆ らぎ,脱 周期 的であ る方 が適応性,強 靱 さ,柔 軟性 を もた らす 」と変更 され

るべ きであ る。

っ まり,従 来 の医療 の常識で は生体機能の正常な リズムを狂わせ る ことが不健康 や病 気を

もた らす と考 え られて いるの に対 し,逆 に規則的で秩序だ った反 応が増えて くると不健康 や

病気 にな るのであ る。

5.4ま と め と 展 望

5.41ま と め

本研究 ・開発 における成果 は,以 下の とお りである。

(1)脈 波及 び心拍か ら,そ れぞれの器官 に特有のカオ スと心身状 態や病気 に対応 したカオス

を,臨 床 目的 と して世界で初 めて取 り出す ことに成功 した。

(2)そ れ らをカオスア トラ クターと して視覚的に表現 し,そ の属性(ア トラクターの トポロ

ジー,ア トラクターの測度)を 測定す ることができた。

(3)(2)はCAPで 得 られたカオスア トラ クターの特徴抽 出 とその指標 を決定 す るもので ある

ことが判 明 した。

(4)(3)で 得 られたカオ スア トラクターの特徴 と指標は心身の状態や病気の回復過程 を敏 感 に

反映す る。

(5)抽 出 したカオスア トラ クターの特徴及 び指標 と従来 の診断体系 との関連付 けを行 った。

(6)以 上 を コンピュータ上 に蓄積す ることによ りデータベ ースを構築 した。

これ は 「意味論的な健康 ・生 活状態 の診断データベース システム」であ る。

(7)こ のデータベースは 「一人一人 の健康の鏡 」 とな るデータベースで あ る。
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われわれ は朝,鏡 に写 った 自分の顔 を見て健康 や心身 の状態 を直観的 に判断 してい る。

それがおおむね当た って いるの は,個 人 個人 の健康観 や健康歴,生 活歴 を背景 と して生

活の連続性の中で判断 して いるか らであ る。

われわれが 目指す もの は,そ の よ うな自由な編 集 と解釈を許 し 「一人一人 の健康の鏡」

とな り得 るデー タベ ースであ る。

(8)こ の ようなデータベ ース は医療が画一化の 中で忘 れて い る,一 人一人 にとっての健康 を

示すデータベー スにな り得 る。

(9)そ の中で,従 来の 「病 理学的診断」 は,わ れわれの提 唱 した 「意味論的な健康 ・生活状

態の診断 データベ ース システム」の一部を構成す る ものであ る。

(10)個 人につ いて,カ オスア トラ クターに関す るデ ータを定期的 に収集 し,上 記 データベ ー

スを構築す ることによ り,痴 呆 やス トレスによる他覚的 な症状が出現す る前 にそれ を知 り,

予知,予 防,早 期治療,セ ル フコ ン トロールに役立て ることがで きる。

ODカ オスに基 づ いた新 たな恒常性の概念 を提 唱 した。

a2)以 上の データ収集,解 析 システムを,CAP(キ ャ ップ:カ オスア トラ ク トグヲム プロ

セ ッサー)と して商品化す る予定であ る。

(13)CAPは,脈 波か ら心身の全体的健康状態や ス トレスの状態を知 るだけではな く,個 別

臓器の状態 を把 え ることもで きる。

即 ち,心 電計 や脳波計等 に接続す ることによ り,カ オス心電計 やカオス脳波計等 と して

も使用で きる。

5.4.2今 後の展望

(1)カ オスの情報論 的機能 の明確化

本研究 ・開発では,カ オスの構造 的側面 と診断及 び健康状 態 との関係 を明 らかに し,そ

れ らをデータベース(「 意味論的な健康 ・生 活状 態の診 断デ ータベース」)と して構築 し

た。

カオス は構造 を もっ とともに,そ れ自身が情報論的機能 を もっ。

今後 は臨床的に得 た カオ スの情 報論 的機能 を明確 に したい。その成果を今回開発 したデ

ータベ ースに加え ることによ り,「 一人一人 の健康 の鏡」 とな る 「意味論的 な健康 ・生活

状態の診断 データベ ース システム」が更 に強力な もの となる。

これ らの研究 開発 は,今 後 の医療 の主流 となる 「健康 の 自己管理」,即 ちセルフケア,

セルフヘル プへの概 念規定を具体化す るとともにQ.0.L.(QualityofLife)の 現実 的な
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ツール とな るに違 いない。特 に,看 護 や リハ ビ リテー ションへの応用 は大 きいと考え られ

る。

(2)商 品化 とメ ンタル マネ ジメ ン トデー タベ ース

本 システム は,既 に リアル タイム機能 を もっ小型プ ロ トタイプ機 と しての製作 を終了 し

ている。

更 に,医 療の臨床現場 での フィール ドワー クもほぼ終 了 し,デ ータベース化 も進 みつつ

あ る。即 ち,商 品化 の 目途 はた って いる。

しか しなが ら,本 システム は,そ の人が もっ脳の情報処 理機能の一部を見 ることにな る

ため,商 品 化に当た って は,従 来の医療機器,例 えば電子体温計,電 子血圧計等 とは異な

り,プ ライバ シー保護 に十分な留意 をは らう必要が ある。

即 ち,装 置を小型 化 し使 いやす さを追及す るだけで な く,使 用 目的 と責任性 に応 じた提

供が必要 であ ると考 え る。

したが って,今 後 は医療者 のみな らず,学 際的 で幅広 い分野の責任 あ るチ ームによ る

「メンタルマ ネジメ ン トデータベ ース」の構築 と運用 を考 え る必要があ る。

また,本 システムは今後 のわが国の医療が進 もうとす る方 向と医療情報機 器の発達 を考

慮 しなが ら成長 させて い く必要 がある。

例えば個人が近 い将来,電 子カー ドと して もっ診療記録 や保 険記録 にこの システムのデ

ー タを入力す る ことは,大 きな意味 を もっであろ う。
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6シ ルバ ーエイ ジの実態及 び生 活 に必要 な

情報のデータベース構築のための調査研究

美崎高齢者福祉互助会 美崎生活館





6.シ ルバーエイ ジの実態及び生活に必要な情報の

データベー ス構築のための調査研究

6.1概 要

近年 の シルバーエ イ ジ(高 齢者)の 急激 な増加 は社会的 に も種 々の問題 を提起 してお り,国

は もちろん,市 町村,団 体,企 業において も多数の施策,対 策が とられ よ うとして いる。

美 崎高齢 者福祉互助会美崎生活館(以 下美崎生活館 と略す)は 一部会員制 の組織で あるが,

これ らの動 きに先駆 けて現在 までの18年 間滋賀県守山市 の美崎地区において高齢者の訪問看護,

生 きがい事 業,訪 問活動,移 送,デ イケア等 の事業を行 って きた。

美崎生 活館の常 に一貫 して 目指す老人福祉 は老人ホームの様な施設収容 中心主義の福祉では

な く,地 域家庭型の在宅福祉であ る。そ して,こ れ らの活動 はすべ て常 に医師,福 祉専門の大

学教授,福 祉 ・情報の専門家,ボ ラ ンテ ィアの連携 によ って行われて きた とい うことがで きる。

近年,医 療 と福祉,保 健の連携が いわれて お り,従 来 の医療専門家のみ,福 祉専 門家のみの

対応で は もはや高齢者の種 々の問題の解決 はで きな くな って きてい る。

この点 において も美 崎生活館の活動 はこれ らに先駆けて実施 して きた とい うことがで きる。

今回 は これ らの医療,福 祉の両サ イ ドか ら収集 した過 去のデー タを基 に医療 と福祉 の両面か

らの データベ ース,「 生活記録(個 人 カルテ)」 を作成 し,デ ータベース化を行 うための調査

を実施 し,試 作 した。

データベ ースの構築 の 目的は単 に作 るとい うだけでな く,そ れ らのデー タを使 用 してケース

マネ ジメ ン トをす ることであ る。

最近,県,市 町村 レベルで もシルバ ーデー タベースを作 ることに積極的であ り,こ れ らの動

きとも合致 してい る。

また,民 間 レベルで この様なデー タベ ースを作 っているところはまだ珍 しいと思われ る。

今回はパ ソコ ンの ワープロ機能 を利用 して行 ったが,今 後 は検索機能 を も兼ね備えた ものを

作 ってい きた いと考えて いる。

6.2目 勺白

美崎生活館 には高齢者 やその家族か ら常 に 「介護用品はどの様な ものを使用 した らいいのだ

ろ うか」,あ るいは 「ホームヘルパ ーが必要 であ るが ど こに依頼 した らいいのだ ろ うか」,
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「急に病気にな ったが どの様 に した らいいのだ ろ うか」 とい った問い合わせが数 多 くくる。

この ことか らも分か るよ うに,高 齢者やその家族 にとって この様 な情報 は非常 に重要 な もの

であ る。特に,近 年 の核家族化が進む中で一人暮 らしの高齢者 が増 えていることや急に高齢 に

な った親 と同居 が始 まって何 も知 らな いで とまど う子供連の例 もあ り,正 確な情 報が必要 な と

きに,迅 速に入手 で きるとい うニ ーズは高 まって いる。

一方
,わ が国の これ らの情報の データベ ース,デ ータバ ンクの現状 たるや,ま だそ ろってお

らず,不 十分 な状 況であ る。

美崎生活館で は,こ れ らの高齢者が生活 して い く上 にお いて必要 な情報を収集 し,何 時で も

引 き出 して提供で きるシステムが是非必 要で あるので,将 来作 ってい きたいと考えて いる(図

6-1)。

今回 はその第1弾 と して守山市美崎地 区周辺 に住 み,美 崎生活館 と係わ りのあ る高齢者を対

象 に過去の蓄積のデ ータを基に,シ ルバ ーエイ ジのデータベ ース,「 生活記録(個 人 カルテ)

」の構築 に とりかか った(図6-2)。

従来,美 崎生活館で は美崎生 活館 と係 わ りのあ る高齢者 にっ いて は 「高齢者福祉互助会個人

カルテ」に,① イ ンチイ ク開始 時期,② 氏名,③ 生年月 日,④ 写真,⑤ 住所,隣 組,Tel,

⑥収入 の手段,⑦ 家族構成 ⑧ 略図(地 図)の 項 目にっいては記載を して いた。 しか し,こ の

形式 で は時系列 的な記録 を十分 に記載で きない とい う欠点 があ る。

一方 ,医 療 関連 のデー タは 「医療 カル テ」に医師が記録 していた。 また,日 常訪 問,移 送,

デ イサー ビス,相 談等 の記録 は 「福祉台帳」に記入 し,更 に,月 ごとの統計,記 録 を 「月計表」

に記録 して いた。

しか し,こ れ らの記録 は特定の 一人が記入 して いたので,他 の者が読んで も理解 で きない と

い う状況 にあ り,そ の機能 を十分 に果 た して いるとはいえなか った。

この様な実態であ ったので,こ れ らの分 散 して いるデー タを1カ 所 に集中 させ,特 定個人 の

頭 にのみ記憶 されて いる情報 を も記録 して,誰 で もが,何 時で も,共 通 に利用可能な 「生活記

録(個 人 カル テ)」 のデー タベースの構築 をパ ソ コンの ワー プロ機能 を利用 して行 った。

個人の生活記録 をみ ることによ り,医 療のみで な く,福 祉,生 活の面 か らの総合的判断が可

能 とな ることや,将 来 は予防や対処効果 を も狙 ったケースマネ ジメ ン トに利用可能 となること

,医 師,福 祉専門家,ボ ラ ンテ ィアの相互 の連絡 に も役立つ ことと考えてい る。

また,こ のデータベ ースを作 ることにより,高 齢者 の生活の実態を知 ることがで き,ど の様

なニーズが あ るの かにっ いて も把 握で きることと考 えている。
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ユ ー ザ 美崎生活館
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図6-1美 崎生活館の シルバーエイジのデー タベースの概要

図6-2デ ー タベ ー ス開発 の プ ロ セ ス
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6.3実 施 内 容 と結 果

今 回 は以下の ことを実施 した。

(1)美 崎生活館の沿革及 び活動 内容の調 査

美 崎生活館 は約18年 間,高 齢者の 福祉と医療相談 を民間の組織で,医 療 ・福祉の専門家,

ボラ ンテ ィアの協 力をえて実施 して きた。

この18年 間に蓄積 した情報,デ ー タという観点か ら,今 回,美 崎生活館の過去の活動を見

直 し,整 理す ることを行 った。

情報 という面か らみ ると,医 療 カルテ,生 活記録個人カル テ,デ イケア記録,移 送記録 を

始 め,種 々の記録があ る。

しか し,こ れ まで,こ れ らの情報が別 々にな って いるため に,相 互 にみるということもで

きなか ったので,そ れぞれが有機的 に生か されて いない ことが分 か った。

(2)わ が国 におけるシルバー情報(デ ー タベース)の 現状 についての調査

主 に文献 ヒア リングか ら県,市 町村を中心 に福祉,医 療,保 健,生 活情報 を主 に実施 さ

れて いるシルバーデー タベースの現状 にっ いて調査を した。 その結果,名 古屋市 ,中 津市で

実際 に使用 されてい ることが分 か った。 しか し,医 療 福 祉 とい う面で もまだ十分 に統合 さ

れた ものはで きていない と思 われ る。

(3)シ ルバ ーエ イジのデータベースの開発

1)研 究会の設置

以下 のメ ンバ ーか らなる研究会 を設置 した。

中井 正子

柳原 正典

山口 信治

川崎 甫

片野 坂浩

岡治知世江

岡田 繁雄

東洋紡績株式会社TQC活 動推進室主席部員

(1990.10.ま で総合研究所情報調査部門に所属)

柳原医院院長

(滋賀県保健衛生協会理事長 「元滋賀県医師会長」)

仏教大学社会学部応用社会学科教授

(日本老年学会会長,守 山市有識者委員会委員長)

株式会社情報アイラン ド企画推進部長

(1989.10.ま で株式会社立花商会情報通信システム部VAN管 理委員長)

同志社大学神学部3回 生

関西外国語大学英米学科4回 生

美崎高齢者福祉'[助会美崎生活飽飽長
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岡田 妙子 美崎高齢者福祉互助会美崎生活館

2)デ ー タベースの 開発

美 崎生活館 に係 わ りのあ る高齢者 を対象 に既 に収録 してい る 「個人台帳」か ら必要 な項

目を拾 いあげ,そ れ を基 に各個人 にっ いて,(1属 性(氏 名,年 令,性 別,家 族構成 など),

(2)人間関 係(家 族関 係,親 族 関係,近 隣 との関係な ど),(3)心 身の状況(健 康,疾 病,治

療状況,ね た きり,痴 呆 など),(4)家 庭医(緊 急時,往 診可能 なホーム ドクターの有無,

専門医,病 院,施 設 など),(5)介 護者状 況,(6)暮 ら し(住 まいとの状況 と リスク箇所),

それ に,(7)医 師の 医療相談の記録,(8)ソ ー シャル ワーカーの記録 な ど,8項 につ いてデ ー

タベー ス化を行 うことを試みた(資 料1参 照)。 今回 はパ ソコ ンの ワープ ロ機 能を利用 し

て行 った。

3)デ ー タベースの利用(ケ ースマネ ジメ ン ト)

情報 の フロー(図6-3)に 示す様 に,作 成 したデー タベースを基 にケースカ ンファ レ

ンスや ケースマネ ジメ ン トを医療,福 祉等の専 門家 によ り行い個 々の高齢者 につ いての最

適 な処置 をと って老化,痴 呆化の進展を抑え,で きるだけ正常で健康 な状態を維持す ると

と もに予知す ることによ り,早 期発見を して予 防す る ことをデータベ ース作成の 目的 に考

えて いる。 そ こで10ケ`ス にっ いて作成 したデータベ ースにっ いてケー スマネ ジメ ン トを

実施 した。結果 は十 分に使用で きることが分か った。

生の情報一 情報の収拾一 情報の検討一一情報の処理一一一情報の利用
(リ ソース)(デ ータベース)

クライアントー

CT家 族

となり近所
の仲間

自治会役員

民生委員
学区社協協力者

その他

(ボ ランティア)
↑

館 長

ソー シャ ル

医師

研究者

専 門 家 に
・一〉よる調 査

再調査

↑

合同会議
構築計画

情想性 ・一+
緊急性 ↑
必要性
処遇法
ランク付
会員認定
その他

↓

デイケア活動
(生活館活動)

相談 ・治療

福祉台帳へ
記録

・・

コ ン ピ

ュ ー タ

へ の

入 力

..

DB化

福祉事秘所 ・社
協 ・学区協力員

・
.
l
I
▼

:

▲
T
－

生活餌活動
(医療 ・福祉)

統計処理

㌍=レ ㌶
メ ン ト

各 種 診 断 ・治 療

カ ン セ リ ン グ ………… ↓

一フ ィー ドバ ック デ ー タ の 修 正

プライバ シー遵 守

死亡 ・移転 ・脱
会など記録修正

図6-3情 報 の フ ロー
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6.4デ ー タ ベ ー ス の 問 題

現 在,高 齢化社 会を迎え,シ ルバー デー タベースの活用 も各所で検討 されよ うと して いる。

しか し,ま だ満足な もの はない。

デ ータベ ース作 りは,情 報入手の プ ロセ スを例 に して も,入 手が非常 に難 しく,一 概 にデ

ータベ ース とい って も大変 な もので あ ることが分か った。

更 に情報 のプライバ シーの問題が あ る。

また,入 手 が難 しい情報 があ り,こ れ らの情報の入手 には場 合によ っては,県 や市 との協

力が必要 と思われ る し,ネ ッ トワー ク化 も今後 は必要 にな って くると思われ る。

今回の よ うにシルバーデ ータベー スの構 築を検討 し,試 作を行 ったが,今 後 は検索可能な

形 に して いか ないと利用が限 られて くるので,将 来 は検索可能な ものを作 ることを考えて い

る。

この よ うになれ ば この データベ ースを将来 ケースマネ ジメン トに使用 し,高 齢者の病気や

生活の予防,対 処 に使用 して い くと効 果的で あ り,こ の よ うな利用 を してい くことを考えて

い る。

6.5今 後 の 課 題

今回,「 シルバ ーエ イ ジの デー タベ ース 」の調査 に とりかか り,「 生活記 録(個 人 カル

テ)」 をパ ソコンの ワープ ロ機能 を利用 して,過 去 の蓄積デー タを基 に作成 した。

今後,更 に,パ ソコ ンの記憶 機能 を利用 して,検 索で きる形 に して い くことを考 えて いる。

この場合 も,比 較的容量を と らな い ものに して いきたいと考えて いる。

また,今 後 これ らの データを使 って,専 門家 によるケースカ ンフ ァ レンスやケースマネ ジ

メ ン トに使用 し,高 齢者 の状況 の判 断材料 や予 防材料 と して使用す ることを更 に進めてい き

たい と考 えてい る。

また,市 や県 に連携 し,イ ンプ ッ ト情 報を増 や し,内 容的 に も更 に向上 させてい きたい。

また,高 齢者 の もっと多数の生活 に必要 な情報 をイ ンプ ッ トしたデータベースを構築 し利

用 してい くことがで きるように して い くことを考 えている。
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7交 通 事故調査 データの デ ー タベ ース

化 に関 す る調査研 究

財 団法人 日本 自動車研 究所





7.交 通 事 故 調 査 デ ー タ の デ ー タ ベ ー ス化 に 関 す る調 査 研 究

7.1調 査 の 概 要

7.1.1調 査の目的

交通事故の低減及び事故時の乗員等の傷害を軽減するための一方策として,交 通事故の調

査を行い,事 故原因,傷 害原因等を明らかにすることは重要な課題である。

わが国において も,交 通事故調査に関する情報は幾つかの機関が有 しており,当 研究所に

も過去に実施 した交通事故調査情報がある。 しか し,当 研究所で保有 している情報は,デ ー

タの蓄積形態が必ず しも一般的なデータベースの形式になっていないといった問題点や,統

計解析との リン久 車両諸元などの基礎データとの リンク,交 通事故に関連 した画像情報の

蓄積方法や利用方法,更 に各機関のデータとの有機的な結合など有効性の向上や解析の効率

化のためになすべき課題は多い。

一方,欧 米各国においては,比 較的古 くから交通事故調査データベースが構築され,有 効

に活用 されてきた。

昨今のわが国の交通事故による死傷者の増加傾向を考えると,事 故の調査結果をより有効

に活用 して,交 通事故の低減に寄与するためにも,各 種の事故調査情報を解析するに当たっ

て,更 に利用 しやすいデータベースとしていくことが必要と考えられる。

この様な背景を基に,国 内外の事故調査の状況を調査 し,更 にそれ らの結果を基に,当 研

究所で保有 しかっ今後調査する情報をどのように蓄積 していくべきかといった方向性を明 ら

かに し,関 係機関,団 体等からの事故調査の委託に当たって,そ の技術的方法論の検討に反

映させることを目的 として,本 調査研究を実施 した。

了.1.2実 施 内容

本調査研究の 目的を達成す るため,学 識経験者か ら構成 される 「事故調査 データのデータ

ベ ース化 に関す る調査委員会」(委 員長:筑 波大学教授 藤原 譲氏)を 設置 し,以 下 のよ

うな項 目にっいて検討 した。

(1)国 内外 の交通事 故調査状況の調査

(2)事 故調査 におけ る問題点の把握 と対策案の検討

(3)事 故調査 データベ ースの将来像の検討

(4)プ ロ トタイプ作成 予備的検討
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7.2交 通 事 故 調 査 の 現 状

7.2.1各 国の交通事故調査

交通事故調査はその目的により,広 い地域で,調 査項目とその内容を比較的限定 して,多

数の事例を網羅 した調査か ら,事 例数は限定されるが,特 定の調査項目にっいてその内容を

詳細に調べるものまで,各 種の レベルの ものがある。

前者の代表的な例は,ほ とん どの国で実施 されている警察による,交 通安全の施策に反映

させるための交通事故調査であり,わ が国の場合,警 察庁が実施 している交通事故統計原票

による人身交通事故及び物損事故の調査(高 速道路のみ)が あり,調 査件数は人身事故だけ

で年間60万 件以上にものぼる。後者にっいては種類が多いが,わ が国における代表的な例は

運輸省が働 日本 自動車研究所(JARI)に 委託 して実施 している調査があ り,件 数は年間

100件程度 と多 くないが,自 動車の安全対策に寄与するという目的か ら,車 両と乗員に関す

る極めて詳細な調査を実施 してお り,そ の調査項目は500項 目以上にのぼっている。

本調査研究では,こ の後者に属する各国の交通事故調査を対象とし,主 として文献調査に

より,目 的,調 査内容などをとりまとめた。

了.2.2交 通事故調査技術

交通事故調査を実施 す る場合,乗 員の傷害や車両の損傷状態を どのよ うに表現す るか,ま

た各種の調査 データを得 るの に,い か に精度 よ くかっ迅速 に測定 す るかな ど,交 通事故調査

を行 うための各種技術 が開発 されて いる。

(1)乗 員等の傷害スケール

事故 によって乗員が受 けた傷 害を,統 一 されたスケールで表現す る方法が数多 く開発 さ

れて きた。代 表的な乗員傷 害スケール には,①AIS(AbbreviatedInjuryScale),②J

-AIS ,③MAIS(MaximunAIS),④ISS(InjurySeverityScore),⑤OIC

(OccupantInjuryClassification),⑥KABCO(K:死 亡,A:傷 害 あ り1,B:傷

害あ り2,C:痛 み,0:無 傷)な どがあ る。

(2)車 両の衝突 の激 しさの測定 と車 両損傷 スケール

衝突 の激 しさを測定す ることは,事 故調査 において重要 な要素であ る。事故調査におい

ては,こ の衝突の激 しさを事故後 の車両 の損傷状態か ら決定 しな けれ ばな らず,衝 突 に際

してどの程度の力が作用 したか を表現 してい ること,ま たその測定法がすべての衝突形態

に対 して適用で きること,衝 突の激 しさが簡単 に計算で きること,更 に測定結果 は定量的
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で あ ることが望 ま しいなどの要求があ る。

これ らの要求 を ほぼ満足 して いる測定 法 と して は,衝 突 によ って車体が吸収 したエネル

ギ ーを基礎 に したバ リア換算速度(対 固定壁衝突換算速度,実 効衝突速度な ど各種の呼称

が あ る)と,衝 突 中の車両の速度変化 を用 い る△Vが あ り,多 くの詳細事故調査で用 い ら

れて い る。

また車両 の損傷程度 を もっと簡便で統一 された分 類に従 って スケール化す る方法 も幾つ

か ある。代表的 なスケール と して は,CollisionDeformationclassification(CDC)

が ある。

(3)事 故現場,破 損車両の測定技術

交通事故現場の見取 り図や事故車両 の損傷状況の測定 は,事 故調査 において重要 な調査

項 目で ある。 これ らの測定に は,巻 き尺 や物差 しなどを使 った測定法の ほか,ス テ レオ カ

メラを用 いた写真測量法な どが用 い られて きた。 しか し,こ れ らの方法 は測定 に時間がか

か った り,装 置が高価であ るな どの問題が ある。

ステ レオ カメラは,わ が国では各都道府県警察本部で採用 されてお り,事 故調査の分野

で は事故現場見取 り図の作成 が主体であ るが,そ の他 タイヤ痕 の模様,深 さ,大 きさの測

定,路 面の凹凸状況の測定,車 両の変形状態の測定 などに広 く応用 されている。 しか しこ

のステ レオ カメラは,図 化機 も含 めると価格が数千万 円程度 す る上,カ メラ自体がかな り

大 型であ るため,機 動性 に欠 け るき らいがあ る。そのため,も っと簡便 に事故現場の見 取

り図や破 損車両の変形状況 を測定す るための技術開発が望 まれてお り,現 在各種の手法 が

研究,開 発 されて いる。

現在研 究,開 発 されている技術の多 くは,ス テ レオ カメラと同 じ立体三角測量の原理 を

用 いてお り,事 故現場見取 り図 につ いて は,1枚 の現場写真 か ら見取 り図を作成 す るシス

テムが既 に市 販 されている。

研究段 階ではあ るが,単 眼 カメラで車両の周辺か ら数枚 の写真 を撮 り,複 数のステ レオ

ペ アの写真 か らコ ンピュータ処理 によ って変形状況を測定す る技術があ る。 このよ うに,

事故車両変形状況測定が簡便 に,し か もコンピュー タ処理 によ って実施で きるよ うになる

と,車 両 のっぶれ量が 自動的 に算出で き,上 記バ リア換算速度や △Vな どの推定が 自動的

に行え るよ うにな る。
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7.2.3事 故調査 データの処理

前述のよ うな調 査方法,調 査 内容で得 られ た事故調査 データはすべてなん らかの形で コ ン

ピュー タファイル化 されてお り,集 計 や統計解析が行 われて いる。本項で は,こ の事故調査

デー タの コ ンピュー タによ る取扱 いにっ いて概要 を述べ る。

(1)NHTSA(米 国,運 輸省道路交通安全局)の 事故調査 データ

NHTSAが 実施 している事故調査 はFARS(FatalAccidentReportingSystem)と

NASS(NationalAccidentSamplingSystem)で ある。図7-1はNASS事 故調査デ

ー タの流れを示 した ものである
。

この様に して蓄え られた事故調査 データは,情 報公開法 に基づいてプライバ シー情報を

除 いて一般 に公開 されてお り,NHTSAの 国家統計解析 セ ンター(NCSA)及 び外部

の コ ンピュー タコ ン トラクタか ら各種の情報 を入手で きる。外部 コン トラ クタの代表 はU

MTRI(ミ シガ ン大学 交通研究所)で あ り,こ このデータセ ンターには,上 記FARS

やNASS事 故調査デー タ以外 に も各種の事故調 査が データベ ース化 され てい る。 これ ら

各種のデー タベー スは米国内の コンピュータネ ッ トワー クで あるAUTONETやTEL

NETな どを通 じて国内外 か らコン ピュータ通信 で簡単 にア クセスで きるよ うにな って い

る。 この事故デー タをハ ン ドリングす るシステムはADASS(AutomatedDataAccess

andAnalysisSystem)と 呼ばれてお り,簡 単 な コマ ン ドデータベースをア クセスす る こと

がで きる。UMTRIの デー タファイルは,オ リジナルは リレーシ ョナル型 であ るが,こ

のADASSを 用 いた検索 に利用 す るファイル はフラ ッ ト型の ものを用 いてい る。

RDE:RemoteDataEntry・ マ ス タ ー フ ァ イ ル

PSU:PrimarySamplingUnit(基 礎 調 査 ユ ニ ッ ト)・ テ ー プ

PSU

(マ イ コ ン)

PSU

(マ イ コ ン)

PSU

(マ イ コ ン)

NASS事 故 調 査

デ ー タ 管 理 コ ン トラ ク タ ー

(大 型 コ ン ピ ュ ー タ)

ZONECENTER

(コ ン ピ ュ ー タ)

NHTSA

(NCSA)

調査資料一式の郵送 調査資料一式の郵送

図7-1NASS事 故調査 データの流れ
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(2)ハ ノーバ医科大学 の例

ハ ノーバ医科大学 の事 故調査 デー タは階層構造 にな ってお り,こ の調査 データは市販の

RDBMS(リ レー シ ョナルデー タベ ース管理 システム)で あ るSIR(ScientificIn-

formationRetrieval:商 品名)シ ステム によって管理 され ている。

(3)OECDに お ける交通事故調査 データベース

OECD(経 済協 力開発機構)の 道路交通研究 プ ログラムの一つ と して,1990年 か ら世

界各国の交通事 故統計情報の データベースIRTADが 構築 された。 このデー タベースで

は,検 索 の 目的に応 じて,10種 類の検索用 ファイルが用意 されてお り,こ の ファイルを検

索 す るための簡単 な命令セ ッ トが川意 され ている。基 本 とな って いるRDBMSはSIR

で あ る。

(4)JARIの 事故調 査データ

JARIの 事故調査 データの論理構造 は図7-2に 示す よ うな階層構造 にな って いるが,

コ ンピュー タ上の物理構造 は これ らの デー タを フラ ッ トファイル と して格納 して いる。

事故概要及び環境一
歩行者、 自転車
幼児用三輪車 等の概要

二輪車及 び乗 員の概要 事故車両及び運転者関係

前 面 窓 ガ ラ ス ス テ ア リ ング フー ド ドァ タイヤ シー ト及 び
年少者補 助乗車
装置

車両火災

図7-2JARI事 故調査 データの論理構造
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7.2.4JARlで 行 っている事故 調査 の特徴

JARIで 行 って いる事故調 査 は,車 両構造 と乗員傷害 に関連 した項 目が非常 に詳細 に調

査 されているといった特徴 を もってお り,調 査項 目の点か らみ ると,各 国で実施 されて いる

同種 の事故調査 に比べて も遜色のな い ものであ る。 しか し現在実施 されて いる調査 は,年 間

の調査件数 が約100件 であ り,統 計デ ータと しての価値 は必ず しも高 くな い。

この様に,統 計 データ として よ り,詳 細 な事例調査 と しての特徴を もっ事故調査 データの

データベース化 を考慮す るに際 して留意すべ き点 は,統 計解析が一応で きるよ うに してお く

ことは当然であ るが,む しろ事例調査 と しての各事故の もっ情報 をいか に して正確かつ多面

的に検索,集 計で きるよ うにす るか とい った点 であ り,こ の様 な観点 か らデータベー スを構

築すべ きで あろ う。 したが って,事 故調 査か ら得 られ た各種の情報,つ ま り数値や文字化 さ

れた情報 だけで な く,事 故現場の写 真や見取 り図,事 故車両の損傷程度 の写真 乗員の傷害

に関す る情報 など も含めたマルチ メディアデー タベース システムを指 向 してい く必要が ある。

しか し,各 国で実施 して いる事故調査の うち,JARIの 調査の様な詳細事例調査 を指向

して いる調 査において,上 記の よ うなマルチメデ ィアデータベ ース システ ムを構築 している

例 はな く,そ の点 では参考 となるよ うな事例 はない。

一方,マ ルチ メデ ィアデータベ ース システムの 中心 とな る,数 値,文 字 データのデー タベ

ース として は,大 規模 な調査解析 システムを構築 して いるUMTRIな どは独 自のデー タベ

ースを作成 して いるが,ハ ノーバ 医科大学 やOECDな どの交通事 故データベースは,汎 用

のRDBMS(SIR)を 利用 し,一 般のユーザがデータをハ ン ドリングす る場合 は基本デ

ー タか らビューを作成 し,ビ ューに対 して検索を行 うよ うな方式を とって いるようで あ り,

そのための簡易言語を用意 して いる。 この様な例 もあ ることか ら,JARIで 行 っている事

故調査デー タをデータベ ース化す る場合,汎 用のRDBMSが 使用で きる可能性が高い。

73事 故 調 査 デ ー タ の デ ー タ ベ ー ス 化 に お け る 課 題 と 対 策 案

一般 にデータベースを構築す る場合,如 何 に して正確なデータを入力す るか,ま たそのデー

タをどの様 に加 工 し,有 用 な形 で出力す るかが問題 とな る。交通事 故データのデータベースに

おいて も,全 く同様な問題 課題 があ り,こ れ らの問題,課 題を検 討す る場合,調 査手法 まで

含めて検討す る必要があ る。
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7.3.1調 査時 の課題 と対策案

(1)事 故調査時の課 題 と対策案

事故調査時の課題 と して は,以 下の様な項 目があ る。

① 調査票の誤 記入:調 査番号 の誤記入,デ ー タ記入時の論理的一貫性 の誤 り,記 入 もれ

等。

② 車 両破損状 況計測時 の問題 課題1測 定時 間がかか る,測 定精度が悪 い,複 雑 な変形

の測定が困難 等

③ 事故現場見取 り図作成時の問題 課題:時 間がかか る,測 定精度が悪 い等

これ らの問題 課題 に対 して,技 術的に考え られ る対策案 と して は,次 の様 な ものが考

え られ る。

① 調査票 の改善,調 査現場 で ノー トパ ソコ ン ・ハ ンディパ ソコンな どにデー タを入力す

る等が考 え られ る。特 に後者 については,パ ソコ ンか らデータベースに直接 ア ップロー

ドで きるため,以 降の手作業 による入 力 ミス防止 に もなる。 しか し,現 在市販 されて い

るもので は,測 定 を しなが らの入 力が困難 屋外 での使用が前提で あ りバ ッテ リー駆 動

の時 間が短 い,防 水対策がな されて いな い等の問題 があ り,今 後の改良が望 まれ る。

② 簡便な測定法 の開発。

③ カメラに よる簡便 な測 定法の開発。② よ り も実現可能性が高 い。

(2)調 査票作成 時の課題 と対策案

調査票 の作成 は,事 故調査時及 び事務所で の作業で完成す るが,以 下 の様 な問題 課題

があ る。

① 事故車両の諸元:現 在 はハ ン ドブ ック(諸 元表)か ら転記。

② 事故概要総括票 作成:調 査票か ら人手で転 記す るため,時 間がかか り,転 記 ミスが生

ず る可能性があ る。

対策案 と して は,

① 車両諸元表 が フ ロッピーなどの形で販売 され ることが望 まれ る。

② データベ ースか ら,デ スク トップパ ブ リッシングソフ トな どを利用 して作成す る。 た

だ しこの場合,事 故現場見取 り図,車 両損傷状況な どがデータベ ース化 されて いる こと

が必要であ る。転記 ミス防止 のほか,経 済的効果 も大 きい。

などが考え られ る。

(3)デ ータ入 力時 の課 題 と対策案

調査票が完成す ると,そ こに記載 されて いるデータを コンピュータ処理す るために,キ
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一入 力す る。現在 この作業 は手作業 によ って実施 してお り,幾 つかの問題 課題が ある。

① 手作業 による入力であ るため,時 間が かか り,調 査 ファイルが ば らば らにな って しま

うなどの問題が ある。

② デー タの妥 当性 チ ェック:デ ータの値 チ ェ ック(レ ンジチ ェ ック),論 理 チ ェ ック

(一 貫性 チ ェック)な どが必要。

対策案 と しては,

① ノー トパ ソコン ・ハ ンデ ィパ ソコンな どに調査現場でデー タを入 力す ることが効果的

であ るが,(1)で 述べ たよ うな問題が あ る。

②RDBMSに はデータの値を チ ェ ックす る機能が付 いてい る ものが多 いため,汎 用の

RDBMSで データ管理を行え ば,値(レ ンジ)チ ェ ックは可能 にな る。 しか し,論 理

チ ェ ック(一 貫性 チ ェック)に っ いて は,今 後人工知能(AI)な どの技術 が利用 で き

るよ うにな ることが望 まれ る。

7.3.2デ ー タベース上 の課題

本項で は事故調査 データをデータベ ース化す る場合に検討すべ き課題 につ いて述べ る。

(1)デ ー タボ リューム

現在実施 してい る事故調査 は,調 査項 目が最大で500項 目以上 あ り(事 故の規模 によ り

増減す る),デ ータボ リュームは1事 故 当た り平均1,800バ イ ト(B)で あ る。調査件数

は今後10年 程度を考慮 して も10,000件 前後で あ り,正 味のデータ量 と して は25MB程 度 と

考 え られ る。 しか し,汎 用のRDBMSに 移行 した り,更 に使 いやす さを向上 させ よ うと

す ると,実 際には次の様な項 目に関す るデータボ リュームを考慮 す る必 要があ る。

① 各事 故の概要 調査項 目の補足説 明な どをコ メン トの形でデー タベー ス上 に残 そ うと

す ると,必 要 なデータボ リュー ム は大幅に増加す る。

② 各デー タ項 目はほ とん ど数値 又 は英文字 にな って いるが,そ の意味 内容を表 の形 で

デー タベース上 に残 そ うとす る と,必 要なデー タボ リュームは無視で きない量 とな る。

③RDBMSの デー タボ リュームの冗長度 は,一 般 に20～30%程 度 といわれてお り,こ

の点で もデータボ リュームは増 加す る。

④ 事故現場見取 り図を画像情報 デー タベ ースと して扱 お うとす ると,写 真情報 はラスタ

ーイメー ジで,線 画情報 はベ ク トルイ メー ジで保存す ることにな るが,必 要 とす るメデ

ィア容量 は大幅 に増加す る。

⑤ 車 両破損状況 につ いて も,写 真情報 はラス ターイメージで,測 定値 と しての破損状 況
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はベ ク トル イメー ジで保 存す ることにな り,や は り大量 にメデ ィア容量 を必要 とす る。

現在利 用で きるデ ー タ蓄積 メデ ィア容量の点 か ら考 え ると,EWSク ラスの磁気 デ ィス

クで1GB程 度,光 磁気 デ ィス クで650MB/枚(数 十枚 実装 可能な メデ ィア もあ る)程

度であ り,写 真情 報 などのデー タベ ースに利用 されて い る光 デ ィス クな どの利 用 も考え る

と容量 自体 は さほど問題 にな らないと考え られ るが,検 索 な どの速度が実用 的な レベル を

確保で きるか どうか にっ いて,今 後 プロ トタイプ作成の段階 で十分 に検討す る必要 があ る。

(2)検 索要求,分 析 ・解 析要求

事故調査 データベ ー スに対す る検索要求 は,単 純集計,ク ロス集計が基本 であ るが,検

索時の条件付 けが非常 に複雑であ り,こ の点を考慮 した検討が必要であ る。

集計,出 力様式 と して は,単 純集計 ・クロス集計表,ヒ ス トグラムや累積頻度分布,散

布図や積み重ね グラ フな どがあ り,こ れ らの要 求を考慮 して システム設計をす る必要が あ

る。

(3)解 析要求

事故 調査 データの解析 は,比 較的一般的な手法 に基づ いて行われ るため,ほ とん どの要

求に対 して は,汎 用 の解析パ ッケージで十分 に対応で きる もの と考 え られ る。

7.3.3そ の他 の課題

その他の今後検討すべ き課題 に は,以 下の様な ものがあ る。

① 将来必要が生 じた場合 に対応 す るための リモ ー ト検 索に関す る対応

② 数学的な シ ミュ レー シ ョン手 法を用 いた,事 故発生状 況の情報 データベ ース化

7.4事 故 調 査 デ ー タ ベ ー ス の 将 来 像

各 国の交通事故調査の実 体や,調 査デー タの管理方法な どの調査 を通 じて,JARIの 事故

調査 の特徴 とデータベ ース化 の方 向性が明 らかにな った。 またJARIの 事故調査 を中心 に,

調査時及 びその後の作業 も含 めて,問 題 と課題を整理 し,対 策案 にっ いて検討 した。本節 で は

これ らの調査結果を基 に検討 した,事 故調査デー タベースの将 来像にっいて述 べ る。

図7-3はJARI事 故調査を念頭 にお いた,事 故調査 デー タベースの将来像 であ る。 この

将来 像を達成す るために は次の様な ステ ップで進 めてい くことになろ う。

○ ステ ップ1
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汎用又 は専用 のDBMSに よるJARI事 故調査デー タのデー タベース化。 この場 合,

一般の事故調 査 メンバ ー全員がSQLな どの言語をマス ターす ることは困難で あるため,

調査一
警察における概
要調査

事故現場 におけ
る事故状況調査

事故車両保管場
所における損傷
程度調査

病院における乗
員の傷害調査

、'

ノ ー トパ ソ コ ン
・ハ ン デ ィパ ソ

コ ンへ の 入 力

事故現場
計測用写
真撮影

破損車両
計測用写
真撮影

乗員傷害調査票 各種写
真情報

＼
∈

事 故 調 査
デ ー タ 処 理 用
コ ン ピ ュ ー タ

シス テ ム

現場見取 り図
作成 ソフ ト

車両破損状況
測定 ソフ ト

'、

、'

車両破損状況
保存ソフ ト

車両寸法
DB

∈

〉

7

現場見取 り図
線画

車両破損状況
線画

車両諸元
DB

∈

'

デ ー タ ベ ー ス ソ フ ト 線 画 情 報 保 存
・検 索 ソ フ ト

写 真 情 報 保 存
・検 索 ソ フ ト

'、

1モ ー ト検 索
事 故 再 現 シ ミ ュ
レー シ ョ ン ソ フ

ト

・

統 合 ソ フ ト∈

表 計 算 ソ フ ト 統 計 解 析 ソ フ ト

1図 表作成ソフ ・

、'

DTPソ フ ト

旦
単 純 集 計 ・
ク ロ ス 集 計

な ど

散布図
ヒス トグラム
総括票

事 故 状 況 シ
ミュ レー シ

ョ ン結 果

統計解析結
果

写 真 ハ ー ド
コ ピ ー

図7-3事 故調査 データベースの将来像

一84一



UMTRIな どで行 っているよ うな検索用簡易言語 による検索がで きるよ うにす る。 この

システムが完成 した段階で,表 計算 ソフ トや統計解析 ソフ トとの リンクを図 り,続 いて図

表作成 ソフ ト,DTP(デ スク トップパ ブ リッシ ング)ソ フ トとの リンクを検討,実 施 し

てい く。

○ ステ ップ2

現場 見取 り図の データベ ース化を2段 階に分けて実施す る。 まず事故現場見 取 り図作成

用 の簡 易CADを 導入 し,ま ず現場見取 り図をベ ク トル イメー ジで保存で きるよ うにす る。

次 に事故現場の写真 などか ら見取 り図を作成す る技術を開発 し,完 成 した時点 で この手

法 に置 き換 えて い く。

事故車両の破損状況 について も同様 に2段 階でデータベース化 してい く。

○ ステ ップ3

写真情報の電子 フ ァイル化技術の安定化 をま って,写 真情報保存 ・検索 システムを導入

す る。 この項 目は現在の技術で もコス トを無視すれば可能であ り,ど の時点で導入す るか

は,情 報量の増加 と経済効果のバ ラ ンスで決定 され るもの と考え られる。

○ ステ ップ4

事 故再現情報 と しては,最 初 △Vや バ リア換算速度 などの計算 を 自動化 し,そ の後事 故

状 況 シ ミュ レー シ ョン結果をデ ータベ ース化 してい く。

○ ステ ップ5

周辺技術 の進展 に伴 って,車 両諸元DBの 活用,ノ ー トパ ソコンやハ ンデ ィパ ソコンへ

の調査現場 での データ入力を計 画,実 施 してい く。

また,事 故調査 に係わ る社 会情勢や調査体制の拡充な どに伴 って,リ モー ト検索の実施

も検討課題 にな って こよ う。

7.5プ ロ トタ イ プ 作 成 の 予 備 的 検 討

各国の事故調査デー タのデータベ ースの幾 つかが,汎 用のRDBMSを 用 いて管理 されてい

ることが明 らか にな ったため,上 記検討 と平行 して,当 研究所で実施 して いるような事 故調 査

のデー タをデー タベース化す る場合,汎 用のRDBMSが 適用で きるかど うかにつ いて,予 備

的な検 討を行 った。

使用 したDBMSはORACLEで あ り,HP社 製EWSに イ ンス トール し,実 際の事故調
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査票 か ら合計75項 目を選択 して5っ の基本表 を作成 し,20件 分の事故事 例を入 力 して 各種 の予

備的 な検討を行 った。 この結果,次 年度以降 に計画 してい るプ ロ トタイプ作成 に当た って留意

すべ き点な ど,以 下の様 なことが明 らかにな った。

① 比較的単純 な検索要求 に対 して は,SQLに よって簡単 に対応で きる。

② データベースの専門家以外の データ検索要 求に対 して は,目 的別の幾つかのVIEW(ビ

ュー)を 作成す ることで対応す るのが よいと考え られ る。VIEWが 作成 され ると,利 用者

はカー ド型 データベース と して理解で き,SQLを 用 いる場合で もご く初歩 的な命令だけで

検索 でき,検 索用の簡易言語を作成す る場合 で もSQLの 基本的な命令だけを対 象に した コ

ンパ イラを作成すればよい。

③ 調査デ ータをデータベ ース化す る場合,DBMSに 用意 されて いる各種の機能 を用 い るこ

とによ り,か な りきめ細か いデータチ ェックがで きる。ただ し,デ ータの一貫性 チ ェ ックに

っ いて は,手 法 その ものが十分 に開発 されて いな いので,AIな どの技術が適用で きるよ う

になることが望 まれ る。

④ データベース表の設計 に当た って特 に注意すべ き点 は,VIEW作 成時の表結合で,表 間

に対応 関係 がない列であ ると一般 に ヌル値が入 って しま う。 これを防 ぐ手法 は幾つかあ るが,

あ まり複雑 な手法で対応す ると将来 データベースの設計変更な どをす る場合に混乱す る原因

とな るため,調 査票その ものの改善 も含めて十分 に検討すべ きである。

以上述べ たよ うに,本 調査研究で対象 と したよ うなデータは項 目数が非常 に多 く,利 用 目的

が交通事故 にお ける被害軽減 といった明確 な もので あ り,高 度 な問題解決支援型 デー タベース

と して位置付 け られ る。 この様な点を考慮 して,今 後実施すべ き課題を列挙す る と以下 の様 に

な る。

① データ管理 システムの高度化:問 題解決支援型デー タベースに適 したデータ管理 システム

が開発 された ときスムースに移 行で きるよ う,定 量 的なデータのみな らず,複 雑で取扱 い困

難な情報 も可能 なか ぎりコ ンピュータ上 に蓄積 してお く。

② マ ンマ シンイ ンタフェースの開発:ユ ーザがデー タを検索,集 計 しやす いよ うなマ ンマ シ

ンイ ンタ フェースを開発 し,蓄 積 したデー タが有効活用で きる環 境を整備す る。

③ データ解析環境の整備:本 調査研究で対象 と したよ うなデータは,単 に検 索,集 計を行 う

だけでな く,解 析 して初 めて本来の 目的が達成 され ることか ら,検 索,集 計 された データを

直接解析で きるよ うな環境を整備す る。
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今後は以上の検討結果を基に,

がある。

プロ トタイプの設計,実 装を中心に研究を実施 していく必要
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ア ジア太平 洋交流 デー タベースの課題性の研 究

株式会社 西日本新聞社
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8.ア ジ ア 太 平 洋 交 流 デ ー タ ベ ー ス の 課 題 性 の 研 究

8.1概 要

8.1.1目 的

国際化時代を迎え ア ジア太平 洋の玄関 口と して九州 や福岡への外 国人の流入や外国企業 の

進 出が急増 して いる。 また日本の企業の間に も外国人労働者を採用す ると ころが増えてい る。

更 に,福 岡の スペ ース ワール ドやツイ ン ドーム,長 崎ハ ウステ ンボスなどのテ ーマパ ー ク,

及 び九州の大規模 リゾー ト開発によ りアジア太平洋諸国か らの外国人旅行者 も年 々増加 して

いる。

一方,日 本での生活 を始めよ うとす る外 国人 や外国人労働者 を迎え る日本企 業では,外 国

人の法的手続 きや生活基盤情報 の窓 口が各行政機関 に散在 して いた り,あ るいは情報不足で

困 った環境下 にあ った りす る。

西 日本新 聞社 はア ジア太平洋諸国 と地域 の交流,あ るいは福岡や九州で暮 らす外国人へ快

適な生活 を促進す るために,行 政情報だけで な く,仕 事や 日常生 活に必要 な情報 を幅広 く収

集 し,い っで も簡単 に取 り出せ るアジア太平洋交流デー タベ ースシステム構築 の課題性の研

究(フ ィー ジ ビリテ ィスタデ ィ)を 目的 として いる。

8.1.2実 施 内容

① ア ジア太平洋DB(デ ータベ ース)情 報内容の検討

国際交流業務 にたず さわ る実務責任者 による研究会 の開催 と,外 国人 当事者 によるグル

ープイ ンタ ビューによ ってデ ータベース情報内容の検討を した。

② ア ジア太平洋DBシ ステムの概要設計

システム構築 や概要設計の前提条件を考察 し,検 索手順,あ るいは検索 ソフ ト,画 像情

報処理 を中心 に使用可能なハー ド・ソフ トにっいて検討 した。

③ 採算性の検討

情報 セ ンターの採算 と位置付 けにっいて考察 した。

④ 国際交流 に対す る市民意識の調査

福岡市民500人 を対象 に国際交流に対す る市民意識の調査 を した。
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8.2国 際 化 の 現 状

国際社会で のわが国の役割 は増大 して きて お り,わ が国の国際化が今 ほど求め られてい る時

代はない。

ア ジア太平洋諸国 と日本の関係 はます ます強 ま ってお り,旅 行者,留 学生,就 労者 は急増 し

てい る。

その中で 「国 と国 との交流」で実現 しに くい 「人 と人 との交流」 とい うきめ細 やかな国際交

流 が求 め られて いる。

また,日 本 に来て暮 らしている外国人 は言語,住 宅,交 通 などいろいろな問題 に困 って いる

が,大 きく言葉の障害 に関す るもの,情 報サ ー ビス体制に関す るものに分 け ることがで きる。

8.3デ ー タ ベ ー ス の 必 要 性

DBの 役 割 と して は日本 へ来 る外国人へ 「暮 らし」 「学ぶ」 「働 く」 「遊ぶ 」 「楽 しむ」た

めの必要情報を提供す る。

DBを 作 って い くとき,専 門家主導 形でな く,外 国人 と市民の協力体制で双方 向の事情聴取

と意見交換 が必要 とな る。

また,DBの 効果 と して市民の国際化意識が啓蒙 され,国 際交流の ネ ッ トワー ク作 り新 リー

ダー育成がで きる。

8.4DBの 情 報 内 容

在 日目的 ① 学 習,留 学,就 学

② 就労

③ 観光

の3っ に分 かれそれぞれ に必要な情報 があ る。

また,生 活 してい く際 に基本的な情報項 目がある。

利用 で きる他情報が公的,民 間の場 に埋 もれて いるケースが多い。

知 的財産権,著 作権,プ ライバ シーを ク リア した上で利用で きる情報 は徹底 して使 うべ きだ
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ろ う。

行政 において国際化 の必要性 に対す る認識不足 も問題があ る。

国際化の受 け入れ体 制 も整備す る必要があ る。

外国人のニ ーズの把握 とそれ に関す るサー ビスの提供,必 要なハー ドとソフ トの充実。

オ ール ラ ウン ドな外 国人 のための情報データバ ンクの整備が必要 である。

情報の メ ンテナ ンス も重要 である。

必要 な情報 とは最新 のデータで あ り,例 えば飛行機やホテルの空情報の ような リアル タイム

で メ ンテナ ンスされ なければな らない情報がある。

メ ンテナ ンスの頻度 が高 ければ高 い程,必 要度が増加す ることも考え られ る。

そ こで 自動的 にメ ンテナ ンスされ る仕組 みを作 る ことがア ジア太平洋交流データベース情報

セ ンターを成功 させ る要因 となる。

メ ンテ ナ ンスさせ る ことでメ リッ トを もた らす工夫が必要 であろ う。

そのため には情報源 とはパ ソコ ンネ ッ トで結 び、 メ ンテナ ンスを して くれた情報源 には有料

情報を格安でサ ー ビス してやるな どの工夫 をす る。

8.5検 索 手 順

8.5.1デ ータベ ース構造

ORIONで 作成 され たデータベー スの構造 は次の様 にな って いる。 データベ ースはイ ン

デ ックスフ ァイル とヘ ッ ドフ ァイルの2っ の フ ァイルか ら構成 されている。

イ ンデ ックスフ ァイルはキー ワー ドの入 るイ ンデ ックスブロ ックとそれ に対応す る ドキ ュ

メ ン ト番号を格納 す るデータブロ ックとか ら構成 されて いる。

ヘ ッ ドフ ァイルの中 には ドキ ュメン ト番号に対応す る,5,000バ イ トの レコー ド内容が格

納 されて いる。

「公 園 」 を 例 と した 場 合,図8-1の 様 に な る。

注 〉

①PA:デ ィス クのポイ ンタア ドレス

② 各 イ ンデ ックス ブロックは,階 層構造 にな って いる。
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〈 イ ンデ ッ ク ス ファ イ ル〉

〈 ヘ ッ ド フ ァイ ル 〉

ン ス ロ

000010PA

OOOO20PA

000148PA

イ ンデ ックス ブ ロ ック

貰;≡〃
公団PA

＼_.1＼ プ0ッ ク

＼
「当 。。。0、。1

lll'_、
〆/＼ ＼
/＼.

●1

キーワード に 該 当 す る

ドキュメント番 号 の 件 数

20件 ・…101・ …201・ …1…148

¶ .

'1…i陶 ント牡i

:

i小 ':、

一 一 タ ロ ツ

ー
レコ ー ド

000020… 公 園 南 公 園 福 岡 市 南 方 の 郊 外 ～ …PARKlt'ispositioned～ …

(レ コ ー ド レ イ ア ウ トは,8.5.2を 参 照)

図8-1デ ー タベ ー ス構 造

8.5.2レ コー ドレイアウ ト

データと して は,次 の様な レイア ウ トを考 えて いる。

共通部 ・日本語部 ・英語部の3っ に分け られ,共 通部 ・日本語部 を入力す る。

英語部 につ いては,HICATSに よ り自動翻訳 し付加す る ものとす る。

キーワー ドにっいて は,日 本語文 か ら手動 で切 り出 し,そ れを英訳す る。
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順番 項 目 デ ー タ 例

1 共

通

部

ト・キュメント番 号(玉1録 番 号) 000020

2 作 成 年 月 日 910111

3 作成 元 西 日本新聞社

4 情報 元 郷土資料

5 更 新 日 910114一
6 画 像 キ ー情 報 IKMOOOO5

7

日

本

§吾

部

区分1(大 項 目) 観光

8 区分2(中 項 目) 名所一
9 区分3(小 項 目) 公園一

10
-

11

資料名 南公園

説 明 福 岡 市 南 方 の 郊 外 に 位 置 す る。 平尾

の 丘 陵 期 待 を利 用 ～

12 主 題 キ ー ワ ー ド 福 岡 市,平 尾,桜,動 物 園

13

英

語

部

区分1(大 項 目) SIGIITSEEING－
14一 区分2(中 項 目) S{GllTSPOT

15 区 分3(小 項 目) PARK－
16

-

17

資料名 SOUTIIP∧RK

説明 ItisPositionedillasuburbto

theFukuokacitysouth.ltis～一
18 主 題 キ ー ワ ー ド FUKUOKACITY.lllRAO.CHERRYTREE,

200

〈 注 〉 主 題 キ ー ワ ー ド以 外 の 項 も、 キ ー ワ ー ど して 設 定 可 能 で あ る。

図8-2レ コ ー ドレイ ア ウ ト
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8.5.3検 索事例

① 検索事例を示す。

画面 は日本語 で入力 した項 目を 日英翻訳 システムHICATSを 使 って英訳 して作 った

もので,実 際の画面 とは少 し異な る。

データベース と してキー ワー ドか らの直接検 索 も可能で あるが,こ こでは メニ ューか ら

の番号検索を紹 介す る。

日本語 と英語 の画面 は切 り替えて表示す る。

ここで 「10.観 光 」を選 んでみ る。

而 ・

・ 頁 韻 字 …

始 言 前'王

licaヒS短 士 浪
'頁 終 頁 呼1

s

登録 フ ル

頁 領 字il難

始 前 ・次1

印刷 格納 回復 閉 じる

一 一 ▼㎞ 一 一 一`r叩 司_▽1"叩

アジア太平洋交流データベ ース

メニュー画面

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

1

1

1

各県紹介

住居

日常生活

行政緒手続 き

医療

賃貸住宅

教育

経 済

マスメァィア

観光

官公庁

その他

国 ローマ字

IICATS例 文e

頁 呼1頁
「

B5縦

`001
コマドリ レ　 ひ レヨい サひ ひリオ　 　 ロリ パ 　　ぽアロ　 サヘ パリ ロ

AsiaPacificOceanalternaしin{ζcurrentdatabase

k∋nUSCreen

l.Eachpre.Eectureil|しroducしiOll

2.lloし1sc

3.Everyday⊥i.Eo

4.Adminisしraヒivevariousprocedures

5.Medicalしreaし1}leT)し

6.Leasehouse

7.Educaしion

8.Econoi}iy

O.Thomags川odia

10,SigltしsceinI;

11.Goveroinenしandmunicipaloffice

12.AndsoOll

圧雪⇔ 川 開
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② 次 に前 の メニ ュ ー の 中か ら 「10.観 光 」 を 選ぶ とそ の 下 位 の検 索 メニ ュ ーが 表 示 され る。

そ の 中 か ら(1.名 所 ・旧跡)を 選 ぶ と次 の検 索 メニ ューが 表 示 され,そ の メニ ューの

中か ら(4.南 公 園)を 選 ん で み る。

ll疏 ll登 録llフ7イ ル11自1刷1格 納1回 復'1閉 じ る1

匹頁領惇 劉 11icats短 文 仕 様 1 頁剤字罫1 lllCATS例 文(e) lB5縦1
始亘 前頁次頁終頁頂 呼11頁 始真 前頁次頁終頁1頁呼1 1頁 1」

深, 1・呵_梁 、一_T`_ア_1._,言_.1_,

一 ε=
.1__`_阿 三=.一 一1_'` 1}叩.漂 叩 耐_.、_」 二 尊1一

例 と して 、
'F

orcxa川ple,

5・

(10.観 光)を 選 ん だ ら 、

壺

Yol1ωillselccヒ(10.Sighヒsec:|.ng),thon

1.名 所 ・旧 跡 1.Sighしsarldhisヒoricspoヒ

2.行 事 ・祭 事 2.Thingofevenしalldelldhrincnlenし

元 ・ 3.伝 統工 芸 三 3.Tradiヒionindustrialart

4.食 べ物 4,Food

5.定 期 組 光 コ ー ス 5.Periodicsightseeil)gcαlrse

… ・ ‖ ・

'..

"1

膓 兇

圏1⑨10匝 閑1?]US
-

一 .1こ 二ーー 一==τlr三 一「.... ^⇔A≡,一_ ..一.・ 一 一一 －
ll崩 」疋 1 「重扇「1「 万7ル1 [印 禰一「蒋 納1回 復1煎 じ司

文責領邑 糾 】licaしS短 文 仕 轍 上訓 贈頁削 字矧 lllCATS例 文(e) lB5縦1 ;

始真前頁 次頁終頁1頁呼卜2頁 1朽
一

始頁1蘭貢次買継頁1頁呼1 2頁 1」 {

一一ー一+一 一一10-一 一+一 一ー一20-一+一 ー一一30 一 ～。'㌔
,_吋_一 ↓↑一_、 ▼`、緊〒而1-1-▼ 丁7-`一 ▼1

.例 と し て
:Forcxample

,

,

(1.名 所 ・1旧跡)を 選 ん だ ら 、

1

l
Y・u・111・elecし(1・Siglltandhi・t・icsprし),tl・e・

1,

ll
,

1

1.福 岡城跡
捨1{

1.Fukuokacasし1eしrace'
5・ n・ `

2,大 濠 公 田1 2.Oohorj.park

3.西 公 田 3.Wesl;park
一

4.南 公 図 4.Souしhpark
!

ヌ ・

5.班 公 田
コ

5.Easしpark

6.海 のll∫逝 海 浜 公 園 6.U川inollakamitiscashorcpark
`

7,香 椎 花 圃 7.Kashiifl。 。e。 、、,d。,、!
,

8.玄 海国定公園 8.Genkainaしionalillsしallationpark!

5
9.卿 劃 神 社

ε10.捌ll神 社

5一
・@∋ ・・i・…hri・ ・

10.Kushidasl|intoshrino

11,住 吉 神 社 1LSumiyoshishinヒoshrille!

12.鰭 前 官 12三Ilakozakishrinc,

1図⇔1⑪1Φ 圏15]べ
匠コ[重 三翌=コ
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③ 南公園 についての説明が表示 され る。

ここの 日本文 は 日英 自動翻訳HICATSシ ステムの効率の良 い運 営を考えた上で短文

形 式 とな ってい る。

これによ り,自 動翻訳 の精度 が著 しく向上す る。

ll屈 性 ll登 録llプ アイルll印 刷1格 納1回 復1閉 じ る1

幽 頁例1字刻 IlicaヒS短 文 仕 様 lB5縦

鎚真 前頁次頁終頁1頁呼15頁 1
㌔.叩_5c甲 司_'㌔,`_ r_」!㌔ 司__【i.謂 ㌔ 　叩_† ⊇]1〔__|`寸7・r一

例 と して 、

(4.南 公 醐)を 選 ん だ ら 、

芸 一

南公田

宿岡市南方の郊外に位置す る。

ilZ尾の丘陵地帯 を利川 した 自然 公園で ある。

え ・

}妥の名所 と して多 くの人 に知 られて いる。

惟 ・松 ・楠な どの木 々も多 い。

間 内には動物園や展望 台も設 け らオしてい る。

ここからは福 岡ll∫街地や 博多湾 方面 を見 渡せ る。

園 内ほぼ中央部 には、福 岡市動 物園 がある。
6t^,へ

.

'} そこは面積約9万5千 ∫11方メー トルで ある。

そこは自然の起伏 を巧 み に利川 した 自然動物 田である。

励物圃の巾の一部 は、柵 の無 い放 し飼い である.

1匡到⇔1Φ1Φ 酷1≧」S
べ

1ロ ー マ 字ll

瓢 シ刷 酬 酬 属性1 複写 追 打『111{ll除1入 力ll行 形 式Pl－ チ1差 込1移 動1

文1頁鰹 郵1 lllCATS例 文(e) 上書A4縦 交換補正
始頁 前頁`吹貫終 頁1頁呼1 4頁 17行11桁 】段

工 一一一一+一 一ー一10-一 一+一 一ー一20-一 一†一一 ー一30-一 一+一 一ー一40-一 一+一 一ー一50-一 一+一 ーー一60-一 一+一 一一一70-一 一+1..・
吟A

[「orexample,

Y。uりillselect(4.souし1|park),しhen

鯵

1儂 一

3。uしhpark

、台●● 1しispositionedinasuburbヒothoFukuokac1しysouヒh・

エビisanaturalparkusingthehillzoneof.all⊥rao.

=.

㌧lanypersonskno切itassil【hしsofacherrytree・

「hcreismanytrccssuchasachinquapin,apユ11eandacal|1phortree,しoo.

一

AzooandavicωbaGearcprovidcdinしhogarden.

AFukuokastrccしgroundandallakatabaydircctioncanbesurveyedhere.

元 ・

rh。reisaFuku。kaciヒyz。 。inU1・c・ntm11,arし ・f・p・rk.'

fhaしplaceisareaabouし95,000m2.

rhaじplaceisanaじuralzoousingnaしuralundulaし10nskillfully.

Partinthezooispasturalζcωitlloul;fence.

1匡i1⇔1⑪1Φ1…摺1膓]ぶ
(

an 1 1ローマ 引1
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8.6採 算 性 の 考 え 方

8.61初 期投資 の軽減

① 現 在,各 県の行政 レベルで は国際交流の必要性 か ら,ハ ー ド作 りの構想 が相次 いで発表

されて いる。

例 えば,福 岡県で は県庁跡地 に平成6～7年 完成予定でr国 際会館』の建設,福 岡市で

は,百 道 浜の埋立 地(ツ イ ン ドーム予定地)に 平成6～7年 完成予定でr国 際交流 プ ラザ』

の建設,北 九州市 で は,小 倉駅北 口に平成6年 完成予定でrイ ンポー トマ ー ト九州』 の建

設 などが計 画 されてい る。

こ う したハ ー ド構想 は福岡県だけでな く各県に共通 の 目玉事業 と して推進 されてお り,

ハー ドを更 に生かす ソフ トの中枢機能 として 「ア ジアDB情 報サー ビスセ ンター」を加え

るべ きであ る。

こう した情報サ ー ビスセ ンターは行政体の省 力化 とサー ビス向上 に役立 ち,国 際交流事

業 を真 の意味で支 え る道具にな り得 ると思 われ る。

そ うす れば,初 期投 資をハ ー ドと一緒 に包括 して考 え ることも可能であろ う。

② 次 に,初 期投資 を軽減す る意味で公共性の強 い既存 の情報 セ ンターに委託す ることを考

え る。

そ うすれ ば,ハ ー ド構成の増設 ・検索 ソフ ト・翻訳 ソフ ト・画像 ソフ トなどの増強で初

期負担 を軽減す る ことがで きる。

また,メ ンテナ ンスの繁雑性 を考え ると専 門の情報セ ンターにまかせ た方がよ り効率 的

で質 の高 い情 報サー ビスが期待で きる。

③ 初期費用 は,初 期 の設備費 とデー タ収集 ・DB作 成費 に分 け られ るが,全 く新規の情報

セ ンターの場合 は既存 の情報セ ンターの サブシステム と して構築す る場合 に較べて2.5倍

以上の経費が発生す る。

8.6.2情 報 セ ンターの位置付 け

国際交流が,行 政 サ イ ド主導で組織だ って始 め られて まだ間が ない。民間で も単発の文化

交流 など は行 われてい るが,恒 常的 に情報 セ ンターと して は外国人対象 に無料 の情報提供サ

ー ビスをす ることは非常 に公共的色彩が強 いと考え られ る。

そ うした理 由か らも情報 セ ンター構想 は行政サ イ ドと一体 となって進め るべ きであ ろ う。

理想的 には九州各県 ・各市が強調 して九州の国際交流情報 セ ンター と して位置付 け,利 用
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すべ きであ るが,そ のため には,九 州知事会 や市 町村の首長会の総意が必要 だろ う し,各 地

方公共団体個別の路線 もあ り長 い調 整期間が必要 とな る。

そ こで,日 頃か ら国際交流組織間の連絡 を密接 に もっている福岡県 ・福 岡市 ・北九州市3

団体の協議の中で具体的 に検討 して頂 くことか ら始 めたい。

そ して次の2段 階で福岡県内,3段 階で九州各県へ と進 めたい。

8.6.3運 営方法

① アジアDB情 報センターの運営費については,各 行政体が端末機を設置 して利用料とし

て負担する形が考えられる。

各行政体の関係窓口は,端 末機か ら即座に必要な情報を取 り出し,効 率的な情報サー ビ

ス提供によって国際交流に寄与する。

また,端 末機を必要とする所には有料で配置 し利用料を取ることを原則とするが,領 事

館などには無料設置する。

ある行政体の管理責任者はrア ジアDBの 内容さえ良 くて,利 用率が上がれば年間の運

営費にっいては協力できると思うし,各 県や政令都市あるいは有力都市で も 「端末設置費

+情 報センター利用費」として年間予算に組み込むことが可能だろう』と発言 している。

② 運営費用は運営要員費 コンピュータ使用料(既 存の情報センター利用の場合のみ)デ

ータメンテナ ンス費などに分かれるが,こ れについても既存の情報センター利用の方がコ

ス トとしては安 くなる。

8.7今 後 の 課 題

8.7.1情 報 内容の質の向上

情報 内容の質を上 げるため,他 のDBと のゲ ー トウェイをで きる限 り考 え る。公共機関の

情報 は知 的財産権,著 作権,プ ライバ シーを ク リア した上で積極的 に利用す る。

次 の段 階で公共機関の情 報や民 間情報(日 本交通公社の観光情報DBな ど)で ア ジア太平

洋DBに 使 え る情報が どの程 度あ るか具体 的に探 してみ たい。

8.7.2シ ステム技術 のテス ト

今回,ア ジア太平洋DBと しての概要設 計の見通 しが で き,現 在使用 されて い るソフ トと

ハ ー ドについての 内容把握 に努めた。
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次の段階では,よ り具体的なテス ト環境下で地図情報と観光情報を一緒に出力 したり,端

末からの英文による検索手順の実験を志向 したい。

8.了.3ア ジアDBの 利用

公共的 なア ジアDB情 報提供サー ビスは公共機関,行 政サ イ ドによ る離 陸時の負担 をお願

い し,そ の間に有効 な情報収集提供ネ ッ トワークを作 り上 げ,民 間に も需要 を喚起 し,情 報

に応 じた代価 を利用料 と して徴収す る。

次の段 階では九州全域 の地方公共団体 と して アジアDBを 必要 と してい る団体が幾つ位 あ

るか,ま た,ど の くらいの利用料 が適 当なのか アジアDBを 必要 とす る民 間企業の数 と利用

料 などを調査 したい。

8.7.4今 後 の国際交流

今後,九 州 や 日本 には大韓民国,中 華人民共和国,台 湾,香 港,シ ンガポールなどNIE

S諸 国か らは一般観光旅行者や留学生,技 術研修生が急増 し,ま た,イ ン ド,パ キスタ ン,

バ ングラデ ィ ッシュ,イ ン ドネシアなど東 アジアの諸国や メキ シコ,ブ ラ ジルなど中南米諸

国か ら労働 目的の入国者が増えて くるで あろ う。

そ うした場 合,言 語 の問題を始 めいろいろな問題点が出て くることが予想 され る。 また,

当然市民が ア ジアDB情 報サー ビスを知 って,使 う習慣を もち,そ うしたDB使 用 を通 じて

外国人 と生 きた国際交流 を体験す ることが重要 となる。

次の段 階でそ うした市民の中の国際交流意識 について詳細に探 って みたい。
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9戦 略商圏 レベル に細分化 した地域 データ

と分析 ・提 案手法 を統合化 した企画 支援

システムデー タベ ースの構 築

パ ラシュー ト情報開発研 究会

札 幌 凸 版 印 刷 株 式 会 社
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9.戦 略商 圏 レベル に細 分化 した地域 データ と分 析 ・提案手 法

を統合化 した企画支援 システムデータベースの構築

9.1概 要

9.1.1目 的

(1)地 域 と企画提案

社会全体が情報 化 ・システ ム化す る一方,「 企画社会」 といわれ るよ うに一般企業 にお

いて も企画 ・提案 の重要性 が増 している。

しか し,個 性化 した消費者 と複雑多様化 した消費構造 は,消 費傾 向の把握 と販売戦略の'

立案 を困難 と して いる。 と りわ け,地 域 に密着 した中小企業 において は,自 社 に企画 ・提

案 に関す るノウハ ウ も専従 ス タ ッフももたない場合が多 く,顧 客(主 に企業)に 対 して単

独で企画 ・提案す る ことは難 しい と思われる。

また、最近 クローズア ップ されて いる地域社会の活性 化のために も,よ り地域 に密着 し

た企画 ・提案 が必 要であ ろ う。

② 目 的

企 画支援 システ ムとは,地 域 に密着 した中小規模 の企 業が,自 己の クライア ン トに対 し

て企画 ・提案 書を容 易 に作 成す るための システムで あ り,複 数 のサブデ ータベ ースか ら成

り立 ってい る統合型 デー タベースである。

これは,対 象 クライア ン トの戦略商圏を設定 し、各種 地域 統計データ等 によ りマーケテ

ィング手法を活用 した分析,マ ッピングデータによ る分析,エ ン ドユ ーザの顧客分析,企

画案事例参照機能 な どに基づ き,画 像 データ も取 り込 める企画書 フォーマ ッ ト上 で企画 ・

提案書をまとめ上 げ ることが で きる。

更に,DPT(デ スク トップパ ブ リッシング)技 術を応用 した高度 なプ リン ト出力が可

能で あ り,シ ステム運 用,企 画 ・提案のノウハ ウなどの教育指導 カ リキ ュラム も含 まれ る。

また,従 来 データベ ース といえば大規模 であ り,大 企業が資金力を使 い構築す る傾 向で

あ ったが,こ れ は地域活性化 をふ まえた,よ り使 う側 に立 ったデータベ ースを構築で きる。

一101一



9.1.2実 施内容

(1)企 画書 の種類

企画書 のタイプは,ア プ ローチ方法 によ り3パ ター ンに分類で きる。

① 概論的アプ ローチによる方法

事業その ものの企画 とい うよ りは,事 業環境の分析 に重点 を置 くもので,経 営戦略の

コンサルティ ング主 体の ものが多 い。

② 専業主体型 アプローチ による方法

事業 システムを中心 に,事 業 の ビジ ョン,目 標 か らコンセ プ トを作 り,そ して具体 的

な システム構築,手 段 と しての ツール提案な ど戦 略案 と戦術策 とのバラ ンスが良 い。

③ イメー ジ優先型 アプ ローチに よる方 法

事業 ビジョンや システムに欠 けた,コ ンセプ ト先行型,戦 術策,ア イデア,ツ ールな

どの広告 ・販売促進主 体の業務サ ポー ト型な ど,一 番多 い企画書で ある。

(2)企 画書 の流れ

同

社

会

分

析

間日

畦
1

圏 問 題 把 握

A
仮 検

図9-1'企 画 書 の 流 れ
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剛 題設定一[

■社会分析

■商圏分析

(市場分析)

■自己分析

■問題分析

問題 を定義付 ける

理 由 ・目的 ・限定 ・目標

社会 ・経済の動向

現場の把握,情 報収集

自社の ポジシ ョニ ング

問題 の解析,関 連事実の洗 い出 し

■目標設定

■仮説

解決の目標を決める

解決策と手順の仮説

■検証 一 仮説の評価 と修正

(3)企 画支援 システ ム

本課題で は,企 画 ・提案書 を容易 に作成 で きる企画支援 システム と して,地 域統計 デー

タ,戦 略商圏の設定 な どのマーケティ ング分析手法,マ ッ ピングデータによる分析,エ ン

ドユーザの顧客情報,企 画案事例をDB(デ ータベース)化 し,画 像 も取 り込め る企画書

フォーマ ッ トを含 めた統合型デー タベ ースの構築 を行 った。

マーケティング 手 法

DB

{

企画支援システム

ー 「 一一「一一 「

統計テ㌔タ 顧客管理 各種調査 マップテニタ 企画書事例

DBDBDBDBDB

LL⊥ 一 ___」
1

フォーマットDB(対 話 型)一　
一 －LrI

画像処理DTP

lll
l

1

1企 画 ・提案割 新規事例一 」

図9-2企 画支援 システムの構成
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具体的 には,ま ず対話型 フォーマ ッ トデータベ ースで,企 画書の提案先,目 的 ・目標,

収集可能 な情報な どを入力す ることに より,作 成 したい企画書 のエ レメン ト(要 素)が 自

動 的に作成 される。

次に,各 種DBを 用 いてそのエ レメ ン トに合 った加工を施 し,全 体 の肉付 けを行 う。更

に,写 真 ・図版 を取 り込み高品位DTP出 力 によ り,よ りプ レゼ ンテ ー ション効果の高い

もの にす る。

また,作 成 した企画書,あ るいはそのエ レメン トは,各DBに フ ィー ドバ ックされ,自

己増殖型 データベー スと して構築 され る。

9.1.3予 想 され る効果

(1)特 長

・データを戦略的に使 うためにはど う した らよいか,と い うノウハ ウも含 めたデータベ ー

スで ある。

・使 うごとにデータが増え,よ り強力な ものに進化 して い く自己増殖 型デー タベースで あ

る。

・日本全 国をネ ッ トワー クで結んだ デー タベ ースが可能で,入 九 メ ンテナ ンスと もに地

域 に密 着 しリアル タイムに運用で きる。

・条丁 目 レベ ルに細分 化 されたエ リアデー タと戦略的思考の仮想 エ リア等 を シ ミュ レー ト

で きる。

・マ ップデータ も含め各種 データを統合化 して組み合わせて使え る。

・デー タベース運用 の ノウハ ウも含め,指 導で きる体制が整 って い る。

・各種動向調査,カ ラーイ メー ジ調 査な どもデータベ ース化で きる。(定 性情報 も付加で

きる。)

(2)波 及効果

・地域密着型の中小企業が大 企業 に伍 して営業展開で きる。

・企画 ・提案型業務への転換が迫 られて いる業界の業態改善が図 られ る。

・地域 ごとのデー タや特性が よ り科学的 に収集で き,地 域活性化が図 られ る。

・全国ベ ースでの比較 ・マ ッチ ングか ら企画案のモデル化がで き,戦 略的に ターゲ ッ トを

絞 って いける。

・中央 か ら地方への情報の流れで はな く,地 域か らの生の デー タを集積 で き,生 活 レベル
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での高度情報 化社会 の構築が図 られ る。

・情報の マルチ メデ ィア化が社会的傾 向の中で,よ りプ レゼ ンテ ーシ ョン効果の高 いシス

テムが期 待 され る。

・ハ ー ドシステム とと もに,運 用方法,デ ータ収集方法などの教育指導 カ リキ ュラムが整

備 され,体 系的 な教育 システムの構築が可能で ある。

・全国 の県庁 所在地を中心 にネ ッ トワー ク化 され,最 新の情報を即時 に使用で きる。

(3)利 用 見通 し

① 利用対 象者

主 に,各 地 域の サー ビス業,商 業中心の地域型企業で企画型の活動 を行 って いるとこ

ろ,及 び各種分析,コ ンサル タン ト業に携わ る人達。

パ ラシュー ト情報開発研 究会 ネ ッ トワー ク形成の会員各社及 びその関連先企業。

② 利用 用途

企 画 ・提案型業務の支援 として運用(企 画書作成 プ レゼ ンテー ションツール)。

各種 デ ータを統 合的 に分析加工 し,各 種 ノウハ ウ及 び各種事例を逐次検索利用す る。

9.2企 画 支 援 シ ス テ ム

9.2.1マ ー ケ テ ィ ング手 法 デ 一 夕ベ ー ス

ハ フモ デ ル ,ラ イ リーの 法 則,ラ ンチ ェ ス ター理 論 や各種 エ リア マ ー ケ テ ィ ング手 法 を

DB化 して シ ミュ レー シ ョ ンを 試 み る。 表 計 算 とグ ラ フ化機 能 を有 し,各 デ ー タベ ー スの

デ ー タ加 工 を 担 って い る。 デ ー タは,各 デ ー タベ ー ス 間で 自由 に リ ンクで きる。

9.2.2統 計 デ ータデータベース

都道府県 レベ ルで概括的 に公表 されて いる統計データを国勢調査統計区単位 と条丁 目単

位に細 分化 して,設 定 した戦略商圏 ごとに,よ り現実 に適合 したマーケテ ィングデータと

して活用す る。エ リアマーケテ ィングの主要データを視覚的説得性 を もって提示 で きる。
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9.2.3顧 客管理デ ータベー ス

個別の顧客デ ータ,購 買履歴 データをDB化 し,そ の傾 向や問題点,優 先順位等をRF

M分 析(顧 客の購買経過月数,購 買頻度,購 買金額 によ る分析)を 用 いて測 定 し,更 にD

M等 の発送,反 応率 を算 出す る。

住

勤 務 先

lll{i;…:霧::1; 19:鵬

妻
一一

図9-4顧 客管理 デー タベースの表示例

9.2.4各 種調査デ ータベー ス

実査 によ り各地域 ごとの イメー ジ診断やカ ラー特性 な どを導 きだ し事例 ごとに援用す る。

また調査結果をDB化 し、企 画案のモデル化 を行 う。

9.2.5マ ップデ ー タデ ー タ ベ ー ス

住 宅 地 図 レベ ル の マ ップ をDBと して,

向調 査 に使 用 す る。

戦略商圏の設定,マ ッピング,競 合店 分析 や動

9.2.6企 画書事例 データベ ース

各種企画書 をDB化 し案件 ごとにジャンル分けを行 い,新 規作成時に参照す る。事例 デ

ータの追加更新 を容易 に し
,増 殖性の高いデー タベースであ る。
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9.2.7フ ォーマ ッ トデータベース

企画 ・提案書 を作成す る際 のガイ ドと して,一 般に流通 してい る企画書の フ ォーマ ッ ト

化 と,企 画作成 の ノウハ ウの定型化 を行い,対 話型で必要項 目を入 力す ることに より,一

つの企画書のエ レメ ン トが完成す るシステム とす る。
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9.2.8DTP

フ ォー マ ッ トデ ー タベ ー スで 作 成 した もの を順 次 ア ウ トプ ッ トす る。 日本 語 ポス トス ク

リプ トに 対 応 す る もの とす る。

9.2.9画 像処理

ツール と して提案す るデザイ ンの カラーカ ンプやカラー写真,ビ デオ映像の作成 取 り

込みを行 う。

データ源 と して は,国 勢調査,家 計調査年報,世 帯 ・人 口動 態表,消 費実態調査報 告書,

家計消費動 向,住 宅統計調 査,商 業統計,工 業統計,各 自治体 統計書,各 種 民間資料 な ど,

手法例 と して は,商 圏設定,パ フモデル,ラ ンチ ェスター戦 略,イ メー ジ診断 ポー トフ

ォ リオ分析な ど各種 シ ミュ レー ションが挙 げ られ る。

9.3今 後 の 課 題

9.3.1メ ンテナ ンス体制

複数のサ ブデー タベ ース構成 により,扱 うデータ量 はかな りの ボ リュームになるため,

定 期的 メンテナ ンスを必要 とす る公表 データは,関 連 公共機 関等か ら,コ ンバ ー ト可能な

形 で協力願 えれ ば業務が簡 略化で きる。

また,各 部道府県 ごとに情報 セ ンター的な施設 を設 け,各 地 での対応 を行 うとともに,

本部か ら本デー タベ ースを使 っての展 開等 を研修 ・教育を含め指導で きるよ うなフ ォロー

体制が必要 であ る。

研 究 開 発 実施本部 と して,パ ラシュー ト情報 開発研究会本部 を当て,デ ー タベー

ス構築及 び各種研究 に当た る。

活用事例及 び各種マーケテ ィング手法 にっ いて は,本 部が指導 し,各 地

か ら収集す る。

デ ー タ 収 集 統計 デー タベースなどの地域デー タはパ ラ シュー ト情報 開発研究会のネ

ッ トワー ク会員で ある,全 国の 印刷会社 によ って入 九 メ ンテナ ンス及

び ノウハ ウの収集が行われ る。

運用サー ビス 全国都道府県単位にサー ビスセ ンター機能 を設 け,運 用 サ ー ビスを行 う。

一109一



9.3.2マ ルチメデ ィア化

将来的 には,レ イア ウ トフ リーでの マークア ップデー タベ ースと して,カ ラー対応の文

字 ・画像統合処理型 のデータベ ースパ ブ リッシ ングシステム までバー ジ ョンア ップ して い

く。

また,ハ イパ ーテキス ト化(目 次,見 出 し,本 文,図 版,写 真,音 声 な どが語句,事 象

の関連性の強 さによ って有機 的に結 び付 いたテキス ト)す る ことにより,文 章 自体にデー

タベ ース機能 を内包 させ ることがで きる。

サブデータベース もカスタマイズ化す ることによ り,新 たなデータベース(イ メー ジ診

断等)を 追加 す ることが容易 にな る。

特 に,マ ルチ メデ ィア化の利点 と して,DTPR(デ ス ク トッププ レゼ ンテー ション)

へ の有効利用 が挙げ られ る。企画書の 目的は提 出ではな く,オ リエ ンテー シ ョンによ って

相手 を説得 す ることにあ るが,意 志疎通 の手段 と して は ビジュアル化が必要であろう。

コ ンピュー タが,ビ デオ,ス ライ ド,OHP,CD(コ ンパ ク トディス ク),LD(レ

ーザーデ ィス ク) ,オ ーデ ィオな どを コ ン トロール して コ ミュニ ケー ションの支援をす る。

これが本 システ ムの最終 目標であ る。
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10.ネ ッ トワー ク 化 され た 地 域 情 報 デ ー タ ベ ー ス の

有 効 な マ ネ ジメ ン トに つ い て の調 査 研 究

10.1調 査 研 究 の 概 要

10.1.1目 的

本調査研 究 は,各 地域情報 デー タベースの現状調査,ネ ッ トワー ク化の際の課題の整理,

有効 なマ ネ ジメ ン トの考察 ・検討通 じ,地 域情報(デ ータベ ー ス)ネ ッ トワークが構築 され

た際 に重要 とな るサ ーバ ーの,効 率 的マ ネジメ ン トのあ り方を調査研究す る ことを 目的 とす

る。

10.1.2調 査研究 の方針 と内容

調 査研究内容 を4っ の視点に分け以下 の手順 により調査研究を行 った。

① 地域情報 データベースの現状調査

② 運営者 に対す るア ンケー ト/ヒ ア リング調査

③ 通信 イ ンフラス トラクチャの現状調査

④ ネ ッ トワー ク化 へ向けての考察及び検討

10.1.3実 施体制

本調査研究 の 目的を達成す るため,産 学官 の学識経験者を中心 に構成す る 「地域情報 デー

タベ ース調査研究委 員会」を設 けた。 また,当 委員会 は,委 員会研究活動 の円滑 な運営の た

め,ワ ーキ ンググルー プを設 けた。

10.1.4調 査 研究の概括

地域 の情報 は,さ まざまな構想,目 的を もって構築 ・提供 されてい る。今 回調査 した地域

データベー スを例 にと り大別す ると,以 下のケ ースに分類 され る。

① 国の閣議や政策 に基づ いて推進 して いるケ ース

② 各省庁の構想 に基づ いて推進 しているケース

③ 公 的機関や商工会議所がデータベースを構築 しているケー ス

④ 地 域の企業 ・住民 間の交流を活性 化 させ る ことを主 目的 と して いるケー ス

⑤ 上 記の いずれか を組 み合わせ たケース
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10.2地 域 情 報 デ ー タ ベ ー ス の 現 状 調 査

10.2.1地 域情報 デ ータベ ースの範囲 ・視点

本報告書 で は,地 域情報デー タベ ースを,あ る特定地域 において作 られた情報 が,コ ンピ

ュータで検索で きるように整理分類 した形(機 械可読型)で 蓄積 され,そ の地域 か ら一般公

衆回線又 は,専 用回線 を経 由 して利用で きるよ うな仕組 みに整備 されてい る稼働 中の システ

ム と定義す る。

10.2.2調 査対象 となる情報提供機関抽 出方法

データベ ース台帳総覧,デ ータベー スデ ィ レク トリー,関 連雑誌 ・図書等,既 存の 出版物

及び,商 用 デー タベー スによる新聞記`lt検索 等,公 開情報を基 に現在稼働 中の システム約6

00機 関を確認。更 に,最 終 的に53機 関を選出 した。

10.2.3調 査 の方法

ア ンケー ト郵送法及 び,現 地訪問 による ヒア リングによる。

10.2.4回 収 状況

ア ンケー トを上記53機 関 に発送 し,37機 関 よ り回答 を得 た。回答率 は70%で あ る。なお、

ア ンケー トの結果か ら,有 用 と思わ れ る28機 関 に対 し,よ り具体的な調査 を行 うため,現 地

訪問 による追加 ヒア リング調査を実施 した。

10.2.5ア ンケ ー ト結果

ア ンケー ト及 び,ヒ ア リング調査 の結果以下 の視点か ら解析 した。 なお,定 量的 なデータ

は,グ ラフ化 した。

(1)フ ァイル概要

① デー タ作成機 関

② デー タの種類

③ サー ビス内容 と機 能

④ デー タ収録件数
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(2)利 用条件

大半の機関が会員 制 を採用 して いるが,一 時的利用のためのゲス トIDを 用意 して いる

機関 も多 く存在す る。ID発 行数 は,24機 関(65%)が1,0001D未 満で ある。

(3)運 営形態

運営形態 を2っ の タイプに分類 した。 ここでい う独立採算 とは,情 報提供サ ー ビスを主

業 と してい る機 関 を指す。 また,公 的予算で運営 してい る機関や,情 報提供 サー ビスを従

業 と してい る機関 はその他 と した。

(4)シ ステ ム形態

① 利用場所の限定

地域内の特定 された場所 でのみ利用が可能なデ ータベースは,わ ざわ ざその場 所 に出

向 く必要が ある。

② ホス トコンピュー タ

地域情報 を作成,管 理 ・提供 してい るホス トコ ンピュー タをその運用形態で大別す る

と,以 下 の3タ イプに分類 される。

(i)汎 用機 ホス ト型

(且)ミ ニ コ ンポ ス ト型

(m)パ ソコ ンホ ス ト型

③DBMS(デ ータベ ース管理 システム)

DBMSの 種別 を汎用 タイプと自社開発 タイプの ものに二分 した。

(5)地 域外提供

① データの外部提供

地域外 に情報提供す ることを認めている機関が70%(26機 関)で あ るが,う ち14機 関

は地域外 にア クセスポイ ン トを もっていない。

②VAN加 入状況

本調査で対象 とな った機 関の うち,VAN加 入機関 は17機 関 と少ないが,地 域外 提供

を今後積極 的に考 えてい る大半機関が,VAN加 入を検討 している。

(6)利 用状況

① 利用者 の属性

利用者層 をみ ると,30～39才 代の ビジネスマ ンを中心 に幅広 く利用 されて いる。 また

利用 目的は,デ ータベ ース系 は業務利用が多 く,BBS(電 子掲示板)系 は趣味 ・個人

の勉強 とい った プライベ ー トユースが多 い。

-113一



② 利用 目的

業務利用 が38%と 最 も多 く,次 いで趣味 ・個人の勉強であ る。ただ し,業 務利用の ほ

とん どの場 合が,デ ー タベース系の もの を利用 してお り,趣 味や個人の勉強 にはBBS

系を利用 しているケースが多い。

③ 利用者 の満足度

現状 のサー ビスに対 して はほぼ満足 されて いるよ うであ る。反面,必 ず しも全情報 フ

ァイルについて満足 してい るとい うことで はないとい う点 と,大 半の情報 ファイルが無

料提 供 されている点 も考慮 してお く必要があ る。

(7)ネ ッ トワー ク化

① 他地域BBS/デ ータベース とのVANに よる相互接続

既 に他 の地域のデータベース と相互接続 されている機関 は,わ ずか3%で あ り,「 今

後接続 予定有 り」 と答えた機 関が43%で あ った。 「今後接続 予定無 し」 と答えた機関の

中に は,技 術的な問題 や,制 度 上の問題点が解決 できれば接 続 した いと答えた機関 もあ

った。

② 集 中型 ゲー トウェイサーバ ーを構築 した場合のVANに よ る接続

「接続予定無 し」が59%と 高 い比率 を示 している。その理 由 と して ,提 供者 か らゲー

トウェイサーバ ーまでの回線 料負担の問題及び,料 金回収方 法等,現 状の システムで は

対 応 し難 い運営者が多 くみ られ る。

③ 集 中型ホス トを構築 した場合のVANに よる接続

「接続予定無 し」が40 .5%と 高 い比率 を示 している。その理 由と して,「 異種のデー

タベースを集 中型ホス トで提供す る場合,定 め られたフ ォーマ ッ トに準拠す る必要性が

生 じ,結 果 的に提供者に負担 がかか る」 といった意見が最 も多 く聞かれた。

④ 全国 レベルまでのユーザ拡 大予定

「す ぐにで も拡大 したい」5件,「 ニ ーズがあ り,コ ス トがかか らな いな ら拡大 した

い」10件,「 既 に全国に提 供 して いる」5件 を合 わせ ると,合 計20機 関がユーザ拡大予

定であ る。反面,「 ニーズがあれ ば,コ ス トがかか って も拡大 したい」 と答えた機関 は

0件 であ ることか ら,新 た にユ ーザ開拓 を全国的に拡 げて い く場合,技 術的側面 とコス

トとのバ ランスが運営者 に係わ って くる問題点である。
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10.2.6地 域 データベー スの現状考察

近年,地 域情報 デ ータベ ースの数 は年 々飛躍的 に増 加 して いるが,一 方,会 員数や,利 用

率,デ ー タベースに含 まれ るデ ータの種類や内容,収 録件 数等をみ ると,実 用 レベル まで到

達 して いない機 関 も多 くあ ることが明か にな った。 これ らの運営者が指摘 して いる共 通的 な

問題点 と して以下 の よ うな点 が挙げ られ る。

① 地域の企業 や住民 のデー タベ ースに対す る認識度が低 い。

② 地域の企業 や住民 か らのニーズ発掘 が難 しい。

③ デー タベ ース構築 ・運営 に係わ るコス ト回収が困難で あ る。

④ 公 的な予算で デー タベ ースを構築 ・提供 して いるため,主 に地域 内納税者 や,限 定 され

た住民 や企 業 に しか提供で きない。

等が あ る。現 段階 にお いて,こ れ らの課題を解決す るための方法論 は,外 部地域 デー タベ ー

スとの ネ ッ トワー ク化が,共 通 した得策であ るとの結論 に達 した。

10.3ネ ッ ト ワ ー ク 化 へ の 提 言

10.3.1通 信 イ ンフラス トラクチ ャの現状

本節 で はまず,地 域情報 のデー タベー スのネ ッ トワー ク化を提言 す るに当た り,必 須 な要

素 であ る通 信 イ ンフラス トラ クチ ャにっ いて概 略を述べ る。

(1)概 括

遠隔地 のデ ータベ ー スを利用す るた めに必要 な通信 イ ンフラス トラクチ ャと して,VA

N(付 加価値 通信網)が あ る。

(2)主 要VANの 比較

①Tri-P

②TYMPAS

③DDX-TP

④FENICS

(3)地 域情 報デー タベ ースにおけるVANの 利用

これ らのVANはBBSで は既 に地方利用者の必 須の通信 ツー ルとな って いる。
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10.3.2利 用者側 か ら見 たネ ッ トワー ク化

本 節では,10.2の 調査結 果,及 び10.3.1で 概説 したVANに 関す る基礎知識 をふ まえ,ネ

ッ トワー ク化 とい うものを利用の段階 に区切 って分析 した。

(1)第1段 階

利用者が,個 々のデ ータベ ースの物理的隔離 を意識 しないですむ ような段階。FENI

CSな どのVANヘ デ一夕ベ ースを接続 し,利 用者 はその ノー ドにアクセ スす る ことによ

り,比 較的簡単 に実現で きる。

(2)第2段 階

第1段 階が実現 されたネ ッ トワー クにお いて,VANの ノー ドにア クセス した以降の ロ

グイ ン手順を統一化 した段階が考 え られ る。っ まり,VAN内 のホス トア ドレスは加入 デ

ータベ ースに共通で あ り,ロ グイ ン後にメニ ュー選択又 は コマ ン ドでデ ータベ ースを選択

す る。

(3)第3段 階

第2段 階が実現 された ネ ッ トワー クにお いて,検 索操作の メニ ュー ・コマ ン ド体 系を統

一 し
,利 用者が どの データベ ースを検索 して い るのかを意識 しな くて も,共 通の手順で ネ

ッ トワー クに接続 されて いるすべ てのデータベー スを検索 で きるよ うに した段階で ある。

10.3.3ネ ッ トワーク化のパ ターン

本節で は,10.3.2に お いて指摘 した3っ の ネ ッ トワー ク化の段階をふ まえ,そ の実現の た

めの方式の提言 を行 って いる。

(1)集 中型 ホス ト方式

利用者環境 の統合 化の手段 と しての ネ ッ トワー ク化を究極 的に追求す る と,デ ー タベー

スその ものを物理的 に統合化す る ことが最 も理想 的で あるということにな る。狭義の ネ ッ

トワー ク化の概念か らは若干外れ るが,中 央 のホス トコンピュータにデー タベ ースを一元

的 ・集 中的に管理 させ ることによ り,最 も理 想的な利用者環境 の統合化が実現 で きる。

(2)集 中型 ゲー トウェイ方式

集中型 ホス ト方式 とは異 な り,デ ータベ ースの物理 的な統合化 は行 わな い。各デ ータベ

ースを共通 のマ ンマ シンイ ンタフェー スか ら利 用で きるようにす るため,各 データベース

の コマ ン ドな ど検索方式 の違 いや,デ ー タの 出力形式の違いを,単 一の ゲー トウェイサー

バ ーで吸収す る。そのため,こ のゲ ー トウ ェイサーバ ーには,ユ ーザ とデー タの間 に介在

す るフ ロン トエ ン ドプ ロセ ッサと しての機能 が必要 であ る。
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(3)分 散 型ゲー トウ ェイ方式

ネ ッ トワー ク化 の第1及 び第2段 階の実現 で こと足 りる場合 は,ゲ ー トウェイサ ーバ ー

その ものを分散 させ ること も可能であ る。 この場合のゲ ー トウェイサーバ ーは各地 に分散

す るホス トをVANで 接続す る際の,チ ャネルを確保す る機能 さえあれば十分で ある。更

にゲー トウェイ先の データベー スを メニ ュー方式で選択で きるな どの,簡 単なユ ーザイ ン

タフ ェースがあれば,更 に利用者にゲー トウェ イを意識 させないネ ッ トワー ク化が可能 で

ある。

10.3.4ネ ッ トワー ク化方式の利得損失の解析

本節で は,ネ ッ トワー ク化によ るメ リッ トと,方 式 ごとのネ ッ トワー ク化 阻害要 因 を述べ

る。

(1)ネ ッ トワー ク化の メ リッ ト

地域 データベ ースのネ ッ トワー クによる統合化には,そ の実現方式 によ らず,以 下の様

な3っ の メ リッ トが存在す ると考え られ る。

① 遠距離通信 コス トの軽減

② 契約者側のID管 理 コス トの軽減

③ 利 用契約の簡素 化

(2)ネ ッ トワー ク化 の阻害要因

各ネ ッ トワー ク方式 ごとに,以 下のよ うな ネ ッ トワー ク化の阻害要因が考 え られ る。 ま

た公共 デー タベ ースにお ける問題を も明 らかにす る。

① 集 中型 ホ ス ト方式の場合

② 集 中型 ゲー トウ ェイ方式の場合

③ 分散型 ゲー トウェイ方 式の場 合

④ 公共 データベー スにおけ る問題点

10.3.5商 用 データベースにおける統合化の事例

現在有 効 に運用が図 られて いる商用デー タベースの事 例を,地 域 データベ ースのネ ッ トワ

ー ク化 の比較対象 と して考察す る
。

(1)G-Search統 合 デー タベー ス

富士通,富 士通エ フ ・アイ ・ピー,平 和情報 セ ンターの3社 が共 同構 築 したゲ ー トウェ

イ システムであ る。
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(2)INFOCUE

米 国 のTELEBASE社 が構 築 した ゲ ー トウ ェイ シス テ ムで あ り,元 来 「Easy-

Net」 と呼 ば れて い る シス テ ムが,日 本 で はINFOCUEと い う呼 称 で 提 供 され て い

る。

10.3.6ネ ッ トワー ク化 と地域情報 データベー スの動 向

(1)ネ ッ トワー ク化の段階 と方式

10.3.2で 述 べたネ ッ トワー ク化 の3段 階 は,第3段 階 に近 づ くほ どユ ーザオ リエ ンテ

ッ ドで統 合化 され たネ ッ トワークで あるといえ る。

(2)理 想的環境

地域情報で の現状 を調査 し,そ の あ るべ き究極的なネ ッ トワー ク環境 を考察 した結果,

ネ ッ トワー ク化の階層 と しては第3段 階が実現 されたネ ッ トワー ク環境で,集 中型 ゲー ト

ウ ェイ方式 によ りユーザオ リエ ンテ ッ ドな利用環境 を実現す ることが好 ま しい と判断 され

る。

(3)現 実 に妥 当な対応 と しての分散型 ゲー トウェイ方式

ネ ッ トワー ク化の段階的発展 はユ ーザの 便宜 の観点 か らは集 中型ゲ ー トウ ェイ方式の方

が望 ま しい。 しか し,そ れ は長期的課題で あ り,更 に公 的機 関による大規模 な財政的 ・制

度的支援が不可 欠 とな らざるを得 ない状況 であ ると考え られ る。現状で は,分 散型 ゲー ト

ウ ェイ方式 によ り第2段 階のネ ッ トワー ク化 を早期 に実現す ることが望 ま しく,こ の過程

を通 して,技 術 的 ・制度 的問題が徐 々に克服 され,分 散型 と集中型の混合ゲー トウェイ方

式 によ る第3段 階の ネ ッ トワー ク化の実現へ と発展 的に移行 して行 くことにな るであ ろ う。

10.4結 論

現状 では,「 分散型ゲ ー トウェイ方式」が妥 当で あ るが,更 に理想的な利 用者環境の完全な

統 合化,即 ち高度 に統合化 され た地域情報 デー タベー スのネ ッ トワー ク化実現の ためには財政

的 ・制度的 な行政 の取 り組 みが不可欠 であ る。

一方,統 合 化の具体的方 法論 を模索 し,ネ ッ トワー ク化の イニ シアチ ブを とり,独 創性 ・創

造性 を発揮 しやす い民間の 自主活動 も必要で ある。
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11.徳 島 市 中 小 商 業 振 興 デ ー タ ベ ー ス の 構 築

11.1背 景 と 目 的

11.1.1背 景

昨今の中小商業 ・サー ビス業を取 り巻 く環境 は極めて厳 しい ものが ある。

とりわけ,大 型店 の 出店,消 費者 ニーズの多様化 などによ り,中 心商店街を始め と した専

門店,小 売店の売上 が低迷 して いる。 この対応策 として,各 地において は商店街の再開発等

の大規模 なプ ロジェ ク トが計画 されてお り,有 効 な手段 と して注 目されて いる。 しか し,専

門店,小 売店 は,自 助努 力による顧客サ ー ビスの充実 を商売の基本に据え る必要があ り,そ

のためには消 費者 ニ ーズを的確 に捉え,顧 客を固定化す ることが最 も重要であ ると考え られ

る。

こう した ことか ら㈱ニ ューメディア徳島(NMT)で は,顧 客情報 データベ ースを構築 し,

地域 に密着 した情報サ ー ビスを行 い,集 客力の増 大を図 るとともに,消 費者ニ ーズの先取 り,

掘 り起 こ し等 に活用 し小売店の売上増 を目指す ことと した。

当面 は,銀 行のキ ャッシュカー ドで買物がで きる情報 システム(デ ビッ トカー ドシステム

又 は通称 銀行POSと よばれる システム)を 導入 し,従 来はいちげんの客で あ った現金客の

情報を把握す る。

11.1.2目 的

いま情報化 は,大 都市 か ら地方都市へ,大 企業か ら中小企業へ と長足の勢 いで進んで いる。

徳 島市の中小小売業者 に とって も,情 報化 を前向 きに検討 し,今 後予測 され る厳 しい 自由

競争 の時代 に向け,共 同で情報 武装 を進めてい く必要があ る。

その第一歩 と して,徳 島市 の中心商店街で,消 費者が キャ ッシュカー ドを使 って土,日,

夜間で も買物がで き,ま た小売店に とって は,顧 客の拡大 ・固定化 や現金事務 の省 力化 な ど

が期待 で きる。 商業情 報 システム(ビ ッ トシステムと称す る)の 実験 ・導入 と,こ れを活用

した顧客 サー ビスの充実のためのデー タベースの構築を行 い,徳 島市小売商業の活性 化を

指そ うとす る ものであ る。
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11.2実 施 内 容

11.2.1ビ ッ トシステム の概要

ビッ トシステムは,複 数金融機関相乗 りの銀行POSシ ステムの活用 と買物 金額が一定金

額 に達 した顧 客に対 して行 うサ ー ビス(ポ イ ン トサ ービス)と で構 成 され る中小 商業振興情

報 システ ムであ る。

(1)銀 行POSシ ステム

この銀行POSシ ステムとは,銀 行 と小売業者が協定 して,銀 行のキ ャ ッシュカー ドで

買物がで きるよ うにす る仕組 みで あ る。大蔵省の銀行POSの 定 義 は 「金 融機 関の コ ンピ

ュータと通信 回線で接続 した販売者 の 占有 ・管理す る端末機な どを使 って販売者が売上代

金 を購買者の預金 口座か ら自己の預金 口座 に振 り替える ことを金 融機関 に依頼 し回収す る

システ ム」 とな って いる。っ ま り,顧 客に銀行のキ ャッシュカー ドを買物 時点 で呈示 して

もらい,そ のカー ドを端末機 のカー ドリーダーに読み取 らせ ると,買 物代金 が即座 に,又

は短時間で顧客の預金 口座か ら小売店 の預金 口座へ振 り込 まれ る仕組みであ る。

顧客 にとっては,買 物 に行 くのに,わ ざわざ銀行に出向きお金を引 き出 さな くて もよい

し,一 円玉や五 円玉のわず らわ しい管理 か らも開放 される。小売店 にとって も,現 金の取

り扱 いや釣銭,閉 店後の現金計算 な ど現金管理の省力化が可能 とな る し,キ ャッシュカー

ド決済な らク レジッ ト販売の よ うな資金 の立替 コス トも削減 され る。 しか も,キ ャッシュ

カー ドは確実 なIDカ ー ドにな り,そ の顧客 の買物歴等の情報収集が可能 とな る。現金 管

理の省力化,顧 客情報の収集,現 金 回収 リス クの回避 など,小 売店 にとって はメリッ トの

大 きい仕組み といえ る。

銀行POS
専用靖末楓

ア クセス

ポイン ト

図11-1銀 行POSシ ス テ ム

一120一



(2)カ ウ ン トサ ー ビス シス テ ム

ビ

ツ
ト
券

で
買
物

回
収
し

た
ビ

ッ
ト
券

の
換
金

ビッ ト(協)

カウン トサ ー ビス負担金
(売 上高の2%)

情報処理の依頼

ビッ ト券送付

顧
客
情
報
の
提
供

請
求
書
発
送

図11-2カ ウ ン トサ ー ビス シス テ ム の仕 組 み

① ㈱ ニ ュー メデ ィア徳島(NMT)が ビッ トシステム推進協議 会(ビ ッ ト(協))の 依

頼 を受 け,銀 行別(カ ー ド別)売 上データを基に,カ ウン トサー ビス負担金 と して買物

金額 の2%に 相 当す る額を加盟店 ごとに請求す る。 その うち,1.25%は 利用者への還

元 のための ビッ ト券交付基 金 とし,残 り0.75%は ビッ ト券郵送費 ・事務費及 びイベ ン ト

費 に充 て るための基金 に繰 り入れるシステムを構築 す る。

なお,加 盟 店で回収 した ビッ ト券 は加 盟店の請求 によ りビッ ト(協)に おいて換金 を

行 う。

②NMTは ビッ ト(協)の 依頼 を受 け,1ヵ 月単 位で加盟店 ごとに カー ド利用者 の銀

行 名,利 用金額 買物年月 日,時 刻等のデータを加工 して,各 加盟店 に提供す る。

③ また,ビ ッ ト(協)の 依頼 を受 け,カ ー ド利用(買 物)金 額を利用者 ごとに集計 し,

その合計 金額 が40,000円 に達 したときは,500円 相 当の ビッ ト券(加 盟店共通 の買物券

及 び イベ ン ト参加券)を 利用者に郵送す る。
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(3)端 末機

NMTが リース会社 と契約 し,各 店舗 に備え付 ける銀行POS専 用端末機(CT-90)

の リースを受け る。NMTは,そ の端末機 を加盟店へ再度 リースす る。

したが って,加 盟店 はNMTと 転 リース契約を結ぶ こととなる。

(4)キ ャンペー ン(シ ステム普及拡大)事 業

ビッ トシステムは,カ ー ド売 り上 げの一定率を積立て,こ れを消費者 に還元 して い くこ

とが特徴 とな るが,シ ステムの1導 入期(～1年),II定 着期(2～3年)及 び皿発展期

(2～5年)に 分 け

① 特 別キ ャンペ ー ン……オ ープニ ングイベ ン ト、○周年記念 イベ ン ト

② 共 同キ ャ ンペ ー ン……年間計 画たて継続的 に実施す る

③ 独 自キ ャ ンペ ー ン……加盟店 が任意 に実施す る

をそれ ぞれ組 み合 わせ,シ ステムの普及拡大事業を実施す る。

11.2.2登 録情報

今回の システムで構築 され るデー タベースは,主 と して徳島市中心 商店街 を訪れ る顧客 に

関す る情報(住 所 ・氏名 ・性別 ・生年月 日 ・電話番号)と,そ の顧 客の商店街 にお ける銀行

POS利 用 に よる購買情報(購 買 日時 ・購買店 ・購買金額),そ れに銀 行POSを 利用で き

る加盟店 の情 報(商 店名 ・所 在地 ・代表者名 ・電話番号)及 び参加金融機 関の情 報(銀 行名

・支店名 ・所在地 ・電話番号)に よ って構成 され
,こ れ らの情報 を一元 的に蓄積,管 理す る。

〔構成図〕

加盟店情報

(商店名 ・代表者名 ・電話番号)

顧客情報

(住所 ・氏名 ・性 別 ・生 年月 日 ・電話 番号)　
i購 買情報

(購 買 ・時 ・購買店 ・購…)H

国璽 蓮}一 一ー ーー 一 一」 ＼

小

興

ス

中

一

振

べ

市

業

夕

烏

一

徳

商

デ

(銀行名 ・支店 名 ・所在 地 ・電 話番 号)

図11-4登 録 情 報 の 構 成
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11.2.3デ ータベ ースの構造

(1)フ ァイル システムの選定

データベー スは,多 くのデータ フ ァイルを合理的に無駄 のないよ うにまとめ,デ ー タを

構造化 して,各 デ ータの検索 や更新 な どを効率 よ く行 わせ るための システ ムであ る。

現在の ところデータベースの ファイル システム と して は,実 世界の情報群を計算機 内部

でモデル化す るためのデータ構造(表 現 方法)に より,デ ータ実体 を レコー ドで,デ ー タ

間の関連 を木構造あ るいはネ ッ トワー ク構 造で表現す る構造型 データベー スと,デ ー タ実

体及びデー タ間の関連 を表形式 で表現 す る リレー シ ョナル型 データベ ース(RDB)に 大

別 され る。

今回構築 す るr徳 島市 中小 商業振興 デー タベース』は,以 下の理 由によ りリレー シ ョナ

ル型のデー タベ ースファイル システムを採用 す ることと した。

① システムの変更が容易 であ る。

② 操作 が簡単 であ る。

③ 即時性 があ る。

④ 導入が容易 であ る。

(2)デ ータベ ースの構成

r徳 島市 中小 商業振興 データベ ース』 は,登 録す るデータの属性か ら4種 類 のサ ブデー

タベースに分 かれてお り,そ れ らはrビ ッ ト会 員管理 システム』 によって管理,運 用 され

てい る。

〕

∪

理

ム

省員

テ

会ト
ス

ツビ

シ

加盟店

DB

金融機関

≡
図11-5徳 島市 中小 商業振興 データベースの構成
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① 会 員データベ ース

会 員デー タベ ースはr徳 島市 中小商業振興デー タベース』の基幹 とな るもので,徳 島

市 の中小 商店 街を訪 れ る顧客 の基本情報(住 所,氏 名,性 別,生 年月 日,電 話 番号等)

及 び買上情報(買 上金額累計,買 上件数,当 月買上金額 、当月 買上件数等)を 集積 した

デー タベースで あ る。

② 加盟店 データベース

加盟店 データベースは,銀 行POSを 利用で きる加盟店 の情 報(商 店名,所 在地,代

表者 名,電 話番号等)を 集積 したデータベースで,各 種統計 資料の作成時に使用 す る。

③ 売上 ・赤伝 デー タベ ース

売上 ・赤伝 デー タベ ースは,会 員の購買情報(購 買 日時,購 買店,購 買金 額等)を 集

積 したデータベ ースで,会 員 デー タベースと結合 して使用す る。

④ 金 融機 関データベ ース

金 融機 関データベースは,参 加 金融機関本支店 の情報(銀 行 名,支 店名,所 在地,電

話番号等)を 集積 したデータベースで,主 に口座振替 デー タ作 成時 に使用 され る。

11.2.4ビ ッ ト会員 管理 システム の開発

r徳 島市 中小 商業振興 データベー ス』の効率的な運 用を図 るため,次 に説明す るrビ ッ ト

会員管理 システム』 を開発 した。

(1)中 小 商店街 の現状,要 件分 析

徳 島市 中小 商業振興 データベ ースの構築の ため計 画段 階で商店 街 に対 して行 った要件調

査等か ら,現 在の商店街 において顧客情報活用 して い く上で の問題点やニーズを分析 し,

データベ ースの運用 ・管理 を行 うため開発す る ビッ ト会員管理 システムに求 め られ る主要

機能(業 務 目標),サ ポー ト範囲,入 出力要件を明 らか に し,ビ ッ ト会員管理 システムの

業務機能(シ ステム要件)を 設定 した。

① 日時業務

② 月時業務

③ 集 計デー タの出力業務

④ プ レミアム還元業務

(2)ビ ッ ト会員管理 システムの設計

中小 商店 街の現状,要 件 分析 によ り設定 した主要機能,入 出力,マ スタフ ァイルの概略

を設定 し,こ れ らを基 に対象 業務 や動 作形態をキー と して システム全体を6種 類のサ ブ シ
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ステムに分割 した。

マス タファイル管理 サ ブシステム

買 上 デ ー タ 入 力 サ ブシステム

月 間 売 上 集 計 サ ブ システ ム

1ビ ・ ト会員管理 システム

会 員 買 上 管 理 サブ システム

加 盟 店 売 上 管 理 サブ システム

口 座 振 替 依 頼 サ ブシステム

図11-6ビ ッ ト会員管理 システムの構成(サ ブ システム分割)

11.2.5運 営体制

ビッ トシステム推進協議 会(ビ ッ ト(協))は,「 商業情報 システム実験事 業」に参加す

る,商 業者で組織す る団体 であ る。 ビッ ト(協)の3大 事業 と して,「 情報化実験事業 」,

「システム普及事業 」及び 「共同キ ャ ンペー ン事 業」の実施があ る。

総 会 役 員 会

加 盟 店 拡 大 委 員 会

ビット会員拡大委員会

販 売 促 進 委 員 会

図11-7ビ ッ トシステム推進協議会組織図
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総 会 は,役 員及 び会員によ って構成 され,毎 年1回 定例会を開催 し,必 要 に応 じて臨時会

を開催す る。総会 にお いては,事 業計画,収 支予算,事 業並 びに決算の承認,役 員の選任等

の重 要事項を審議す る。

また,役 員会 は,会 長,副 会長及 び理事並 びに部会長を もって構成 され,総 会 への提 出議

案,ま た,総 会で審 議 され る以外の事項の審議 承認を行 う。

加盟店拡大委員 会,ビ ッ ト会員拡大委員会 及び販売促進 委員会 は,そ れぞれ加 盟店 の拡大

関係,ビ ッ ト会員 の拡大関係及 び販売促進 関係にっ いて審議す るプロジェク トチームであ り

会員 によ って構成 され る。 各委員会での審議 事項 は,軽 微な もの にっいて は,役 員会で承認

され,重 要事項 にっいて は,役 員会を通 じて,総 会で承認 され ることにな る。

11.3今 後 の 課 題 と 展 望

11.3.1デ ータベ ースの有効活用のための課題

(1)ビ ッ トシステム利用率 の低滞

11.2.5の 運営体 制によ って推進 して きた ビッ トシステムであ るが,期 待 した程 の利用が

得 られず,デ ータの蓄積量 は,デ ー タベースを有効に活用す るには不十分 な状況 とな って

い る。

小売店を訪れ る現金客(キ ャ ッシュホルダー)の うちの ほんの一部 にす ぎない情報 を基

に したデ ータベ ースでは,そ の活用 も大 きくは期待できない。

(2)事 業運営の困難 性

今後 ビッ トシステムは,参 加加盟店 の会 費(年 会 費2万 円)に 運営資金 の基礎 を置 いた

経 営を して いか なければな らな い。

ビッ トシステムの充実及 び普及拡 大を図 って い くには,参 加加盟店 の会費の みで は,資

金 面で事業推進 に支障をきた しかねない。 ビッ トシステムの低滞 が この まま続 けば必然的

にデー タベ ース もデータ量の少な さか ら活用の道 も閉 ざされて しま う。

(3)シ ステムカバ リングの限界

ビッ トシステムの即時決済機能(決 済の無現金化 を特徴 とす る)は,ク レジッ トカー ド

システ ムに一部取 り込 まれてい ると考え られ る。それ は,急 増 して い るク レジッ トカー ド

のマ ンス リー ・ク リア方式を,現 金 と同等の感覚で支払 い手段 として利用 して いることに

現 れて いる。

また,キ ャ ッシュレス化が進展す る中,あ くまで現金支払 いに こだわ る層 も根強 く残 っ
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て いる。

更 に,前 払方式(プ リペイ ドカー ド)の 要求 も高 まりつつあ る。

上記 の とお り,現 在の ビッ トシステム は,消 費者の購 買活動のほんの一 部 しかカバー し

てお らず(銀 行の キ ャッシュカー ドを使用 しての買物のみ),急 増 す るク レジ ッ トカー ド,

根 強 く残 る現金 支払及 び要求が高 ま りつつあ るプ リペ イ ドカー ドによ る消費者情報 は,現

在のデー タベースに反映 されて いな い。

11.3.2デ ータベースの有効活用 に向 けて の対応策

(1)ビ ッ トシステムの魅力ア ップ

ビッ トシステムはスター トしたが,「 加 盟店が少 ない」 「私 のカー ドが使 えない」など,

システム拡大 に対す る消費者 の要望 は非常 に強 い。

このため,加 盟店 を増や し,金 融機 関を拡げ ることが急務であ る。 カ ウ ン トサー ビスに

して も,恋 人や友達 の使 うカー ドの買物金額すべてを合計 して判定す ること もで きるよう

にすべ きであ る。

また,ビ ッ ト券の交付 に替えて,ビ ッ ト券相 当額 を 「水 と緑の基金」 に寄付す る システ

ムなど も取 り入れ る必要がある。 これによ りビ ッ トシステムによる買物 を通 して,水 と緑

を生か した徳 島の まちづ くりに も参1川で きることにな る。

更 に,割 り戻 し率を各加盟店の選択 に まかせ,各 加盟店の 自由競争 を認め ることによ り

カ ウン トサー ビスの活性化を図 って い く必要があ る。

(2)デ ー タの捕捉 をスムーズに

現在,ビ ッ トシステムの利用デー タにっ いて は,加 盟店金融機関か ら翌月上旬1ヵ 月分

をまとめて フロ ッピーデ ィス ク又 はペ ーパ ーで もらってい る。

これを,各 加盟店の ビッ ト端末 に利用 デー タを蓄積 し,閉 店後 これ らの端末 か ら直接N

MTへ1日 分のデー タを吸い上 げる ことと し,金 融機関主導 の ビッ トシステムか ら少 しで

も加盟店の ビッ トシステムへ と傾斜 させ,デ ー タの捕捉 を確実に,か っ スムーズにす る必

要 があ る。

また,現 状 の ビッ トシステムでは,金 融機関の ホス トコンピュー タがオ フライ ン時には

利用時間がっかめない。(CAFlSの 代行処理のバ ックデー タは利用時間が含 まれてい

ない)な ど不十分な ものとな って いるが,利 用時間 などの必要デー タを ビッ ト端末 に蓄積

す ることにより,こ れ らの問題 も一・挙 に解決す ることとな る。

(3)ビ ッ トシステム事 業基盤 の確立
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後払 い システムの ク レジ ッ トカー ドにっいて は,既 に全国的に普及 して お り,徳 島の専

門店 において も全売上額 に占め る割 合が平均10%を 超え る迄 にな り,そ の割合 は年々増加

の傾 向 にあ る。

現 在,こ の ク レジッ トカー ドの処理 は,加 盟店信用照会端末機(CAT)の 有 無に係わ

らず,売 上伝票を各 クレジ ッ ト会社 に送付す るとい う,ペ ーパーを介在 した個別(加 盟店

別)決 済処 理 とな って いる。

ここで,ビ ッ トシステムの事 業基盤 を確立す るため,NMTが 加 盟店 を取 りまとめ,現

在の個別決済処理か ら一括電子 決済処理へ と切 り替 え,こ の一括電子決済処理 と引換えに,

各 ク レジ ッ ト会社か ら手数料を引 き下 げさせ,こ の引 き下 げ分を ビッ トシステムの運営費

用 に充て るべ く,NMTの 収益に計上 しよ うとす るものである。

具体的 には,各 加盟店設置の ビッ ト端末 にク レジ ッ トの利用デー タを蓄積 し,NMTで

毎夜 これを吸 い上 げ,各 クレジ ッ ト会社 と一括電子決済 を行 うものであ る。

(4)現 金客 ク レジッ トカー ド客及 びプ リペ イ ドカー ド客 の取 り込み

キ ャ ッシュカー ドによる利用情報のみをベ ー スと した現在の デー タベースで は,そ の活

用 もご く限 られた ものにな らざるを得ない。

この ため,ま ず現在の キャ ッシュカー ドの利用率 の向上 を図 るとと もに,現 金支払客の

情報の取 り込みを急 ぐ必要があ る。

具体的 には,ビ ッ ト会員 に対 し,会 員証 となる ビッ トカー ドを発行 し,現 金支 払 いの際

この ビッ トカー ドを読 み込 ませ る。

これ によ り,現 金支払客の買物情報 は,ビ ッ ト端末に蓄積 され,閉 店後 これ らの端末か

ら直接NMTへ 吸 い上 げ られ,デ ータベースに格納 され ることとな る。

次 に現金感覚で使 われて いる汎用広域 クレジッ トカー ドによる買物情報の取 り込みであ

る。

この場 合には,ク レジッ トカー ドと一一緒 に ビッ トカー ドを読み込 ませ る。 ビッ ト端末 に

蓄積 された クレジッ トカー ド情報 と ビッ トカー ド情 報 とを リンケー ジして,デ ー タベ ース

に格納す ることとな る。

また,地 域密着型 のエ リア限定の クレジッ トカー ドやプ リペイ ドカー ドには,消 費者の

他地域流 出を防 ぐ消 費者 囲い込みの 日的が あるが,こ れ らのカー ドを発行す るには,運 営

等 に関す るかな りの ノウハ ウ等が必要 となる。

この ため,カ ー ド事業運営 に係 わるノウハ ウ等の蓄積 を睨みなが ら,ビ ッ トカー ドに こ

れ らの機能 を順次付加 してい くべ きであ る。
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12九 州地域 の人材情報 デ ータベ ース構 築
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12.九 州 地 域 の 人 材 情 報 デ ー タ ベ ー ス 構 築

12.1概 要

12.1.1目 的

九州地域 は全県 がテ クノポ リスの指定 を受 け,産 業の高度化 を推進 して いる ところで あ り,

各テ クノポ リスは九 州 におけ る先端技術開発の拠点地域 と しての役割 を担 いつ っある。更 に

九州地域の活性化 のためには,研 究者,技 術者等の人材情報 を中心 とす るデータネ ッ トワー

クを形成 す ることによ る地域間交流 を図 ることが極めて重要で あ り,平 成元年度 に九州通 商

産 業局で まとめ られた 「九州地域産業 ビジョン」 において も一県内のみの大学 や公設試験研

究機 関 といった枠 を取 り払 い,他 機関,組 織 との連携 を進 める ことが九州地域の活性化 に不

可欠 であ るとの提言 がな されて いる。 また,昨 年度実施 した 「九州地域の人材 データベ ース

構築 に関す る調査研究 」にお いて,域 内企業の研究者,技 術者人材デ ータベ ースに対す る関

心 は非常 に高 く,そ の情報の入手 に苦労 してい ること,並 びに技術相談等のニ ーズを満 た し,

九州地域全体 を網羅 したデータベ ースは皆 無であ ることが明 らか にな ってお り,研 究者,技

術者人材 データベ ースの構築が九州地域 に とっての急務 とな って いる。

また,九 州地 域 にお いて構築すべ き人材 デー タベース構想の検討で は,九 州地域 に存在す

る地域情報 セ ンタ ーにお いて活動 す る相談員,技 術指導員な どを支援す る人材 データベ ース

の構築が望 ま しい との結論を得た ところで あ る。 このため,平 成2年 度 は九 州地域内大学研

究者デ ータベ ースを構築 し,九 州地域の技術相談等の迅速化,高 度 化を図 り,も って九州地

域経済振興の支援 を行 うことを 目的 とす る もので ある。

12.1.2内 容

大学研究者 等 デー タベースを以下 により構築す る。

(1)大 学研究 者デ ータの収集

九州地域 の国立大学,私 立大学等の研究者 データを収集す る。

(2)キ ー ワー ドの検討

検索の容易 な システム とす るために,キ ー ワー ドの検討 を行 う。

(3)人 材情報 システムの検討

人材情 報 システム構築 に適 したハ ー ドウェア,デ ータベ ースソフ トウェアを選定 し,最

適 な人材 情報 システムを構築す る。
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(4)人 材情報 デー タ入 力

回収 した調 査票 を基 にデータ入力 を行 う。

12.2検 討 結 果

12.2.1大 学研 究者デ ータ収集

(1)研 究者 リス ト作成

九州地 域の国公私立大学の理系学 部,研 究機 関並 びに工業高等専 門学校 の研究者を対象

に調査票 を発送 し,ア ンケー ト方式で 回収 す ることと した。調査票の発送対象 と して対象

機関 は九州7県 の大学 の理,理 工,工,情 報工,農,水 産,薬,芸 術,芸 術工の各学部並

びに工業高等専 門学校 であ り,対 象者 は講師以上 と博士号取得者 は助手等 を含 む ことと し

た。

② 調査票設 計

調査票 の設計 に当た って は,記 入 者の記 入が容易 なよ うに様式 を設計す ることと し,下

記の条件 に配慮す ると ともに,昭 和60年 度 に福 岡通 商産業局(当 時)が 実施 した人材 カー

ドを参考 に した。

①1枚 以 内

② 必要最小 限の項 目に絞 り込 む

③ 対象者 が 自然 に記入 で きるよ うに,調 査項 目を順序よ く配置す る。

調査票 の項 目名を次 に示す。

ア.氏 名'

イ.生 年月 日

ウ.勤 務先 ・所属 ・役職名

工.勤 務先電話番号

オ.内 線

力.最 終学歴

キ.取 得学位

ク.研 究分野

文部省の研究分野一覧の うち,該 当す る部分 を抜粋 した一覧表 の コー ドを3つ 記入

で きるよ うに した。

ケ.過 去 を含めた主な研究 事項
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企業等が技 術相談 や共 同研究 を実施す る相手 を求 め る際には,既 に実用化 されて い

る技術 内容 も少 な くない ことか ら,研 究者の現在の研究事項 だけの情報で は,不 十分

で あ り,研 究者 の過去の研究経歴 も含めた主 な5項 目 と した。

コ.学 会等への 発表テ ーマ名

過去を含 めた主 な研究事項の発表テーマ名にっ いて,代 表的な10項 目を記入で きる

よ うに した。

サ.テ クニ カルキー ワー ド

研究事項 を説 明す るのにふ さわ しいキーワー ド5項 目が記入で きるよ うに した。 ま

た,キ ー ワー ドはで きるだ け日本語で表現す るよ うに依頼 した。

シ.研 究 ス タ ッフ数

共 同研 究等の参考 とす るために,研 究 スタ ッフ数 の記入 を求 めた。

ス.企 業 に対 す る技術指導,共 同研究

企業 に対 す る技術指導 共 同研究 に関す る情報 は,本 デー タベースの使用 目的上必

要 な項 目であ り,技 術指導,共 同研究の経験 の有無,研 究者 の技術指導,共 同研 究に

対す る意志 にっ いて該当す る項 目の記入を求 めた。

(3)調 査票の発送

九州地域の大学理 系学 部並 びに工 業高等専門学校 を対 象に約3,800通 の調査票 を発送 し

た。

内訳 は,国 立大学 が9大 学,22学 科 と総 合理工学研究科L研 究所2で あ り,私 立大学

は15大 学19学 部で あ る。工 業高等専門学校 は9校 であ る。

発送 は各学部単位 に行 い,研 究者への調査票の配布,調 査票の回収,返 送事務 を依頼 し

た。

(4)調 査票の回収

約3,800通 を送付 し,2,031通 の回答があ った。 回収率 は約53%と,当 初 の予想 を上回

ることとな った。

2,031通 の 内訳 を見てみ ると,国 立大学が 】,301,私 立大学499,工 業高等専門学校 が

231で あ った。

専門別で は,理 工系学部(研 究所,高 専を含む)が1,578,農 水産系学部が290,薬 学

部115,芸 術工 ・芸術学部 が48で あ る。

12.2.2キ ー ワ ー ドの 検 討

一133一



キ ーワー ドについて は,デ ー タベ ー スの検索 効率 や使 いやす さを左右 す る決 め手 ともな る

もので ある。

(1)予 備調査

キー ワー ドの検討 に先立 ち,人 材 カー ド(昭 和60年 度)に 使用 され たキーワー ドを リス

トア ップ した。 この人材 カー ドで は,1名 当た り5項 目の キー ワー ドを本人が 自由に記入

した ものであ り,英 文や和文が入 り交 じった もの とな ってい る

1,744枚 の人材 カー ドで4,607語 のキー ワー ドが使用 されて いることが分か った。 この

うち,464語 はアルフ ァベ ッ トであ った。 アル フ ァベ ッ トの場合 には各専門分野の用語,

略号 な どがあ り,他 の専 門の者がそ の言葉 の意味 を理解す る ことが困難 な場合があ った。

また,技 術相談員 が必要な データをキー ワー ドによ り検索 しよ うとす る際 には,検 索時

に使用す るキーワー ドと,人 材 カー ドに記入 されてい るキー ワー ドが一致す る必要があ る。

データが紙製の人材 カー ドで,カ ー ドを手で検索す る場合 には,キ ーワー ドが多少異 な

っていて も類 似の キー ワー ドであれ ば,当 然の ことなが ら人 間は検索が可能である。

ところが,電 子化 されたデ ータベ ースでは,検 索す るキー ワー ドとデータベースの それ

は完全 に一致す るか,体 系化 したキー ワー ドシステムを ソフ トウェアに組 み込むな どが必

要 となる。

調査 した人材 カー ドの様 に1,744枚 で4,607種 類の キー ワー ドをその まま,デ ータベ ー

ス化 した場 合には検索効 率が相 当低下す ることも予想 され る。

このためキ ーワー ドを体系化す る手段 を講 じる必要 があ る。

(2)キ ー ワー ドの検討

案1:あ らか じめ,キ ー ワー ド一 覧を用意,コ ー ド化す る。記入者 は一覧の中か ら該 当

す るキー ワー ドを選択,記 入す る。

案2:記 入者 は研 究 に係わ るキー ワー ドを 自由に記 入す る。

案1に つ いて は,体 系化 された キーワー ドを コー ド化 し事前 に用意す ることによ り,回

収 したデー タの入力作 業の効率化 や検索 の高速 化が期待 で きる ものの,研 究分野が理 系全

般 に及 び広範囲であ るた めに,あ らか じめキー ワー ドと して準備す るには,各 分野 に通 暁

した専 門家 による多大 な労 力を要 し,時 間的 に制約を うける こと,記 入者が選択す る方式

で は記入者 に抵抗感 を与 え る可 能性 があ る。

これ に対 し,案2で は,前 回の 人材 カー ドの場合 の よ うに,キ ーワー ドの数が多数 にな

り,検 索効率が落 ちる危 険性 があ る。 しか しなが ら,記 入者が キー ワー ドを 自由に表現で

きるために,記 入者 の抵 抗感が少 な く,し か も各 々が専 門家 であ るために,各 自の研究事
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項を表現す るの にふ さわ しいキーワー ドの記入が期待で きること,事 前のキー ワー ド化 に

要す る労力,時 間を最小 にで きることか ら,案2を 採用す ることに した。

なお,前 回の人材 カー ドで は,英 文 のキーワー ドが相 当数存在 した。英文のキ ーワー ド

につ いて は各専 門分野 に特有 の固有名詞や略号が あ った ため,英 文 キー ワー ドを和文 に

(翻訳)す る作業 が必要 とな った反省 か ら,今 回 はで きるだ け和文 のキーワー ドでの記入

を依頼す ることと した。

今回の キー ワー ド作成 に当た っての手順はおおむね次の様 な考 え方であ る。

手順1 キーワー ド付与を研究者本人が行 う

手順2 テクニカルキー ワー ド一覧の作成

手順3 キー ワー ドの絞 り込み

手順4 シソーラスの作成

手順1は,調 査票の記入者が記入時に5項 目のテ クニ カルキー ワー ドを記入す る もので

ある。

手順2は,調 査票の集計時点でテ クニカルキー ワー ドの一 覧表を作成す るものであ る。

技術 相談員がデー タベ ースを検索す る際の参考に使用す る。手順2に ついて は,ソ フ ト

ウェアに より自動 的に作成す ることを考慮す る。

手順3,4は,シ ステムを運用 す る中で実施 して い く。

12.2.3人 材情報 システム の検討

平成元年度 に人材情報 システムの モデル システムの検討 を行 った。 これ は,ハ ー ドウェア

にPC-9801,デ ータベ ース ソフ トにdBASE皿,通 信 ソフ トに絵里華 ,人 材 データと し

て,九 州工業大学教官 データを使用 した もので ある。 この モデル システムの検討で は,次 の

様 なことが明 らか にな って いる。

① パ ソコ ンを使用 したデ ータベー スシステムを構築す ることは可能 であ るが,デ ータベー

スに関す る専 門知 識が無 いユ ーザが操作可能な システム にす るために は,デ ータベース ソ

フ トの プログラ ミング言語を使用 してアプ リケー ションプログラムを開発 し,使 いやすい
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ユ ーザ イ ンタフェースを作成す る必要 がある。

② パ ソコ ンによ るデータベ ースで は,検 索効率 を上 げるために は,専 門分野やキ ーワー ド

等,検 索キー とな る特定 の項 目にそれぞれ1っ の フ ィール ドを割 り当て,そ の他の項 目に

ついて は,実 データを別 ファイルに置 くメモ型 データとす る必要があ る。

一方,デ ータベースを構築 す るに当た って,調 査票 によ り収集 したデータを コンビュー タ

へ入力す る作業 を人手 で実施す る場合 には,本 データベ ースの よ うに1名 当た りのデータが

多 い場合 にはかな りの経 費が必 要で あ り,特 に入力作業 を外部 に委託す る場 合にはその費用

が大 きな負担 とな って くる。

また,デ ータベースの内容 にっいて は,大 学等の理系学部 に調査対象を限定 してい るとい

うものの,極 めて専門的か っ広範囲 な項 目を含んで いること,調 査票への記入 に当た って は,

記入者 は手書 き,ワ ープ ロ文字等 自由に記入 で きるよ うな フォーマ ッ トとして いるために,

手書 き文字を第三者が コンピュー タに入力す る場 合には識字な どの点 での手戻 りも懸念 され

る。 このため,当 初 はパ ソコン等の市販の リレー シ ョナルデー タベース ソフ トでの システム

構 築を想定 して いたが,ス キ ャナ ーによる自動入力が可能 なイメー ジデー タが扱 えるデータ

ベー スシステムにっ いて も,検 討対象 とす る ことと した。

イメー ジデータを併用す るデータベ ースと,通 常のテキス トデータのデ ータベースの特徴

を表12-1に 示 す。

表12-1デ ー タ ベ ー ス の 特 徴

長 所 短 所 利 用 例

イ メー ジデ ー ◎スキャナによる自動入力 ・記憶容量が大 きい ・切抜 き型 デー

タの併用 が可能。 夕べ ー ス

・検索 項 目にっ いて は ,

・調査票原本が直接入力さ 別に入力す る必要あり

れ る。

・検索項目が限定 される

・すべ てのデー タを検索可 ・データは手で入 力 ・新聞社のデー

テ キ ス ト 能 にで き る(自 由度 が 夕べ ース等

デ ー タ 大) ・ソフ トウ ェ アへ の 依 存

度が大
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パ ソコン等 に よ りデータベースを構 築す る場合 は,市 販のデータベース ソフ トを利用 して

アプ リケー シ ョンプ ログラムを作成す るのが一般 的であるが,そ の操作性 について は前述 の

平成元年度 に行 ったモデル システムの検討で も明 らかなように,テ キ ス トデー タで も一 定の

制限が あ る。 と ころが,最 近,光 磁気デ ィス クシステムが手 ごろな価格で入手可能 とな り,

メモ リー容 量が大 きな イメー ジデータの利用 も身近 にな ったために,調 査票のデー タをイ メ

ージデー タと して と,ス キ ャナーで 自動的 に読み取 り,光 磁気 デ ィス クに記録す ることによ

り,デ ー タの人手 に よる入力が軽減 され る。 このために,シ ステム構築の総 コス トを より経

済化 させ ることが で きる。イ メー ジデータを併用 した システムを採用す ることと した。

そ して,光 フ ァイ リングソフ トなどの既存のパ ッケー ジソフ トを利用 して,若 干の カスタ

マイズ によ り必要 な システムの構築が可能であ り,し か も低廉な,ハ ー ド面で は通信機能な

ど システ ムの拡 張性 が あるシステム として,ワ ー クステー ションとファイ リング ソフ トを導

入す ることと した。

(1)調 査票の読 み取 り精度 ・プ リンターの打 ち出 し精度

システムの価格 を低廉化す るために,次 の様な点 にっいて考慮 した。

① 調査 票のサ イズをA4サ イズ以 下 とす る,,

② スキ ャナ ーの読み取 り精度 とプ リンターの打 ち出 し精度を必要最小限 にす る。

② にっ いて検討 した結果,イ メー ジデータが写真や,図 形 とは異 な り,対 象が文字であ

ることか ら,200dpiあ れ ば,現 行 とほぼ同程度の出 力が得 られ ることが明 らかにな った。

(2)記 録方式

イ メー ジデ ータの記録方式 と して,SCSI(SmallComputerSystemInterface)イ ン

タフェースの光磁気 デ ィス クを採用す ることと した。光磁気 ディスクの ファイル容量 は,

A4で 約1.6万 枚 の記憶容量が あ り,約2,000名 の データベースを収容す るには十分で あ

る。

(3)キ ー ワー ドの作成

前項のキ ー ワー ドの検討 によ り,キ ーワー ド一覧表 の作成機能 をソフ トウェアに求 める

ことと した。
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12.2.4人 材 情報 シ ステ ム の概 要

(1)ハ ー ドウ エア

項 目 仕 様 等

CPU 68030(20MHz)

処 理 速 度 4MIPS

メ イ ン メ モ リ 16MB

キ ャ ッ シ ュ (CPU内 臓)

増 設 メ モ リ 8MB

内 臓 デ ィ ス ク 250MB

デ ィ ス プ レ イ 17イ ンチ モ ノ ク ロ

ス キ ャ ナ ー A4200dpi(オ ー トフ ィー ダ付)

光 磁 気 デ ィス ク 5.25イ ンチ594MB

レー ザ ー プ リンタ B4240dpi

(2)ソ フ トウェア

操作 ボ タンを押 して メニ ューを開 くと,画 面 に ウィン ドウが開いて選択 リス トやサブメ

ニ ューが表示 されるプルダウ ンメニ ュー方式 であ る。

イ メー ジ編集

直線 ・自由曲線 線幅5種 ×線種4種

矩 型 ・円 ・楕 円 線種 ・ハ ッチ ング(10種)選 択可

文字入力 Wnn使 用 ・文 字種4種

そ の 他 矩形領域の移動 ・複写 矩形領域の白黒反転
消 しゴム機能

UNDO機 能 一つ 前の操 作のみ

イメー ジ表示

表示切 り替え フ ル画 面,1/1,1/4,1/16

ペ ー ジめ くり 1ペ ー ジず っ(1/4表 示の ときは4ペ ー ジず つ)
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イ メー ジ(文 書)検 索

文 書 管 理 キ ャビネ ッ ト・フ ォルダ ・文書の順 に階層化
(フ ォルダは4階 層 まで選 択可)

検 索 方 式 絞 り込み検索(フ ォルダの条件設定 によ り実現)

条 件 設 定 フ ォル ダ ・文 書 カー ドに そ れ ぞ れ テ キ ス トデ ー タで

入 力(最 大 半角32文 字,全 角16文 字)

完 全 一'致 ・部 分一 致 ・前 方 一 致 に よ る検 索

日付 ・数値 はニ・,〈,〉,≦,≧ に よ る範 囲設 定

一覧検索機能 フォルダ ・文書の検索条件一覧出力

文書編集

1文 書内でのペ ージ削除 ・複写 ・入れ替え ・分割可

複数文書間のペ ージ入 れ替 え ・結合可

(3)イ メージ検索

① 文書管理

文書管理 にっ いては,一 般 的なフ ァイル管理の要領で,キ ャ ビネ ッ トを定義 し,引 出

しを定義 した後 に文書 を作成す る。1文 書 に1枚 の整理 カー ドが付 き,1文 書 には複数

のペ ー ジを含む ことがで きる。

本 システムで は,個 々の調査票(文 書)に1枚 の整理 カー ドが付 き,下 図の ように,

8項 目の条件設定 がで きる。 その うち,4項 目の名前,フ リガナ ,日 付,メ モ欄 は条件

が固定 されて お り,4項 目が 自由に設定で きる。属性 は文字列,日 付,数 値が可能であ

る。調査票の項 目か ら,次 図の よ うに条件を割 り付 けることと した。

文書 カー ドの条件設定(1～4は 条件 固定,5～8は 自由に設定)

1

9
ム

q
O

九州太郎+キ ュウシュウタロウ

uOO69sOle23b50 =
91/3/1 コ

4[========]

名前,フ リガナ

大学,学 部,指 導経験

入力 日付(自 動 入力)

予備枠

生年(西 暦)

5

nb

7

8

十442十443十461十

k1234p1235y1236t1297kl238

k1234P1235y1236]297F1238

k1234p1235y1236i1297R1238
]
コ

一

「

}

㎜

…

…

…

}

半 角32文 字(全 角]6文 字)
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テ クニ カ ル キ ー ワー ド3



② フ ォルダー作成

絞 り込み検索 にっいて は,フ ォル ダーによ り行 う。

フォルダーにっいて は分類的な使い方 と,検 索 的な使 い方がで きる。分類的な使 い方

の場合は,4段 階 まで階層的 に指定す ることがで きる。

検索的な使い方で は,メ ニ ュー画面 により検索 項 目を指定す る。

テ クニ カルキー ワー ドによ る検索で は,完 全一致 ・部分一致 ・前方一致に よる検 索が

可能で あるため に,キ ー ワー ドに同一 の単語が含 まれてい る場合 は検索が可能であ る。

で始 ま る

を含む

と等 しい

前方一致

部分一致

完全一致

以上

よ り大 きい

等 しい

≦

<

以下

より小 さい

≧

〉

また,検 索効率 を良 くす るためには,キ ー ワー ドの体系化が必要で ある。前述 のキー

ワー ドの作成手 順2を 本 システムで行 うには,パ ッケー ジソフ トウェアにその機能がな

いために,カ スタマ イズす る際 にテクニカルキー ワー ドの ソー ト機能を付加す ることと

した。

問題 は,同 義語,類 義語 の検索 の場合で,検 索効率を上 げるためにはシソーラスを整

備す る,同 義語,類 義語検索機 能を付加す る等 を検討す る必要があ る。

一方,検 索性能 にっ いて は,シ ステムを運用 してい く中か ら明 らかにな って くる面 も

想 定 され る。

この点 について は,技 術相談員 が本 システ ムを実際 に運用 してい きなが ら,検 討 す る

ことが望 ま しいと考 え られ る。

③ 一 覧検索機能

フ ォルダー一 覧表,文 書一 覧表,文 書の印刷が可能であ る。

12.3今 後 の 課 題

(1)九 州地域の情報化を推進す るため には,個 人情報 の保護 に留意 しつっ,デ ータベ ースの流

通を図 り,技 術相談 ・技術協力 ・共 同研究な どの活動を更 に活性化 させてい くことが大切で

あるが,具 体的には

① 地域情報セ ンターとの ネ ッ トワー ク化を図 ることによ り,九 州地域の産業技術の発展 に
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寄与す る ことが期待 され,そ の中核的 なデ ータベ ースの一 つが人材 データベ ースとな る こ

とか ら,人 材 デー タベースを相互 に利用で きる機能を検討,開 発す る必要が ある。

② 通商産業省等 で調査が実施 されて いる 「九州北部研究学 園都市構想」や 「九州 アジア研

究学園 ゾー ン構想 」が ネ ッ トワー ク型を指 向 して いることか ら,人 材 データベ ースの活用

が重要視 されてい る。

③ 九州地域の6つ のテ クノポ リス地域相互 間の交流を促進す るために 「九州 テク ノネ ッ ト

ワー ク構想 」が検討 されてお り,そ の中で人材デ ータベースの必要性が指摘 されてい る。

以上か ら今回作成 した人材 デー タベ ースを管理運用 す る働九州産業技術セ ンターにおいて

「デー タベー ス運用要領 」を作成す るとともに,こ れ らに対応で きるよ う組織 体制の整備

を図 る必要が ある。

(2)今 回 は九州地域の大学研究者等 を短期間でデータベース化 した こと もあ り,調 査票 の回収

率が,国 立 大学の工学部で は80%の 高率 とな ったものの,全 体 と して約53%で あ り,更 に調

査票の拡充 を図 ると ともに公設試や企業等の技術者,研 究者 にっ いて もデー タベース化す る

とともに 収録範囲 も拡大 し,デ ータベースを拡充 して い く必要があ る。

(3)今 後必要 とされ る経費 は上記(2)の ほか,人 材情報の提供のため にの費用 と して,230万 円

/年(設 備 費,デ ータ入力費な ど),デ ータベ ースの更新のための費用 と して110万 円/年

(3年 ごとに更新す る場合)合 計340万 円程度の経費が毎年必要 とな り,人 材データベ ース

事業展 開に当た り平成3年 度以降の予算措置及 び人員配置等 にっ いて,検 討す る必要が あ る。

また,デ ー タベー ス システムの構築をよ り効率的にす るため原稿読み取 りの完全 自動 化等

を検討す る必要 があ る。
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13海 外向け国内先端技術分野中堅企 業情報

英文データベース構築

コム ラ イ ンイ ン タ ーナ シ ョナ ル 株 式 会 社





13.海 外 向け国 内先端技術分野中堅企業情報英文データベース構築

13.1概 要

13.1.1目 的

日本で経済 ・産業情 報を英文で過去4年 にわ た りDialog,BRS,DataStar等 の ネ ッ トワ

ー クを通 じビジネス情報 フ ァイルを通 して提供 して きた コムライ ン社 の経験で ,今 海外の デ

ータベ ース利用者が 日本か ら欲 しい情報 として よ く耳 にす るものの一 つは,先 端技術 を もつ

日本の中堅企業 に関 す るデータで ある。

日本の企業情報 は東証 一部,二 部 に上場 して いる企業 の場合 は,さ まざまな ソースか ら既

に情報の入手が可能 であ るが,中 堅以下 の企業情報 は,高 価にっ く個別調査(信 用調査等)

を除 いて は,海 外の 企業に とって非常に情報の入手が困難 である。 この ことは,意 図的で は

ないにせ よ,日 本か ら海外 への情報提供 システムの不 備 と指摘 されて もやむを得 ないと ころ

である。

本デ ータベ ースの構築 は,こ うした海外の 日本情報 のニーズの中で も特 に企業情報 につ い

てのニ ーズに着 目 し,海 外の利用者の立場 に立 った先端 技術分野を中心 とす る日本の中堅企

業情報英文デ ータベ ー スを需要 に対応 して提供す る ものである。 また構築 された企業情報デ

ー タベ ースは
,実 用 的なデータベ ースと して,海 外の企 業が容 易にア クセスで きるよ うに,

国内 ・海外の デー タベー ス業者 を通 して積極的 に流通 を図 ることを 目的 として いる。

13.1.2構 築 内容

本 データベ ースで は,日 本の中堅 クラスの企業情報 を収集 し,英 文での データベ ース化を

図 るが,作 成 したデー タベースが 日本語 ではな く英語 とい うこと もあ り,デ ータベ ース構築

上の効率化 を考慮 に入 れ,た だ単 に企業情報 をデータベース化 したのではな く,あ る程度,

産業分野別 に的 を絞 った企業データベースの構築を 目指 した。収録 の企業 を産業別 に分 けた

ことによ って将来的 なデー タベースの拡張 ・充実を図 ることが可能 とな るで あろ う。

本企業情報 データベースを構築す るに当た って,以 下 の項 目を満た して いる企業 を対象 と

してデータベ ースの編 集 ・構築 を した。

・会社の規模 と して は中堅企業 やた とえ小企業で も先端 的技術分野 に係わ る もの など

※通常の手段で は情 報を得 に くい部分 に特 に重点 を置 く
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・話題性 の高い企業

※主な判断基準 としては,過 去2年 以内 に国内の一般紙,業 界紙 な どに企業紹介か,そ

の企業の扱 って いる商品 ・製品 ・サ ー ビスにっいてなん らかの形 で紹介 ・掲載 されて

いるとい うことを 目安に し,こ うした企業をで きるだけ含め るように した。

13.1.3収 録内容

収録の業種 は,日 本の産業の中で も世界的規模で活躍のめ ざま しい業種で,い わゆる知識

集約的産業 と した。業種 は以下の とお りであ る。

・バ イオ テクノロジー関連

・製薬 ・医療機器関連

・化学薬品関連

・新素材関連

※ データベ ースに収録 した企業 は 日本の企業が中心 であるが,外 資系企業の 日本子会社

も収録 した。

デー タベースの収録内容 は,た だ単 に企業 名 と住所,会 社役員名の収集収録 に留 まらず,

海外 の企業 が利用す るに当た って必 要 とな り得 る情報の収録 も目指 した。デ ータベース収録

デー タの内容構成 は以下 と した。

・英文 会社 名(機 関名)

・日本語会社名(ロ ーマ字読 み)

・所 在地

・電 話番号,フ ァックス番号

・主 要な事業 の説明文を,60ワ ー ド程度で作成

・業種分類名 ・業種分類 コー ド・海外での使用に対応す るためSICコ ー ド(米 国政府の

標準産業分類 コー ド)を 使用 し各企業 に付加 した

・設立年月 日

・資本金

・社員数

・関連会社(親 会社 ,子 会社,出 資者,所 轄機関,関 連機関)

・代表者名

・海外担当者名(役 職)

・取引銀行

一・144一



・過 去3年 間の売上規模

・デー タ更新 日

・当該企業関連記事の紹介(記 事 タ イ トル
,掲 載 日,掲 載紙)

13.1.4実 施体 制

企業情報 デー タベースに収録 した企業のデー タは基本的 にすべて コムライ ン社の報道部が

担 当 した。

(1)企 業情 報収集 ・編集

コムライ ンイ ンターナ ショナル株式 会社

・報道部

企業 データ収集業務3名

・編 集部

デー タ英文化 ・イ ンデ ックス業務3名

(2)パ ー ソナル コ ンピュー タ用 データベ ース検索 システム作成

コム ライ ンイ ンターナ シ ョナル株式会社

・デー タベース部

検索 システム開発1名

13.1.5編 集手順 ・方法

日々,日 本の経済 ・産業ニ ュースをモニ ター してい る当社報道部 との協力によ って前述の

要求項 目を満 たす企業を探 し,英 文記事 を作成す る日常の作業 と平行 して企業情報の データ

ベースを作成 した。

コムラ イ ン社の報 道部 は,毎 日の記事編集において 日本の産業情報 をモニ ター し,最 先端

の研究 開発や話題性 の高い企業 を記事 と して紹介 して いるので,企 業情報収集に はコムライ

ン社の 中で も最適の部署 であると考え られた。 また,コ ム ライ ン社の報道部が企 業情 報の収

集 に加 わ ることによ ってデータ収集時に コムライ ンの経 済 ・産業記事 を添えて企 業に送 るな

ど して,取 材 された企業か らの協力 も得 られ やす いとい う利点があ った。

今後,企 業 データ特 に関連記 事の蓄積 ・更新 は当社通常業務 と してパ ソコン上で図 り,更

新す る各企業のデー タは毎年1回 とす る。
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13.2検 討(実 施)結 果

13.2.1予 想 され る効果

本 データベ ースによ って構 築 された企業 データベ ースによって期待 され る効 果 は以下の と

お りであ る。

・(財)デー タベース振興 セ ンター(DPC)の 委託事業 と して開始 した本企業デ ータベ ース事

業 は,民 間 レベ ルでの中堅規模の企 業を収集 したデータベ ー ス構築 に弾みがっ き,日 本国

内で現在 までに まだ英文化 されて いない企業情 報や信用情報 などの情報サ ー ビスの英文化,

デー タベー ス化を うなが し国際的 な流通を促進す ることになる。

・海外の データベー ス利用者,例 えば ジ ョイ ン トベ ンチ ャーのパ ー トナーを探す企 業あ るい

は有望 な投資先 を探す投資家,証 券会社等 を中心 に幅広 い利用層が見込 まれ る。利用 の形

態 としては,パ ー ソナル コ ンピュー タ上の データベ ースと して利用が望 め る他,国 内 ・海

外 のオ ンライ ンデー タベ ース上でのサー ビス展 開が考え られ る。

・デー タの利用頻度 について は,最 近の 日本情報 にっいての需要か ら予想す るとか な り高 い

もの とな るであろ う。利用の用途 と して は,日 本の産業情報を さまざまなデ ータベ ースで

検索 した後や,一 般的な取 引業務上必要 とす る日本の企業情報のア クセスの ために利用が

見込 まれ る。

・作成 した本企業 データは日本 の先端技術分野 中堅企業のデータの ご く一部 のみであ るため,

継続 して追加編集が望 まれ る。最終 的には3万 社程度の企業データベースの構築を3年 以

内に 目指す。作成 された本デー タベー スは最終 的規模の約10分 の1で あ るが,収 録の対象

とな る企 業は海外で も頻繁 にアクセ スされ る分 野の企業で あ り,デ ータベ ースサ ー ビスと

して初 年度か らビジネスベースで成立 しやすい。

13.2.2国 内の データベ ース

オ ンライ ンデータベ ース化 した場合,国 内で は コムライ ン社が直接提 供 して いるCOM

-NETオ ンライ ンデータベースのユーザ約300社 を含め ,COM-NETの ゲ ー トウェ

イ先で あ るエ ヌ ・アイ ・エ フ社提 供のNIFTY-Serveの 利用者約10万 人の利用が可能

とな る。COM-NETの ユーザ はその ほとん どが外 資系の利用者か外国か らの ア クセス

であ るが,NIFTY-Serveの 場 合は,10万 人の国内ユ ーザと,米 国 か らは世界最大の

パ ソコ ンネ ッ トワー クComPUSCrveの 利用者か らのア クセスが同時に可能 とな る。 また他

の国内DBに 対す るゲー トウェイが計画 されて お り,数 年以 内にかな りの利 用者が見込 ま
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れ る。

13.2.3海 外 の デ ー タ ベ ー ス/CD-ROM出 版 社

海 外 の デ ー タベ ー スネ ッ トワー ク と して は,現 在 コム ラ イ ン社 が 既 に 記事 情 報 の提 供 を

して い るDialog,BRS,DataStarを 始 め,Textline等 の ネ ッ トワー ク に対 して の デ ー タ

の 提 供 が 考 え られ る。 ま たCD--1'〈OM化 や 出版物 と して の 可能 性 も高 く,委 託 先/編 集

著 者 で あ る コム ラ イ ン社 が 多 方 面 に交 渉 を開 始 して い る。

13.3今 後 の 課 題

今回の英文企業デ ータベ ース作成 プロジェク トによ り当社が データベース化 で きたの はバ イ

オイ ンダス トリー,ケ ミカル分野の企業約2,300社 である。要 した人員 はデータ収集要員3名,

英文化作業兼 データ入力要員3名,デ ー タベースプログラム担当要員1名 とい う当初考えて い

たよ りは手間 と時間のかか る作業であ った。

しか し,今 回なん とか完成 にこぎっけ一段落っ いた ことにより,デ ータ収集 か らデータベー

ス完成 までの一連の作業手順 を当社に定着 させ ることがで きた ことは大 きな成果で あ ったとい

え る。

今後 は引続 き収録企業数 を拡大す ると同時 に収録企業 デー タの更新作業 を行 って い く予定で

ある。対象 とす る企業 は今回手の まわ らなか った分野(エ レク トロニ クス,通 信,コ ンピュー

タ,機 械な ど)に 広げ ることを当面の 目標 としてい る。

また,今 回完成 した2,300社 にっいては当社が既にゲー トウェイ接続 を行 って いる海外の ロ

イター,DataStar(ヨ ー ロ ッパ最大手 のデータベースサ ー ビス)等 とのデータベ ースネ ッ トワ

ー クとデー タ提供契約 を積極的に推 し進 め海外か らのアクセスを容易 に し,現 在高 まりっっあ

る海外で 日本企業の情 報が得 に くい との声 に対 しての 日本国内か らの対応努 力と して示 してい

く計画であ る。

今回取 り上げた様 なテーマ は有用 な ものであ りなが ら初期投 資にかな りの金額負担 があ り,

もし委託 プロジェク トと して認め られていなければ当社一社 では踏 み切 る ことので きない もの

であ った。 幸 い㈱ デー タベース振 興セ ンター委託プ ロジェク トと して 中核 となる部分が完成で

きたことは非常に意義 深 い ものがあ り,当 社と しては,今 後 当該 データベ ースの更な る改善 と

拡張を図 りなが ら日本企 業の国際交流促進の一助 となるよ うな充実 した もの と して いきたい。
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14海 外規格(ソ 連邦 国家規格)デ ー タベース

の整備

日本電子計算株式会社





14.海 外 規 格(ソ 連 邦 国 家 規 格)デ ー タ ベ ー ス の 整 備

14.1概 要

14.1.1目 的

規格 情報 は各種 の製 品の安全性,互 換性,一 定の性能 などを確保す ると ともに,品 質の向

上及 び コス ト削減を 目的 と した規格 ・基準 に関す る情報であ る。 コンピュータの めざま しい

進歩 によ り,規 格情 報 のデータベー ス化 のニーズが高 まるとと もに,各 国の規格情報 の流通

は国際 貿易,技 術革 新の進歩の面か らます ます重要 とな って きた。

この よ うな状況下 において,最 近の ソ連邦 ・東欧圏の活発な経済活動 に即 した規格情報 の

データベ ースの構築 と整備が急務 である。

今回,と りわ け入手 が困難 とされ るソ連邦 国家規格(GOST)の 普及を 目的 に,海 外規

格デ ータベ ースの プ ロ トタイプの構築 と整備 を実施す る。

14.1.2実 施内容

(1)情 報 収集

① 現状調査

GOSTの 作成要領,入 手方法,問 題点 などを調査。

② 関連情報の収 集

日本規格協会 にあ る資料及び南川 デー タベースを使 った文献検索 などでGOST関 連

の情報 を収集。

(2)デ ータベ ース

① システムの検討

規 格情報 の検索方法,提 供方法及 び システムの機能 にっいて,シ ステム検討,分 析。

② 項 目の検討

GOSTの デー タベ ース に必要 な項 目を検討。

(3)デ ータの整備

① デ ータ作成方法 の検討

GOSTの 規格票 か らデータベースに効率 よ く取 り込むため に,必 要 デー タの取 り出

し方法 を検討。
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② デー タの作成

前項① に基づ き,デ ータを作成。

(4)デ ー タベース システムの作成

① キー ワー ドの検討

GOSTを 検索す るために最適 な キーワー ドを どのよ うな形で与え るかを検討。

② シス テムの作成

GOSTを 検索 ・出力す るための システムを作成。

14.2規 格 票 の 入 手 と 評 価

14.2.1規 格票 入手 の現状 ・問題点

GOSTは 強制規格で あるに も係わ らず,日 本 でその情報を入手す ることが難 しい6日 本

で は最新 の規格票 を保管 して いるの は唯一,財 団法人 日本規格協会(JSA)の 海外規格 ラ

イブ ラ リー(東 京)だ けだか らで あ る。

しか し,規 格番号によ る問い合 わせ な らJSAで 対応で きるが,テ ーマなどによる問い合

わせ にはJSAで は対 応で きない。 なぜ な ら,GOSTに は最新 の一 覧表 はな く,規 格票そ

の もの しかな いか らであ る。 このため,テ ーマなどによる検索の場 合は利用者 は直接JSA

の海外規格 ライブラ リー に出向いて規格票 を調べ なければな らない。 ところが,規 格票 を一

つ一つ調べ るのは大変な上 に,地 方 の 利用者 は簡単 に海外規格 ライ ブラ リーに出向けないと

い う問題が あ る。

14.2.2整 備 の方針

日本の ど こか らで も必要 な ときに誰で もす ぐに簡単 に調 べ ることが で き,求 める規格票を

で き るだけ早 く入手で きるよ うにす る。

(1)規 格 番号 の検索

JSAに 一 番多い問い合 わせで あ る。規格番号 を入 力す るとその規格の概要が分かるよ

うにす る。 また,分 か って い る規 格番号が不完全で もあ る程度検索で きるよ うにす る。

(2)主 題検索

規格 の内容か ら検索で きるよ うにす る。

(3)規 格 票の即時 入手

検索 した規格の規格票 を即座 に入手で きるよ うにす る。
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14.3デ ー タ ベ ー ス の 内 容

14.3.1必 要項 目

規格票 がデー タのすべて とな るため,原 則 と して規格 票の項 目を必要項 目とす る。ただ し,

ロシア語 で記述 され た部分 は文字が出力で きな いだけでな く,一 般 に理解 で きる人 は少 ない

ため,英 語,数 学,記 号の部分 だけをデータ とす る。 また,図 の部分 はデータの入 力方 法の

違 いな どか ら今回 は見合わせ ることにす る。

14.3.2キ ー ワー ド

誰 もが簡単 に検索で きるよ うにす ることを念頭においてキー ワー ドの付 け方 を検 討す る。

(1)自 然語 キー ワー ド

内容 に即 したキ ーワー ドを付 けることは重要 な ことであ るが,人 が規格票 を読 んで最 適

なキー ワー ドを付 ける形を とると処理 時間が非常 にかか り,少 しで も早 く情報 が欲 しい と

い う利用者 の要 求 に応え られな い。 また,規 格 票が ロシア語 で記述 され てい るため、読 ん

で 内容 を理解 で きる人が少 な いこともあ り,今 回は人手 を介 さないでキー ワー ドを付 け る

こ とにす る。

(2)キ ー ワー ド切 り出 し方の単純 化

自動的 にキー ワー ドを付 る場合,デ ータの中に含 まれてい るハ イフ ンやスラ ッシュな ど

の特殊文字 をどのよ うに扱 うかが問題 にな る。 それ らの特殊文字が重要 な意味 を もっ場 合

もあ るか も しれないが,誰 もが簡単 に使 え るよ うに規則 を簡 単に して 「空 白又 は特殊文字

で キー ワー ドを切 り出す ことに し,原 則 と して特殊文字 はキー ワー ドに含 めない」 ことに

す る。

(3)規 格番号検索 に適 したキー ワー ド

規格番号が正確 に分 か らない場 合など,規 格番号の一覧が見れ るよ うなキ ー ワー ドも追

加 す る。

14.4検 索 シ ム テ ム の 機 能

14.4.1孝 実索機 育巨

1単 語又 は複 合語の完全一致検索の ほか に,前 方一 致,後 方 一一致,前 後一致,中 間一致検

索 もで きるよ うにす る。 また,項 目をll正促 して検索 で きるよ うにす る。
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検索条件を組み合わせる場合は論理演算子(論 理積,論 理和,論 理否定)を 使 う。

14.4.2出 力機能

全項 目を単 に出力す るだけで な く,タ イ トルー 覧表 など表形式の出力 タイプ も用 意す る。

出力時 に分類番号順 な どで並べ替 えて見やす くで きるよ うな並べ替え機能 を用意 す る。

また,通 常 はオ ンライ ン出力で十分 であ るが,大 量 出力やSDI出 力の ときにホ ス トコ ン

ピュー タで出力で きるオ ンライ ン出力機能 を備え る。

14.4.3検 索補助機能

検 索式を保存す る機能,保 存 検索式を いっで も自由に呼び出せて実行す る機能,キ ー ワー

ドの一覧表示 をす る機能な どを用意す る。

14.4.4SDI機 能

あるテーマにつ いて常 に最新情報が 欲 しい場合,自 動的 に最新情報が送 られて くれば非常

に便利で あ る。 そ こで,そ れがで き るよ うに検索式 を登録で きるよ うにす る。

14.4.5オ ーダ ーエ ン トリー

検索 した結果を基に して,オ ンラ イ ンで利用 して いる端末か ら直接JSAに 必要 な規格票

を注文 で きるよ うにす る。JSAで は毎 日注文結果を見て,注 文があれば大至急規格票 を発

注者 に送付す る。

この機能 はオ ンライ ン検索の コマ ン ドの一つ と した方が使 いやすい と思 え るが,今 回は簡

単のため に検索 システ ムと切 り離 して作成す る ことに した。

14.5デ ー タ ベ ー ス の 作 成

14.5.1デ ー タの作成

デ ータの入力 と して 「規格票の転 記 シー ト」を作 り,一 つ一 つ規格票か ら必要項 目を転記

シー トに転記 して,そ れ をパ ンチす る方法 を採 った。 データのチ ェ ックはパ ンチア ップ した

データをホス トコンピュータで行 い,誤 りが あ った場合,修 正用紙でデータを訂正 し,再 び

ホス トコンピュータで チ ェックす る ことと した。
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14.5.2検 索 システムの構築

14.4で 検討 した検 索 システムの機能 を実現す るシステムを構 築 した。

14.5.3デ ータベー スの作成 及びテ ス ト

作成 したデー タをデー タベース化 し,仕 様 どお り作動す るか,ま た実用 に耐え られ るもの

かな どを検討 した。

14.6今 後 の 課 題

14.6.1ROOTシ ソーラスによるキーワー ド

自然語 によるキー ワー ドだ けで は検索す るとき少 しで も洩れが ないように,考 えつ くさま

ざまなキーワー ドを入力 しな ければな らないが,ISOのROOTシ ソーラスに沿 って キーワー

ドを付 けると洩れの少ない検索 とな る。

しか し,人 手 を介す るとデー タベ ースの迅速性が失 われて しま うので,規 格 票作成時 に

ROOTシ ソー ラスによ るキー ワー ドを記載 してGOSTの 普及 を図 るよ うソ連邦 に働 きか ける

必要があ る。

14.6.2デ ータベ ースの 日本 語化

誰 で も簡単 に利用 で きるよ うにす るために は,日 本語で検索 で きるよ うにす ることも重要

であ る。完全 な形で 日本語 に翻訳す るにはかな りの時間と労 力が必要 となる。そ こで,迅 速

性 に重点 を置いて機械翻訳で 日本語化 し,キ ー ワー ドの充実 を図 る必要が ある。

14.6.3フ ルテキス トの提供

規格票 は早急 な入手が求め られ る。データベ ースが フルテ キス トな ら,オ ー ダーエ ン トリ

ーす る必要 もな く
,す ぐその場で規格票の内容を見 ることがで きる長所があ る。

しか し,図 表が扱えな い場合 はフル テキス ト提供のメ リッ トはあ ま りな いことにな って し

ま うので,技 術面,運 用面な どを よ く考慮 して,オ ンライ ンだ けでな く他の媒体を含 めて よ

く検討す る必要があ る。
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14.6.4デ ータ作成の機械化

データの作成を転記 ・パ ンチす る方法で は作成 時間がかかるだ けでな く,デ ータに誤 りが

生 じやす い。そ こで,OCRに よ る規格票 の読み取 りを行 うなどデータの作成部分の機械化

を図 る必要が ある。

一154一



15政 府 開発 援助(ODA)に 関 す る

デー タベ ースの構 築調 査

財団法人 日本 国際協力システム





15.政 府 開 発 援 助(ODA)に 関 す る デー タベ ー スの構 築 調 査

15.1目 勺白

わが国の政府開発援助(ODA:資 料編1参 照)は,1977年 の第一次中期 目標 の設定以来着

実 に拡大 してお り,1989年 にお ける援助 実績 は総額(支 出純額 ベ ース)で89.6億 ドル(1兆

2,358億 円)と な り,援 助供与国 中期第一位を占めるに至 った。

こう したわが国の政府 開発援助 事業の実施状況,援 助実績等 は,各 種の資料,報 告書等 にま

とめ られ,ま た主要な実施機関の事業実績にっいて従来か らも年報等の形で公表 されてお り,

これ らの文献情報 も広 い意味で一種の データベースといえよ う。 しか しなが ら,関 係 各機 関 ・

各団体 が個別 に保有 して い る援助実施情報や途上国 に関す る種 々の基本情報 にっいてみ ると,

現状 においては必ず しも相互利用が十分 に行われて いるとはいえず,各 機関 ごとの利用 が中心

とな ってい る。 したが って,こ れ らの一元的利用体制 は未だ整備 されて いない状況にあ るとい

え よう。

近年 におけ る開発途上 国か らのわが 国に対す る援助要請 は多様 化 しっっ あ り,技 術移転等 の

内容 も高度 化 して いる状 況にあ る。今後,わ が国の政府開発援助 をよ り一層効果的,効 率 的に

実施 してい くためには,適 切 なデー タベースを編成 し,関 連 情報の整備 と相互利用を促進 す る

ことが重要 な課題で あ る。

当財団 と しては,本 件 デー タベース構築調査に当た り関係機関における,コ ンピュー タを活

用 した情報 の整備 と相互利用状況 の把握 を念頭に置 き,外 務省,国 際協 力事業団(JICA)

を中心 とす る,わ が国 の政府 開発援助 関係機関における システ ムの概要調査 を実施 し,そ の利

用状況を把握 す ることと した。 この結 果,総 合的かっ大規模なデー タベース システムの編成 に

っ いて は関係省庁,国 際協力事 業団が中心 とな って これを行 うことが適 当で あ り,当 財団 と し

て は,当 面の業務処理 に中心を置 き,最 も優先度 が高 くかつ,情 報処理 システムの構築効果が

大 きいと考え られ る部分 か らシステム編成 を行 うことが効果的であ るとの結論 をえ た結果,二

国 間贈与事業の うち資機 材供与 事業に係わる情報の整備 を図 り,業 務情報 データベ ースを構築

す るための基本構想 を策 定す ることと した。
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15.2政 府 開 発 援 助(二 国 間 贈 与)に 関 す る

デ ー タ ベ ー ス ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム

本章 においては,ま ず政府開発援助(二 国間贈与)に 関す るデータベ ースネ ッ トワー クシス

テ ムに関 して,外 務省,国 際協力事業団 を中心に実施 した政府開発援助関係機関の関連情報の

利用状況,シ ステム化の実態調査を基 に,そ の相互利用の可能性,意 義を分析 した上で,対 象

とな るシステムの全体像 を提案 し,具 体的 なデータベース システムの構築 イメー ジを概観 して

いる。

現在国際協力事業団等の関係機関 において は固有の情報 システムを構築すべ く検討中あ るい

は システムの開発中の ところ も多 く,し たが って一部機関 を除 き,将 来の情報 システム像の う

ち国際協力事業団やその他の機関,団 体 の多 くは,今 後本格的 な システム編成に着手すべ く計

画中の段階にあ ることか ら,本 データベ ース構築に当た って は,こ れ らの関係各機関の今後の

動向を把握 し,シ ステムの整合性 を常 に考慮 し,調 整を図 って い くことが重要である。

データベー スネ ッ トワー クシステムの基本段階 と して,今 回 の調査 に基づ くシステム化 コ ン

セプ ト及 びシステム構成要素 を述べ る と以下の とお りとな る。

15.2.1シ ステム化コンセプ ト

これ らのシステムの構築に当たってのコンセプ トとしては,以 下の点が挙げられよう。

① 事業実施の効率化,的 確化

② 事業実施に伴う情報の総合的,一 元的把握と関係機関間における相互利用の促進

③ 事業の分野 ・部門 ・事業形態別/地 域別/国 別管理 と実施状況の把握

④ 開発途上国に対す る技術移転に関する情報の蓄積 と利用

⑤ 事業実施に伴う計画 課題 問題点,対 処に当たっての的確な情報の提供による事業実

施体制の強化

⑥ 情報伝達機能の大幅な強化

⑦ 海外事務所 プロジェク トサイ ト,派 遣専門家 調査団,協 力隊員,研 修員に対す る技

術情報の提供,連 絡支援,情 報交換

⑧ 外務省等の援助政策策定に当たっての実施情報の提供

⑨ 他の援助実施機関による事業実施に当たっての効果的な事業調整と必要情報の提供,相

互利用

⑩ 国際機関,国 際開発金融機関,他 の援助供与国の援助動向,実 績の把握
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⑪ 開発途上国の技術水準 技術開発 援助受入機関のニーズ等,相 手国側の実態の把握,

支援強化

15.2.2シ ステム要素

本項 にお いて は,調 査を通 じてえ られ た意見 ・要望 を基 に,デ ー タベースシステム像を イ

メー ジ した(図15-1)。 ただ し,国 際 協力事業団等の関係各機関,団 体の システム対象業

務 の内容及 び将来計画の詳細 にっ いては把握 は困難で あ るが,本 基本構想 の策定 に当た り必

要 な部分 にっ いて はそれ ぞれ の機関,団 体の システム化 に合わせ将来的に調整 を行 って い く

こととす る。

システム要素 と して は,大 きく分類す ると以下に述べ るよ うに(1)プロジェク ト系,(2)OA

系,(3)サ ー ビス系,(4)外 部 データベース系の4っ の要素 を設定で きるであろ う。 また,個 々

の要素について は,既 に システム化 された稼働 してい る部分 と,シ ステム化 に当た って今後

必要 とな る要素 とを検討 した。

なお,当 財 団によ るデータベースシステムは,当 面 開発の中心 を効果的なプ ロキュアメ ン

トデ一 夕ベース システム(機 材調達管理)の 開発を行 う方 向で,こ れ らを中心 とす るネ ッ ト

ワー クシステムを推進す る計 画である。

15.2.3将 来への発展形態

ISDN,衛 星通 信な どのネ ッ トワーク技術,マ ルチ メデ ィアデータベ ース(MDB)技

術等の進歩及び普及 に伴い,近 い将来情報通信 システ ムにイメー ジ,画 像,映 像処理 を取 り

入れ る ことが可能 とな る。一方,人 工知能の分野で は,認 識技術,エ キスパ ー トシステム,

自然言語処 理,機 械翻訳等の技術開発 によって,よ り使 い易 いコンピュータ ・端末機 が開発

され る とみ られ る。

図15-2に,シ ステムの発展形態を示す。

(1)第 一期(90年 代前半)

関係各機関 ごとにそれ ぞれ個別のデータベ ース化が推進 され,事 業実施上関連す る機 関

との間で,LANを 構築 し業務処王‖iの機械 化を行 うと ともに,情 報の蓄積 と一層のOA化

を図 り事務 の効率化 ・省 力化 を実現す る。 資機材データベー スにつ いて は,国 際協力事業

団の システムの進捗 に合 わせ,当 初の段 階よ り接続 し一 体的 な システム とすべ く調整す る。

(2)第 二期(90年 代後半)

第二期 において は,第 一期 の個別LANを 相互にWANで 結 び,広 域化を推進す る。 ま
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た,マ ルチ メデ ィアデー タベース(MDB),ISDNの 利用 によ り画像処理技術の導入

を図 る。

① 広域 ネ ッ トワーク化によ り,各 関連機関の データの共有化 を図 り,適 正でかっ効率 よ

い事業 の展開 を図 る。

② 地域 別/国 別事業実施 に関す る情報 を,よ り的確 な状況で把握 し,そ の地域 によ り一

層適切 な協 力を実施す ることが可能 となる。

③ 画像処理技術の導入によ り,製 品のイメー ジ立体表示及 び回転表示が可能 とな り,ア

タ ッチ メン トの選定,途 上 国の利用者 に分か りやすい保守 マニ ュアル,操 作マニ ュアル

の製作等 に際 して利用が可能 であ る。

④ 音声技術の利用に より,電 話等 を利用 しての照会,機 械性能の確認 フ ァクスによる

故障箇所 の修理 ・操作指導 も可能 となろ う。

(3)第 三期(21世 紀)

人工知能技術の利用 により,情 報 システムの機能の向上 ・高度化を推進す るとと もに,

衛星通信 によ る国際間 ネ ッ トワー クの構築,広 帯域ISDNの 利用及 び映像処理を組み合

わせて,

① プロジェク トの活動状 況記録

② 資機 材の利用状況記録

③ 資機材 の利用方法の解説 故障箇所 の修復

④ 途上 国に対す る関連基礎情報,実 績等 の提 供

⑤ テ レビ会議 打合わせ

⑥ 開発途上国 に対す る協力情報 の蓄積,総 合管理 と利用

等に役立て る。
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15.3資 機 材 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム

本章で は,第1章 で述べ た政府開 発援助(二 国間贈与事業)に 関す るデー タベースネ ッ トワ

ー クシステムの将来像 及 び段階的な システムの構築構想 並び に資機材情 報に関す る ヒア リング

調査結果 を受けて,当 面最 もシステ ム化が急がれ,そ れによ る効 果が非常 に大 きい と見込 まれ

る資機材供与事業 に関す るデータベ ース(資 機材データベース システム(図15-1の 二重線及

び図15-2の 第一期の網掛 け部分))の 基本構想 にっいて述べ る。

15.3.1資 機材関連デ ータの現状 と課題

資機材供与事業にお ける供与機材関連の情報 に限定 して も,現 在 は多数の機 関 とその部署

が係 わ ってお り,そ れぞれ個別 にパ ーソナル コンピュー タ等の利用 による業務処 理を行 って

いる。

また,調 査 を実施 した範 囲で は,開 発途上国 に対 し過去 に供与 した資機材 に関 す る詳細 か

っ系統的な情報 は,対 象情報 が膨大 になることか ら十分 に整備 されてい る状況で はない こと

か ら,資 機材の アフターケア,フ ォローア ップを行 う際 に情報の収集,整 理 対応策 の策定

に当た り,古 い供与機 材 は仕様等 の把握が困難 となるケース も一部 にみ られ,部 品の供給 ,

メ ンテナ ンス,修 理等 に当た り支障 となってい る。

近年,被 援助国か らの要 請 は広範で多岐にわた り,機 材の種別,内 容等 も高度化 して きて

お り,要 請を充足す る機 器仕様や機材内容の分析,資 料収集 に多 大の労力を要 して いる。 ま

た,供 与機材 の保守,部 品,消 耗 品等 の入手,仕 様書,製 造企業,型 式,価 格,契 約状 況等

の管理 情報 の蓄積,操 作 ・保守 マニ ュアル等の整備 ,第 三国調達 の実施 に当た り,機 材情

報 の収集,現 地代理店 の活用等の 資機材 供与事業 を効果的,効 率的 に実施す る上 にお いて,

この資機材情報のデー タベ ースを構築す ることは急務 といえ よ う。

15.3.2シ ステム化の 目的

(1)資 機材 仕様情報の一元 的管理

費機材仕様等 に関す る情報 を一元 的に管理す ることによ り,こ れ らの情報を職員単位 に

保有す る等の情報の二重保有や管理 を防止 し,併 せて最新 情報を登録 し提供す ることが可

能 となる。情報の維 持管理 につ いて は,メ ーカ等か らフロ ッピーデ ィス ク(FD)等 に よ

る情報提供を受 け ることがで きれば更 に効果的であ る。
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(2)統 計処理 の充実

実績デー タベースを基 に統計処 理 を行 い,必 要 な統計情報 をタイム リーに提供 で きるよ

うにす ることで,業 務運 営に当た っての適切な管理情報 の把握 がで きる。

また,過 去の実績等 の蓄積 ・分析 によ り,新 しい案件 の実施 や フォローア ップ/ア フタ

ーケアに際 し,国 別/案 件別/プ ロジェク ト別に,適 正 かつ有効 な情報 を迅速 に提供す る

こ とが可能 とな る。

(3)関 係機関 に対す る情 報 ネ ッ トワー ク

蓄積 され た情報 は,業 務 の円滑 な実施 を行 うため,関 係機関を中心 に有効 に活用で きる

よ うにす るもの とす る。 ただ し,個 人情 報等取 り扱 う情報の 内容 によ ってはその保全 に十

分配慮 す る必要が ある。

(4)事 務処理 の効率化 ・省 力化

各職員が コンピュー タへの 入力 を 日常業務 とは別個 に行 うのではな く,パ ソコ ン,ワ ー

プ ロ等を利用 した事務処 理の過程 で,コ ンピュータへ の情報蓄積を行い,か つその情報を

必要 とす る部署が相 互利用で きるよ うに システ ム化を図 り,併 せて帳票の 自動作成等 によ

る事務処理の省力化を図 る。

① 実績情報の有効利用及 び資機 材仕様情 報の データベ ース化 によ り事務処理の効率化 を

図 る。

② 案件のステータス管理 を行 うことで,案 件 の進捗状況 が即 座に把握で きるとともに,

各部門か らの入 力に対 して,ス テータスに応 じた正確 な入力を可能 とす る。

15.3.3期 待 され る効果

(1)効 率 的なフ ォローア ップ/ア フターケア

わが国の二国 間贈与事 業 と して実施 され る資機材供与事業 に関す る情報をデー タベース

化す ることによ り,開 発途上国 に供 与した機 材の利用状況 の把握,並 びに供与機 材の フ ォ

ローア ップ/ア フターケアに関す る効率的かつ きめ細 かな事業実施 が可能 とな る。

(2)デ ータベースの利用促進

わが国の国際的役割 の増 大 に伴 い,開 発途上国 に対す る政府 開発援助 は今後量 的に拡大

す るとと もに,そ の重要性 は極めて大 きな もの とな り,途 上 国のニーズ もます ます多 様化

す ることが予想 され る。 したが って これ らのニーズの充足 に応え るためには,開 発途上国

の援助受入先 は もとよ り援助 供与 国における各実施機関並 びに国際機関 ・企業等の間 にお

ける連携 と調整 は援助 の効果を高 める上で不可欠で あ るといえよ う。
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データベ ースの編成並 びに利用の促進はかか る観点か ら極 めて効果的であ り,特 に将来

において ネ ッ トワー クの高度化 ・広域 化を図 ることにより,関 係機関 との情報の共有化 が

図 られ ることとなれば,こ れに伴 い以下の効果が期待で きる。

(a)機 材供与事業 の実施 に伴 う各種の情報 を関係機関に提供す る ことによ り,事 業の効率

的実施が期 待で きる。

(b)供 与事業 の実施 に伴 う関係情報をJICA海 外事務所等 に提供す ることによ り,よ り

詳細 な途上国側 のニーズ,要 請内容を うることが可能 となる他,派 遣専門家が機材 を選

定す る際の事務処理 の効率 化 ・省力化を図 り,機 材供与期 間の短縮が実現で きる。

(c)メ ーカか ら磁気 データ(又 はオ ンライ ン)で,機 材 カタ ログフ ァイルに必要なデータ

を提供 して もらう等 の方法で,デ ータベ ースの更新を行 うことによ り,タ イム リーな情

報の入手及 びデー タベース維持管理 の省力化が可能 となる。

(d)外 務省,JICAか ら財団法人 日本国際協力 システム(JICS)に お ける資機材供

与案件の進捗状況 が随時把握で きる。

(e)供 与機材の故障等 の回復 に迅速 な対応が可能 とな り,ア フターケア,メ ンテナ ンス並

びに故障箇所の把握 によ り機材の性能上の改善 が容易 とな り,か っ途上 国に適 した標準

仕様書の作成,機 器の製作が可能 となる。

(f)途 上国向 けの きめ細か な仕様の作成,調 達 価格設定,マ ニ ュアル(保 守,操 作)の 貼

付,所 要部品の選定,供 給,相 手国 におけ る利用の状況の把握が可能 とな る。

(3)効 率的な技術移 転 ・迅速 な機材調達

途上国に対す るわが国機材供与事 業に係わ る情報 を整備す ることに伴 い,効 率的 な技術

移転が実施 可能 とな るとと もに,併 せて迅速 な機材調達が可 能 とな る。

(4)供 与機 材の性能 向上

本デー タベース システムの編成 により,次 の様 な効果が期 待 され る。

(a)わ が国産 業界 にお いて は蓄積 の少 ない途上国の技術情報 の提供。

(b)わ が国か らこれ ら諸国 に供与す る機材 の性能 向上,途 上 国の気候風土,技 術 レベル等

の特性 に合致 した適切な仕様 の作成が可能 となる。

(c)機 器等 の製造 や故障箇所等 の特定化,傾 向の把握 に基づ く機材の改良,標 準化等が促

進 され る。

(5)業 務 の精度 ・質 の向上

機材供与事業 に係 わ る業務 の実施 に当た り,人 手 に頼 っていた部分 につ いて,コ ンピュ

ータ化す ることによ り以下の効果が期待で きる
。

一163一



(a)数 量 チ ェック

入 力 ミス等 を少な くす るために,あ りえない桁数の入力が なされ た場合 ワーニ ングを

出 し,担 当職員 に注意を促す。

(b)関 連項 目間の矛盾 チェ ック

ア.供 与機材 の内容 と相手 国の気候風土 との適合性,制 約,保 守操 作等 に関す る特性の

チ ェ ックが可能 となる。

イ.各 種マニ ュアル添付の必 要性 チェ ック,必 要部品の数量 チ ェ ック

ウ.機 材の発注,契 約,納 品,検 査,輸 送に関す る一連の書類 の出力が可能 となる。

エ.機 材購送の進行状況が把握で きる。

オ.据 え付 け専門家の派遣の必要性,専 門家の選考資料の作成。

(c)対 象機材の拡大

ア.機 材仕様書デー タベー スで扱 う対象資機材の範囲の拡大 を行 うことによ り,機 材供

与業務 の精度の向上 が図れ る。

イ.類 似製 品(性 能,機 能)の 製作 メーカ,発 注実績 も照会可能 となる。

(d)イ メー ジ情報処 理

イ メー ジ情報を扱 うことによ り,機 材 を ビジブルに見 ることがで き機材選定を的確か

っ効率 的に行 うことがで きる。

(e)画 像処 理の導入

ア タ ッチ メ ン トの選定 において,画 像処理 を行 うことに よ り相手国の気候風土 にマ ッ

チ した最適な選定 を可能 とす る。

(f)映 像処理

機材使用方法,操 作,保 管体制,利 用上の注意,故 障修理方法等の解説 ・機材の色見

本,配 色等 に使用す るとともに国際ネ ッ トワークの利用 によ り,直 接相手国 に対 し情報

の提供 も可能 とな り,き め細か な機材供与及 び技術移転がで きる。

15.3.4シ ステム化 の方針

(1)シ ステムの適用範囲

(a)本 システムは,当 面(財)日 本国際協力 システム(JICS)に おけ る,資 機材供与

事業及び関連す る業務処理のパ ー ソナル コ ンピュータの利 用を中心 とす るシステム化を

図 ることとす る。 システム化 に当た って は,現 在,国 際協力事業団(JICA)で,検

討中の 「情報 システム基本計画 」 との整合性を,ソ フ トウェア面 ・ハー ドウェア面両面
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において 図 って い く。

㈲ 一貫 した業務処理の システム化 を実現 し事務処理 の効率化 ・省力化,精 度 の向上 を図

る。

(c)業 務実施 に伴 い蓄積 した 各種の情報 を分析 ・加 工 ・統計処理を行 い,関 係機 関へ の情

報の フィー ドバ ックを行 い,事 務処理の効率化を促進す るとと もに,供 与後 の フォロー

ア ップ事業の支援等,事 業 の精度の向上,関 連情報の一 元的把握 ・共有化等 に寄与 す る。

(d)デ ータベ ース システムの編成 により的確 な業務管理資料 の作成 とと もに経 営管理基礎

情報の作成 を行 う。

本 システムの将来 に向けての構築ステ ップの基本的考え方 を,以 下に述 べ る。

第一期:JICSに おけるLANを 利用 した システムの実現 とと もにJICA

か らのア クセス も可能 とす る。 その他,暗 号化の導入 によ るセキ ュ リ

ティ対策 の充実を図 る。

第二期:ネ ッ トワー クの広域化によ る各関連機関データベ ースシステム相互間

の接続 イメー ジ処理の導 入,人 工知能技術 を応用 した業務処理の精

度向上,対 象資機材の拡大を 目指す。

第三期 以降:衛 星通信等を利川 した国際 ネッ トワー ク化を実現 し,プ ロ ジェク トサ

イ トへの情報提供,映 像処理 の導入 によるプロジェク ト記録,教 育へ

の適用,資 機材使用状況記録等 を行 って い く。

② ハ ー ドウェア面 の方針

(a)LANの 導入 によ るJICS内 のネ ッ トワー クの整備 を図 り,資 源 の有効利用 ・配線

設備 の効率化 を図 るとともに,JICAと のオ ンライ ン化 を検討す る。

(b)第 二期以降の ネ ッ トワー クの広域化,業 務の精度 向上等 を考慮 した拡張性 のあ る設 備

の導入 を図 る。

(3)ソ フ トウェア面 の方針

(a)通 信規約 は,JICA計 画 との整合性 を図 りなが ら,異 機種間接続を可能 とす るOS

I国 際標準又 は業界標準を検討 して い く。

(b)基 本 ソフ トウェアにっいては,マ ルチ ウイン ドウ ・イメー ジ等 の機能をサ ポー ト可能

な ものを検討 す る。

(c)デ ータベ ース管理 システム は,操 作性の よい リレー ショナルデータベ ース システムを

採用す る。

(4)安 全 ・信頼性の方針
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本 システムで は,重 要情報 を取 り扱 うため,ハ ー ド ・ソフ ト両面 か ら万全のセキ ュ リテ

ィ対策 を検討す る。

(5)移 行方針

システムへのスムーズな移 行を行 うため,移 行計画 ・移行体制の確立,教 育 ・訓練 の実

施 移行 プ ログラムの作成等 を行 う,,

(6)運 用,研 修,保 守方針

サ ー ビス開始後の システム運用 を スムーズに実施 してい くため に,研 修計画,保 守体制

等 にっ いて十分検討す る。

15.3.5業 務概要

資機材 供与業務及 び関連業務 は,デ ータベ ースを中心 に各業務処 理がな され る。各業務

とデー タベースの関連 イメー ジを,図15-3業 務体系 図に示す。

機材供与業務

①機材仕様の決定

案件情報の登録
対象機材の選定

機材の登録1
・機 材仕 様 書 の 出 力

②機材明細 仕様の決定
・案 件情 報 の 登 録

・仕様 明細 の 決 定

・機材 の登 録2

・機材仕様明細書の出力

③契約情報 の登録

＼

機材使用状況登録
/

/

2

/匿H－1

デ ー タ ベ ー ス管 理

① 機 材仕 様 書 デ ー タベ ー ス

② 人 材 デ ー タベ ー ス

③ 業 者 デ ー タベ ー ス

/[統 計処理]「
①地域 ・国別実績

②事業形態別実績

③分野別実績
④機材種別別実績

⑤受注企業別 ・契約別実績

⑥購送金額別実績

⑦ 仕様状況実績
・故障箇所統計
・故 障傾向分析

＼
業務OA化

図15-3業 務 体 系 図
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15.3.6デ ー タ ベ ー ス

資機材 データベー ス システムにおけ る主 なデー タベ ースの一覧を表15-1に 示す。

表15-1デ ー タベ ー ス一 覧

Nα デ ー タベ ー ス名 説 明

1 資機材仕様書データベース

(仕様書DB)

メーカの カタ ログを集大成 した もので相

手国か らの要請 に基づ いて資機材の選定等

を行 うときに参照す る。各資機材のスペ ッ

ク,単 価,ス ペ アパ ーツ,納 期等の仕様 を

登録 する。新 製品,製 造 中止等 に関す る情

報の把握 も行 う。

2 資機材関連実績 デー タベ ース

(実 績DB)

案件 ごとに管 理 し,案 件Nα,案 件名,相

手国 名,ス テータ ス,供 与機材,各 種金額

等の情報を登録 す る。

3 機材関連統計 データベ ース

(統 計DB)

実績DBを 基に作成 した,各 種統計情報

を登録する。作成す る統計を以下に示す。

①地域 ・国別実績

②事業形態別実績

③分野別実績

④機材種別別実績

⑤受注企業別 ・契約別実績

⑥購送金別実績

⑦使用状況実績

・故障箇所統計

・故障傾向,原 因分析,対 応状況

4 人材デ ータベ ース

(人 材DB)

専門家派遣に係わる人材を登録する。与

条件の組み合わせによる,条 件検索を可能

とする。

5 関係企業 デー タベー ス

(関係企業DB)

資機材関連の メーカ,商 社,代 理店等 の

企業を登録す る。 関係企業 コー ドによ るデ

ー タベ ース検索 を可能 とす る
。
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15.4今 後 の 検 討 事 項

15.4.1デ ータベース構築の段階的な実現

本構想案で は,大 き く分 けて3段 階 の開発 ステ ップを提唱 して いるが,規 模 的,コ ス ト的

にみて大 きいので,そ れぞれの ステ ップの システムの構築 に際 して は,実 際には,構 築ステ

ップを更 に細 か く分 けて考えて い くのが妥 当であ ろう。

また,開 発の段階 には,作 った後 の手直 し等の手戻 りを防 ぐ上で も,プ ロ トタイプを作成

して,試 験的に運用 して,シ ステムの妥当性 を検討す る必要 があ る。

また,本 構想 案では,デ ー タベ ース構築 と同時 に,業 務のOA化 を図ることを提 唱 して い

るが,こ れ は一般 に,デ ー タベ ースにとって はデータの メ ンテナ ンスが命であ り,構 築後の

デー タベースの維持のため に,特 別 の作業が生 じないような設計 にす ることを考慮 しなけれ

ばな らない。本 システムで は,同 時 に業務のOA化 を図 る ことによって,通 常の業務の流 れ

の中で 自然にデータの蓄積,更 新 がで きるように して,メ ンテナ ンスの効率 を良 くす ること

を考えて いる。

15.4.2デ ータベー スのメ ンテナ ンス

構築 のため に多 大な労 力 と資金 をっ ぎ込んで も,デ ー タの メ ンテナ ンスが タイム リーに行

われていないと,年 月 が経 つ にっれて利用頻度が激減 して しま う。 これで は構築 した意味が

無 い。 データベースを有効 に運用す るため には,デ ータの タイム リーな登録 更新,削 除,

バ ックア ップ等の メ ンテナ ンスが肝 要である。

デ ータの メンテナ ンスに関 して は,そ の種類 ・変更の頻度 ・寿命 に応 じ,そ れぞれ に更新

時期の検討が必要 とな るで あろ う。特 に,資 機材仕様データベースのデータの メンテナ ンス

について は,定 期 的な更新 のみでな く,随 時更新 も十分検 討す る必要が ある。 メンテナ ンス

の容 易性 を高め るための ポイ ン トと して は,① 通常の業務の流れの中で 自然 に,デ ー タの登

録,更 新 がで きること,② マ ンマ シンイ ンタフェースが良 い こと,③ データ項 目が追加 され

た場合に,容 易 に追加で きる設計 にな って いること等が挙 げ られ る。

また,運 用において は専任 の システム管理者を養成す る必要 があ る。

15.4.3マ ンマ シンイ ンタフェース

デー タベースを十分 に活用す るためには,デ ー タを最新の状態 に保 ってお く維持管理の他

に,操 作の容易性,即 ちマ ンマ シ ンイ ンタフェースの良 さが一 つの鍵 にな って くる。使 い易
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い画面 の設計,ポ ップア ップメニ ューやマ ウスを使 った操作の しやす いマ ンマ シンイ ンタフ

ェースを作 る ことが重要 であ る。
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16専 門用語 デ ータベ ース システムの

機能 に関 す る調 査研 究

ア イ ・エ ヌ ・エ ス 株 式 会 社





16.専 門 用 語 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム の機 能 に 関 す る調 査 研 究

16.1背 景 と 目 的

わが国 には既に大規模 な専 門用語の情報が蓄積 されてお り,用 語 活動 の盛 んな ヨー ロッパ諸

国 と比較 して も遜色 はな い。 例えば,学 協会の レベルに限 って も約300種 類 の辞典 ・用語集が

発行 されてお り,制 定 されてい る専門用語 の総数 も100万 語 を超 えてい る。

しか しなが ら,こ れ らの情 報の ほとん どは依然 と して冊子体 によ ってのみ利用 されてお り,

デー タベース化 に関 しては不十分 な状態 にあ る。データベ ース化が進 んでいない原因の一つ と

して は,資 金不足 もさることなが ら,専 門用語デー タベ ースの機能 や構造 に関連す る情報の不

足 を挙げ ることがで きる。

専 門用語 に関す る機関 や グループ,個 人が,専 門用語 データベ ースに対 して どの よ うな意識

を もってい るか,ま た,現 在刊行 されている専門用語辞典 ・用語集が,専 門用語 データベ ース

に収録すべ きと考え られ る諸要素 を どの程度備えているか,と い った点 にっ いての調査分析を

行 うことによ り,辞 典 ・用語集 をデータベ ース化す るに際 しての問題点が抽 出され よ う。 また,

これは編集者の意識改革を促す もの ともな ろ う。

海外,特 にヨーロ ッパ にお いて は,歴 史的にみて も,専 門用 語デ ータベ ース運用の実績 が多

く積 まれて いる。 この ヨー ロ ッパ を中心 と したデータベース先進 諸国の現状を把握す ること も

重要で ある。現用 されてい る専門用語デー タベース及びデー タバ ンク個 々の機 能 ・構造等 につ

いての詳細 な分析 は,わ が国 におけ る専門用語 データベース構築 の際に大いに参考 とな る。

専門用語 デー タベースを構 築す る際の用語収集の基礎的技 術の一 つ と して,専 門用語の 自動

抽出が挙げ られ る。 この技術 に関 して これ まで に行われ た研究の レビューは,技 術的 な面で の

一 つの案内 となろ う
。

デー タベ ースに関す る情報不足 は,以 上の諸調査報告 によ って もか な り補え ると思われ るが 、

更に基本的 な もの と して,専 門用語 データベ ースにっいてのガ イ ドライ ンを提示 し,実 際 に専

門用語 データベ ースの構 築 を企画,運 用す るに当た って留意 すべ き事項を整理 してお く必 要が

あろ う。

この調査研究 は,以 上 の点 を主眼 に行われた ものであ る。
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16.2実 施 体 制 及 び 実 施 内 容

16.2.1実 施体 制

本 調 査研 究 は,専 門用 語 研 究 会(会 長:大 塚 明 郎氏)の 協 力 を得 て,学 識 経 験 者 と専 門家

で 構 成 す る 「専 門 用語 デ ー タベ ー ス調 査委員 会 」 を設 置,こ の 委 員会 を 中心 に推 進 した 。海

外 調 査 にっ いて は,TermNet(InternationalNetworkforTerminology)に 委 託 し,各 種 機

関 の 協 力 を得 て 行 った。

16.2.2実 施内容

(1)国 内調査

① 学協 会等384の 各種機 関 に対す るア ンケー ト調査

② わが国で刊 行 されて いる専門用語辞典 ・用語集167種 につ いての内容分析

(2)海 外調査

①51カ 国625機 関 に対す るア ンケー ト調査

② 機 関及 び団体 におけ る専 門用語データバ ンクの調査 ・分析

③ マイ クロコンビュー 久 ミニ コ ンピュータ上 で使用 され る専門用語 データベースの調

査 ・分析

(3)そ の他

① 専門用語の 自動抽 出方法 に関す る研究の レビュー

② 専門用語デ ータバ ンクについてのガイ ドライ ンの提示

16.3専 門 用 語 デ ー タ ベ ー ス 化 に 関 す る 国 内 の 状 況

16.3.1専 門用語辞典 ・用語集 の分析

国内384の 各種機関 を対象 と して行 ったア ンケー ト調査(回 収数69,回 収率17.9%)に お

ける,「 デー タベースを作成す る場 合に,各 専門用語(見 出 し語)の データ要素 と して収録

すべ きもの は何か」 との設問 に対す る回 答分布 は表16-1の 様 にな ってい る。
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表16-1デ ー タベ ー スに収録すべ きデータ要素(複 数 回答)

回 答 数 回 答 数 回 答 数

読み41・ 定義23 下位語11

同義語34 関連語23 分類番号11

学術用語29 識別番号20 用語の使用 レベル9

(学 名 など) 出典19 対訳語の等値 レベル7

正綴語28 発音15 翻字6

対訳語28 製織語13 新語 ・造 語 ・廃語の 区別6

省略形26 記入年月 日13 信頼度3

言語名24 上位語U その他3

これ らのデ ータ要素 が,現 在冊子体で刊行 されて いる辞典 ・用語 集にお いて どの よ うに扱

われてい るかを把握す るため,167種(社 会 ・人文科 学分野30種,自 然科 学 ・技術 ・産業分

野137種)の 専門用語辞典 ・用語集 につ いての機能 ・構造に関す る分析 を行 った。

(1)専 門用 語辞典 ・用語集の タイプによる分類

専 門用語 辞典 ・用語集 を,用 語の解説を主体 と して いるか,用 語 その もの を収録す る こ

とを 目的 と して い るか(解 説 はな し)の 違 いによって分類 してみ とき,特 徴的 にいえるこ

とは、用語 の収録の みに徹 して いる もの は社会 ・人 文科学分野 には1件 も存在 しなか った

ことで あ る。 この ことは社会 ・人文科 学分野 においては,用 語や概念 につ いての 内容解説

に重点 が置かれてお り,自 然科学 ・技 術 ・産 業分野 において は用語 の リス トその もの も非

常 に重要視 されて い ることの一つの現 れであ ろ う。

(2)見 出 し語 に対す る読みの有無

専門用語 デ ータベ ースで は,見 出 し語に対 す る 「読み」がデ ータ要素 と して強 く要請 さ

れて い る。 しか し,冊 子体の辞典 ・用 語集 でみ る限 り,見 出 し語が 日本語 であ る もの128

件の うち57.8%の もの に読みが付与 されていない。

(3)同 義語の有 無

デー タベ ースを検 索す る側 か らは,異 表記 を も含 め同義語 によ る検索,更 には上 位語,

下 位語,関 連語 な どによ る検索の可能 な システムが要求 されてい る。上位語,下 位語 とい
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った階層構造 を もった ものは,医 学,植 物学等 の分野 において分類体系 に沿 って編集 され

た ものが一部見 受け られ るが,未 だ一般的 ではない。

一般 に辞典 ・用語集 における同義語の与 え方 と しては
,

・見 出 し語 と同義語 を併記す る
。

・同義語 を本 項 目とは別 に直送項 目(案 内項 目)と して立項す る。

・上記2っ の方法の併用。

が考え られ る。 しか し,こ こで次 の点 に注意 しな けれ ばな らな い。第 一点 は,直 送 項 目

(案 内項 目)と して立項 した場合,必 ず しも同義語 と対 概念 ・上位語 ・関連語等 との区別

がつけ られて いな いケ ースが多 い ことであ る。デ ータベース化 され コ ンピュータで検索す

るとな ると,こ の区別 は厳密 にな されていな ければな らない。第二点 は,本 文解説 中での

「…… と もい う」 「 一… と同義 」等 の記 述 は,そ の努力に も係わ らず,コ ンピュータに

よる検索 を考え ると,そ の機 能を果 た し得 な いとい うことであ る。

同義語 であ る ことが,上 記 の形式 で はっきり示 されてい る例 は,わ ずか約45%に 過 ぎな

い。

(4)対 訳語 の有無

全167件 の うち,対 訳語の付与 されて いな い ものが25件(15.0%)あ る。 この25件 はす

べて見出 し語が 日本語で,タ イプ と して は解説型の もの に限 られて いる。更 に これを分野

別 にみ ると,社 会 ・人文科学分野 で は半数の もの に対訳語が付与 されていないが,自 然科

学 ・技 術 ・産業分野 において は90%以 上の もの に何 らかの対訳語 が付与 されてい る。

16.3.2専 門用語 データベー ス作成の現状

(1)ア ンケー ト調査 の概要

国内 ア ンケー トは,専 門用語 に対す る関心 が高い と思われ る384機 関 に対象を絞 り,69

機関か らの回答を得た(回 収率17.9%)。 回答 を寄せ られ た機関 は,学 協会,大 学,研 究

所 などが多 く,少 数で はあ るが個人 か らの回答 も含 まれて いる。専門領域 は,表16-3に

示 すよ うに多岐 にわ た ってい る。

海外 ア ンケ ー トは,51カ 国625機 関に配布 し,28カ 国97機 関か らの回答 を得 た(回 収率

15.5%)。
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表16-2回 答機 関の内訳

回 答 数(%) 回 答 数(%)

学 協 会 29(42.0%) 産 業 団 体 2(2.9%)

大 学 11(15.9%) 教 育 機 関 1(1.4%)

研 究 機 関 10(14.5%) そ の 他 9(13.0%)

会 社 5(7.2%)

任 意 団 体 2(2.9%) (計) 69

表]6-3回 答機関の専門領域

回 答 数 (%) 回 答 数 ( %)

医 学 14(20.3%) 産 業 5(7.2%)

人 文 科 学 12(17.4%) 社 会 2(2.9%)

農 学 11(15.9%) 経 済 1(1.4%)

工 学 9(13.0%) 薬 学 1(1.4%)

理 学 8(11.6%) そ の 他 6(8.7%)

(2)専 門用語辞典 ・用語集 編纂の現状

ア ンケー トに回答 した国内の69機 関の うち,39機 関(56.5%)が 専 門用語辞典,専 門用

語集 などの編集を経 験 してい る。編 集 した辞典類 は41件 であ る。

表16-4主 題 領域別 にみた辞典類の編 纂件数

専 門 領 域 件 数 専 門 領 域 件 数

医 学

農 学

理 学

工 学

11

8

3

8

人 文 科 学

産 業

社 会

そ の 他

5

2

1

3

(3)専 門用語辞典 ・用 語集 のデー タベース化

専門用語辞典 ・用 語集 のデー タベース化 に関 して は,具 体 的な計 画はない との回答が約

70%を 占める(表16-5)。 日本語 の もっ特殊 な条件が災い してい るとも考え られ る。

デ ータベ ースの利 用に関 しては,内 外 の考え方の差 は大 きい。(表16-6)。
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表16-5デ ー タベ ース化の現状(一 部複数回答)

回 答 数(%)

作成済み 6(8.7%)

作成中 8(11.6%)

計画中 5(7.2%)

具体的な計画はない 48(69.6%)

その他(無 回答を含む) 6(8.7%)

表16-6デ ー タベ ー スの 利用 目的

国 内 海 外

辞 典 管 理

電 子 出 版

機 械 翻 訳

35(52.2%)

22(32.8%)

10(14.9%)

28(30.8%)

17(18.7%)

46(50.5%)

(4)専 門用語デー タベー スの機能

ア ンケー トの回答にお いて,専 門用語 データベ ースの機能 にっ いての意見 も多 く寄せ ら

れた。 これ らをテーマ ごとに分けて以下 に要約す る。

① 収録内容

・名詞の統一

・発音,読 み方,図 解 データ

・統一的 同義語,関 連語,語 の体系(シ ソー ラス)

・時代背景,原 義(訳 語の基本を含む)

・利用分野

・全専 門領域 を網羅 した用語 の収録

② 収録方 法

・文部省や科学 技術庁 との協調

・造語方式 の規格化

・デ ータを公開 し,パ ソコ ン通信 などを通 じて論議

・孫引 きの禁止

③ 基本的機能

・前方一致,後 方一致,中 間一'致による高速検索
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・分野別 やテーマ,又 は定義,注 釈 か らの専 門用語検索

・漢字 やア クセ ン ト付文字によ る検索

・検索結果の優先表示;

指定 した分野 → 関連領域 一〉 拡大領域

キ ーワー ド → 頻用 語 → 古語 → 死語(原 義)

・音声 による応答

・画像 による表示

・シソー ラスの図解
,直 上,直 下概念語 の表示

・知識関連事項 の表示

④ 拡 張的機能

・文献検索 に拡 大

・自動翻訳機能

・利用者が独 自に再編集

⑤ 活用手段

・CD-ROM→ 汎用デー タベ ースの個人利用

⑥ その他

・ター ミノロ ジー教育 な しでのデータベース化 は無用

・専門用語 全般を収録 したデータベースに期待

・特殊 な分野 に限定 したデータベース

・安価 で利用 で きるデータベ ースに期待

16.3.3専 門用語の抽出方法

専門用語データベースを構築する際の用語収集の基礎的な技術として,専 門用語を自動的

に抽出する技術が挙げられる。専門用語は,① 用語数が膨大であり,② 複合語が多 く,③ 一

般 日常語と同一の語が存在するなどの特徴をもち,完 全に自動的に抽出することは困難であ

るが,出 現頻度を用いる手法や構文解析を用いる手法などが幾つか提案されている。

日本語の重要語を抽出する場合の問題として特記すべきことは,以 下の様なことがある。

① 日本語文が漢字かな混 じり文であるため,英 語文か らの単語切 り出しのように容易に文

字列を切 り出すことが困難である。

② 複合語が多いため,ど の語を重要語として決定するかが難 しい。また,新 しい複合語を

作 り出すことが多いため,単 語辞書を使う抽出ではその辞書の作成 ・更新 ・削除の問題が
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あ る。

しか し,日 本語文の特徴 と して,漢 字,ひ らが な,カ タカナな どの異字種か ら構成 され る

文で あ り,重 要語 は,漢 字,カ タカナか ら構成 される名詞句で あることが多 いことな どを利

用 して,単 語を 自動 的に切 り出す研究 も数多 く行われて い る。

16.4専 門 用 語 の デ ー タ ベ ー ス 化 に 関 す る 海 外 の 状 況

16.4.1は じめに

近年,専 門用語 データベース システムの開発の必要性 が高 ま って い る。特 に,多 言語間の

コ ミュニ ケー ションが必然的に起 こるヨー ロッパで は,こ の ことは急務 と考 え られてお り,

既 に多 くの専門用語デー タベースが開発 され,最 近で はそれ らの運用 ・管理 システム も幾つ

か開発 され,利 用 されて いる。

今後,専 門用語 データベース システムの標準化 が求 め られ る ことは,こ の様な状 況か ら容

易に考え られ る。ISO,及 びInfotermな どの国際機 関は,数 年前 か ら,標 準化 に向けて

さまざまな観点か ら,専 門用語 デー タベース システ ムに関す る研 究を行 って きた。 と りわ け,

ISO/TC37(TC:TenhnicalCommittee)の 活動 は,そ の推進の大 きな原動 力の一つ

で ある。

現在 までに報告 されている資料 によると,専 門用語 データベ ース システムに関 し,下 記 の

項 目につ いての検討が詳細 に行 われて いる。

① 専門用語 データベースの設計 ・開発手順

② 専 門用語 データベ ースに含 まれ るべ きデータ項 目

③ 専門用語 データベ ースの レコー ドフォーマ ッ ト

④ 専門用言吾デー タベースにおけるデータの収集方法

⑤ 専門用語デー タベースにおけ る用語 に関す る項 目 ・情報

⑥ 専門用語デ ータベ ースにおけ る概念 に関す る項 目 ・情報

標準化 は,特 に上記の②,⑤,⑥ 項につ いて言及 されて いる。

この章以降の各節で は,ヨ ーロ ッパを中心 と しカナダ,ア メ リカを含 めた先進諸 国におけ

る専門用語のデータベース及 びデータバ ンクの現状 につ いての調査報告 と,専 門用語データ

バ ンクに関す るガイ ドラインの提言 を行 う。

なお ここで は,「 専門用語 デー タベース」,「 専門用 語デー タバ ンク」の用語 は次の よ う
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な意 味 で 使 い分 け られ て い る。

・専 門 用 語 デ ー タ ベ ー ス(terminologicaldatabase):

必 要 に応 じて デ ー タを受 け 入 れ 蓄 え,供 給 す るた め の構 造 を もった 専 門用 語 デ ー タの

集 積

・専 門用 語 デ ー タ バ ン ク(terminologicaldatabank):

デ ー タ管 理 の た め の 組 織 的 な 体 制 を 含む,一 つ 又 は複 数 の 専 門用 語 その 他 の デ ー タベ ー

ス の集 積

16.4.2海 外諸 国の機関 及び団体 にお ける専門用語データバ ンクの現状

(1)概 要

大量の専 門用語 デ ータを作成,更 新,制 御,処 理す るため,コ ンピュータを導入 した結

果 と して,専 門用 語 データバ ンク(TI)B,1970年 代初期 には 「ワー ドバ ンク」 と呼 ばれて

いた)が 実現 した。Infotermが198j年 か ら1983年 の間 に調査 した ときには,約20のTDB

が存在 し,す べ て特定の ソフ ト環境の中で,主 として大型 コンピュータ上で利用 されて い

た。現在,そ の数 は100以 上 にのぼ り,一 貫 して増加 し続 けて いる。 また,初 期のTDB

とは対照的に,多 くは他 の機関か ら入手 した ソフ トウェアを使用 し,マ イ クロコンピュー

タ上で利用 されて いる。TDBは,今 後更に情報 システムやネ ッ トワー クに組み入れ られ

る ことが期待 され,ま た最新 の知識ベース開発に とって非常 に貴重な資産で あるため,そ

の重要性 は世界的 に広 く認識 されて きている。

本調査で分析 対象 と して採 り上 げたTDBの それぞれの特徴 による分類 と,件 数 を以下

に示す。

① 翻訳指向型TDB(4件)

② 標準化 され た専 門用語指 向型TDB(3件)

③ 商用TDB(3件)

④ 大規模デ ータベー スへの発展が期待 され る主題指 向型TDB(6件)

⑤ 言語開発指 向型TDB(1件)

(2)現 在 のTDBの 欠 点

近 い将来解決す る必要があ ると思われ る現行TDBの 欠点 と問題点 は,次 の様に要約す

ることがで きる。

① 調整 の不足 に よる,種 々の段階での努 力の重複

② 専門用語 デー タの交換 を困難に してい る互換性の欠如
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③ コ ンピュータを利用 した専 門用言吾技術に関す る現行の基準 とガイ ドラインに関す る

知 識の不足

④ 多言語 を扱 うのに十 分な文字 セ ッ トを使用で きるワー クステ ー ションの不 足

⑤ 図形情報 を表示す る適切 な機能の欠如

(3)将 来の動 向

1970年 代後半か ら1980年 代初頭 には,数 百万のエ ン トリーを もっ,汎 用 ・大型TDBを

創設す るとい う一般的な傾 向が見 られ た。 しか し現在で は,こ れ はほとん ど不可能 に近 い

と考え られ るよ うにな り,主 題 を限定 したTDBを ネ ッ トワークで結ぶ方向に向か って い

る。

専門用語データの互換性 の問題の解決 にっいては,お そ らく近 い将来,更 に高度 な標準

化,及 び国家,地 域,国 際 レベルで のよ り密接な協 力が期待で きよ う。

迅速かっ簡便 にデータにア クセ スす るための努力 も続 け られてお り,最 新のユーザイ ン

タフェース技術 もTDBに 取 り入れ られ るであ ろう。

特定の主題に焦点を絞 った小容量 の専 門用語デー タをマイ クロコンピュータ上で使用す

る 「ミニ タームバ ンク」が,公 共機 関その他の機関の内部使用 のために必要 とされてい る。

当面の問題は,目 的 に合 った ソフ トウェアの選択又は開発 にあ る。機能的 に優れていな

けれ ばな らないが,高 価で もいけな い。

ハ イパ ーテキス トの利用 によ る新 しい可能性 もあ る。その応用 には基本的 に2っ の方法

が ある。一つ は,ハ イパ ーテキス トの システムに合わせて タームバ ンクを作 る方法で,も

う一つ は,タ ームバ ンクその ものをハ イパーテキス トと同様 の働 きをす るよ うに作 る方法

で ある。ハ イパーテキス トは通常 ウイ ン ドウ及 びマウス機能 を もち,デ ー タへの ア クセ ス

が容易 に行え,更 に図形情報処理 の機能 も備えている。

TDB間 の協力に関 して は,た だ単 に相手側 のデータを 自分のTDBに 加 えるとい うや

り方 は正 しくな い。第一 に,適 用 され る規則が全 く異な り,第 二 に,対 象 と して い る主題

分野 がそれぞれのニーズに連動 して お り,第 三 に,膨 大 なデ ータ量のためにす ぐTDBが

パ ンク して しま うだろ う。 それぞれの グルー プによ って完成 された用語 リス トの交換 など,

い ろい ろな情報交換を行 う必 要が あ る。

16.4.3マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ及 び ミ ニ コ ン ピ ュー タ上 で使 用 され る デ ー タ ベ ー スの ヨー ロ ッ

パ に お け る現 状

(D概 要
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こ れ は,1990年 の 年 末 現 在,ヨ ー ロ ッ パ 市 場 で 提 供 さ れ て い る 専 門 用 語 管 理 シ ス テ ム に

っ い て の 調 査 報 告 で,ド イ ツ で 入 手 で き る 情 報 に 基 づ い て 行 わ れ た も の で あ る 。 個 々 の 専

門 用 語 管 理 シ ス テ ム の 分 析 を,以 下 に 記 す 項 目 に っ い て 行 っ た 。

・Nameversion(名 称
,版)

・Hardwarerequirements(ハ ー ド ウ ェ ア の 要 求 条 件)

・Opratingsystem(オ ペ レ ー テ ィ ン グ シ ス テ ム)

・Single/multiuser
,network(単 …/複 数 ユ ー ザ,ネ ッ トワ ー ク)

・Userinterface(ユ ー ザ イ ン タ フ ェ ー ス)

・Supportedcharactersets(使 用 可 能 な 文 字 セ ッ ト)

・Maximalnumberofglossar'ies(用 語 集 の 最 大 数)

・Maximalnumberoftermperglossary(1用 語 集 当 た り の 最 大 用 語 数)

・Languagesperglossary(1用 語 集 当 た り の 言 語 数)

・Entrystructure(エ ン ト リ ー 構 造)

・Memorymanagement(メ モ リ 管 理)

・Supportedwordprocessors(使 用 可 能 な ワ ー プ ロ)

ノ・Pastingtermfromwptots(ワ ー プ ロ か ら 専 門 用 語 管 理 シ ス テ ム へ の 用 語 の 呼 込 み)

・Pastingtermfromtstowp(専 門 用 語 管 理 シ ス テ ム か ら ワ ー プ ロ へ の 用 語 の 呼 込 み)

・Import/export(読 み 出 し/書 出 し)

・Machinereadableglossaries(機 械 可 読 な 用 語 集)

・Accessrightsdefinable(ア ク セ ス 権)

・Price(価 格)

・Co㎜ent(コ メ ン ト)

・Contact/distributoradress(連 絡 先/デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ の 住 所)

(2)CD-ROMデ ー タ ベ ー ス

パ ソ コ ン 型 個 人 用 ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン 上 で 専 門 用 語 管 理 を 行 う 場 合 に デ ー タ 源 と し て 利

用 す る こ と が で き る 個 々 のCD-ROMデ ー タ ベ ー ス に つ い て の 調 査 も 行 っ た 。 調 査 対 象

と し た の は 以 下 の も の で あ る 。

・LeRobertElectronique

・MultilingualDictionaryDatabase

.OxfordEnglishDictionary

・Perinorm
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・TermDok

・Termium

・その他

(3)結 論

ヨー ロッパで市販 されている専門用語管理 システ ムの効率性 は満足で きる もので ある。

しか し,翻 訳者 の作業環境が いかな る ものであ って も使用で きるよ うな システムはない。

個人翻訳者 の ワー クステー シ ョン上で は,専 門用語管理用 に非常 に多種の システムが利

用で きるが,大 規模な翻訳サー ビス業務で使用で きる システムは,現 在 まだ わず か しかな

い。 ここ数 年の うちに,機 械可読 な用語集の数 は,確 実 に増加す るだろ う。 そ して,新 し

い手頃な価格の記憶装置 と通信 メデ ィアによ り,あ らゆ る組織内のユーザが,こ れ らの用

語集 を利用で き るよ うになるだろう。 この点 で は,専 門用語 データの交換 に係わ る技術的

な,ま た語義上 の問題 を克服す るため規格 の制定 と実施が必要で ある。

専門用語管理 システムの効率 ・可能性 はよ り改善 され,知 識 データベー スに向か っての

発展が続 くことだ ろう。そ して,専 門用語 データは翻訳者だ けでな く,多 数のユ ーザ又 は

ユ ーザ グループ(ド キ ュメンテー シ ョンの専門家,図 書館員,技 術者,テ クニ カル ライ タ

ーなど)に よって も,収 集,管 理,使 用 され るよ うにな るだろ う。注意深 く収集 された信

頼 できる専門用語集が利用で きることが,専 門分野 におけ る高品質の翻訳 に とっての前提

条件 とな るだ ろ う。 そのよ うな専門用語集 の編 集 と配 布 は,言 語 に係わ る部門,翻 訳業,

フ リーの翻訳者 に とって新 たな もう一つの業務 とな るであ ろう。

16.4.4専 門用語 デー タバ ンクのためのガイ ドライ ン

専門用語 デー タバ ンクの構築 は非常 に複雑 で困難な作業 であ り,ま た,莫 大 な費用を要す

るものであ る。TDBそ の ものの 目的,ユ ーザの要求な どにっいての計画段階での検討,ど

の ような機能,構 造 を もっべ きかの具体的な設計か ら,デ ー タの収集,運 用 ・管理 に至 るす

べての段 階において,留 意すべ き事項 は多い。 そ して,い ずれの段階 において も,徹 底 的な

分析 ・検討 を加 え ることが,長 い 目で見れば結局 コス トの節減 に結 びつ く。十分 な分析 ・検

討 が行われな いまま作業途中で,あ るいは運用 開始後再構築す ることは,で きるだけ避 けな

ければな らない。

また,国 内,国 際を問わず他 の機関等 と協 力関係 な くして は,コ ス ト的 に効率の良 い構築

・運用はほ とん ど不可 能 といってよい。 この ためには,国 際的な基準が必要 にな る。

更 に,専 用用語デ ータバ ンクの推 進を困難 に してい る原因の一つ に人材 の不 足が挙げ られ
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る。構築す る側の スタ ッフに も,ユ ーザに も十分 な研 修を行 うことが必要 であ る。

以上の よ うな点 に鑑み,こ こに専門用語 データバ ンクのためのガイ ドライ ンを提示 した。
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17専 門 家 デ ー タ ベ ー ス 構 築 事 業

財団法人 海外貿易開発協会





17.専 門 家 デ ー タ ベ ー ス 構 築 事 業

17.1概 要

17.1.1目 的及び必要性

発展途上地域の企業等 か ら,技 術協力によって 日本の技術移転 を望 む要請が年 々強 くな っ

てお り,こ の要請 に応 えて い くためには,適 切な専門家 を,時 をおかず に派遣す ることが肝

要で あ る。

しか しなが ら,発 展途上地域 の企業等か らの専 門家派遣要請 は,必 要の都度,わ が国政府,

政府関係機関及び関係団体等(以 下1関 係機関等 」とい う。)に 寄せ られ,そ の内容 は極め

て広範囲の技術分野,管 理分野 にわた るため,最 適の専 門家 を速 やかに選定 し,派 遣す るこ

とには,困 難性を伴 う。

したが って,専 門家派遣 による技術 協力を効果 的に実行 して い くためには,① 広範な分野

にわ た る専門家を プール し,そ の情報 を整備 す る,② この情報 を活用 して,要 請 に応 じて速

やか に専門家の選定を行 う,③ 要請企業等の合意 を形成 した上 で,適 切 な専門家を速 やかに

派遣 し得 る体制を整え る ことが必要 である。

この ため,派 遣可 能 な専門家 に関す る詳細な情報のデ ータベ ースを作成 し,発 展途上 地域

の多様 な要請 に応 じて,わ が国 の関係機関等がいっで も利用可能 な情報 ネ ッ トワー クを整備

す る体制 を作 ることを 目的 とす る もので ある。

17.1.2専 門家デ ータベ ース構築事 業検討委員会

本事業の全体計画 は,平 成6年 度 まで に1,000人 程度の専門家の データベースを作成 し,

関係機関等が容易に検 索ので きる情報 ネ ッ トワー クを構築 し,必 要 なメ ンテナ ンスを行 うこ

とと して いる。

平成2年 度 において は,本 事業 を全体 と してどの様 な体系 にすべ きか,ど の様 に事業 を進

めるべ きか等にっいての検討 を行 うとと もに,多 くの条件を満 たすべ きコ ンピュータ ソフ ト

をどの様 に開発すべ きか等の諸問題 を検討す るために,当 協会 に 「専門家データベース構築

検討委員会」を設 けた。委員 は,通 商産業省,政 府関係機関及 び関係団体等13名 で構成 し,

委員長 は金井正 氏(JETRO貿 易開発部長)に お願 い した。

委員会 において,

(1)専 門家デー タベー ス及 び情報 ネ ッ トワー ク構築のため 「基本構想」を策定す る とともに,
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(2)利 用機関等が ホス トコンピュー タに自由にア クセ ス し,検 索す ることがで きる,「 専門

家 データベース検索 システム」を開発す るための,基 本方針

を決定 した。

17.2専 門 家 デ ー タ ベ ー ス 構 築 事 業 の 基 本 構 想

専 門家データベ ース構築事業の全体 的な体系及び事業の進め方 にっ いて,以 下の とお り基本

構想 を とりま とめた。

(1)デ ータベースの構築及 び利用の体 制

デ ータベースの構築及 びメ ンテナ ンス並 びに情報提供 ネ ッ トワー クの整備は財団法人海外

貿易開発協会(以 下rJODC」 とい う。)が 行 い,そ の利用機 関は,経 済協力関係機関及

び関係団体 に限 る。

(2)対 象 とす る専 門家

データベ ースの対象 とす る専 門家(以 下 「対象専門家」 とい う。)に っ いて は,差 し当た

って,JODCの 登録 制度 にお いて登録 された専 門家を対象 と して選 定す るとと もに,関 係

機 関等の協 力を得て,そ の充実を図 る。

なお,対 象専門家につ いて は,専 門分野 ごとのバ ランスを考慮 しつつ,平 成6年 度 まで に,

おおむね1,000人 程度 の専門家の リス トア ップを 目標 とす る。

(イ)第 一 ステ ップと して,現 行JODC制 度 において登録済み の専門家929人(平 成2年9

月現在)を 対象 に,対 象専 門家 の選定を行 う。

(ロ)第 ニ スチ ップ として,現 行JOI)C制 度 を通 じての新規希 望者並 びに関係機 関等の推薦

す る者 にっいて,対 象専 門家の選 定を行 う。

(ハ)ま た,必 要 に応 じ,技 術 分野間のバ ラ ンスを考慮 して一般 公募等 を行 い,対 象専 門家 の

選定を行 う。

(3)専 門家の登録期間

データベ ースに登録 された対象専 門家の登録期 間は,登 録 され た 日か ら2年 間有効 とす る。

(4)専 門家 の選定基準

対象専 門家の選定を行 うに当た っては,専 門技術,語 学能力,海 外指導経験,学 歴,取 得

資格等に関す る選定基準 を設定す ることが必要であ る。 しか し,指 導 を行 う相手機関の種類

(政府機 関か民間企業か,ま た民 間企業にあ って は大企業 か中小企業 か,等),指 導の内容
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(管理的業務 か,工 場 の生産技術,機 器の メ ンテナ ンスか,等)等 によ って,相 手か ら求め

られ る専門家 の選択 条件 に相手の巾があ ると考え られ るので,選 定 の最低基準 は,ゆ るやか

な もの とす る。

(5)デ ータイ ンプ ッ ト及 びアウ トプ ッ ト項 目

(イ)デ ー タイ ンプ ッ ト項 目

(i)本 事業 のデー タと して イ ンプ ッ トす る項 目は,次 の項 目とす る。

a)登 録 番号

b)業 種

c)氏 名

d)生 年月 日

e)現 住 所

f)現 職(所 属 区分)

g)最 終学歴

h)保 有 資格

i)著 作 ・論文

j)語 学能 力

k)専 門分野

1)国 内業務歴

m)海 外指導経験

n)派 遣希望 内容

(li)上 記の項 目の うち,表 現方法等に注意 を要す る もの については,次 の方針に よる。

① 語学能 力

原則 と して,語 学 能力の レベルが明確 に分 るよ う表現 す る。

② 業務分類

原則 と して,現 在JODCが 行 っている26の 業種分類 によ ることとす るが,必 要に

応 じて,見 直 しを行 う。

③ 専門分野(海 外での指導可能技術)

派遣専 門家 の選択 に当た って,「 専 門(技 術)分 野」が非常 に重要な ポイ ン トであ

るため,業 務分 類 とは別にで きるだけ詳 しく表現す るとともに,2つ 以上 の分野 にわ

た ることを可 とす る。

なお,デ ー タベ ースに登録 を希望す る者が専門家 データベース登録票 に記載 し易 い
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よ う表現方法の統一を図 る。

④ 派遣 希望内容

派遣 国,派 遣期間,派 遣時期 にっいて,本 人の希望をな るべ く具体 的に表現す る。

⑤ 海外指導経験

過去 に海外で行 った指導の概 要(期 間,国 名,業 務内容,派 遣元)を 表現す る。

(ロ)デ ータイ ンプ ッ ト項 目

イ ンプ ッ トした項 目は,す べ てア ウ トア ップで き,自 由に検 索 し得 るコ ンピュータソフ

トを作成す る。関係機関等によ る検索 に際 して は,専 門家の プライバ シーを考慮 し,表 示

項 目を限定す る。関係機関等が,検 索の結 果に基づいて更 に詳 しい情報 を必要 とす る場 合

はJODCに 照会 し,JODCが 必要 な情報 を提供す る。

印刷物及び フロ ッピーディス クによ って提供す る個人明細表示 にっいて は,登 録番号,

生年月 日,業 種分野,専 門分野等 につ いて必要 なデータを提供 す る。

(6)デ ータベ ースのオ ンライ ンによ る検 索方法

(イ)電 話回線 を利用 してデータの蓄 積 されて いるJODCの コ ンピュータと接続 し,パ ソコ

ンで検索で きるよ うコ ンピュー タ ソフ トを作成す る。

(ロ)な お,電 話回線 を利用 してJODCの コンピュータと接続 し,パ ソコンで検索す る場合

には,セ キ ュ リテ ィを確保す るため,予 め利用機関 ごとに担 当責任者 を登録 し,利 用 に際

して は登録番号 によ って確認す る方 式によ る。

(7)デ ー タの提供方法

利 用者への データベース情報 の提 供 は,次 の3っ の方法 によ って行 う。

(イ)JODCの オフィスコ ンピュー タに利用者が電話回線 を用 いて 自由に検索す る。

(ロ)関 係機 関等 の海外事務所の所有す るパ ソコンを用 いて検索で きるよ う,デ ータベ ース及

び利用 ソフ トを収録 したフロ ッピーデ ィス クを提供す る。

(ハ)印 刷物 によ る提供

(8)デ ー タベ ースの メ ンテナ ンス

デ ータベ ースを維持 ・発展 させ るた めには,新 規対象者の加入,既 対象専門家のデー タの

更新又 は削除等の メ ンテナ ンスが必要で ある。 したが って,当 面,以 下の方法 によ りメンテ

ナ ンスを行 う。

(イ)本 デー タベースに既 にイ ンプ ッ トされてい る対象専門家 のデー タの メンテナ ンスは,J

IDCが 行 う。

(ロ)新 規加入を希望す る専門家 は,関 係機関等の協力を得てJODCで 随時受 け付け,選 定
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の上,イ ンプ ッ トす る。

(ハ)対 象専門家の情報 の更新,削 除 は,本 人 の申 し出をJODCが 受 け付 け,随 時それを基

に イ ンプ ッ トす る。

(二)JODCは,全 体 の見直 し ・チェ ックを年1回 行 う。

(9)広 報

(イ)海 外

デー タベ ース構 築事業の進展 に応 じ,発 展途上地域の政府及 び政府関係機関並 びに関係

団体等 に対 し,通 商産業省,JODC及 び関係機関等が,本 事業の内容等 にっ いて広報 を

行 う。

(ロ)国 内

デ ータベー ス構築事業 の進展 に応 じ,専 門家派遣 を行 って いる諸機 関及 び関係団体 に対

し,本 事 業の趣 旨及 び進捗状況等 にっ いて広報 を行 う。

17.3専 門 家 デ ー タ ベ ー ス 検 索 シ ス テ ム

専 門家デ ータベ ースの構 築のためには,登 録 された対象専門家の個人デー タをホ ス トコ ンピ

ュー タに記憶 させ,利 用機 関が 自由にア クセス し,検 索で きるシステムを開発 しなければな ら

ない。 このため,「 基本構想 」に盛 り込 まれた内容 を実現 す るための コンピュータ ソフ トウェ

アを開発 した。

17.3.1検 索 システム開発の条件

検索 システムの開 発 に当た って,多 くの条件 にっ いて検討を行 ったが,そ の主 な もの は次

の とお りであ る。

(1)ホ ス トコ ンピュー タはJODCに 置 き,対 象専 門家の個人情報 をイ ンプ ッ トす る。

(2)利 用 機関がそれぞれのパ ー ソナルコ ンピュー タを用 いて,電 話 回線 を利用す ることによ

り,自 由にホス トコ ンピュータを アクセス し,検 索す ることがで きる。

なお,個 人情報 のセキ ュ リティ確保のために,利 用機関を登録 してお き,ア クセスに際

して はその登録番号 を用 い る。
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(3)検 索 は,登 録 された対象専門家の 全員を対象 と し,次 の事項のそれぞれを 自由に行え る

もの とす る。

業 種(26業 種)

専門分野(数 百の技術 専門分野 に分かれ る)

年 齢

所属 区分

語 学

最 終学歴

海外指導経験

派遣期 間

(4)検 索 の結果,所 与の条件 に適合 した専門家の一 覧表 を作成す る。

(5)個 々の専門家 ごとに,ア ウ トプ ッ ト可能 な事項 を とりまとめて表示す る。

(6)(4)及 び(5)は印刷で きる。

(7)情 報の イ ンプ ッ ト,検 索,ア ウ トプ ッ トは,漢 字,カ タカナ及 びアルフ ァベ ッ トの3種

類 の個別 の独立表記 によるキ ーワー ドによ って行 う。

(8)イ ンプ ッ ト,検 索,ア ウ トプ ッ トは可能 な限 り容易 に行え るようにす る。

17.3.2検 索 システムの作成

検索 システムの開発 に当た って は,特 に次の事項を考慮 して作成 した。

(1)ホ ス トコンピュータが過大 な もの にな らない こと。

(2)利 用機 関の所有 して いるパ ー ソナル コンピュー タの種類 による制約をな くす こと。

(3)検 索 に要す る時間を極 力短 くす ること。

作成 した コンピュータソフ トウ ェアにつ いて,13人 の専門家 のデータを用 いて テス トラ

ンを行 った結果,自 由に検索が行 え ることを確認 し,ソ フ トウェアの開発に成功 した。

17.4今 後 の 課 題

平成2年 度 においては,専 門家 デー タベース構築事業 の基本構想の策定及び検索 システ ムの

開発を行 ったが,平 成3年 度か ら平 成6年 度の間に当協会登録済 み専門家 よ りの データベ ース

対象専門家 の選定,新 規対象専門家の選定,対 象専門家 データの イ ンプ ッ ト,デ ー タベースの

利用機関の選定及び利用取 り極 め,検 索 システムの第二 次開発等 を行 うとと もに,デ ータの提

一190一



供業務 の開始,国 内及 び海外への広報活動 を実施 することを計画 してい る。

なお,本 デー タベ ースを維持 ・発展 させ るためには,対 象専門家 のデータの更新又 は削除等

のメ ンテナ ンスが必要で あ り,こ れを実施す るとともに,計 画の最終年度で ある平成6年 度 に

は,必 要 に応 じて,本 データベースの全体 の見 直 しを行 い,本 データベ ースの充実 を図 って い

く考えで あ る。
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18VAN用 デ ー タ ベ ー ス 管 理 シ ス テ ム の 開 発

シャープ株式会社





18.VAN用 デ ー タ ベ ー ス 管 理 シ ス テ ム の 開 発

18.1シ ス テ ム 開 発 の 目 的

18.1.1課 題選定の背景

情報化時代 に入 って,多 種多様な情報が随所 にあふれ,情 報の消化率 は僅 か数%に まで落

ち込んで いる。真 に必要 とす る情報,つ まり質の高い情報を,的 確 に必 要 とす る人へ提供 し,

情報活用の効率化 に寄与す ることを,情 報の提供者 は要望 されて いる。

各社 は検索業務 を効率化す る ことに より,こ のユーザ要求 にアプローチ して きた。 アメ リ

カにお いて は,文 書検索 システムであ るBasisが 広 く利用 されて いる。汎用 コンピュータや

パ ソコン等 において利用可能 な システ ムである。 日本において も,働 デー タベース振興セ ン

ターの補助 を受 け,当 社 は ミニ コン.Lで 利用可能な 日本語の文書検索 システムSTDB(Set

TheoryDataBase)を 開発 して る。 これ らシステ ムの有効性 は高 く評価 されてい る。 しか し,

従来の情報提供側か らのアプ ローチに,情 報受給側か らのそれ を加え,双 方向化す ることに

より,更 なる高度化が期 待 されて いる。

本開発 システム,即 ちVAN用 データベース管理 システムは,よ り確度の高 い情報 を入手

可能 とす る方策 を提供す るもので ある。

18.1.2課 題選 定の理 由

情報入手 に関す るユーザ要求 は利用分野 ごとに,更 にいえば,ユ ーザ ごとの要 求 は多様化

してい る。 このため,要 求のモデル化が システムの基盤 とな らざるを得な い。

デー タベースに存在 す る膨大な文il}情 報か ら,シ ステムが的確な情報 をユ ーザ に提供す る

ため に,ユ ーザ要求条 件を まとめ ることが,最 優 先課題であ ると した。

更 にユーザモデル と システムモデルに対す る概 念モデルの検討 を行 い,前 述のユーザ要求

条件を精 密化す ることに役立てた。1同時に,こ の結果 を逆 に両モデルに反映 し,そ れ らの精

密化 に役立てた。

本開発 システムの特徴 は文書情報に関す るキー ワー ドが フ ァジィ情報量 を もっ ことであ る。

情報受給側の個人 ごとの検索要求を記述す るユーザ ビューと,情 報提供側であ るデー タベ

ース中の文書 ごとの付加情報であ る文書情報 ビューを ファジィ理論 に基づ いて関係付 ける機

能 を開発す ることを 目的 と した ものであ る。 この関係付 けがユ ーザ要求条件 を満 たすモ デル

を実現可能 と した。
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18.1.3シ ステム開発項 目

本 システムの開発項 目を以下 に個条書 にま とある。

(1)文 書情報 データベース システムにおけ るユーザ要求定義。

(2)文 書情報 ビューを定義す る機能,i文 書 条件 ビューは該当分野 ごとの良 い例文,様 式,

文書 ごとの シソーラス及び全体 的な シソーラ ス,そ の使用状況情 報であ る。

(3)ユ ーザ ビューを定義す る機能。 ユーザ ビューはユーザ ごとの固有情報で ある仮の シソ

ー ラス,仮 の キーワー ド及 び文 書情報の使用履歴 を記述す る。

(4)ユ ーザ ビューと文書情報 ビューを ファジィ理論で関係付 け る機能。

(5)上 記の各機能 を利用す る最良 のマ ンマ シンイ ンタフェー スの実現。

したが って,本 システム開発 は,よ り的確な情報 を活用で きるデー タベース管理 システム

の実現を可能 と した。後述す るように,本VAN用 データベ ース管理 システムは最近脚光を

浴 びつっあ る電子 メール とデ ータベ ースを基本 と し,コ ンピュータを用 いた グループでの協

調作業を支援す るシステム即 ちグル ープウェアの中核機能 も含め た もの とな っている。

グルー プウェアの視点 か ら見た本 システム開発の特徴 は,以 下の2サ ブシステムをパ ソコ

ン上 に構築 し,独 立性又 は分散性の高 い発展性豊かな システムで ある。両サ ブシステムを分

散処理 によ り付加 し,画 期的 なグループ ウェアへの方 向付 け も行え た。

・電子 メール情報 変換入 力サ ブ システム

・フ ァクシ ミリを中心 と したイメー ジ情報通信サ ブシステム

18.2シ ス テ ム 開 発 手 法

18.2.1開 発 システムの特徴

本 システム開発手法の特徴 はまず その第1歩 と して,文 書情 報検索及 び配布 におけ る諸問

題 を分類 し,こ れ ら課題を解決す る要求条件 の究 明を行 った ことにあ る。

特 に文 書処理 システ ムの運用 にお ける諸問題 について,ユ ーザモデル と概念 モデルの立場

か ら調査 し,分 か りやす く解説を加えて いる。

あわせ て情報処理技術の最高難度 にあるメ ンタルモデルの一つの方向性を示す ことも目指

した。 コンピュータを意識す る必 要が 無いデー タベース端末機器を開発す るための,シ ステ

ム要求条 件を盛 り込んだつ もりであ る。

本開発 システム機能 と開発手法の特 長を以下に述べ る。
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(1)シ ステム機能の特長

・情報 を真 に必要 とす る人へ,質 の高い情報を的確 に提供可能 とした。

受給側の情報選別手段 に加 え,デ ー タベ ースに蓄積 した膨大 な情報か ら,シ ステムが的

確 な情報 を自動的 に選択 し配布可能 と した。

・依存文書 を文書情報 ビューによ りグループ化 と階層化 を図 り,多 面的に活用可能 とす る。

既存 のデータ構造 をその まま利用で き,複 数の応用 ごとにデータ構造を変更す る ことは

不要 とな った。

・データベ ース管理者,構 築者指 向 システムと した。

誰 もが簡単 にデータベ ースを構築で き,専 任デー タベース管理構築者 は不要 とな った。

(2)開 発手法 の特長

・UNIXとMS-DOSを 用 いたオ ープ ンシステム と した。

システムを他の コンピュー タに簡単 に移植で き,ハ ー ドに依存 しないシステム と した。

・多 目的に応用展開可能 な システム構造 と した。

パ ソコン電子 メール と電子掲 示板機能を分散処理 的に付加 し,先 進的 グループ ウェアを

容易に実現 で きる もの と した。

(3)基 礎理論 の特長

・多岐 にわた る利用形態 にお ける運用上の諸問題を考察 し,シ ステムモデルを まとめ,ユ

ーザ要求 条件 を明確化 した。

・システムモデル,ユ ーザモデル,文 書の概念モデルを実現 した。

個人 ごとの シソー ラス情報 と,例 文 ごとの シソーラスを利 用 し,両 モデルを構築 した。

・ユーザ ビュー と文 書情 報 ビューを ファジィ情報量で関係付けた。

フ ァジィ理論を基 に相反的 な条件で ある,検 索率 と適合率を同時に向上 させ得た。

18.2.2実 施 内容

上記 目的を達成す るため に以下の作業を行 った。

(1)ユ ーザ要求仕様の検討

・システムモデルを検討 した。

・ユ ーザモデルを調 査検討 した。

・文書操作 に係わ るユ ーザ要求条件を検討 し作成 した。

・文書の寿命 に係わ るユ ーザ要求条件 を検討 し作成 した。

・文書の構造 自体 に係わ るユ ーザ要求条件 を検討 し作成 した。
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・文書デー タベ ースのアーキ テクチ1・に係わ るユ ーザ要求 条件 を検討 し作成 した
。

・システムモデルを定義 した。

(2)文 書情報 ビュー定義機 能の検討

・文書の分野 ごとに例文を定義 し,キ ーワー ドを 自動的 に取 り出す機能 を検討 した。

・文書概念モデルの調査検討 を行 った。

・文書情報 ビューを構成す るキーワー ドの フ ァジィ情報量を定義す る方式 を検討 した。

・文書 ごとの ファジィ情報量 を体系 化 し,文 書 を横断的 に体系化す る手法 を検討 した。

・管理情報を付加す る機能 を検討 した。

・管理情報を文書 ビューに反映す る機能 を検討 した。

・文書 ビューに基づ き文書 の概念 モデルを定義 した
。

(3)ユ ーザ ビュー定義機能の検討

・ユーザ ごとの固定情報即 ちキー ワー ドとシソーラスの動的入力手法を調査 ,検 討 した。

・ユーザ ごとのキー ワー ドとシソー ラスに ファジィ情報量 を定義す る手法を調査 し,検 討

した。

・誰が どの文書を使用 したか,ユ ーザ ごとに履歴 を管理 す る方式 を検討 した。

・文書 ビューと上記情報 に基づ きユ ーザ ビューを作成す る手法 を調査 ,検 討 した。

・ユーザモデル記述方式 を検討 した。

(4)ビ ューの関係付 け機能検 討

・メ ンタルモデルを調査 した。

・的確な情報 を得 るために,ユ ーザ ビュー と文書 ビューを関係付け る機能 を検討 した。

・関係付けた結果,必 要な部分が選択 され ることを確認 した。

・ユ ーザモデル記述 システ ムを検討 した。

(5)プ ログラム仕様作成

・上記②か ら(4)にて検討 した 内容 をプ ログラム機能仕様書 にまとめた。

・要求仕様 と既 開発済みのSTDB文 書検索 システムモ ジュール との適合性 を検討 した。

・ビューの処理機能以外 は既存 プ ログラムの変更に努 め,新 規 に作成す る部分 を絞 り,開

発効率を高めた。

・文書 フ ァイルにおける光 フ ァイルの活用範囲を明確 に定義 した。

・電子 メールの情報 を変換 しデー タベース化す る効率 の良 い方式を検討 した。

・ファクシミリを中心 と したイメー ジ情報通信方式 を検討 した。
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(6)プ ログラム コーデ ィ ング

・当社製UNIXコ ン ピュー タIX-11を サーバー と し,MS-DOSパ ソコンを クライ

ア ン トとす るシステムに開発環境 を設定 した。

・他 コ ンピュー タへの移植性 を十分考慮 し
,プ ログラムを作成 した。

システムの ソフ トウェア機能 モ ジュールの構成 を以下 に示す。

・電子 メール システムなど他 システムよ り情報 を収集 し
,管 理用付加情報 とと もに ファ

イルす る文書 情報入手機能。

・管理用付加情 報 に基づ き会話的に文書情報 を分野 に分 け
,各 分野 ごとに様 式 と例文 を

定義 し,フ ァイルす る情報登録機能。

・文書 ごとの シソー ラスを 自動的に作成 し
,文 書 ごとの文書情報 ビューを作成 す る機能。

・文書 ごとの文書情報 ビューか ら全体の文書情報 ビューを半 自動 的に抽 出す る機能
。

・英文情報を加工 し
,検 索 し易い惜f侵とす る機能 。

・ユ ーザ ごとの仮の キー ワー ドとシソーラスを会 話的 に入 力 し定義す る機能
。

・文書情 報 ビューとユ ーザ ごとの仮の シソー ラスを基 に
,ユ ーザ ビューを 自動 的に作成

す る機能。

・文書 ビューを用 いデー タベ ースの情報 を半 自動的 に改良 す る機能
。

・使用履歴 に基づ きユーザ ビューを 自動的 に改良す る機能
。

18.3開 発 シ ス テ ム の 効 果

18.3.1文 書デー タベ ースユーザ要求条件

文書デー タベースに関す るユ ーザ要求条件 を調査 し,開 発 システ ムの要 求条件 を作成 した。

要求に基 づ きシステムモ デルを 作成 し,シ ステム開発の方 向をまず定 めた。

(1)文 書処理 におけ る操 作

文書処理用のユ ーザ インタフェー スは極めて多岐 にわた り,各 人各様 と捕 らえ るべ きで

あ る。本開発 は文書処理 に関す るユーザ要求を入手,配 布,操 作の3段 階 に分類 し,そ れ

ぞれの課題を把握 した。文書処理操 作の3段 階において,利 用者 に共通 性の ある要求 を見

いだ した。 これ ら3段 階の要求 に対応 し,ユ ーザモデルを基 本3タ イプ と した。

(a)文 書入手 の課題

・受 け入れ情報履歴 管理 ,入 手状況記録 を簡略化 した い。
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・欠陥情報 を簡単に追跡 し,情 報品質の維持管理 を行 いたい。

・入手情報の版数管理 と更新情報 の差 し替えを簡略化 したい。

・デー タベースは利用 され るほどデータベ ース計 画段階の 費用 見積 り以上 に各種情報 を

入 力せ ざるを得な くな り入力費用 は級数的 に増加す る。

初期 設計において は費用 は,最 小化 したい。

(b)情 報配布の課題

・複写作業の効率化 を図 りたい。

・正 しい版数管理 を行 い,無 駄 な複写を減少 させ たい。

・正 しい版数の配布 ,更 新指示管理 を行 いたい。

・データベースは利 用 され るほど,'配 布情報を要求す る部門又 は個人が増加 し,デ ータ

ベースの計画段階の見積 り以上 に維持 費用 は級数的 に増加 す る。

初期設計 において は,費 用 は最小 化 したい。

(c)文 書 検索操作 の課題

・文書内容検索 と属性検索 の2種 類の方 法を要求す る。

・シソーラスの維持管理 を簡略化 した い。

・内容検索の適合率 をで きる限 り向上 したい。

・キー ワー ドの シソー ラスを使 い未熟練者 も容易 に検索可能 と したい。

・組織変更 や担当者移 動 など属性及 び属性値定義 を簡単 に維持管理 したい。

・デー タベースは利用 され るほ ど,不 要 なデ ータを破 棄 し,有 効なデータを蓄積す る要

求が増大 す る。 データベ ース計 画段 階の見積 り以上 に,維 持 費用 は級数的 に増加す る。

初期段階において は最小 化 したい。

(2)文 書の寿命(ラ イ フサイ クル)

デー タベ ースの価値 を決定す るの は,デ ータの中身で ある ことはい うまで もない。

しか し,デ ータの品質を維持す ることは費用がかか るもので あ る。 また逆 にいえば,シ

ステムの成否 は費用の増加率 によ り計数可能 と もいえ,デ ー タの品質維持費 はデ ータベー

スを使えば使 うほ ど急増す ることを覚悟す る必要があ る。ハー ドウェア及び ソフ トウェア

に対す る初期投 資に比べ,デ ー タベー ス構 築費 は高価であ り,更 にこれ らを合計 した初期

投資 に比べ,維 持運用 費 は更に高額 とな るのが一般的で あろ う。

デー タベース運用費用を相対的 に滅 らすために,同 じデー タを長期 間にわた り多人数が

利 用す ること,即 ち文書の寿 命と共 有化が効果があ る。使用頻度 を高めれば,単 位情報当

た りの費用効率,即 ち情報 の生産 性を向上 させ る ことが可能 とな る。
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(a)ユ ーザの複数 化 による効率化

・入 力データを共有化 し,一 人当た りの費用を軽 減す ることが可能 となる。

このためには,各 人が使 い易い インタフ ェース と,情 報 の中身 に対 し発想 し易 い,情

報 の構造が必要 とな る。

・内容検索 と属性検索 の両 者が必 要となる
。

一人で使 う場 合 は文書 属性 を使用 した方が簡便 であ る。 ところが他人が作成 した もの

や年月 を長 く経 た ものは,内 容 に頼 らざるを得 ない ことも多 い。

・ある個人の分類 法又 は発想 法が,他 の人 と異 な るとい う困難 な課題 を解決す る必要が

ある。

(b)変 更デ ータの減少 によ る効率化

・変更が少 ない,廃 棄が少 ないデータをデータベ ース化す る ことが重要 とな る。

・一般的 に個人用文書 は寿 命が短 く,個 人用 は寿命 の点か らも減少 させ るべ きであ る。

・文書情報 は作成 直後 に変更 され る確率が最 も高 く,デ ータを経過時間の観点か ら管理

す ることが重要 とな る。

・た とえ情報を更新す る事態 とな って も,全 面変更 を しなけれ ば当然寿命 は長 くな る。

全面変更 と破棄が文書情 報の死であ り,こ れを避 ける。

(c)情 報の永久保存化 による効率化

・情報を各段階及 び時間経過 とと もに十分に整理す る ことが ,最 終的な費用であ る破棄

費用の効率化 に唯一有効 な対抗策であ る。

・数少 ない応用事 例の経験か らだが ,破 棄の条件 を明確 に定義 した,破 棄の容易な情報

は逆説 的に長寿 命な情報 といえそ うである。

(3)文 書情報 の構造化

(a)情 報 の構造化

情報 の構造化 こそ検 索,版 数 管理,配 布更 に破 棄を行 う基礎 であ る。電子化 され た情

報 は紙の媒 体に比 べ保 管,配 布 更に処理 にお いて 自由度が大 であ る。本 システムのモ デ

ルの基本 は文書情報 を 目に見え る紙 又はフロ ッピーの ごとき容量 の媒体で あ る実体 と直

接結 び付 けて管理す ることであ る。 これ はオ フィスにお いて,極 めて有利で あることが

実証 されて いる。電子化情 報の 白山度故に,不 明なモデル による管理 は困難 な事態を招

き易 いといえ よう。

(b)標 準 文書様式

共有 化のために文 書構造を決め,各 人が勝手 に自分流の文書 を作成す ることを避 け る
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必要 があ る。デー タベース管理 に よ るゴ ミ清掃 を減少す ることに大 いに役立っ。手の込

んだ見 た目に美 しい文書 も,も し適正 な構造化 を図 って いな けれ ば,融 通が きかない,

メ ンテ ナ ンスで きな い情報 とな り易 い。 あ らか じめ標準文書様式 を決 めることは,構 造

化作業の効率を向上す るの に大 いに役立 っ。

(c)目 に見え る実体 に基づ くモデル

責任 の細分化 と組織化 を情報 の実体 と一致 させ るモデルが,ユ ーザ要求 の変化,組 織

変更,担 当者移動等 の変動 に常 に迅速 に対処 で き,更 に迅速 な情報 更新 を可能 とす る柔

軟 な基盤 とな ると確信す る もので ある。

一般 の実世 界,例 えばオ フィスに写像 し,理 解 しやすい構 造を もつデー タベースのモ

デルを作 ることが,本 資料 にお いて,わ れわれが提案す る システムモデルの基 本 コンセ

プ トであ る。情報の管理者が その 文書 ファイルの保有者であ るこ とが キーであ る。

このため にオ フィスの大型 ロ ッカー,個 人 の脇机の 引出 し,個 人机の引出 しに対応 し

データベ ースを構築す る ことが必要 であ る。

(4)文 書 データベ ースの構造

(a)フ ァイルサーバ ー

システム構築 を単純化 し,運 用を効率化す るために,フ ァイルサーバ ーを以下の3シ

ステムに分類すべ きであ る。

・動 的 ファイル

・現行 ファイル

・アーカイブフ ァイル

オフ ィスにお いて は,動 的 フ ァイルサーバーは個人の机の 引出 しに対応す る ものであ

り,作 成中の ファイルを格納す る ものであ る,,動 的フ ァイルサーバーは,同 時性,ロ ッ

ク,修 復の機能 を提供す る。現 行フ ァイルサ ーバーはオ フ ィスにおいては,当 期の情報

を格納す る。一般 的に部 門 にと って最 も重要 なファイル ロ ッカであ る。 したが って機密

性,特 権性 を提供す ることが重要 とな る。 アーカイブフ ァイルサ ーバ ーは過去 のデータ

を格納す る,大 型の フ ァイル ロ ッカに写 像 され るもので ある。

各 ファイルサーバ ーが管理す る記憶域 は単一 ノー ドに存在す る。他の サーバーが管理

す ることを可能 とす ると,版 数管理な ど運用上の支障 が起 きが ちであ る。 オフィスの実

体モデルでいえば,あ る現行 フ ァイルサ ーバ ーの情報 を管理す る人の机 に,情 報 フ ァイ

ルが存在す る単純 なモデルが好 ま しく,こ の考 え方 によ りシステム構築を行 うべ きで あ

る。
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フ ァイルサ ーバ ーはオ フィスの システムの必 須要件 である。更に この他にVANへ の

応用を考慮す ると,以 下のサーバ ーが必須 と考 え る。

・印刷 サーバ ー,高 品質の レーザ印刷装置や電算写植機。

・端末サーバ ー,大 規模なパ ソコンネ ッ ト端 末への画面サ ー ビス。

・ネ ッ トワー クサーバー,ロ グイ ン及 びネ ッ トワー クの会計情報計算等 を提供。

(b)ク ライア ン ト

文書処 理の操 作において既 に述べ た様 に,文 書処理を入力,配 布,操 作の3タ イプに

分類 し基 本ユーザモデル とす る。 更にこの考え方 を単純化す ることがユ ーザの メ ンタル

な問題発生 の最小化 に役立っ ものであ り,担 当者の役割分担を クライア ン トシステムの

役割分担 に写像すべ きで ある。基本 タイプ以外 に も全 く同 じ考え方を適用す る。

クライア ン トは入力,配 布,操 作に対応す る少な くとも3種 類の専用 タイプが必要 で

ある。 これ ら,そ れぞれ にパ ソコンを制 御装置 とす るクラ ンア ン トを当て はめ,モ デル

化 を行 うことが好 ま しい。

・操作者向 けの クライア ン トの タイプ1の ワー クテスー ション

・入力者向 けの クライア ン トのタイプ2の 入力専用機
,例 えばOCR。

・メール担当者向けの クライア ン トの タイプ3の 情報配布専用機 例 えばフ ァクシ ミ

リ。

クライ ア ン トを これ ら3タ イプの 専用 システムと し,そ れぞれ を各種パ ソコ ンを用 い

構築す ることによ り極 めて 大きな柔軟性 を得 て,シ ステム構築 賢吏 に運用費を軽減す る。

最近 の ワー クステー シ ョンやパ ソコ ン等は強力であ り,性 能的 には十分複合的な シス

テム とす ることがで きる。 しか し複合 システムを導入すれば,運 用 ノウハ ウを教育 す る

とい う別 の困難 な問題 を引 き起 こ し,更 に運用費用を増加 させ ることが予想で きる。

入力 の クライア ン トにっ いていえば,入 力用漢字OCRの 進歩 はこの1,2年 あ ざま

しく,日 本語文書 データベース とお互 いに,良 い相乗効果 を生んでい るといえよ う。 日

本語OCRを 積極的 にデー タ作成業務 に活用 し効率化 を図るべ きであ る。

互換性,リ モ ー トコ ピー,シ ーケ ンシャル 出力等 の単純性及び運用 の容易 さか ら,配

布の クライア ン トの最 も重要 な システムはフ ァクシ ミリと考え る。 レーザープ リンター

の有効性 は操作 の クライア ン トに用 いるソフ トウェアに大 き く依存す る。

一 般的に は操作 の クライア ン トはユ ーザモデルの細分化 に対応 し
,更 に細か く分類 し

た方 がモデルが単 純にな る。例えば翻訳者,レ イアウ ト担当者,シ ステム開発者等であ

る。

一20]一



文書情報デ ータベースの トータル費用 は,も しその システムが成功 を修めれば,入 力

費,維 持費,破 棄費 に大 き く依存 し,ハ ー ドウェアの費用 は極 めて小 さな部分を 占める

のが常で ある。

(c)フ ァイルサ ーバ ーの性能要求条 件

前項 において,シ ステム構築を単純 化 し運用 を効率化す るために,フ ァイルサ ーバ ー

を以下の3シ ステムに分類 した。 これ らのハ ー ドウェアに対す る要求性能を まとめ る。

文書情報検索 にお いて は,性 能 こそ最重要 の要求条件で あ り,ユ ーザの メ ンタルモデ

ルの問題 を含 めすべての問題を軽減す る特効薬で ある。

オ フィスにっいて いえば,動 的 フ ァイル は個人机 の引出 しか ら取 り出され,机 の上 に

す ぐ置け るファイルである。高速再検索要求に応 えるために,1秒 以下の応答性が要求

され る。 ファイル名等 の属性値 による検索が主体 であ り,ハ ー ドウェア 自体 の性能要求

はそれ ほど厳 しくない。 したが ってパ ソコ ンの性能 に より,十 分 よいシステムを構築 で

きる。

現行 フ ァイルサーバー はオ フィスで いえば,当 期の情報を保管す る最重要 ファイルで

あ り,物 理的 に中容量の ファイルを属性 値 と内容の スキ ャ ンによ り,中 程度 の応 答時間

内 に検索す る能力が要求 され る。UNIXの 多機能性 を最 も生 かせ る領域 であ り,一 般

的 に高性能 ワークステー シ ョンが広 い適用性 を もつ領域であ る。

基本的 に光 フ ァイル はアーカ イブファイルに適 して いるが,イ メー ジ情報 の蓄積のた

めに現行 フ ァイル システムに利用す るの も,価 格的 に好 ま しい。 しか し維持 管理の問題

か ら,イ メー ジ入力 はOCRや キ ーワー ド入 力不可能 なデー タに止 めるべ きであ ろ う。

アーカイブフ ァイルにっ いて は,過 去 の大量 データを内容検索 す る必要があ り,即 ち

大量情報 を フルペー ジスキャ ンす る必要 があ る。3タ イプの中で最 もハ ー ドウェア負荷

が大 きい。 た とえ も し1分 の応答時間を許容 されて も,数10か ら数100MIPSの 大型

計算機能 力を必要 とす る。 この ため単な るワー クステー シ ョンで は性能的 に適用範囲が

狭 め られ,少 な くと もスーバ ミニを使用 し,そ の ファイル能力を十分に活用すべ きで あ

る。

18.3.2開 発プ ログラムの効果

(1)文 書処理操作への対応

(a)情 報配布の効率化

情報受給者 にとって必要 な情報 のみを的確 に提供 し, データベ ースシステム等情 報活

一202一



用効率 を著 しく改善 した。

例 えば海外最新情報 は英語 によ り記載 されて いることが多 い。われわれ 日本人 にと っ

て流 し読 みは困難で あ り,必 要情報かの判断だ けに も極 めて時 間を とる ものである。英

日用語辞書 を用 い る置換機能 によ り,英 文中の 日本語 やその用語の 出現数を簡単 に読み

取 れ,容 易に判断す ることが可能 とな った。

またキー ワー ドに関 しては一定条件の出現率を プログラムす れば個人 ごとに要求情報

を的確に配布 で きる。

英 日置換機能 の使用法 を以下 に示す。

・英 語情報 をその まま検索す る利用法。

*英 語情報 を 日本語 と英語 のキーワー ド両者 を使 い検索 で きる。

*英 文最先端技術情報の 有用性を 日本語 によ り判 断で きる。

*日 本語 のキー ワー ドを使用 し検索で きる。

*英 字新 聞の見 出 し文 は特 に理解が困難。見出 しに代 わ る判断手段が欲 しい。

*市 販 されてい る電子化 英文情報か ら有効な情報 を比較 的容易 に抽出で きる。

・簡易翻訳 と して の利用法。

*日 本文翻訳 費用 と時間をかけた く無 い。

*翻 訳を行 う場 合,用 語の統一を行 える。

*翻 訳速度 を向上 で きる。

配布作業の効率化 が もた らした メ リッ トを以下 に示す。

・紙の情報を減 ら し,オ フィスの空間効率 を高め,紙 の消費量 を減少で きる。

・情報を他のパ ソコンに短 時間に配布で きる。

・作成時間 と入手 時間の タイムラグ も減 らせ る。

・イメージを含む電子 媒体文書 を ファクシ ミリへ直接 送信可能 と し,複 数の ファク

シ ミリへ も同時に送信 で き,効 率 と質を高め られ る。

(b)文 書検索操作の効率 化

本操作の基本 は情報 分野 と用語 の両 シソーラス即 ち文書 ビューであ る。 そ してそれを

基 に個人 に対 し,シ ソー ラスの案内情報即 ちユーザ ビューを提供す る検索手法が特 徴で

ある。属性値の検索 と内容検 索を同時に提供 し,維 持管理 の容易な システムを開発す る

ベ ースとな る。運用 しやす いシステムを容易に構築可能 とす る ものであ る。

情報の受給者であ るユーザ にとって,不 必要 な情報が排除 され,的 確 な情報のみが供

給 され るため,著 しく効率が改善で きた。情報全体 を検索 しな くと も,文 書情報 ビュー
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を検索 し,情 報の有効度 をあ る程度推定可能 とな った。ユーザは不要情報を印刷 した り,

伝送す ることを減少 し,合 理化が可能 とな った。

検索操作の効率化 が もた ら したメ リッ トを以下に示す。

・既検索済 み文書 に関連す る情報がデー タベース中に存在すれば簡単に検索で きる
。

・個人が仮 の シソーラスを定義すれば システムが 自動 的に情報の在処 へ案 内す る
。

・不慣 れなユ ーザ もす ぐにデ ータベースを使用で き
,教 育期間を短 くで きる。

(2)文 書の長寿命要求へ の対応

(a)情 報維持管理の効率化

文書 ビューは文書 間の関連付けを行 うもの であ り,極 めて似た内容 の文書 は極めて似

た又は同一の文書 ビューとなる。 したが って,不 注意 に登録 した ファイルを捜 し,版 数

管理に用 いる ことが可能 となった、,更にデータベ ース等 に蓄積 された文書情報使用回数

を計数 し,活 用頻度の推定 に役立て ることがで きた。不必要情報の排除 など,デ ー タベ

ースの維持管理が容易 となった
。

情報 メ ンテナ ンス機能の高度 化が もた らしたメ リッ トを以下に示す。

・文書 ビューを版数管理用 情報 と して利用 し,維 持管理が可能で ある。

・情報利用度を容易 に推定で き
,不 要情報の調査がで きる。

・作成時 に破棄条件を明確化 していない文書 も検索 し
,有 効度 を判断で きる。

(b)シ ソーラス維持管理効率の向上

情報の維持管理上 に シソー ラスの維持管理 に費用 と時間がかか るものであ る。 内容検

索は100%の 適合率 は期待で きず,情 報を分野 に分 け蓄積せ ざるを得 ない。 このための

シソーラスを作成 す る手間が内容検索の普及を妨げて いる最大の理 由と もいえ る。

文書 ビューはキー ワー ドと情 報分野の両 シソーラスを最大限 自動的 に維持管理 を行 う

ことを第一の 目的に定め定義 されている。

シソーラス維持 管理機能 の高度 化が もた らした メ リッ トを以下 に示す。

・データベース導入が容易にな る。

・内容検索応 答時間を短縮 で きる
。

・他人の又は共 通の シソー ラスを利用 して
,す ぐに容易に情報 を検索で きる。

・管理者 はシソー ラスの維 持管理,情 報の維持管 理が行い易 くなる。

(3)文 書情報の構造化要 求への対応

(a)情 報の構造 化作 業効率 の向上

特定ユーザが必要 とす る情報 の集合を特定す るために,共 通 キーワー ドと個人 ごと検
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索要求 を記述す るキー ワー ドを整合化 し情報を提供す る機能を提供 した。 この要求を実

現す るのがユーザ ビュー機能である。

情報 の構造 化作業 の効率化が もた らした メ リッ トを以下 に示す。

・文書検索 操作 の課題を解決 すると同時に以下の メ リッ トが存在す る
。

・誰 もが容 易 に 自分の検索条件 を定義 し,自 動的 に必要 情報を入手で きる。

・キー ワー ドの維持作業が個人 に任 され
,運 用作業が楽にな る。

・他人 の ビューに影響 されず,適 合率 を 自分 で工夫 し向上 で きる。

(4)シ ステム構造要求 への対応

(a)フ ァイル システムの効率化

動 的 フ ァイルの構 造化が文書情 報 システムの成功不成功 に大 きく係わ る。本 システム

の システ ムモデル は単純で分か りやす く,動 的 フ ァイル システムの位置付 けを最大 のキ

ーポイ ン トと して い る
。

現行 フ ァイル システムの高度化が もた らした メ リッ トを以下 に示す。

・情報管理 を各人 に分散 で き,大 きな情 報単 位 まで個人の レベルに まかせ られ る。

・デー タベー ス管理者 はアーカイブファイル管理作業に絞 り
,作 業 で きる。

・イメー ジ情 報 も現行 ファイル と して使用可能 とな る
。

・パ ソコンを現行 フ ァイルサーバ ーに使用で き
,ハ ー ドウェア及 び ソフ トウェアの

費用低減 と関連す る入出力の操作の標準化 を図 り易 い。

18.4開 発 シ ス テ ム の 発 展 性

18.4.1グ ループウ ェアへ の発展性 に関 する考察

グループ ウェアの定 義 は多様であ るが,グ ループ ウェアの定義 に不可欠 な ことは,コ ンピ

ュータを用 いること,グ ル ープでの 協調作業 を支援す る システムで ある こと,の2点 であ ろ

う。加えて以下 の機能 が各定義 に共通 の機能 といえ よ う。

・文書 を入 力 し編集す るワープ ロ機能。

・電子 メールや電子 掲示板 による情 報交換機能
,,

・文書 を保管,検 索 す る文書 データベース機能。

・イメー ジ情報 も処理 で きる各種の クライア ン ト機能
。

・グルー プごとの1青報共有 を促進す る機能
。
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本 開発 システムの基盤 は ビューの 考え方で あ り,こ の考 えに基づ く各種モ ジュールは以下

の機能 を含んでい る。

・パ ソコ ンを入力,配 布,操 作用 端 末と して活用す る機能。

・パ ソコ ン用 ソフ トウェアによ るワープ ロ文書情報を管理 す る機 能。

・3種 類の フ ァイルサーバ ーか ら構成 され る,柔 軟で単純 な文書デ ータベ ース機能。

・検索率 と適合率を同時に高め情報共有 を促進す る機能。

本開発 システムはパ ソコ ンの ソフ トウェア によ り,以 下の高度 な配布機能 を付加 されて い

る。 したが って,グ ループウェアの基 盤 と して応用展開可能な もの といえ よう。

・パ ソコン電子 メールプログラムを使 った電子情報配布機能。

・フ ァクシ ミリをパ ソコンと連動 し,送 受信端末 と した情報配布機 能。

既 に述べた ごと く,本 データベー ス管理 システムは構築性 と維持運 用性 に優れてい る。 し

か もパ ソコ ンの機能を生 か し,こ れを端末 として いる。 このため文書 情報操作 に極めて優 れ

た ものであ る。本 システムに,以 下 に示す高度 な周辺装置を付加 し,情 報配布機能を更に高

め ることによ り,ト ー タルVANシ ステム環境 となる ものであ る。

・印刷装置の高度化。

高速高品質の レーザー印刷装 置及び電 算写植機 を備え,情 報配布機能 を高める。

・端末 サーバ ー機能の高度化。

大規模 なパ ソコンネ ッ トワー クを対象 に,広 域への情報配布機能 を高め る。

・ネ ッ トワー クサーバ ーの高度 化。

各種ネ ッ トワー クとの接続及 びネ ッ トワー クの会計情報計 算等 ネ ッ トワー ク管理を強

化 し情報配布機能 を高 め る。

18.4.2メ ンタルモデルへの発展性 に関 す る考察

メ ンタルモデルに もさまざまな定 義が存在 し,一 般 に不完全 かっ不安 定であ るといわれて

い る。 人間の直感や常識 などルール形式で は工学的 に表現不可能 な情 報を,定 式化 し表現 を

試 み るモ デル論であ り,止 むを得 な い といえよ う。

われわ れはメ ンタルモデルを よ り具体化 し,工 学 的に役立っ もの とす るため,以 下の定義

を新 たに加 えた。

・現実 の適用 システムにおけ る,人 間の問題を対象 とす る。

・対象適用 システムに対す る人 間の捕 らえ方,願 望を構成す る。

・コンピュータが物理的,実 時間 的に処理 で きるモデルを議 論す る。
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・モデルを記述す る作業量 は妥 当であ り,そ れは完全 に システム化 されて いる。

既 に述 べた ごと く,本 開発 の文書情報デー タベース管理 システムは,ユ ーザの不注意 や考

え違 いによ る情報の汚染 を最小限 にすべ くユーザのモ デル化 を行 って いる。 しか も上記 の条

件 に合致 しユーザのモ デル化 も行 って いる。

したが ってわれわれ はある程度 メ ンタルモデルを定義 したと考えて いる。以下 に この分野

におけ る本 システムの成果 を再度 まとめ る。

・文書管理 の体系をオ フィスのモデルに写 像 し,フ ァイルの在処 を容易 に記憶可能 とな っ

た。

・現行 ファイルを定 義 し,オ フィス担 当者 の業務 との関連を明確化 し,誤 りを減少 した。

・クライア ン トをユーザのモデルに応 じて分類 し,運 用を容易 に した。

・文書の内容 を概念 化 し,文 書情報 ビューに表 し,そ れ らの整合化 を図 るシステムを開発

し,運 用 を容易 に した。

・ユ ーザの要求 をキー ワー ドによ り表現 し,ユ ーザ ビューを定義 し,検 索の対象を特定 し,

案内をす る ことによ り適合率 を向上 した。

既 に述べた ごと く,ユ ーザのモデルを更 に細か く分類 し,操 作用 クライア ン トの タイプを

これに対応 させ,整 備すれ ば,ま す ます,運 用が楽にな ることが期待で きる。 コン ピュータ

を全 く意識 させず,情 報端末機 器とだ け見え るのが理想 的な端 末であ る。 翻訳用 ワー プ ロや

学童用 ワープ ロ,そ の他が本開 発の要求条件か ら推定 で きよ う。
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19.レ コ ー ドマ ネ ジ メ ン ト用 辞 書 管 理 シ ス テ ム の 開 発 研 究

19.1研 究 の 目 的

近年,社 会環境の変化 とと もに,オ フ ィスのかかえ る問題 も大 き く変 わ りつつあ る。

その背景 とな る もの に,r情 報の多様化 によ る文 書量の増加(紙 の膨大化)』r統 一性 に欠

けたOA化 の進 展』rオ フ ィス部門への投資の遅れ』r個 人の生活 レベルの 向上 』が あ り,

rス トレスの増加』r業 務効 率の低下』r狭 くて乱雑』 『家庭環 境 とオフィス環境のギ ャ ップ

の増大』等の問題が高 ま りっっあ る。

その結果,よ り快適で,効 率 的なオフィスをめざ してrオ フィス環境改善』や 『レコー ドマ

ネ ジメ ン トの確立』への必要性が高 まっている。

レコー ドマネ ジメ ン トとは不必要な記録 を作成 ・保有せず,価 値ある記録 を経 営資源 と して

活用す るため,記 録 の作成か ら処置(廃 棄,永 久保 存)を 経済的 かっ効率的に行 う仕組 み(国

際 レコー ドマネ ジメ ン ト協会定義)を い う。

このよ うな背景 か らオ フ ィスで は,rレ コー ドマネ ジメ ン トの確立』へ の取 り組み と合 わせ

て管理媒体 の関心 は紙 中心(ペ ーパーフ ァイ リングシステム)か ら,機 械可読化媒体(ワ ープ

ロ用磁気媒体,光 デ ィスク)を 対象 とした電子 ファイ リング システムへ と移 りっっ ある。

その電子 フ ァイ リングシステムでは,文 書のタイ トル,作 成者,分 類記号,キ ーワー ド等 の

書誌事項検索 システムの他 に,自 然語 による文書 内容検索 システ ムを実現 しよ うとす る動 きが

活発化 して いる。 しか しなが ら自然語検索(フ リーターム検索)の ままで は検索 モ レ等の 問題

が発生す るため,同 義語 ・類義語でマ ッチ ングがで きるよ うにす るための同義語 ・類義語 の辞

書が不可欠 になる。 しか しその作成 ・更新には人手がかか り,辞 書の メンテナ ンスを継続的 に

行 うことは容易で はな く,そ のためにシステムの運用を諦め る企業は少 な くない。

現在の一般的 な辞書 の更 新方法 は,辞 書 ファイルをハー ドコ ピー上で行 い,そ の後 辞書 フ ァ

イルに入力す る方式が とられていて,人 手による処理が多 く,シ ステム化が非常 に遅 れて いる

分野であ る。

そ こで,レ コー ドマ ネ ジメン トの ための 自然語検索 システム用 の辞書更新か ら人手 作業 を軽

減す るための支援 システム機能 を開発す ることを 目的 とす る研究 を行 う。
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19.2研 究 の 方 法

研 究の方法 は大別す るとr辞 書 管理 システムの開発』r実 験用辞書の作成』及 びr確 認実験』

か らな る。

以下 にその概要について述べ る。

19.2.1辞 書管理 システムの開発

この システムはパー ソナル コンピュー タを用 いて開発 した。一般 オ フィスでの利用 を考え、

開発 のツールは普及率 も考慮 して以 下の ような汎用性のあ るものを選定 し,シ ステムの開発

に当た って,辞 書の容量 は20,000語 程度の シソー ラス辞書を想定 した。

・パー ソナル コンピュー タ:NEC製PC-9800シ リーズ

・OS:MS-DOS

・DBMSパ ッケー ジ:dBASEII【

また,辞 書管理 システムの開 発に当た って次の機能を開発課題 と した。

① 候補語の入力を一語一語 入力す る方法 と,フ ロッピーデ ィス クか らの大量一括入力す

る方法 の両方の入 力を可能 にす る。

② 候補語 の出現回数 によ り,辞 書登録対象語 を 自動選択 表示す る。

③ 辞書 更新時 登録対象語 が どの カテゴ リーの配下 に属す るか システム的に判断 し,可

能性 のあ るカテゴ リーを画面 に優先表示す る。

19.2.2実 験用辞書の作成

実験用辞書 と しては 「オフィスプラ ンニ ング」業務に関す る専門用語 を事例 として選定 し

た。辞書の構造 はカテゴ リー 一 用語(デ ィス ク リプター)一 同義語 か らな るISA関 係

構造 シソーラスと した。

辞書 の作成方法 は 「オフ ィスプ ラ ンニ ング」を社 内で担当 してい るコ ンサル タン ト,デ ザ

イナーに対 し検索 キー ワー ド調 査票 によ り,ア ンケー ト調査を行い,カ テ ゴ リーの設定 と用

語 の抽出を行 った。(原 案)

この原 案をベースに社内文書資料(社 内作成研修用 資料,カ タログ等)よ り用語を収集 ・

整理 し,実 験用辞書(585語)と した。(表19-1)

用語の整理をす る上で,留 意 した ことは同義語 と複合語 の整理で あ り,以 下 にその方法 に

つ いて述べ る。
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書辞用験実表19-1

*一*
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6.エ ル ゴ ノ ミ ク ス

1.人 間 工 学

2.労 働 環 境 工 学
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2.会 社 名
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4.団 体,学 校 名
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カ テ ゴ リ ー
家 一*シ ソ ー ラ ス 辞 書 一 覧 リ ス ト*一 覧:

デ ィ ス ク リ プ タ ー 同 義 語
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1.効 率 性

2.快 適 性

1.ア メ ニ テ ィ
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4

5
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7

6

6

6

6

6

7

7

7

7

7

7

7

7

(1)同 義語の整理方法

同義語 は次の8っ の観点 か ら整理 した。

① 意味的:デ スク;机

② 略語:NRM;日 本 レコー ドマネ ジメ ン ト

③ 表記の相違:ITO;ア イティーオー

④ 送 りがなの相違:読 み込 み;読 込み

⑤ 異字体表記:製 鉄;製 鐵

⑥ ア クロニ ウム:CI;C.1.

⑦ 長音記号付与の有無 の相違:レ コー ドマネ ジメン ト;レ コー ドマネー ジメ ン ト

⑧ 外来語表記:硝 子;ガ ラス

(2)複 合語の整理方法

複合語 にっ いては可能 な限 り,分 割 した。ただ し,検 索時の ノイズをで きるだ け少な く

す るため に も次の2つ の場合 は分割せず にその まま登録 した。

① 分割す ると一方 の文字が1文 字 になる場合

(例)分 類表→ ×分類:表
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② 分割後,2語 と もに 複 合語 と同様 に同時 に発生す る可能性 が高 いと思われ る場 合

(例)配 線設備→ ×配線:設 備

19.2.3実 験の方法

サ ンプル文書か ら単語 を抽 出 し,そ の抽 出 した ものを辞書管理 システムに入 力 ・更新 し,

今回開発 した システムの機能 を検証す るための確認実験 を行 った。

以下 にその手順を示す。

(1)単 語の抽出

サ ンプル文書(企 画書)か ら単語 を抽 出 し,テ ス トデータ用のFD(フ ロッピーデ ィス

ク)に ファイル した。

(2)辞 書管理 システムへの入力

テス トデー タ用FDか ら辞書 システム に一括入力 した。

(3)更 新確認実験

システムを起動 させなが ら,目 標 とす る機能 を確認 した。

19.3辞 書 管 理 シ ス テ ム の 概 要

開発 した辞書管理 システムのモ ジュール構成 は図19-1で あ り,シ ステムの処 理手順 は図19

-2の とお りであ る
。 以下 に システムの処理手順の概要 について説 明す る。

(1)タ ーム入 力

利用者 が直接画面 に向 い,一 語一語入 力す る方法 とフ ロッピーデ ィス クか ら一括 して大量

入 力す る両方 の入 力方 法を用 意す る。

② 辞書 との照合

候補語 と シソーラス辞 書 とを照 合 させ,不 一致の もののみ,頻 度 辞書 との照合へ移 る。

(3)頻 度辞書 との照合

候補語 と頻度辞書 との見 出 しマ ッチ ングを行 う。完全一致 した場合 は,頻 度数 を カウ ン ト

ア ップ し 「しきい値」 との比較 に移 る。不一致の場合は,
t(頻 度数1)の 新 しい用 語 と して

頻度辞書 に登録 を行 う。

(4)し きい値 との比較

候補語 の出現回数 と 「しきい値」 との比較を行 う。候補語の 出現回数が 「しきい値 」に達
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しない場合 は,頻 度辞書の 出現頻度数 を更新 し,「 しきい値」の値 と等価にな ったとき、 シ

ソーラス辞書 の更新へ移 る。

(5)シ ソー ラス辞書の更新

登録 しようとして い る候 補語 が どの カテ ゴ リーの配下 に属す るの か,既 に登録 されてい る

デ ィス クリプターを検索す る。そ して,既 に登録 されて いるデ ィス ク リプ 夕日と後方一致 し

た とき,検 索 されたデ ィス クリプターを含む カテ ゴ リーが今登録 しよ うと している候補語の

カテ ゴ リー として優先的 に利用者 に通知す る。(複 数 あれ ば,複 数表示 され る)

利用者 は,そ のカテ ゴ リーを確認 し,適 切 であれば,そ のカテ ゴ リーの基 にデ ィスク リプ

ター又 は同義語 と して登録す る。 また,上 記 に該 当 しない場合 は既 に登録 されて いるカテ ゴ

リーを全表示 し,更 新処理を行 う。
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デ ィ ス ク リプ タ ー の

選 択

2デ ィ ス ク リプ タ ー の 登 録

入 力 フ7仲の選 択

3カ テ ゴ リー の登 録

カテゴ リーの登録
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全表示
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L|RT、PRG

図19-1シ ス テ ムの モ ジ ュール 構 成
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(1)タ ー ム 入 力
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図19-2シ ステムの処理手順
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19.4実 験 ・評 価

19.4.1実 験

実験の 目的 は今回開発 したシステムの改善点を整理 す ることにあ り,サ ンプル文書 を使用

して運用 テス トを行 った。 テス トの概要は次の とお りであ る。

サ ンプル文書 か ら単語 を抽出 した。

その抽 出 した ものを辞書管理 システムに入 力 し,シ ステム上で一定の頻度で(し きい値)

出現す る新単語 にっ いて用語及び カテ ゴ リーの更新を行い システムの機 能の確認を行 った。

19.4.2結 果 及び考 察

開発 した辞書管理 システムの機能 を確認 した結果 は以下 のとお りであ り,辞 書 更新 か らの

人手作業 を軽減す るた めの支援 システム機能 は達成で きた といえ る。

① 一語一語 の 「キ ーボー ド入力」 とrFD－ 括入力」の両機能 とも達成 で きた。

② 候補語 の抽 出 に出現回数 「しきい値」 により,登 録対象語が 自動選択 表示 され ること

が確認 で きた。 また 「しきい値」を画面の指示に従い,キ ーボー ドか ら変 更で きること

も確認で きた。

③ システムの検 索機能 によ り"候 補語"と"既 に辞書 に登録 されてい る用語"と が後方

一致 した場 合に
,検 索 された用 語を含む カテ ゴ リーを今登録 しようと してい る用 語のカ

テゴ リー と して優先 的に表示す る機能 を確認で きた。

例 えば,カ テ ゴ リーが 「会社 名1で,そ の下 に 「神奈川 リコー」 とい う用語が登録 さ

れて お り,新 規 に候補語 と して 「京都 リコー」を入力 した。 その結 果rリ コー」で 「神

奈川 リコー」 と 「京都 リコー」が後方一致 し,こ の とき,「 神奈川 リコー」を含む カテ

ゴ リーであ る 「会社 名」を表示 した。

④ 同一 カテ ゴ リー内の用語の追 加はカテゴ リーの範囲内の任意の画面表示場所(カ テ ゴ

リー別用語 画面 に表示 され る リス ト)に 挿入す る機能 を確認で きた。

19.5結 論

レコー ドマネ ジメ ン トのための自然語検索 システムに用 いる辞書更新か らの人手作業を軽減

す るための支援 システ ム機能 を開 発 した,、また,そ の対象 とな る機能 は次の3点 であ る。

① 候補語 の入 力を一 語一語入 力す る方法 と,フ ロッピーデ ィス クか らの大量一括入力す る方
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法 の両方 の入 力を可能 にす る。

② 候補語 の出現回数 によ り,辞 書登録対象語 を自動選択表示す る。

③ 辞書 更新 時 登録対象語が どの カテ ゴ リーの配下 に属す るか システム的 に判断 し,可 能性

のあ るカテ ゴ リーを画面 に優先表示す る。

システムでで きることは システム化(① ② ③)を 行 った。特 に,③ の システム処理(カ

テゴ リー内の既登録語 と新規登録対象語 との照 合)に おいて は,後 方一致機能 によ り複合語の

照合を達成 した。

形態一致機能 と意味的一致機能 は必要 と考え るが,こ の課題 は今後 の世 の中の科学技術の進

歩 を待 たな ければな らない ものと考 え る。

今後予想 され る効果 と して,本 システ ム機能 と自然語 自動抽 出機能 を もっ検索 システムとを

組 み合 わせ る ことによ り一般ユーザで もペ ーパ ーフ ァイ リング及 び電子 ファイ リングにおける

自然語検索 システムの構築 と維持 が円滑 にな り,rレ コー ドマネ ジメ ン トの確立』に大 きく貢

献 で きるもの と思われ る。
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一
20.建 築CAD用 拡 張 可 能 デ ー タベー スの プ ロ トタイ プ作 成

20.1概 要

20.1.1背 景 と目的

技術情報や ノウハ ウの共有 化,標 準化,蓄 積 を目的 と して いるCAD/CAM応 用 システ

ムは,一 般機械設計 に限 らず,自 動車,航 空機,更 に建築分野 やVLSIに 代表 され るエ レ

ク トロニ クス分野 にお いて も実用化 されている。

適用分野の広が りに伴 い,シ ステムに対す る要求の多様化,複 雑化に対処す るた めの柔軟

かっ効果 的な開発技 法や要素技術の研究 ・開発が待 たれて い る。

特 に,設 計対 象のモ デ リング手法やそれ らの内部表現が性能 を左右す るCADシ ステムに

お いて は,デ ータベー スに対す る要求が増加 して きて い る。

建築CADシ ステム を例 に した場合,そ のデー タベースは,建 築物の形状 データと設計 ・

管理情報 と しての属 性 データを結 合管理す ることや,形 状 の追 加,削 除,詳 細化 に伴 いデー

タベ ースの構造 を頻 繁 に変更で きることが必要 とな る。

本委託開発の 目的 は,

・形状 デー タと属性 デー タの結 合管理機能

・階層的デ ータベ ース構造 の拡張機能

・建築 レイアウ ト図 の表示機能

を特長 とす る建築CAD用 拡 張可能 データベースの プロ トタイプを作成 し,建 築CADデ ー

タベースに対す る適用 性を検 討す ることである。

利用分野 として は,建 築CADを 想定 しているが,機 能の実現 に際 しては,拡 張可能デー

タベースやオブ ジェク ト指向デー タベース等の研究成果 を鑑 みっっ,建 築CAD特 有の もの

で はな く,広 く,エ ンジニ ア リングあ るいはオ フィスオー トメー ション用 のデータベ ースへ

の適用 を 目指す方針 と した。
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20.1.2作 業概 要

本 委託開発における拡張可能 デー タベースのアーキテ クチ ャを図20-1に 示す。

表示端末

ユーザ

インタフ

ェース

D

B

M

こ)

t

建 築 レ イ ア ウ ト図 表 示 機 能

デ_タ 統 合 デ_タ 構 造

管 理 機 能 拡 張 機 能

デ ータベース操作言語

DML

デ ータベ ース スキ ー マ

定 義言 語

DSDL

形 状 デ ー タ 属 性 デ ー タ

記 憶 バ ッ フ ァ

1

～二次記憶装置
i

図20-1拡 張 可 能 デ ー タ ベ ー スの ア ー キ テ クチ ャ
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本委託開発 において は,形 状 デー タと属性 データを統合す るため,デ ー タベーススキーマ

定義言語 とデー タベ ース操作言語を設計 し,そ れ らのプロ トタイプ システムの試作 を行 った。

方式検討 フェーズにおいて は,

・デー タベーススキーマ定義言語の仕様検討

・デー タベース操作言語の仕様検討

・ユ ーザイ ンタフェース機能の仕様検討

を中心 と した設計 作業を行 った。 これ らの結果を基 に,実 用化への知見 を得 るため プロ トタ

イプ システムの製作を行 った。

20.2拡 張 可 能 デ ー タ ベ ー ス の 設 計

機能 要件の明確化,デ ー タベーススキーマ定義言語やデー タベース操作言語 の構成,更 にユ

ーザイ ンタフェース機能 に関す る検討結果 を通 じて ,拡 張可能 データベースの設計作業を実施

した。

20.2.1拡 張可能 データベースの機 能要件

本委託作業 において 目標 と して いる実現機能 ごとに機能要件の明確化を試み ると以下の様

にな った。

(1)形 状 データ と属性 データの統合管理機能

CAD分 野 に留 ま らずOAの 分野 において も,複 雑 な構造を有す るデータの取 り扱 いが

要求 され,形 状 デー タと属性デ ータを統合 して扱 う機能が必須 とな りっつ あ り,こ れまで

に も、形状 デー タと属性 データの階層的表現 とそれ らの統合方法を開発す る試みが幾 つか

な されて きた。

本 システム において も,何 らかの形で,建 築 レイア ウ ト図を表現す るための形状デー タ

と属 性デー タを統 合す る必要が あると考え られた。統 合の内容 ・範囲 につ いての設定 は,

幾 つかの レベルが想定 されるが,統 合,管 理機能 に対す る要件 と して は,形 状(図 形デー

タ)か ら属性(デ ー タ)を 参照 で き,ま た,属 性か ら形状 を参照で き ることを目指す もの

と した。

(2)階 層的 データ構造の拡張機能

CADやOAに お けるデー タは,一 度 に完全な形でデ ータベースに入 力 され るわけで は
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ない。建築CADシ ステムにおいて も,レ イア ウ ト図が作 られて い く過程で,建 築 オブ ジ

ェク トの 階層 構造 を 形成 しなけれ ばな らな い。 今 回の 委託 開発 にお いて も,境 界 表現

(BoundaryRepresentation)モ デルを操 作す る一連 の コマ ン ドを,上 記(1)の機能 を基盤 と

して作成す る必要性 が判 明 した。

⑧ 建築 レイア ウ ト図の表示機能

(1),(2)で 述べ た"建 築CAD用 拡張可 能デー タベース"の 内容を確認す るために,建 築

レイアウ ト図の図形表示機能 が必要 とな り,表 示内容 は,マ ンションを対象 と した2次 元

の建築 レイア ウ ト図であ り,デ ータベース構造 に関す る設定の確認が可能 な もの と した。

20.2.2デ ータベー ススキ ーマ定義言語 の構成

データベー スと しての仕様,及 び対 象とな るマ ンシ ョンデータの検討 ・モデル化の結果 に

より,ス キーマ定義言語 と しての機能 要件を検討 し仕様を策定 した。

スキーマ定義言語の仕様検討 にっいては,以 下の2っ の案が検討 され た。

①Cの ライブラ リレベル。 スキーマとCの プ ログラムは同 じレベ ルであ り,ス キーマの

変更 はプログラムの再 コ ンパイルによる方法。

② スキ ごマ作成 モ ジュールを作成 し,ス キーマを別途作成 させ る。

一方,プ ログラムとデータ独立の観点 か ら,ス キーマのダイナ ミックな変更 に対す るデー

タベースの完全性 にっ いての検討を行 った。 オ ブジェク ト指 向の反映形態 ・レベル(ク ラス

定義 継承,etc)に ついては,仕 様 レベル,及 び イ ンプ リメンテーシ ョン レベル各 々の場面

にお いて,ど の程度 「オ ブジェク ト指向」の概念を反映 させ るのかの検討 を行 った。 これ ら

の検討をふ まえて,ス キーマ定義言語の文法 が設 定 された。

20.2.3デ ータベー ス操 作言 語の構成検討

データベース操作言語 の利用形式 と して は,C言 語等の ライブラ リ形式で実現 し,上 位の

アプ リケー シ ョンCADプ ログラムよ り呼び出す形態で利用す るライブラ リ方式 と,コ マ ン

ドレベルで,ユ ーザが指示 ・操作す ることによ り利用す るコマ ン ド方式を組み合 わせて利用

す る方式(混 合方式)を 採用 した。本操作で実現す る機能の範囲 ・レベ ルに対す る検討の結

果,以 下の機能群を実現す ることと した。

・新 しい クラスが定義で きる。

・イ ンスタ ンスが動的 に作成で きる。

・クラス間の関係が リンクと して定義で きる。
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・リンク付 けが動 的にで きる。

・クラスの定 義変更 を動的(ス キーマ変更後
,

に行え る。

デー タベースの再構築 を 自動的 に行 う。)

20.2.4ユ ーザ イ ンタ フ ェース機能の概要

ユ ーザ イ ンタフ ェー ス機能の要件 は以下 に示す様 にな った。

・デー タ操作言語 の利用 を画面 か ら容易 にマ ウス等を用 いて直接行え る
。

・建築 レイアウ ト図の表示 や属性情 報の表示が行え る
。

・漢字 の入 出 力が行 え る
。

こう したユ ーザ イ ンタ フェー ス機能 の実現 に当た って は,ウ イ ン ドウマネ ー ジャと して

「SunView」 を用 いた。

画面上 は,大 別す る と,

・コマ ン ド選択 ウイ ン ドウ

・図形表示 ウイ ン ドウ

・属性表示 ウイ ン ドウ
、

・Shellウ イ ン ドウ

か ら構成 されて い る。 図20-2に 画面 表示例 を示す。

図20-2画 面の表示例
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20.4プ ロ トタ イ プ シ ス テ ム の 概 要

プ ロ トタ イ プ シス テ ム の 開 発環 境 は,ワ ー ク ス テー シ ョンSparcStation-1上(OSは 、

UNIX系 のSun-OS4.03+JLEl.03)で 各 モ ジ ュー ル の 製 作 を 行 い,グ ラ フ ィ ック

(ウ イ ン ドウ シス テ ム及 び グラ フ ィ ッ クラ イ ブ ラ リ)と して,SunViewを 用 いた 。

記 述 言 語 と して は,ク ラス定 義,継 承 等 を もっ 開 発言 語 に よ る実 現 も想定 し,C++やg++に

よ るイ ンプ リメ ン トが 検 討 され た が,最 終 的 にC言 語 に よ る方 式 を 採 用 した。

プ ロ トタ イプ シ ス テ ムの 実 現 方 法 に際 して は,フ ァイル 構 成 格 納 項 目,デ ー タベ ー ス管 理

用 の 内部 デ ー タ,及 び 各 イ ンス タ ンスの メモ リ上 の 展 開 方 法 を 検 討 ・考慮 した。
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20.5実 行 方 法

プロ トタイプシステムの作成 によ り,図20-4に 示す機能 を もつ システムが実現 され た。

起動 ・終了機 能

1一
システム開始

システ ム終了

デ ータベ ース操作機能

デ ー タ ベ ー ス初 期 化

デ 一 夕 ベ ー ス オ ー プ ン

デ ー タ ベ ー ス ク ロー ズ

オブ ジェク ト操作機 能L
_=二_二 二二_二二二二二二二_」

≒
オブジ ェク ト生成

オブジェク ト削除

オブジ ェク ト検索

オブジ ェク ト属性表示

オブジ ェク ト形状表示

リンク操作機 能

1

=
L

リンク生成

リンク削除

リンク表示

スキ ーマ更新機能

スキーマ更新

操作履歴操作機能

操作履歴初期化
操作履歴表示

図20-4拡 張可能デ ータベ ースの機能構成
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20.6今 後 の 課 題 と 展 望

今後の課題 と して以下の項 目が挙 げ られ た。

(1)形 状 デー タと属性 データの統合管理機能

・モデ リング能 力の拡充

・多彩 な検索 機能の追加

(2)階 層 的デー タベ ース構造の拡張機能

・スキーマ言 語記述 における 「入れ子表現」の実現

(3)建 築 レイア ウ ト図の表示機能

・操作性 の向上

・グラ フィカルな スキーマ編集操 作の実現

その他,今 後 の共通的 な課題 と しては,以 下の様 は項 目が想定 された。

(1)実 用 的なDBMSが 具備す る機能 の追加。

・処理速度 の向上

・メモ リー効率の向上

・バ ー ジ ョン管理機能 の実現

・スキーマ,リ ンク単位 のセキ ュ リテ ィ管理機能の実現

・リンクが容易 にた どれ るよ うな ブラウザの実現

(2)デ ー タベー ス周辺要素技術の進 展への対応

・マルチ メデ ィア化 に対応可能なモデ リング能力の拡充

・分散 化環境 への適合

・建築 分野以外への拡張適用

本 委託 開発にお いて は,建 築CADを 利用分野 と して想定 したが,今 回実現 した機能群 は、

建築CAD特 有の もので はな く,広 く,エ ンジニ ア リングあるいはオ フィスオー トメ・一一シ ョン

用のデータベー スの基盤技術 とな るもので ある。

また,近 年話題 にな って いる拡張可能 データベ ースやオブ ジェク ト指 向デー タベー スの開発

基盤 と して利用 が期待 され る。
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21先 進 複 合 材 料 デ ー タ ベ ー ス

・プ ロ トタ イ プの 作 成

財団法人 次世代金属・複合材料研究開発協会





21.先 進 複 合 材 料 デ ー タ ベ ー ス ・プ ロ トタ イ プ の 作 成

21.1背 景 と 概 要

21世 紀 に期待 され る航空,宇 宙,エ ネルギー産業を始め,医 療,レ ジャーに及ぶ先端産業 に

必 要 な有機 金属及 びセ ラ ミックスの先進複合材料 に係わ る国際的 ファク トデータベー ス(A

CMDB)の 構築 を目指 し,パ ー ソナル コンピュータ規模の プロ トタイプシステムを作成 し,

将来 の大型 化や国際化で予想 され る課題 を抽出す る。

先進複 合材料 データベ ースの構築 は世界各国で試み られて いるが,未 だ本格的な構築がみ ら

れ ない。 この種 の事業 は極 めて公益性 が高 く今後の先端産業の発展 に寄与す ることを意図 した

もの であ る。

収録 す るファク トデー タは複 合材料構造設計用 と して先進的 ・国際 的で あるとと もに,ま ず

デー タ量が求め られてい ることがア ンケー ト回答で裏付 け されて いる。 この ため,具 備すべ き

デ ー タ要件を研究 し,ソ ー ス文献 と採録データの選択 ・決定 を した。 更にデータ収録 の難 易性

な どを勘案 して,イ メー ジ画像 と して文章 ・図表 と も収録 ・検索 で きるプ ロ トタイプ ファク ト

デー タベ ースを構築 した。 また,複 合材料構造設計用 と してのプ ロ トタイプマネー ジメ ン トシ

ステム を作成 ・試行 し,国 際化時代の当該デー タベ ースの課題探 索を行 った。

21.2複 合 材 料 構 造 設 計 用 デ ー タ ベ ー ス の 要 件 の 研 究

21.2.1複 合材料構造設計用 データベースの要件

複 合材料構造設計用 データベ ースの構築に際 して は,複 合材料の フ ァク トデー タの特徴 を

把握す る必要が あると考 え られ る。複 合材料 は2種 類以上の材料を組み合わせ ることによ っ

て作 られ るため,そ の種類 は無限 に存在す るといえる。実用上 はその数 はあ る程 度限定 され

て いる とはいえ,そ の種類数 は甚 だ多 い。 また,複 数の材料を混合 させて いるため その表記

法が問題 とな り,実 際多種類の表記法が存在 していると思われ る。 また,材 料特 性が金属材

料 に比べ て複雑で あるため,特 性測定のための試験法が多種類存在 して いるのが現状で ある。

この ため,測 定値の表記法が まちまちであ り,相 互の単純 な比較が困難な場合が多 々存在

して い る。 この様 に複合材料 は材料 自身が まだ比較的新 しく種 々の条件が確定 して いないた

め,そ の ファク トデータの抽 出は難 しいのが現状 であ ろ う。完全な フ ァク トデー タを最小の

労力で収集す るため には,こ の様 はデータ収集 のための障害 を解決 しな ければな らないが,
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そのためには複合材料にっいての広範囲な標準化が行われねばな らないことは明 らかである。

現在,各 国の専門機関において,複 合材料に関す る各種の標準化の試みが活発に行われて き

ている。複合材料データベース構築に関する作業において も複合材料そのものの標準化の動

向を常に考慮 した形で進めていくことが肝要であろうと思われる。

そこで本節においては前年度に調査 した先進複合材料データベースに関する理想像と方向

性をふまえ,複 合材料構造の発展を勘案 して今後の複合材料構造設計用データベースに必要

とされる要件と更に今回収録 しようとしているファク トデータに関する要件を検討 した。

21.2.2複 合材料 データベ ース入力項 目例の研究

複 合材料 のデータベ ース構築 に関 しての標準化 に対す る努力が各国で行われてい る。 アメ

リカにおいて も各団体 にお いて委員会を設置 しファク トデー タベースに対す る標準 化が盛ん

に行 われて いる。米国試験材料学会(AmericanSocietyforTestingandMaterials:ASTM)

においては ファク トデ ータベー スの標準化に向けてE49委 員会 を設 置 し,フ ァク トデー タベ

ースの入 力要項試案を作成 しつっあ る
。そ こで本事業 において も複合材料 データベー スの国

際化 に向けての参考資料 と して この委員会 が作成 したデー タ入 力項 目試案を用い,国 際標準

デー タ入 力項 目試案を作成 した。 この試案は国際化 に向けての要項 であ るため英 語で記載 さ

れてい る。参考 と したE49委 員会の資料 と しては,下 記 に示す ものを用 いて いる。

材 料識別 ガイ ドライ ンE49.01

003-RO5高 分子 に関す る一 般 ガイ ドライ ン

006-RO4複 合材料 に関す る一般ガイ ドライ ン

010-RO2強 化材 ・充填材 ・添加材に関す る一般 ガ イ ドライ ン

試 験データ記録 フ ォーマ ッ トE49.02

001-RO6

002-RO4

009-RO3

010-RO3

013-RO1

引張試験デ ータ記録 フ ォーマ ッ ト

圧縮試験 データ記録 フ ォーマ ッ ト

圧縮試験 データ記録 フ ォーマ ッ ト

引張試験 データ記録 フォーマ ッ ト

勇断試験 データ記録 フォーマ ッ ト

これ らの資料 を参考 に して入 力項 目の試案 を作成 した。 この入力項 目試案は階層構造 を構

成 してお り,大 項 目と して材料 クラスと試験 クラスに分か れ,そ れ ぞれがサ プクラスに分か

れ ている。 このサ ブクラスの下 に更 に項 目が分かれ,そ の各々に入 力項 目が設定 されて いる。

本節 において はこの フ ァク トデ ータベース入 力要領試案 を提 示 し,そ の内容にっいての検
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討を行 ってい る。

21.2.3平 成元年度 ア ンケー ト結果の解析

平成元年度 にア ンケー トを行 い,国 内の複 合材料の製造者,利 用者,研 究者 か らの回答200

通を集計 し,こ の種の データベー スに対す るニーズ とデータ提供の シーズを分析 した。

上記の関係者を1.素 材 メーカ,2.素 材ユ ーザ,3.成 形 ・加工業,4.加 工 や計測設備の製

作業,5.学 ・協会 ・研究検査機関,6.大 学関係 に分類 し,早 急 に利用 したいデータ ソース,

アプ リケー ション,サ ー ビス内容 などの種類 にっ いて利用希望の項 目の調査 を行 った。即 ち、

データソースの種類の 中で最 も希望す るデータは学術論文であ った。 また,デ ータベ ースが

内包すべ きアプ リケ ー シ ョンの種類の中で希望の多か った もの は複合材料構造評価 に関す る

もの及 び特性値デ ータの統計処 理 につ いての ものであ った。 また,サ ー ビス内容 にっ いて は

各関係者が共通的 に第一 に希望 して いるもの はフ ァク トデータの量が多い ことで あ った。

ア ンケー トに関 して,も う一つの報告 は複 合材料の特性値項 目に関す るニーズ とシーズ に

関す る もので あ る。特 性値 の項 目を理 化学 基礎特性(18項 目),力 学特性(30),熱 特 性

(9),化 学的特性(7),電 気特性(5),磁 気特性(2),光 学特性(7),成 形加工

性(6項 目)に 分類 し,更 に各項 目を低温 ・室温 ・高温の別 にニーズ とシーズの回答数を集

計 した。 これを各項 目の回答数の多少 によ り3っ の グレイ ドに分類 し,利 用希望項 目の重要

度 と関係者のデ ータ提供可能項 目の難易度 を把握 した。

上記の2っ の分析 によ り,当 該 データベースに求め られて いるシステム と収録すべ きデー

タの方 向性が得 られて いる。

21.3内 外 複 合 材 料 構 造 設 計 用 デ ー タ ベ ー ス の 研 究

当該 デー タベ ース システムの参考 と して下記5種 類のパ ソコ ン用の内外複合材料 向け構造設

計用 ソフ トを調査 ・比較 した。

①COMPCAL:CompositeCalcuEations(TECHNOMICPub.Co.)

この ソフ トはIBM社 のパ ソコ ンIBM-PCで 動作 し,微 視力学 と巨視 力学 に基づ く複

合材料 の力学的及 び物理 ・化学的特性の計算 を行 う。微視力学 に関す る計算 では,一 方向複

合材料 の弾性定数,熱 膨張係数,及 び水分吸収 に関す る計算が可能で,積 層板 では,ハ イブ

リッ ド材料 を含む対称積層板の 巨視的特性の計算,即 ち,弾 性定数,熱 膨張係数,水 分吸収,
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プライ応力及 びひずみ,強 度,及 び残留応 力の計算がで きる。 このプ ログラムには既 に繊維

とマ トリックスの代表 的なデー タが デー タベ ースと して含 まれてい る。更 に,他 の材料デー

タを追加す る こと もで きる。

②CYLAN:CylinderAnalysis(TECHNOMICPub.Co.)

この ソフ トはIBM社 のパ ソコンIBM-PCで 動作 し,複 合材料 円筒殻 に関す る,応 力,

ひずみ解析,初 期破損解析,自 由振動 解析,及 び座屈解析 などが行え る。荷重条件 は,軸 方

向荷重 内圧,及 びね じり荷重の組み合わせが考慮 で きる。積層構成 は,対 称積層,非 対称

積層,ハ イブ リッ ド積層 などが可能で ある。応力解析 とひず み解析 にお いて は円筒殻 は薄肉

として考え,厚 さ方 向の ひずみ は無視す る。 この プログラムでは6種 類の プライ材料 のデー

タが既に入力 されて い る。材料 データの追加 は自由に行 え る。

③CEMCAL:CompositeExperimentalMechanicsandCalculations(TECHNOMICPub.Co.)

この ソフ トウェアはIBM社 のパ ソコンIBM-PCで 動作 し,5っ のプ ログラムか らな

って いる。

統計解析で は,デ ー タを正規分布,対 数正規分布,ワ イブル分布 に適 合 させ,そ れぞれの

分布 のパ ラメータを解析す る。分布 の適 合状態 をみ るために,グ ラフィ ック処理が可能であ

る。 自由端応力解析で は,積 層板 が一・・軸の引張荷重 を受 けたときの 自由端 に生 じる応 力を推

定す る。プライの材料定数 は,材 料デー タベースか ら得 ること も,ま た,ユ ーザが入 力す る

こと もで きる。 また,熱 応 力解析 も可能であ る。 円孔 のあ る積層板の強度解析においては,

一軸 引張 条件下で の強度 を,種 々の基 準で解析 す る。剥離 の破壊 力学 的解析で は,DCB

(DoubleCantileveredBeam)試 験片の実験デー タな どか ら臨界ひず みエネルギー解 法率 を

計算す る。

④HyperComposites(THINKCOMPOSITES)

この ソフ トウェアは,Apple社 のパ ソコンMacintoshで 動 作す る もので,ハ イパーカ ー ド

とい う視覚的デー タベー スプログラム上で動作す る。 これ はカ ー ドに書 かれた図形,文 字な

どの集合体であ り,カ ー ド上のボ タ ンと呼 ばれ る機能 によ り,あ るカー ドか ら別の カー ドへ

情報 の意味 を辿 りなが ら移動す ることがで きる。

HyperCompositesは この機能を最 大限 に利用 して,複 合材料の さまざまな特性 を表示す る

もので,プ ライの剛性 と強度,積 層 板の微視力学 と巨視 力学,剛 性 と強度,積 層板 の設計 な

どが可能 である。

⑤MECHA-Tool(東 洋情報 システム,丸 善,情 報処理振興事業協会)

これはNECのPC-9801シ リーズで使用で きるパ ソコ ンによ る機械設計便覧情報 システ
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ムであ り,設 計のた めの種 々のデー タベース と設計計算が組み合わ された ものであ る。 ここ

では、その うち非金属材料 に関す るものを調査 した。 これ は,高 分子材料,セ ラ ミックス材

料,及 び複合材料の デー タベース と,複 合材料設計計算の プログラムか ら成 って いる。材料

データベ ースは工業材料誌 の材料 データファイルか ら収録 されてい る。ユ ーザの もつ材料特

性値 もデータベー スに追加 で きる。 また,複 合材料設計 計算で は,項 目①で挙げた ソフ トウ

ェアと同等の計算 が可能で あ る。

21.4プ ロ トタ イ プ デ ー タ ベ ー ス の 構 築

21.4.1プ ロ トタイプフ ァク トデ ータベース

(1)登 録データ ソー ス概説

新素材の開発 の手 法の一つ と して異種材料 を組み合わせ,単 体に はない特性 を付加 しよ

うとす る複合材料工学 の進展に は目を見張 るものがあ り,そ の研究発表件数 も増加の一途

をた どって いる。 その内容 は繊維強化樹脂 系複合材料(FRP),繊 維強化金属系複合材

料(FRM),酸 化物分散 強化合金(ODS),繊 維強化セ ラ ミック系複合材料(FRC)

な ど多岐 にわた って お り,研 究成果が設計 データにただ ちに応用 で きないのが現状 であ る。

そのため今回開発す るデータベースの対象 はこれ らの材 料の設計 データに有用な フ ァク

トデータを収集で きるデータ ソースを抽 出 した。

本 システムにお け るデータ ソースと して次の3っ を取 り上 げ るもの とす る。

① 複合材料 製造 各社の カタ ログ

② 学術文献

③ 複合材料 次世 代技術動向調査研究別冊

(2)登 録 システム概説

上記の抽 出デー タを収録 ・蓄積 ・検索を可能 とす るための登録 システムを下記の様 に設

定 した。

(a)登 録様式 の設定 とデ ータの分類

文献 データ シー ト及び図表データ シー トを設定 し,デ ータ番号 ・特性値分類 ・出典名

材料種類等 を記入 した。 各 シー トは画像 と して も収録で きる もの と した。 この シー ト類

義語 はFRP・FRM・ODS・FRCに 共通の様式であ る。特性値分類 は12項 目にっ

いて,ま た,材 料種類 にっ いては強化材 ・母材 ・強化材形態 についての分類 コー ドを設
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定 して いる。

(b)デ ータ登録要領

各地 に分散す るデータ提供者 やデータベ ー ス入力作業者が登録作業 を分担で きるよ う

に,デ ータ登録要領 を定 めた。 この要領で は各材料種類 ごとにデータ シー トの記 入要領

を定 めて いる。

(c)デ ータ登録 ・検索

各データ シー トの登録 ・検索 は21.4.2(2)⑤ 項の文献 イメー ジデータベ ースで収録

・試行 した。

21.4.2プ ロ トタイプマネー ジメ ン トシステム

(1)材 料特 性データベー ス

① 基本 コンセプ ト

先進複合材料の特性 データに関す るデータベースを構築す るための プロ トタイプシス

テムを考え る。世界の材料 デー タベースを参考に,強 化繊維,マ トリックス,複 合材料

に関す る国内使用の使 いやす いデー タベースとす る。特性 データは生の デー タ以外 に,

平均値,下 限値,あ るいは範囲 な ど も収録 され,一 方,複 合材料設計 に関す る簡単 な計

算 などが行え るもの とす る。企 業,大 学,高 専,試 験 ・研 究機 関な どで の幅広い応用 が

可能 な もの とす る。

② 設計 目標

パ ソコンで動作,デ ー タベ ースの基本 システムはbBASEを 採用す る。周辺 プログ

ラム はBASICやC言 語を用 いて組み上げ る。表記 は,国 内使用 を考慮 して 日本語 と

す る。既に開発が終 わ った同種 の システムPRODACOM(PropertyDatabasefor

AdvancedCompositeMaterials:工 業技術院次世代産業基盤技術研究開発制度で開発 し

た先進複合材料デ ータを筑波研究 セ ンターの大型計算機 システムRIPSの サブ システ

ムと して管理す る先進複合材料 特性 データベース)の 基本的枠組 は踏襲 し,欠 点で あ っ

た検索の困難性 を改 める こと,入 力項 目を,材 料開発の立場 で はな く,材 料ユーザの立

場 で再編成す る,な どの改良 を行 う。 また,将 来の知的デー タベ ースあるいは知識 ベー

スへ の発展 を考慮 して,オ ブジ ェク ト指向的考え方を取 り入れ る。

③ 入 力項 目の検討

世 界の材料デー タベー スの新 しい構築方法の流れを勘案 し,PRODACOMの 骨 格

にASTM案 の項 目を可能なか ぎり取 り入れた。一つ は,材 料 その ものの詳細 な記述で
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あ り,も う一つ は,特 性デー タを,提 供者側 として最適 な記述 と,ユ ーザ側 と して最適

な記述 とに分離 し,両 者に妥協 しない記述 と した ことであ る。 この結 果 と して格納 デー

タ量 は大 き くなるが,パ ソコ ンの進歩 はそれを支援す る環境を与えて いる。 ここでは,

強化繊維,マ トリックス,そ して複合材料 その ものを記述す る詳細な入力項 目と,そ れ

らの特性 データを記述す る入力項 目を検討 した。

④ 強化用繊維 にデータベ ースの構 築

決定 した入 力項 目を基 に,第 一歩 と して強化用繊維の特性 データベ ースを試験的に構

築 した。 ここで,特 記すべ き事項 はオ ブジェク ト指 向的 なデータ構造 を採用 したこと,

数値 に付 随す る単位の処理,及 び図形デー タの処理 である。 オブ ジェク ト指 向的なデ ー

タ構造で は,項 目を,デ ータの内容 とその数値の2っ の組 で表現す るもので,こ れ によ

り,詳 細 は記述が最小 のスペ ースで可能 とな る。数値に付 随す る単位 の処理で は,1つ

の デー タを2っ の(数 値,単 位)の 組で表現 し,測 定者側 とユーザ側 の双方 にと って最

適 な単 位が記述で きるよ うに した。一方,図 形 データの処理 ではC言 語 によ る周辺 プ ロ

グラムを開発 し,単 純 なbBASEで は困難だ った処理 を可能 に した。

(2)イ メー ジデ ータベース

① 基 本 コ ンセプ ト

出版 され た膨大 な文献に記述 され た先進複合材料の特性 デー タを計 算機で扱え るよ う

にす る。 この場合,数 値デー タベース とす ることは種 々の理 由か ら困難であ るので,材

料特性 に関す る表,グ ラフ,又 は図のイ メー ジデータベー スとす る。

② 設計 目標

文献 に載 せ られた図形デ ータを簡 単に検索及び出力で きるパ ソコンの システムとす る。

検索 は,材 料 と特性の種類,及 び発行年度で可能 とす る。

③ システム開発

文献 を調 査 して得 られ たデータを,A4の 所定の フォーマ ッ トに編集 し,検 索 に必 要

な幾 つかのキ ーを付加 して,パ ソコ ンに入力す る。データは,文 字情報及 びイメー ジ情

報 と し,文 字情報 はbBASEで,ま た,イ メー ジ情報 はイ メー ジスキ ャナーで読み込

み,独 自に開発 したプ ログラムで検索 ・出力する。

④ 試 行結 果

実用化への見通 しは得 られた。 しか し,現 在利用で きるイメー ジスキ ャナーユーテ ィ

リテ ィで は100dpi程 度の解像度 しかな く,10ポ イ ン ト以下 の文字 は判読が困難 になる。

文献の図表 はかな り細か く,300dpi程 度が必要 になるが,こ れで は記憶容量が膨大 と
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な り,デ ータ圧縮の技法が必要 とな る。

⑤ イ メー ジの収録

上記④ の弱点 を補完 し,実 用的な もの とす るため,イ メー ジの収録 システムを市場品

で試行 した。今回 は(株)ク ラ レの システムを採用 した。 この システムの概要 は以下の

とお りで ある。

PC98Sシ リーズ等の汎用パ ソコンにSCSI方 式 で光磁気 ドライブを接続 し,イ メ

ー ジスキ ャナ ー(オ ムロ ン製)で の読 み取 り画像 を高速 に収録す る
。今 回試行 した シス

テムの特徴 はパ ソ コンの拡 張用 ス ロッ トルに画像圧縮 伸長専用の コン トロールボ ー ドを

挿入す る ことで ある。(た だ し,こ の他 に拡 張用 ス ロ ッ トルを2っ 占有す るが,現 有の

PC設 備を活用 して,安 価 な画像収録 システムを構築 したいユーザには致 し方 のない代

償であ る)当 該試行 システムではA4判 サイズで,240dpiで の読み取 りを行 って いる。

21.5今 後 の 課 題

現状で は本格的なデ ータベースに画像 データを活用 す る場 合,デ ータの数値化が必要 とな る。

画像 データを収録す る場合,解 像度 を良 くす る とメモ リ量 が増大す るので ソフ ト・ハー ドに

よ る圧縮伸長技術が付随す る。

将来の構造設計方法のあ り方によ っては画像 デー タをそのまま活用で きる技術 の開発 も課題

となるが,画 像の著作権を尊重す ることが必要 であ る。

本格的デー タベー スで は,デ ー タの利用効率 か らみて,オ ンライ ンでの検索通信 コス トとCD

-ROM利 用に よるオ フライ ン検索 コス トの兼ね 合いが今後 の課題 とな る
。

先進複合材料 フ ァク トデ ータの ミニデータベ ース と して,先 端産業界や関連周辺産 業が活用

す ることによ り,構 造物の新商品を開発 し,省 エネ化に貢献せ しめ,将 来 的には海外研 究者 と

の情報交換に供用 され,国 際強調 へ貢献せ しめ る ことが大事 となる。
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22マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの プ ロ グ ラ マ ブル

周 辺 デバ イ ス の デ ー タ ベ ー ス 化

社 団法人 日本 システムハ ウス協会





22.マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ の プ ログ ラ マ ブル周 辺 デバ イ スの デ ー タ ベ ー ス化

22.1概 要 と 目 的

22.1.1概 要

マ イク ロコンピュー タの応用 は著 しく,産 業の活性化の みな らず一般社会 に も多大 なイ ン

パ ク トを与え,わ が 国経済社会 の核 とな る技術領域を形成 してい るが,機 器や システ ムを開

発す る企業 にと って技術者不足 は年々深刻化 している。 こうした状況 を解決す る方法 と して

技術者の育成 と効率的 な開発環境 づ くりが重要 となる。 この データベ ースは,マ イクロコ ン

ピュー タ応用開発技術者が未習熟 のデバ イスであ って も,容 易 に システムの中 に組込 め るよ

うにす る,プ ログラマブル周辺 デバ イス応用支援 のためのエキ スパ ー トシステム と連動 して

機能 す る もの。 したが って,デ バ イスのマニ ュアルの内容,応 用す る分野 に関す る専 門知識

などを格納 してい る。その種類 は,CPU機 能 サポー トLSI,イ ンタフェースLSI,ペ

リフェラル コン.トロー ラーLSI,そ の他 のマイコ ン用周辺LSIな どであ る。用途 はマ イ

クロコンピュータ応用 開発技術 者が システム設計を行 う場 合に使用 す る。

22.1.2目 的

マ イク ロコ ンピュータ応用技 術の発達 により,シ ステム構築 にはハ ー ドウェアとソフ トウ

ェアを統 合 して,要 求仕様 を実現す る方法が と られるよ うにな って きて いる。 これ によ り,

機 能性,信 頼性,操 作性,保 守性,安 全性,量 産性な どシステム設計 に要求 され るこれ らの

項 目の水準 を高 め ることが可能 とな りっっあ る。

一方
,マ イ クロコ ンピュータを利用 して機 器や システムを開発す る中小規模の研究開発型

企業 は,人 材 を含め,慢 性 的に開発環境 の不備 に悩ま され続 けてい る。 これ らの企業が人材,

環境 プ ロジェク ト管理,技 術情報 の収集 と把握 とい った成長の ための条件 を満足 させ るた

め には,多 額の資金が必要 とな り,個 々の企業で対応す るには限界が ある。

本事業 は,人 材 に関 して は育成 を 目的 と し,開 発環境 に関 して は開発効率を向上 させ るこ

とを 目的 と して いる。
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22.2デ ー タ ベ ー ス の 構 築 体 制

データベースの構築 とその評 価 は,次 の グル ープで行 った。

22.2.1構 築 グループ

メ ンバー(日 本 システムハ ウス協会 デバ イス専 門委員 会)

委 員 長 大原 茂之 東 海大学

委 員 宇賀神 孝 ア ン ドール システムサ ポー ト

小野 口芳治 ㈱ ビ ツツ

藤 田 青史 ㈱電波新聞社

田中 忠 ㈱ コ ンテ ック

高橋 邦夫 ㈱ システム コア

高橋 重眞 閲日本 システ今ハウス協会

岩男 剛宜 東海大学

水本 勝也 東海大学

佐藤 智昭 東海大学

野村 勝幸 東海大学

担当業務 プログラマブル周辺デバイスにおけるデータベースシステムの設計,開 発

22.2.2情 報提供グループ

メンバー 社団法人 日本 システムハウス協会

データベース専門委員会

担当業務 各種プログラマブルデバイスの資料を収集 した。
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22.3'デ ー タ ベ ー ス の 概 要

22.3.1利 用の 目的

プ ログ ラマ ブル周 辺 デバ イスの初期化 プログラムの 自動 生成

22.3.2対 象 ユーザ

システムハ ウスを始 め とす るコ ンピュータ関連会社 におけ るマイ クロコンピュータ応 用技

術者や通信,電 子 関連技術者

22.3.3登 録 デ バ イ ス の 種 類

(1)昨 年 度 ま で に 取 り 扱 っ た 周 辺 デ バ イ ス の 種 類 は 以 下 で あ る 。

①i8251〔UniversalSynchronousAsyncronousReceiverTransmitter〕

(シ リ ア ル ・イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

②i8251A(改 良 型)

(シ リ ア ル ・イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

③M5L8251AP-5

(シ リ ア ル ・イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,三 菱)

④Z80SIO〔DualAsynchronousReceiver/Transmitter〕

(シ リ ア ル ・イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,ザ イ ロ グ)

⑤ μPD72001〔Multi-ProtocolSerialController〕

(シ リ ア ル ・イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,NEC)

⑥i8255〔ProgramablePeripheralInterface〕

(パ ラ レ ル ・ イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

⑦i8255A-5(改 良 型)

(パ ラ レ ル ・ イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

⑧Z80PIO〔ParallelInput/OutputController〕

(パ ラ レ ル ・イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,ザ イ ロ グ)

⑨i8253〔ProgramableIntervalTimer〕

(タ イ マ ・カ ウ ン タ/ク ロ ッ ク 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

⑩Z80CTC〔CounterTimerCircuit〕

(タ イ マ ・ カ ウ ン タ/ク ロ ッ ク 用 周 辺 デ バ イ ス,ザ イ ロ グ)
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⑪i8259〔ProgramableInterruptController〕

(割 り 込 み コ ン ト ロ ー ラ 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

⑫ML8259AP-5〔ProgramableInterruptController〕

(割 り 込 み コ ン ト ロ ー ラ 用 周 辺 デ バ イ ス,三 菱)

(2)新 た に 追 加 登 録 し た デ バ イ ス の 種 類 は 以 下 の デ バ イ ス で あ る 。

①MC6844〔DirectMeMoryAccessCOntroller〕

(DMAコ ン ト ロ ー ラ 用 周 辺 デ バ イ ス,モ ト ロ ー ラ)

②MSM6242RS〔RealTimeClock〕

(タ イ マ ・カ ウ ン タ 用 周 辺 デ バ イ ス,沖 電 気)

③MC6845〔CRTController〕

(CRTコ ン ト ロ ー ラ 用 周 辺 デ バ イ ス,モ ト ロ ー ラ)

④ μPD7220A〔CRTController〕

(CRTコ ン トロ ー ラ 用 周 辺 デ バ イ ス,NEC)

⑤ μPD3301〔CRTController〕

(CRTコ ン ト ロ ー ラ 用 周 辺 デ バ イ ス,NEC)

⑥ μPD7210〔GPIBInterfaceController〕

(GPIBイ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,NEC)

⑦i8291A〔GPIBTalker/Listener〕

(GPIBイ ン タ フ ェ ー ス 川 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

⑧i8292〔GPIBController〕

(GPIBイ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,イ ン テ ル)

⑨ μPD7201A(同 期 ・非 同 期)〔Multi-ProtocolSerialController〕

(リ ア ル イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,NEC)

⑩ μPD7201A(ハ ン ド シ ェ イ ク)〔Multi-ProtocolSerialController〕

(リ ア ル イ ン タ フ ェ ー ス 用 周 辺 デ バ イ ス,NEC)

22.3.4デ ータベースの内容

周辺 デバ イスの マニ ュアルか ら,周 辺デバ イスの初期化情報を抽 出 しデ ータベース化 した。
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22.4デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム の 内 容

今回作成 したデー タベー スシステムは,MS-WINDOWS上 で データベ ースの構築 を行

って い る。 これ によ り,MS-WINI)OWSの 特徴を生か したデータが格納で きるほか,初

期化 シーケ ンスプログラム 自動生成 システムの プロ トタイプ作成が容易 とな った。
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図22-1シ ス テ ム 環 境

22.5デ ー タ ベ ー ス の 構 造

デ ータベ ー スの構造 は,図22-2に 示す よ うに,木 構造にな ってい る。デー タはノー ドによ

り分類 され,リ ー フに格納 されて いる。図22-2は ルー トか らの ノー ド分岐のみを示 した もの

であ る。

デ バ イ ス

図22-=2デ ー タベ ー スの構 造
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22.6デ ー タ ベ ー ス の フ ォ ー マ ッ ト

ここで は,汎 用デバ イスの仕様 にお ける初期化仕様 に関す るデ ータベース化を考慮 し,仕 様

に含 まれ る情報をデ ータベ ースの項 目と して抽 出す る。

デー タベ ースの項 目の分類 は,大 別 して物理 的な側面,論 理的 な側面か ら行 う。物理的 な側

面 とは,汎 用 デバ イスの仕様 にお ける外観 名称,電 気特性な どを示す。論理的側面 とは,汎

用デバ イスの仕様 における概念,初 期化手順な どを示す。以下 これ らを,仕 様 におけ る物理 的

情報,論 理 的情報 と呼ぶ。

22.7デ ー タ ベ ー ス 化 の 手 順

以下 にデータベー ス作成の手順を示す。

(1)デ ータベ ース化す る周辺 デバ イスの仕様か ら初 期化情報を抽出す る。

(2)抽 出 した情報 を上述 した木構造の ノー ドに分類 す る。

(3)分 類 した情報 を22.6で 定 めたフ ォーマ ッ トに変 換す る。

(4)各 リー フを1っ の ファイル名 でデ ィス クにセー ブす る。

22.8デ ー タ ベ ー ス の 利 用

ここでは,汎 用デバ イスの データベ ースを利用 した一例 と して,デ バ イス初期化 シーケ ンス

開発支援 システムにっ いて述べ る。

デバ イス初期化 シーケ ンス開発支援 システム(以 下,支 援 システム と略記す る)は,汎 用 デ

バ イスのデータベ ースを利用 したエキスパ ー トシステ ムで あ る。

支援 システムの構成 は,要 求解析部,デ バ イス選択部,プ ログラムジェネ レータ部,マ ンマ

シンイ ンタフェース,汎 用 デバ イスのデータベー スか らな る。
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図22-3支 援 システムの構成

支援 システムは,設 計者のデバ イスに対す る理解度 によって,レ ベ ル分 け されて お り,そ れ

ぞれに適 した作業環境 を,選 択す ることがで きる。

最上位 レベルで は,CPUを 選択 した後,デ バ イスのデー タ長,デ ータの方 向,制 御方法を

選ぶ ことで,シ ステム によ って絞 り込 まれ たデバ イスが選択で きる。 その後,選 択 され た各デ

バ イスごとに,詳 細機 能を設定す る。

詳細機能設定 はデー タベースの論理 的情報の リーフに従 って,必 要 な項 目のみの質問がな さ

れ る。詳細機能要求が終わ ったのち,デ バ イス数の最小化が 自動的 に行 われ,初 期化 シーケ ン

スプログラムが生成 され る。

22.9実 用 化 の た め の 課 題 及 び 解 決 す る方 向 性

22.9.1周 辺デバイ スの現 状の問題点 に関す る解 決方針

(1)周 辺デバ イスの デー タベース化 に伴 う基本 的な問題点

・周辺デバ イス ごとの仕様記述の うち,共 通化,統 一化で きる記述形式部分 と排他的記述

形式部分 とを明確 に分類す る

・マニ ュアル ごとに異 な る専門用語及び概念の統一

・周 辺デバ イスの マニ ュアル に記述 されている仕様が不完全な場合や,一 度利 用 しない と

理解 で きないよ うな記述 にな って いる場合 は,使 用実績を本 システム に取 り込む方法 を

開発 しなければ な らない

・解説情報 データベ ースを構築す る場合 ,デ ータベ ースの作成者 の理解度,表 現方法 にデ
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一 夕べ ースの内容が依存 して しまう

(2)多 目的 に利用可能な周辺デバ イスの仕様 にっいて

本データベ ース システムの精度 を上 げ るためには,エ キスパー トシステム としての開発

姿勢が必要で ある。例えば,ユ ーザの要求 入力によ り,自 動的 に実現可能 な周辺 デバ イス

名を システムが返答す る。 これ らの機能 は本 システムにお いて一部実現 されてい る。 しか

し,上 記の例 にお いて システムが返 答す る周辺 デバ イスと して,多 目的に利用可能 な周辺

デバイスの検索 は困難であ る。 この問題 は,本 デー タベ ース システムに新 たな機能 を追加

して対応 しなければな らな い。

22.9.2新 たな周辺 デバ イスの仕様 を取 り込む上での問題 点に関す る解決方針

UNIFY等 の既存の データベ ース システ ムにおいては,デ ータの追加,変 更,削 除等が

サ ポー トされて い る。 しか し,今 回の データベー スシステムは,MS-Windowsで 構

築を行 ってい るため作業環境が提供 されて いな い。 また,デ バ イスのマニ ュアルに記述 され

てい る形式 をデー タベ ースの形 に変換す る作業 も人間の作 業を介 して行 うので効率が悪 く,

登録 ミスの発生 が予想 され る。 これ らは,シ ステムの構築に当た りオーバ ーヘ ッ ドの大 きな

要因 とな る。 この問題 の解決方針 と して は周辺 デバ イスの初期化 プ ログラム自動生成 システ

ムに新たな機能 と してデータベース編集機能 を追加す ることが挙 げ られ る。
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23書 誌 デ ー タベ ース用 ダイナ ミック ・シソー ラス

の 可 能 性 調 査 と実験

株式会社 紀伊國屋書店





23.書 誌 デ ー タ ベ ー ス用 ダ イ ナ ミ ック ・シソー ラ スの可 能 性 調 査 と実 験

23.1研 究 の 目 的

データベ ース検索 を もっと楽に,効 率良 く,か っ効果的に行 えないか。 データベースを もっ

と楽 に,効 率良 く,か つ効果的に作れないか。書誌 デー タベースが 自ら的確 に索 引語 句を特定

・付与 し,検 索者が 思 うが ままに綴 る質問文を システムの検索質 問式へ と変換 で きる方 法 はな

いか。 データベ ース記事の 自然言 語(表 題,要 旨,抄 録,原 文 など)か ら自動 的に該 当索 引用

語 を発生で きる方法 は ないか。即 ち,自 然言語 による直接 検索 とデータベース記事索 引語句 の

自動付与,及 び両者 の 自己学習的で相補 ・双方向 ・相乗 的な更新 ・拡充 を可能 とす るシステム

をダイナ ミック ・シソーラスと命 名 し,ま たその システムの作動機序 をダイナ ミック ・シソー

ラス ・エ ンジン(又 は シソーラス ・エ ンジン)と 命名 し,そ の システム技 術の可能性 を調査 ・

実験す る ことが本委託研 究の 目的であ る。(図23-1を 参照)

ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン

/

/ダ ィ/

/
'

一 ラ ス ・エ ン ジ ン

7

,!'← 一一ー

ナ ミ ッ ク ・シ ソ ー ラ ス

自然語 入 力

デ ー タ ベ ー ス ・ホ ス ト

く===)

デ 一 夕 ベ ー

ー 一

…㌻;iI

ー

ー ス

図23-1ダ イ ナ ミ ック ・シソ ー ラ ス

23.2適 性 技 術 の 捜 索 と 取 り組 み

書誌 データベ ースに対 す る理想的な検索機能 は、検索 質問内容及 びデー タベースの内容を 自

動解析 し,直 接検索 を行 うシステム機能 である。本委託 課題 において,本 システム機 能を 「ダ

イナ ミック ・シソーラス」 と位置付 け,研 究 を行 った。 ダ イナ ミック ・シソーラスは,質 問文
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及 び書誌デー タベ ース内の抄録 を,文 意 解析処 理を基 に,そ れぞれの内容か ら有意味 なキー ワ

ー ド抽 出を行 い,キ ーワー ド照合の基 に検 索す る システム機能で ある。そ こで,文 意解析処理

システム機能 につ いて,図 書館情報大学 の石川徹也氏が研究 ・提案 されて いる システム機能を

基 に開発 を行 い,ダ イナ ミック ・シソー ラス機能の有効性を評価す るために,質 問文 を収集,

国内出版物の抄録 を対象 に評価実験 を行 った。

本研究の主 な 目標 は,従 来のキー ワー ド指示検索方式 に対 し,質 問文 によ り直接検索 を実行

で きることか ら検索 システム機能 と して 大 きな改善 を提案で きるので はないか とい う可能性 に

ついて,ま た本 システム機能 は,デ ータベース構築 に多大な負荷 とな る人手 によ る事前 キーワ

ー ド付与 を不 要 とす ることがで きて,デ ー タベース構築に多大の貢献 をす るので はないか とい

う可能 性にっいて確認 と見通 しをっける ことであ る。

以下,3章 で石川氏が提 案 されて い る 「文意解析処 理」技術 に基づ くキ ーワー ド抽 出機能 に

っ いて解析を行 い,4章 で本委託研究 にお いて実現 した ダイナ ミック ・シソーラス構築及び実

験 ・評価結果を示 し,5章 で本委託研究 の結論 を示す。

23.3文 意 解 析 処 理 シ ス テ ム 機 能

情報検索 システム及 びデータベ ース構築 の高度化機能 として、情報要求者 が検 索語 を設定 し

た り,ま た索 引語作成者が索 引語 を設定す る際に,質 問内容 を解析 した り,資 料内容を解読 し

な くと も検索語 及び索 引語 を設定可能 な,例 えば索 引語 作成支援(MAI:Machine-AidedIndex-

ing)シ ステムが必要 にな る。

資料内容を対象 とす る検 索要求 に,例 えば"何 々にっ いて述べて いる資料 を知 りたい"と い

う主題検索要求が ある。 この種の要求 に対 して質問文及 び例えば抄録 内か ら主題 キー ワー ドを

抽 出 し検索がで きなけれ ばな らな い。

主題 キー ワー ドは、"何 々にっ いて報告す る,何 々にっ いて述べ る"等 、資料 の作成意 図を

表現 す る動詞 に導 かれ る対象 の単語が相 当す る。そ こで"何 々について報告す る,何 々にっい

て述べ る"等 の表現を認識 し,そ の対 象 とな る単語を抽出す る文意解析処理 システム機能を示

す。

23.3.1シ ステムの前提

1)文 意解析 を行い、動詞 の意味 に注 目 し,目 的 とす る名詞句(キ ー ワ・一声ード)あ るい は記述文

(キ ーセ ンテ ンス)を 抽 出 ・出力す る。処 理対象文章(テ キ ス ト)をVDTに 表示,対 応
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「
1

1

す る処理結果のキ ーワー ドあ るいはキーセ ンテ ンスを高輝度表示す る。

2)高 輝度表示キー ワー ドは自動的 に,キ ーセ ンテ ンスに対 し人 間判断 による単語 をマウス ク

リック し,両 者 を 目的 とす るキー ワー ドと して システム内に取 り込む。

3)名 詞あ るい は名詞 句 に未知語 が生 じるので は意味をな さない ことか ら,名 詞辞書 は もたな

い。 動詞,助 詞,副 詞,接 続詞 のみの辞書 により処理す る。

4)処 理 対象文 に対す る前修正処理

i)名 詞連続表記(例:「 科学技 術,政 治,経 済」)は 中黒 「・」表記 とす る。

iD格 助詞 「が」 の直後の読点(例:「 それ らが,… 」)は 削除す る。

苗)接 続助詞 「と」 「や」等の直後の読点 は削除す る。

23.3.2シ ステム機能の概要

システム機能の概要 を図23-2に 示す。

1抄 録 文

理終 了?

』
⑥ キ ー ワ ー ド

プ ア イ ル 生 成

図23-2キ ーワー ド抽 出システ ム模範図

(1)単 位構文処理

文中 に出現す る動詞 ごとの構文(単 位構文 という)処 理 を行 う。

・単位構 文処 理規則:
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①1文 を句点 にて判別 し取 り出す。

② 右線形処理 によ り動詞辞書 デー タと照 合 し,適 合 した動詞 の直前の助詞を発見 し,適

合 した助詞の直前 の単語(接 続助 詞,副 助詞,句 接続詞及 び形容詞 を含む名詞句)を 助

詞 スロ ッ トに埋 め,出 現順 に動詞 スロ ッ トに埋 め る。

例 ・例文 「本報告 で はキ ーワー ド自動抽 出をターゲ ッ トと したキー ワー ド用の シソーラ

ス概念構造 につ いて報告す る。 」

・辞書 データ例

動詞:

詞助

した

報告す る

と

を

につ いて

で は

(ACTAOP(nil)(T:pt,M:a,A:a,C:連 体))

(ACTADE(nil)(T:pt,M:a,A:a,C:終 止))

(com(と)(nil))→ACTAOP

(obj(を)(nil))→ACTAOP

(obj(に つ い て)(nil))→ACTAOP

(spa(で は)(nil))→ACTAOP

・単 位構 文 処 理 過 程:

処 理1:文 の最 初 の動 詞 「した 」 に対 す る辞 書 デ ー タ 内の ス ロ ッ トを取 り出 し,ス ロ ッ

ト内 の 変 更 領 域(nil)に 動 詞 「した 」 を 埋 め る。 た だ し体 言 止 め の 場 合 は,陳 述 動 詞

(PRE)に す る。

処 理1の 結 果:

(ACTAOP(し た)(T:pt,M:a,C:連 体))

処 理2:動 詞 「した」 の 直 前 の 助 詞 「と」 に対 す る辞 書 デ ー タ内 の ス ロ ッ トを処 理1の

結 果 ス ロ ッ トに埋 め る。 以 下,読 点 若 し くは処 理 済 み の 単 語 まで 判 定 し,そ の 間 の単 語

を助詞 ス ロ ッ トの変 項 領 域(nil)に 埋 め る。 た だ し読 点 の 直前 が 名 詞 の 場合 は格 ラベ ル

を(con)に す る。

処 理2の 結 果:

(ACTAOP(し た)(T:pt,M:a,A:a,C:連 体)

(com(と)(タ ー ゲ ッ ト))(obj(を)(キ ー ワ ー ド自動 抽 出))

(spa(で は)(本 報 告)))

2番 目の 動 詞 「報 告 す る」 に対 す る処 理 結果:

(ACTADE(報 告 す る)(T:p,M:a,A:a,C:終 止)

(obj(に っ い て)(キ ー ワ ー ド用 の シソ ー ラ ス概 念 構 造)))

③ 読 点 若 し くは処 理 済 み の単 語 を越 え存 在 す る未 処 理 語 は,直 後 の 動 詞 ス ロ ッ トの 対 象
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と して処理す る(例:省 略)。

④ 読点若 しくは処理済 みの単語 を越え存在す る句接続詞 は、直後 の動詞の処理済み ス ロ

ッ トの後 に独立 ス ロッ トと して位置付け る(例:省 略)。

⑤ 文接続詞 は,そ の前後の処理済みス ロッ トを()で 囲む(例:省 略)。

⑥ 文の 冒頭の文接続詞 は,そ の文の最後 の動詞の処理済 みス ロッ トの後 に独立 スロ ッ ト

と して位置付 ける(例:省 略)。

② 構文処理

文 ごとの構 文生成を行 うため に,単 位構文間の埋め込み処理を単位構文処理結果 の順 に

ノ 　 サ

イ丁つ。 、

・単位構文 間埋 め込み処理規 則:

① 連用修飾処理 済みス ロッ トを後 出動詞処理済みス ロ ッ トに埋 め合成 ス ロッ トを生成す

る。

② 連体修飾処理済み スロ ッ トを後出の体言 スロッ トに非交差規則 を適用 し埋め合成 ス ロ

ッ トを生 成す る。

・単 位構 文処 理結 果例:

例文:「 筆者 らは,シ ソー ラスを用 い,新 聞記事か らキ ーワー ドを 自動抽 出す るシステ

ムを開発中であ る。 」

最初 の動詞 「用 い」に対す る処理結果:

(ACTARE(用 い)(連 用 中止形)(obj(を)(シ ソー ラス))

(top(は)(筆 者 ら))

2番 目の動詞 「自動抽 出す る」 に対す る処理結果:

(ACTACR(自 動抽 出す る)(連 体形)(obj(を)(キ ー ワー ド))

(ori(か ら)(新 聞記事)))

3番 目の動 詞 「あ る」に対す る処理結果:

(PRE(あ る)(終 止形)(dur(で)(開 発中))

(obj(を)(シ ステム)))

・単位構文 間埋 め込 み処理過程:

処理1:文 の最初の動詞 「用 い」 は,連 用中止形であ るか ら処理規則① を適用 し,2

番 目の動詞 「自動抽 出す る」の処理済みスロ ッ トに埋 め合成 ス ロッ トを生成す る。

処理1の 結果:

(ACTACR(自 動抽 出す る)(連 体形)(obj(を)(キ ー ワー ド))
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(orj(か ら)(新 聞記事))(ACTARE(用 い)(連 用中止形)

(obj(を)(シ ソーラス))(tOp(は)(筆 者 ら))))

処理2:処 理1の 結果の合成 ス ロッ トの最初の動詞 「自動抽 出す る」は、連体形で あ

るか ら処理規則② を適用 し,3番 目の動詞rあ る」の処理済 みス ロッ ト内の体言 「シ

ステ ム」のス ロッ トに埋 め合成 スロッ トを生成す る。

処理2の 結果:

(PRE(あ る)(終 止形)(dUr(で)(開 発 中))

(obj(を)(シ ステム)(ACTACR(自 動 抽出す る)(連 体形)

(obj(を)(キ ー ワー ド)(ori(か ら)(新 聞記事))

(ACTARE(用 い)(連 用 中止形)(obj(を)(シ ソー ラス))

(top(は)(筆 者 ら))))))

③ キー ワー ド及 びキーセ ンテ ンス抽出処理

構文解析処理結果 を基 に、 キーワー ド及 びキーセ ンテ ンス抽 出処理 を行 う。

・キー ワー ド及びキーセ ンテ ンス抽 出処理規則(例)

① 下記 基 本 概 念 記号 の動 詞 に対 応 す るrobj」 を 主 題表 示 キ ー ワー ド若 しくは

robj」 が存在 しない文 を主題 表示 キーセ ンテ ンスとす る。

変成動作動詞(ACTACH)… 例:「 改良 した」

生成動作動詞(ACTACR)… 例:「 構築 した」

運用動作動詞(ACTAMA)… 例:「 行 って いる」

表現動作 動詞(ACTADE)… 例:「 述べ る」

② 資料 ごとに構文解析処理結果の先頭の動詞 の基本概念記号 を判定 し,robj」 内

の名詞句(主 題表示 キーワー ド)を高輝度表示す る。robj」 が無 い場合 は,文(主

題表示キーセ ンテ ンス)全 体 を高輝度表示す る。索引作成者 は,こ の結果 を参考 に

す る。

・抄録例

「筆者 らは,シ ソーラスを用 い,新 聞記事か らキー ワー ドを 自動抽 出す るシステムを開

発中であ る。前 回報告 した システムで は,デ ータベース検索用 の シソーラスを流用 して

お り,シ ソー ラスの概念構造 が検索用 であるためキ ーワー ド自動抽 出に は不十分で ある。

本報告で はキー ワー ド自動抽出 を ターゲ ッ トと したキー ワー ド用の シソー ラス概念構造

について報告す る。 」

(出 典:森 崎正人,中 園薫:キ ー ワー ド自動抽出をね らい と した構成法 にっ いて,情 報
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処 理 学 会 全 国 大 会 講 演 論 文集,Vol.27,No2,pp.1067-1068(1983)

・構 文 処 理 結 果:

1文 目の 解 析 結 果:

(PRE(あ る)(終 止)(dur(で)(開 発 中))

(obj(を)(シ ス テ ム)

(ACTACR(自 動 抽 出 す る)(連 体)(obj(を)(キ ー ワー ド))

(ori(か ら)(新 聞記 事))(ACTARE用 い)(連 用 中止)

(obj(を)(シ ソー ラ ス))(top(は)(筆 者 ら))))))

2文 目の 解 析 結 果:

(PRE(あ る)(終 止)(att(で)(不 十 分))

(obj(に は)(キ ー ワ ー ド自動 抽 出))

(for(た め)(PRE(あ る)(終 止)(com(で)(検 索 用))

(sub(が)(シ ソー ラ スの概 念 構 造))

(ACTARE(流 用 して お り)(連 用 中 止)

(obj(を)(デ ー タベ ー ス検 索 用 の シ ソー ラ ス))

(top(で は)(シ ス テ ム)(ACTADE(報 告 した)

(tim(前 回))))))))

3文 目の 解 析 結 果:

(ACTADE(報 告 す る)(終 止)

(obj(に つ い て)(キ ー ワー ド用 の シ ソー ラ ス概 念構 造)

(ACTAOP(し た)(連 体)(com(と)(タ ー ゲ ッ ト))

(obj(を)(キ ー ワー ド自動 抽 出)(spa(で は)(本 報 告)))))

・主 題 表 示 キ ー ワー ド及 び主 題 表 示 キ ー セ ンテ ンス抽 出処 理 結 果

処 理1:1文 目 の抽 出処 理 結 果 …抽 出処 理 非 対 象

処 理2:2文 目 の抽 出処 理 結 果 …抽 出処 理 非 対象

処 理3:3文 目の 抽 出処 理 結 果 … 「キ ー ワ ー ド用 の シ ソー ラ ス概念 構 造 」

・抽 出 主 題 表 示 キ ー ワー ドの 理 解:

資 料例 の 記 載 内 容 は,"固 有 名 詞 シ ソー ラス の 自動 拡 張"に あ り,そ の"シ ソー ラ ス構

造"に つ いて言 及 して い る。 本 資料 の 主 題 索 引語 に は,「 シソー ラ ス構 造 」が 必 要 に な

る。例 え ばJICST-DBの 同 資料 デ ー タに は,「 シソ ー ラス,キ ー ワー ド,件 名索

引 語,形 式 文 法,件 名 索 引,デ ー タベ ー ス管 理 シス テ ム,文 献検 索,自 動 言 語 処 理,自

一251一



動索引法,ニ ュース,新 聞,検 索 効率」の12個 の索引語が付与 されて いるが,唯 一対 応

す る 「シソーラス」は"シ ソーラ ス構造"に 限定す る索 引語 にはな らない。本 システム

の抽 出結果 は,「 キーワー ド用 の シソー ラス概念構造 」 とい う主題表示 キーワー ドを提

供 してお り,自 然索 引語 と して 「シソー ラス構造」を採用す るに可能 なデータを提供 し

ているといえ る。

23.4シ ス テ ム の 構 築 及 び 実 験 ・評 価

23.4.1構 築 システム

書誌 データベ ース用ダイナ ミック ・シソー ラスの可能性を確認 す るために,石 川方式を参考

と して 「文意解析処理」実験 プ ログラムを作成 し,和 書要 旨デー タベー スを題材 として以下事

例の示 すよ うな実験 を行 った。

23.4.2分 解 ・解析 ・抽出処理

① テス ト用書籍デー タベー ス:テ ス ト用書籍データベ ースの要 旨か らまずすべての動詞

を判定 し,そ の中で文章 の重点を表す下記の動詞 に注 目 して,各 々の書籍を的確に表現 し

て いる語句 をキーワー ドと して抽 出 した。

解説 した 解説 して いる 解説す る 収 めてい る 収 めてあ る 紹介 し 紹介す る

集め ま した 検証 し 明確 化す る 別摸す る………

「要 旨」か らのキーワー ド抽 出処1‖!:下 記 のとお り,記 事整理番号01724に つ いて実例 を

示す。

原文

DTS=(01724)書 物の現 在

映像 の優 位 ・活字文 化の衰退 とい う俗説 を排 し,グ ーテ ンベル クか ら電子 出版 に至 る

《書物》の歴史 と現在を グ ローバ ルに検証 しつつ,現 在の そ して未来 の文化 にとっての

《書物》の揺 るぎない重要性 を2人 の研究者(浅 沼/清 水)が 明確化す ると共 に,今 日

の出版,と りわけ雑 誌 出版 の問題 をr試 行』 とrリ ュ ミエ ール』の2人 の 《編集者》

(吉 本/蓮 実)が 鋭 く別摸す る。 文学 ・出版 ・印刷関係者必読 の書。

排 し 俗説(o:を)映 像 の優 位 ・活字文化の衰退(と い う)

至 る 電子出版(に)グ ーテ ンベル ク(か ら)

検証 し グローバ ル(に)書 物の歴史 と現在(o:を)
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明確化す る2人 の研究者(浅 沼/清 水)(が)

書物の揺 るぎない重要性(o:を)→

別摸 す る 試行 と リュ ミエールの2人 の編集者(吉 本/蓮 実)(が)→

とりわけ雑 誌出版の問題(o:を)

これか らこの書 籍 に中心 とな るキー ワー ドは

・書物 の歴史 と現在

・書物 の揺 る ぎない重要 性

・とりわ け雑誌 出版 の問題

が検 出 され る。

② 質問文:質 問文 に対 して もまずすべての動詞を判定 し,そ の中で文意の重点 を表す下

記の動詞 に注 目 して,質 問 を的確 に表現 している語 句を検 索用語 と して抽 出 した。

知 りたい 可能 であろ うか もた らすの か 影響 す るのか ………

・ 「質問文 」か らの検索用語抽 出処理:質 問文事例 と して下記 の文章を使 った
。

a)ビ デ オが普及 し,CD-ROMやCD-1な どの光 デ ィス クによ る電子出版が実用

化 され,テ レマ テ ィー クなどの電子 図書館の研究 開発 も進んで い るが,こ れ らは従来

の書籍や雑誌 へ ど う影響す るのか。

b)脳 とは何 であ ろ うか。並 列学 習情報処 理の原理 を核 と した脳 の原理 の解説 と,ニ ュ

ー
.ロコ ンピュ一 夕を含む応 用例はないか。

最初 の文 につ いての解析結果 は次の よ うになる。

普及 し ビデオ(が)

実用 化 され 電子 出版(が)CD-ROMやCD-1な どの光 デ ィス ク(に

よる)

進 んで いる テ レマテ ィークな どの電子 図書館の研究 開発(も)

影響す るのか 従来の書 籍や雑誌(o:へ)こ れ ら(は)

これか ら,次 の質問 に関す るキー ワー ドが抽 出 され る。

・従来の書籍 や雑 誌

23.4.3後(キ ー ワー ドと検 索用語 の拡充)処 理

「文意解析処理方 式」で キー ワー ドを抽 出 した結果に対 し,NICEシ ステム(口 外 ア ソシ

エ ーツ社 が開発 した 日本語 キー ワー ド自動 切出 しシステム)で 同義語 ・上位語 を付加 して実際

の検索用 キー ワー ドを生 成す る。以下 「文意解析処理方式 」 とはNICE処 理 を含んだ もの を
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(1)「 要 旨」の後処理

「要 旨」か ら抽 出 されたキー ワー ドを更 にNlCEシ ステムで処理 を行い,下 記 の最終

結果を得た。

書物 シヨモツ 歴史 レキ シ 雑誌 ザ ツシ 出版 シユ ッパ ン

(2)「 質問文 」の後処理

「質問文 」か ら抽 出 されたキー ワー ドを更 にNICE処 理 と して,下 記の検索用 語(キ

ー ワー ド)を 得た。

書籍 ショセキ 出版 シユ ツパ ン 図書 トシヨ 本 ホ ン

雑誌 ザ ツシ

23.4.4検 索処理

検索処理 は次の4っ の方式 にっ いて実験 を行 い検討 した。

キ ー 作 成 方 式 質問文 書籍データベ ース

方式1 文意解析処理方式 文意解析処理方式

方式2 文意解析処理方式 全文検索方式

方式3 文意解析処理方式 索引候補語 リス ト方式

方式4 人手分析 索引候補語 リス ト方式

◎方 式1(方 式2,3,4の 説明 について は詳細報告 を参照)

デ ータベ ースの キー作成 と質問文の処理 に 「文意解析処理方式 」を行 った場合 の結果 を示す。

書 物 シヨモ ツ

歴 史 レキ シ

雑 話 ザ ツ シ

出 版 シユ ツパ ン

シヨセキ

シユ ツパ ン

トシヨ

ホ ン

ザ ツシ

この 結 果,テ ス トデ ー タベ ー スの 整 理 番 号=1724の デ ー タ項 目は,太 字 の キ ーが 一 致 して い
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「

るので質問文に よって検索 され る ことになる。

23.5結 論

23.5.1ダ イナ ミック ・シソーラスの機構

「文意解析処理方式 」手順 によ り,デ ー タベース処理手順 と して は図23-3の ①②③④ の と

お り,質 問文処理手順 と して も図23-3の ①②③④の とお り進 め,検 索処理手順 と して④ の照

合(23.4.4.方 式1:質 問文,デ ータベース とも1文 意 解析処 理」 し,同 義語辞書で語彙拡充

して キー ワー ド作成)が 高い適 合性能(質 問文 とデータベ ースか ら自動的 に重要意味語句 を抽

出 し,ノ イズを排除)を 発揮す ることを確認 した。 また これ らの処 理手順が原理的 に自動実行

で きる ことか ら,本 研究 で 目的 と したダ イナ ミック ・シソーラスの基 本的作動機構を成立 させ

ることがで きた。

現行書誌データベース検索 システム
ム

ー 、
(語 句 照 合)(関 係 ・構造化)

書誌系データベース
.A

/、,

フリーテキスト 統 制 索 引
,一 一一'一

ダ イ ナ ミ ッ ク ・

シ ソ ー ラ ス 構 築

言口 体言 系語 句

論 理演 算

②

重 要文 ・

語句 の抽 出

近 接 演算

〆〆二二'

意 解析

(動 詞 意味

分 類 体系

に基 づ く)

讐 文章

＼
① ,.②

フ ァ セ ッ ト

分 類 ・体 系

(シソーラズ)

!,"/

構 文(文 節 ・

文脈)解 析

〆ン/
、・",./

一/'一 ン

語 ・句区分(
パー シング)

と形態素(

品詞)解 析

統 制 用語

(NICEの ④

同

③

重 要 語句
:三
ピ

,.■ ●..'

⑤
恒 照合)__脂 系の意味の分類体系化{、よる,

体 言 系 の意味 の適正 ・重要度 の 自動判 定

一
(検 索)石 川方式を踏襲 口外NICEを 採用一
ダ イナ ミック ・シソーラ ス

図23-3ダ イ ナ ミッ ク ・シソー ラス の機 構

23.5.2ト ータル システム と しての ダイナミ ック ・シソーラス

図23-4を 参照 の とお り,検 索側 もデー タベース側 も本 当の意図が均質 に照合 し合い,認 知 し

合 うので,デ ータベ ース制 作作業 と制作内容が画期的 に変貌 し,ま た検索 とい うよ りもシステ

ムとの気楽な対話が実現 し,従 来 のデー タベース構築作業 と検 索 システム運用上の諸問題 は払

拭 され ることがで きよ う。
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運転 と更新 も双方 か ら随時 自動 的に行われてダイナ ミック ・シソーラス ・エ ンジ ンが成 立 し,

例外 的な処理不能 リス トだけを専 門家が検討 して通常処理へ組 み入 れてい くこととなろ う。

ダ イ ナ ミ ッ ク ・シ ソ ー ラ ス 搭 載 ダ イ ナ ミ ッ ク ・シ ソー ラ ス搭 載

デ ー タ ベ ー ス デ ー タ ベ ー ス 築 シ ステ ム一
書 諸 系 デ 一 夕 ベ ー ス

メ＼

ン へ

_山 主止_縦 趾i藍ヨL

(ダ イ ナ ミ ・ソク ・

シ ソ ー ラ ス 構 築)

/

,'・

㌢.

摘 ㌘莱一 用言系の

鋤'ノ イズ:ど 麹 竺 豫 索

の 文 章体 言 系 語句 用 言 系 語 句iシ ス テ ム 辞 書 …AI//
'

//

フ ア セ ・ソ ト

,i

筆 者 の意 図iDB制 作寺主/
/

!'

/

分類 i・見 解 ・願 の 方 針/
ノ/'

体 系(シ ソ用 言 体系(望 を捕 捉 す観 点/
一 ラ ス)

シ ソ ー ラ スiる た め の

/メ プ')主 題 のi用言 辞 書

統制 用 語 集 動態 をS式i

① ② ③ (同 義 語 と 表 記(同 義 ・

● 上 位 語 の ・上位 の 階/

辞 書)で 層 あ り)/

語彙 を拡 充 ④/' ①

(NICE
'

を活 用)

⑤ 用言 系の'i

'

/ 文意 解析

憤 悶文中の (動 詞 意味
!

/!
パ②2

願 望 ・質 疑 分 類体 系 に
ノ

ノ/

' 用 言動 態 の相 当用 言 の基 づ く)
//'/ /'③

特 定 に よ り判 別 に よ り

質 問 文 か ら体 言 を修飾 主 題 向体 言

_⑥ の 重 要 語 句 (無 作 動) 存 自 動 抽 出

}
スーフーソシ●クツ、ミナイダのてしとムテスシ索検

図23-4ト ー タル シ ステ ム と して の ダ イナ ミック ・シ ソー ラ スの概 念 図

23.5.3今 後 の展望 と抱負

上記の見通 しを もつダイナ ミック ・シソー ラス は人間の記憶 ・思考 ・創作活動をその代読 ・

記 憶 ・整理 の面 で支援 ・誘導 し,人 間の知的活動を保全 ・強化す るマイ ン ドツールの基本技術

と もなれ る可能性があ る。
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一
よって本研究を筆者の意図と質問者の願望の用言の実用的整備,

面か ら更に深め,こ の構想を更に現実化 したい。

及 び用言 シソーラス試作 の
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